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平 成 2 5 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成25年10月17日（木曜日）

午前10時３分開会

第４委員会室

出席委員

委員長 山 内 末 子さん

委 員 新 垣 良 俊君 仲 田 弘 毅君

具 志 孝 助君 照 屋 大 河君委 員

髙 嶺 善 伸君 玉 城 義 和君委 員

田 勝 廣君 前 島 明 男君委 員

當 間 盛 夫君 大 城 一 馬君委 員

欠席委員

末 松 文 信君

説明のため出席した者の職、氏名

謝 花 喜一郎君企 画 部 長

企 画 調 整 統 括 監 川 満 誠 一君

企 画 振 興 統 括 監 具志堅 清 明君

企 画 調 整 課
下 地 正 之君

跡 地 対 策 監

交 通 政 策 課 長 多嘉良 斉君

科 学 技 術 振 興 課 長 金 城 寛 信君

地 域 ・ 離 島 課 長 田 中 克 尚君

地域・離島課副参事 比 嘉 悟君

市 町 村 課 長 儀 間 秀 樹君

市 町 村 課 副 参 事 宮 城 力君

岩 井 健 一君会 計 管 理 者

新 垣 光 博君監 査 委 員 事 務 局 長

平 良 宗 秀君人 事 委 員 会 事 務 局 長

君議 会 事 務 局 長 嘉 陽 安 昭

本日の委員会に付した事件

１ 平成24年度沖縄県一般会計決算平成 25 年

第６回議会 の認定について（企画部、出納

認定第１号 事務局、人事委員会事務局、

監査委員事務局、議会事務局

所管分）

3 4ii

ただいまから総務企画委員会を○山内末子委員長

開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成25年第

６回議会認定第１号の決算調査及び決算調査報告書

記載内容等についてを一括して議題といたします。

本日の説明員として、企画部長、会計管理者、監

査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事務

局長の出席を求めております。

まず初めに、企画部長から企画部関係決算の概要

の説明を求めます。

謝花喜一郎企画部長。

それでは、お手元の平成24○謝花喜一郎企画部長

年度歳入歳出決算説明資料企画部により御説明を申

し上げます。

資料の１ページをお開きください。

平成24年度一般会計歳入決算について御説明申し

上げます。

企画部所管の歳入決算総額は 予算現額484億1632、

万8000円に対し、調定額253億7552万3557円、収入

済額253億7552万3557円、不納欠損額、収入未済額

はいずれもゼロ円となっております。

調定額に対する収入済額の割合は100％となって

おります。

（款）ごとに御説明申し上げます。

（款）使用料及び手数料は、予算現額275万4000

、 、 。円 調定額88万1195円で 同額収入済みであります

これは行政財産使用許可に係る使用料収入であり

ます。

（款）国庫支出金は、予算現額451億1794万3000

円、調定額246億3880万7778円で、同額収入済みで

あります。

（款）財産収入は、予算現額2935万5000円、調定

額3134万5582円、同額収入済みであります。

、（ ） （ ）財産収入の主なものは 項 財産運用収入 目

利子及び配当金の市町村振興資金等貸し付けに伴う

利子収入と （目）基金運用収入における市町村振、

興資金等貸付基金及び交通方法変更記念特別事業貸

付基金の運用により得られた収入であります。

２ページをお開きください。

総務企画委員会記録（第２号）



－206－

（款）寄附金は、予算現額175万円、調定額75万

円で、同額収入済みであります。

これは科学技術事業振興寄附金としての受け入れ

であります。

（款）繰入金は、予算現額1302万3000円、調定額

1288万7858円で、同額収入済みであります。

これは主に市町村振興資金貸付基金からの繰り入

れであります。

（款）諸収入は、予算現額５億6270万3000円、調

、 。定額６億9085万1144円で 同額収入済みであります

、（ ） （ ）諸収入の主なものは 項 貸付金元利収入 目

総務貸付金元利収入の地域総合整備資金貸付金元利

収入であります。

（款）県債は、予算現額26億8880万円、この内訳

は、地域総合整備資金貸付事業、沖縄ライフ・イノ

ベーション創出基盤強化事業、駐留軍用地内土地取

得事業、離島航路運行安定化支援事業及び沖縄知的

・産業クラスター基盤整備事業でありますが、調定

済額及び収入済額とも財政課が受け入れるため、企

画部には計上されておりません。

３ページをお開きください。

平成24年度一般会計歳出決算について御説明申し

上げます。

企画部の予算は（款）総務費に計上されておりま

す。

歳出決算総額は、予算現額553億9589万7000円、

支出済額377億4589万7936円、翌年度繰越額153億

7064万9000円、不用額22億7935万64円となっており

ます。

予算現額に対する支出済額の割合である執行率は

68.1％、繰越額の割合である繰越率は27.7％であり

ます。

翌年度繰越額について御説明申し上げます。

（ ） 、（ ）項 企画費の繰越額4545万7000円のうち 目

企画総務費は、通信施設改修事業の実施に伴う繰り

越し3574万3000円であります。

（目）計画調査費は、沖縄知的・産業クラスター

基盤整備事業実施に伴う繰り越し971万4000円であ

ります。

（項）市町村振興費の（目）沖縄振興特別推進交

付金の繰越額は、153億2519万2000円となっており

ます。

同事業は、制度創設の初年度という事情もあり、

事業計画の策定及び事業執行の調整等に時間を要し

たため、繰り越しとなっております。

次に、不用額の主なものについて御説明申し上げ

ます。

（項）総務管理費の不用額640万7364円は、主に

事務費の経費節減による執行残等であります。

（ ） 、（ ）項 企画費の不用額９億8978万10円のうち 目

企画総務費に係る主なものは、通信施設維持管理費

の通信回線調達の執行残1505万3476円等によるもの

であります。

（目）計画調査費に係る主なものは、補助金の不

用によるものであります。

亜熱帯・島しょ型エネルギー技術研究事業におい

ては、事業の公募採択に際して、審査委員会におけ

る事業内容や事業期間等の見直し等があり、各公募

事業者の事業費を縮減したため、補助金の不用が発

生したことによる減、これが２億5655万5563円と

なっております。

また、沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業に

おいては、当初予算16億8000万円で、予想より利用

率が上がり、11月に２億7000万円を増額補正しまし

た。さらに、利用率が伸びたため、１億7000万円の

流用を行いましたが、利用実績に応じて支払いした

ところ、結果的に１億861万4881円の不用となって

おります。

次に 項 市町村振興費の不用額９億8675万4096、（ ）

円は、沖縄振興特別推進交付金（市町村）事業にお

いて、入札残や用地取得難による事業縮小のための

執行残であります。

（項）選挙費の不用額２億4207万5614円のうち、

衆議院議員総選挙費で１億2203万3259円、県議会議

員選挙費で１億1668万1667円で、主な理由としては

市町村交付金等の残によるものであります。

（項）統計調査費の不用額5433万2980円は、主に

国庫委託金の縮小及び経費節減によるものでありま

す。

以上で、企画部の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

企画部長の説明は終わりまし○山内末子委員長

た。

次に、会計管理者から出納事務局関係決算の概要

の説明を求めます。

岩井健一会計管理者。

出納事務局所管の平成24年○岩井健一会計管理者

度歳入歳出決算の概要につきまして、お手元にお配

りしてあります平成24年度歳入歳出決算説明資料出

納事務局に基づきまして御説明いたします。

資料の１ページをお開きください。

歳入決算について御説明いたします。
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出納事務局所管の予算現額は （款）使用料及び、

手数料 （款）財産収入 （款）諸収入の合計で2431、 、

万5000円でございます。

調定額は19億8701万7317円で、収入済額も同額で

あります。

なお、使用料及び手数料の証紙収入は、欄外で説

明しておりますように、各部で予算計上しているこ

とにより予算現額ゼロ円となっております。

次に、資料の２ページをお開きください。

歳出決算について御説明いたします。

（款）総務費（項）総務管理費の予算現額は５億

8048万1000円に対し、支出済額は５億5968万4393円

で、執行率は96.4％となっております。

、 、（ ）不用額は2079万6607円で その主なものは 目

一般管理費の1481万8522円は職員手当等の執行残、

（目）会計管理費の484万1565円は証紙売りさばき

手数料に係る役務費の執行残 目 財産管理費の113、（ ）

万6520円は需用費の執行残となっております。

以上で、出納事務局所管の平成24年度歳入歳出決

算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いします。

会計管理者の説明は終わりまし○山内末子委員長

た。

次に、監査委員事務局長から監査委員事務局関係

決算の概要の説明を求めます。

新垣光博監査委員事務局長。

監査委員事務局所管○新垣光博監査委員事務局長

の平成24年度一般会計歳入歳出決算の概要につきま

して、お手元にお配りしてあります平成24年度歳入

歳出決算説明資料監査委員事務局に基づきまして御

説明いたします。

まず、資料の１ページをお開きください。

歳入の決算は、一般会計の収入済額は4万258円と

なっております。

調定額に対する収入済額の割合は100％となって

おります。

資料の３ページをお開きください。

一般会計の歳入の決算状況は、諸収入の雑入と

なっております。これは、事務補助員に係る雇用保

険料と職員の旅費の戻入となっております。

続きまして、資料の２ページをお開きください。

歳出の合計は、予算現額１億8268万4000円に対し

まして、支出済額は１億7817万6690円で、執行率は

97.5％となっております。

資料の４ページをお開きください。

、 、（ ）歳出の決算状況ですが 監査委員事務局は 款

総務費 （項）監査委員費 （目）委員費、事務局費、 、

から成っております。

不用額の主なものとしましては、旅費の節減や監

査委員の交代による報酬、手当等の執行残によるも

のでございます。

以上で、監査委員事務局所管の決算の概要説明を

終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

監査委員事務局長の説明は終わ○山内末子委員長

りました。

次に、人事委員会事務局長から人事委員会事務局

関係決算の概要の説明を求めます。

平良宗秀人事委員会事務局長。

それでは、人事委○平良宗秀人事委員会事務局長

員会事務局所管の平成24年度一般会計歳入歳出決算

の概要につきまして、お手元にお配りしております

平成24年度歳入歳出決算説明資料人事委員会事務局

に基づいて御説明申し上げます。

まず、資料の１ページ、２ページは、歳入歳出の

総括表となっておりますので、３ページをごらんく

ださい。

初めに、歳入状況について御説明いたします。

人事委員会事務局の歳入総額は （款）諸収入の、

収入済額が158万3100円となっております。

その内容につきましては、公平審査・苦情相談業

務の受託経費、警察官採用共同試験の実施に係る経

費、事務補助員に係る雇用保険料等であります。

なお、調定額に対する収入済額の割合は100％と

なっております。

４ページをごらんください。

次に、歳出状況について項段階で御説明いたしま

す。

（款）総務費（項）人事委員会費の歳出総額は、

予算現額１億6830万4000円に対し、支出済額１億

6288万1014円 不用額542万2986円で 執行率は96.8、 、

％となっております。

不用額の主な内容は、人事異動等に伴う職員費の

執行残及び職員採用試験費の執行残等であります。

以上で、人事委員会事務局所管の歳入歳出決算の

概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

人事委員会事務局長の説明は終○山内末子委員長

わりました。

次に、議会事務局長から議会事務局関係決算の概

要の説明を求めます。

嘉陽安昭議会事務局長。
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それでは、恐縮でござい○嘉陽安昭議会事務局長

ますが、着席して御説明申し上げます。

議会事務局所管の平成24年度一般会計歳入歳出決

算の概要につきまして、お手元にお配りしてありま

す歳入歳出決算説明資料に基づき御説明申し上げま

す。

資料の１ページをお開きください。

初めに、歳入決算について御説明申し上げます。

議会事務局の歳入総額は、調定額184万1194円、

収入済額144万7610円 収入未済額39万3584円となっ、

ております。

その内容につきましては （款）使用料及び手数、

料の収入済額26万7054円は、議会棟１階ラウンジ等

の建物使用料 （款）諸収入の収入済額118万556円、

は、ラウンジの光熱水費及び職員手当の過払い金の

返還等であります。

また、収入未済額の内容は （款）諸収入のラウ、

ンジ光熱水費及び延滞金でございますが、平成25年

、 、10月16日現在 26万2722円が収入済みとなっており

収入未済額は13万862円に減少しております。

調定額に対する収入済額の割合は78.6％でござい

ます。

２ページをお開きください。

歳出決算について御説明申し上げます。

議会事務局の歳出総額は、予算現額13億7704万円

に対し、支出済額13億3625万8170円、不用額は4078

万1830円で、執行率は97.0％となっております。

不用額の主な内容を（目）別に御説明いたします

と （目）議会費の不用額3261万6165円は、旅費及、

び政務調査費の執行残 （目）事務局費の816万5665。

円は、需用費等の執行残及び庁舎管理委託料の入札

残等となっております。

以上が、議会事務局所管の歳入歳出決算の概要で

ございます。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

議会事務局長の説明は終わりま○山内末子委員長

した。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては 決算議案の審査等に関する基本的事項 常、「 （

任委員会に対する調査依頼について （平成25年９）」

月11日議会運営委員会決定）に従って行うことにい

たします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた

します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように、簡潔に

発言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

照屋大河委員。

、 。○照屋大河委員 では よろしくお願いいたします

まず、平成24年度主要施策の成果に関する報告書

から、15ページ、16ページ、企画部長が張り切って

おられる事業について、交通体系整備推進事業、そ

れから16ページの鉄軌道を含む新たな公共交通シス

、 、 、テム導入促進事業 その２つについて 事業の概略

本当に概略で構いませんので、説明していただきた

いと思います。

まず、最初の15ページの○多嘉良斉交通政策課長

交通体系整備推進事業の概要について御説明いたし

ます。

本県は、急激な自動車利用の拡大とバス利用者の

減少により、全国の中でも極めて高い自動車依存型

社会が形成されております。それにより、国道58号

を初めとする県内の主要道路で交通渋滞が日常化し

ております。

本事業は、沖縄21世紀ビジョンに掲げる「人間優

先のまちづくり 「低炭素島しょ社会の実現」を図」、

る観点から、時差出勤やバスレーンの拡充、利便性

向上による公共交通の利用促進等の交通需要マネジ

メント施策を推進することを目的といたしておりま

す。

平成24年度の主な実績といたしましては、交通体

系整備推進事業といたしまして、ＴＤＭ施策推進ア

クションプログラムの見直しを行ったところでござ

います。また、公共交通利用環境改善事業におきま

しては、バス４社共通のバスロケーションシステム

の導入、多言語対応の公共交通経路検索システムの

導入を行いまして、ことしの４月から利用可能と

なっております また 乗降性にすぐれるノンステッ。 、

プバス40台を導入したところでございます。
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続きまして、16ページの鉄軌道を含む新たな公共

交通システム導入促進事業の概要について御説明い

たします。

本事業は、沖縄県におきまして、県土の均衡ある

発展、県民及び観光客の移動利便性の向上、中南部

都市圏の交通渋滞緩和、低炭素社会の実現を図る観

点から、沖縄本島を縦断し、広域移動を支える鉄軌

道を含む新たな公共交通システムの導入を促進する

ことを目的といたしております。

鉄軌道につきましては、平成23年度内閣府調査で

は、施設の整備、保有から運行までを運行事業者が

全て行う上下一体方式を前提といたしまして、調査

の結果、厳しい事業採算性が示されております。そ

れを受け、平成24年度の県調査では、鉄軌道等の早

期導入の可能性を高める観点から、先進事例調査等

によるコスト縮減策の検討、持続的な運営を可能に

する特例的な制度の検討などを行っております。そ

の結果、整備新幹線の整備方式を参考にした公設民

営型上下分離方式による特例的な制度の適用によ

り、運行会社の単年度黒字は可能との試算結果を得

たところでございます。

事業の概略、内容の説明が今あり○照屋大河委員

ましたが、平成24年度主要施策の成果に関する報告

書にもありますが、この目的の中に、交通渋滞の緩

和、それぞれの事業について交通渋滞の緩和という

ものがあるわけです。そういう意味では、沖縄県の

現状、平成24年度で構いませんが、交通渋滞率に伴

う経済的損失ということもたびたび聞くのですが、

現状はどうなっているのでしょうか。

先ほども申し上げました○多嘉良斉交通政策課長

、 、けれども 本県は自動車に依存した交通体系のため

那覇市中心部へ向かう南北幹線道路を中心に交通渋

滞が激しい状況となっており、平均旅行速度も那覇

市中心部周辺では、混雑時旅行速度が大都市圏より

も低くなっております。那覇市内のピーク時速度は

時速約14キロメートルで全国ワースト、また、沖縄

県の１キロメートル当たり渋滞損失時間は4.1万人

時間パー年キロメートルと全国平均の２倍以上で、

全国ワースト６位の高い水準となっております。

そういう意味では、これまで決算○照屋大河委員

特別委員会でずっと話されましたが、実際の財源、

沖縄県の現状というものも含めて、これを解消する

、 、ということは 非常に経済的な効果もあるだろうし

この率を上げていくということだけでも経済損失の

解消が見込まれると思うのです。そういう意味で、

沖縄県の振興発展に重要な事業であると思うのです

が、改めて企画部長に事業に対する思いを伺いたい

と思います。

。 、○謝花喜一郎企画部長 ありがとうございます 今

交通政策課長からございましたが、沖縄県の交通渋

滞は、大都市圏並みでございます。経済的損失も先

ほど答弁があったとおりですが、全国ワースト６位

ということで、これは何としてでも解決しなければ

ならないと思っています。

復帰して四十数年たっておりますけれども、この

交通政策というものがこれまで十分であったかとい

うと、十分ではなかったということを我々は実感し

ております。このため、平成22年度から沖縄県公共

交通活性化推進協議会なるものを立ち上げまして、

さまざまな点から、この交通渋滞をいかにしたら緩

和できるのかということを考えてまいりました。当

然、背景には、低炭素社会の実現ですとかお年寄り

や子供に優しい社会というものはありますけれど

も、交通渋滞の緩和ということは喫緊の課題だと

思っております。

そのため、いろいろな施策を展開したかったわけ

ですが、これまで財源の確保というものが十分では

なかった、それを沖縄振興一括交付金という新しい

補助メニューができたものですから、それを活用し

て、先ほどもありましたようなバスロケーションシ

ステムですとか低床バスなど、いわゆる利便性向上

のための施策を行っているわけでございます。そう

いったものを着実に行って、まだ答弁はありません

けれども、那覇市から沖縄市まで定時、速達、多頻

度の基幹バス構想をまず実現してまいりたいと考え

ております。

沖縄県の先輩方といいますか、我○照屋大河委員

々の先輩方によく聞くのですが、復帰の時点でこの

交通体系の振興をやれば、もっともっと改善できた

のではないかという悔しい話も聞きます。今言われ

たように、新たな予算の獲得ができたときにしっか

りと取り組んでいただきたいのですが、今、企画部

長からあった基幹バスの問題、このバス網の再編と

いう事業については、目指す鉄軌道の事業、これに

対してバス網の再編をしっかりやらなければ県民の

機運も上がってこないのではないかという意見もた

。 、 、くさんあるわけです そして 先ほどあったように

国と県の方式に差がある、違いがある中で、このバ

ス網の構想、事業をしっかりやっていかなければ、

また県が示す提案の説得力にもつながらないのでは

ないかというところを危惧する声もありますが、そ

の点については企画部長、いかがですか。
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まさしく委員御指摘のとお○謝花喜一郎企画部長

。 、りだと考えております 過去の歴史的経緯もあって

やはりバスの―当時５社ほどあったわけです。それ

が今４社体制になっておりますけれども、それでも

、 、やはり複雑なバスの路線 それから過去の話ですが

ストライキが大分繰り返された、こういったことも

あって、県民のバス離れというものが大分生じてき

て、今のような自動車依存型社会になったという経

緯があると思います。

これをいかに自動車依存型社会から公共交通依存

の社会にするかということは、やはり重要だと思っ

ています。これは先ほども少し申し上げましたが、

交通渋滞の緩和ということも大きな課題ですが、ど

んどん高齢社会になっていったときに、お年寄り、

障害者の方も自由に移動ができるような仕組みとい

うものがやはり必要だろうと思っています。そう

いった中でも、やはり基幹バス、公共交通を利用す

る機運というものは大変重要だろうと思っておりま

す。その延長線上に、先ほど委員もおっしゃってお

りましたが、新たな公共交通システム、鉄軌道の考

えがあるのだろうと思っております。

この基幹バス構想の実現なくして、鉄軌道をいき

なり導入したとしても、この鉄軌道の形で採算がと

れるのか、そういった問題も出てくると思いますの

で、私としては、前提といたしまして、この基幹バ

ス構想はやはり何としても実現していきたい、長期

的な観点から鉄軌道を導入していきたい、そのよう

に考えているところでございます。

私が言うのは、どちらが先かとい○照屋大河委員

うことではなくて、やはり鉄軌道はしっかりやって

いただきたい。ただ、その事業に対する不安という

か、同じように進むバス網の再編について県民から

不安の声もあるということですので、両輪をしっか

りして進めていただきたいということで理解してい

ただきたいなと思います。

それと、先ほども申し上げましたが、鉄軌道につ

いて、今、国の方式と県の方式に差があると。国が

最初にやった方式について、新たな県の取り組みで

公設民営型の上下分離方式という調査をして、十分

にいけるという結果を得たわけですが、具体的にど

うこれから取り組んで、この差を縮めていくのか、

あるいはひっくり返していくのかという点について

伺いたいと思います。

まず、鉄軌道はやはり時間○謝花喜一郎企画部長

がかかるものですから、どこが先かということでは

なくて、鉄軌道についてもしっかり現時点から取り

組んでまいりたいと考えています。

その前提で申し上げますと、平成25年度には県と

しての新たなルート、それから駅数、そういったも

のを検討し、考えをまとめまして、事業スキーム、

事業主体、運営主体などの、たたき台をつくってい

きたいと考えております。それを平成26年度、平成

27年度と２年ほどかけまして、県民の方々、それか

ら、いろいろ有識者の方々に意見を募りまして、平

成27年度には県としての考え方を国のほうにお示し

して、国に対しては、実現可能な鉄軌道の法制度の

整備などを求めてまいりたいと考えているところで

ございます。

課題は今はっきりしました。企画○照屋大河委員

部長がおっしゃったように、高齢化社会への対応、

あるいは低炭素社会、そういう中における環境への

対応、そして渋滞による経済的損失の緩和、そうい

うことで課題ははっきりしていますので、ぜひこの

交通体系の整備について、沖縄県の振興に資するも

のですので、先ほど課題もはっきりしていると言い

ましたが、しっかり取り組んでいただきたいなと。

きのうからこの件については、関係部局のボール

の投げ合いみたいなことが新聞報道でもありました

し、そういうことではなくて、二人三脚というので

すか、三人四脚、いろいろなかかわりがありますの

で、そういう思い、あるいは県民全体の機運を高め

ていくというような企画部長の取り組みが求められ

ると思いますので、決意を短目にお願いしたいと思

います。

ありがとうございます。県○謝花喜一郎企画部長

民の利便性向上のために考えるということはどこの

部署も同じだと思いますので、ともに連携しながら

取り組んでまいりたいと考えております。

次に、同じ平成24年度主要施策の○照屋大河委員

成果に関する報告書、17ページ、18ページの那覇空

港整備促進事業、それから那覇空港ターミナル地域

整備事業について伺いますが、これは企画部長、今

回出たＰＤＣＡ実施報告書、この332ページという

ことでよろしいでしょうか。平成24年度主要施策の

成果に関する報告書とＰＤＣＡ実施報告書の332

ページということで見てよろしいでしょうか。

ＰＤＣＡ実施報告書の332○謝花喜一郎企画部長

ページ、333ページでよろしいです。

では伺いますが、順調という評価○照屋大河委員

は進 状況にあります 「やや遅れ」というものが沖。

縄航空機整備産業クラスター形成推進事業というこ

とになっています。それで、ＰＤＣＡ実施報告書の
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334ページ、内部要因の分析という点、那覇空港旅

客ターミナル等の整備について、国内線旅客ターミ

ナルビルが狭隘化しているため、貨物地区に暫定Ｌ

ＣＣターミナルエリアが整備されたところである

が、今後の航空需要の拡大を鑑みて、不足するター

ミナル展開用地を確保する必要があるということで

あります。この点、現状はどうなっているのか伺い

たいと思います。

ターミナル地域につきま○多嘉良斉交通政策課長

しては、国が策定しております那覇空港ターミナル

地域整備基本計画に基づいて整備がなされておりま

す。今現在、基本計画に基づきまして新国際線ビル

が整備されているところでございますけれども、同

計画には、旅客ターミナルビルの北側に展開用地と

いう形で位置づけがございまして、今後必要な施設

等に関しましては、そちらのほうに展開していくと

考えております。

展開用地というものは、これは国○照屋大河委員

の土地ですか。

那覇空港は実は民有地が○多嘉良斉交通政策課長

ございまして、その展開用地が国有地であるのか民

有地であるのか、現在手元に資料がございません。

既にこの平成24年度で課題として○照屋大河委員

挙げられているわけですから、那覇空港という沖縄

県の空の玄関ですので、そういう点については早目

早目といいますか、調査をした上で、対応できるよ

うな体制をとっていただきたいということをお願い

しておきます。

それから次に、同じページですが、外部環境の分

析のところに、航空機整備事業は、空港滑走路と接

続したエプロンの隣接地での実施が不可欠である

が、現在の指定地域では活用できる用地がほとんど

存在せず、大きな課題となっているという指摘があ

るのですが、この点についてはどう対応されている

のですか。

（休憩中に交通政策課長より、航空機整備事

業は商工労働部の所管との答弁がされた）

わかりました。では、先ほども申○照屋大河委員

し上げましたが、観光立県を標榜する沖縄県におい

て、那覇空港の整備ということは増設の滑走路も含

めて非常に重要になってくると思いますので、しっ

かりとした対応をお願いしたいと思いますが、この

ＰＤＣＡ実施報告書にも、あるいは平成24年度主要

施策の成果に関する報告書の中にも、自衛隊との共

同使用に対する民間航空機に与える影響というもの

が一言も見えてこないのです。隣にいる髙嶺委員が

よく利用されるということなので聞いたのですが、

やはりこの那覇空港における影響は遅延なども含め

てかなりの回数があると聞いていますが、現状をど

う把握されていますか。

那覇空港は、委員おっしゃ○謝花喜一郎企画部長

るように、自衛隊との共用でございます。自衛隊の

運用においては、民間航空機への影響を極力少なく

するようにということで、県のほうとしても申し入

れはこれまでもしてきているところですが、昨今の

尖閣諸島に絡む環境の変化によってスクランブルが

ふえているということは事実としてあると考えてお

ります。

しっかりとした資料はないのです○照屋大河委員

か 何回ほど影響があったとか 時間的な損失があっ。 、

たとかという事例なども含めた資料というものはお

持ちではないですか。

これは、滑走路増設に向け○謝花喜一郎企画部長

ての環境アセスメントでの国の評価書で示された

データでございますけれども、2010年のデータと

。 、なっております Ｆ15が７時から19時までで8604回

Ｆ４が100回となっております。Ｆ15の19時から22

時まで882回、Ｆ４が２回、22時から朝の７時まで

がＦ15が44回、Ｆ４はゼロとなっております。合計

しますと、Ｆ15が１年で9530回、Ｆ４が102回とい

うデータがございます。

2010年で相当な数です。先ほど○照屋大河委員

あったように、尖閣諸島沖にスクランブル、そうい

う回数もふえているということで、国際状況―アジ

アの状況にも影響されやすい環境が今あるわけです

が、ぜひその回数をもとに、民間機に与える影響と

いうものも把握しながら、県として共同使用という

考え、現状についての認識といいますか、今後滑走

路もできていきますが、どのような見解をお持ちな

のか伺いたいと思います。

環境アセスメントも自衛隊○謝花喜一郎企画部長

の共用を前提としてなされているところでございま

す。県といたしましては、先ほども答弁させていた

だきましたけれども、可能な限り民間の運行、共用

に影響が出ないよう国に対してしっかり申し入れを

してまいりたいと考えているところでございます。

９・11などの場合にもそうです○照屋大河委員

が、非常に影響されやすい、損失が出やすい点もあ

りますので、しっかり分離した形の目標を将来的に

掲げていただければと思います。

次に移りたいと思います。沖縄科学技術大学院大

学―大学院大学の整備についてですが、開学してお
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りますが、事業はもう終わったということでよろし

いですか。

大学院大学設置推進○金城寛信科学技術振興課長

事業につきましては、大学院大学の開学に向けて、

外国人研究者やその家族が快適に暮らせるような周

辺整備の推進や、あと、沖縄科学技術大学院大学設

置促進県民会議の活動を支援して、大学院大学の推

進を図る事業であります。

平成24年度の事業としましては、医療環境整備と

して、英語と日本語を併記した問診票や検査指標を

作成して、主要な医療機関とか薬局での活用を促進

しています。そして、生活環境整備としては、行政

手続に係る英語併記の文書を作成して、恩納村とか

読谷村、うるま市、沖縄市に配付して活用を図って

おります。あと、沖縄科学技術大学院大学設置促進

県民会議への補助金を通して、ＯＩＳＴの研究者が

科学技術の実験教室やＯＩＳＴのオープンキャンパ

スの開催支援を行っておりまして、開学はしており

ますけれども、今後とも、この大学院大学の設置推

進事業の推進については、大学院大学の側面的支援

ということで、継続して続けていきたいと考えてい

ます。

研究者の招聘という点で、当初説○照屋大河委員

明いただいたものになかなか足りていないという現

状があると伺っています。その中で、先日、国家戦

略特区の中に、この大学院大学の環境整備について

の応募を県がなされたようですが、それについて最

後に説明いただきたいと思います。

まず、今の御質疑の前に、○謝花喜一郎企画部長

委員からの御質疑の大学院大学設置推進事業は開学

をもって終了いたしますけれども、先ほど科学技術

振興課長からもございましたように、平成25年度か

ら大学院大学の支援事業というような形で名前を変

えて、今後も引き続き支援したいと、そういう趣旨

の答弁だったと御理解ください。

それから、ＯＩＳＴに関連するこの特区の話です

が、外国人の方々、この支援事業でもいろいろ出し

ておりますけれども、医療を受けようとしても、沖

縄県に在住のお医者さんで英語が堪能な方がなかな

かいないと。一方で、自分の症状を伝えたくても伝

え切れないという方がいらっしゃいますので、そう

いった方々のために、県が今求めている―これはＯ

ＩＳＴ側からも要望があったわけでございますけれ

ども、ＯＩＳＴの研究者等に限って、外国人医師に

よる診療ができることはどうだろうかというような

要請を県としてもしたところでございます。

髙嶺善伸委員。○山内末子委員長

よろしくお願いします。○髙嶺善伸委員

まず、平成24年度歳入歳出決算説明資料企画部の

３ページ、沖縄振興特別推進交付金の予算現額、支

出済み、繰り越し、不用額については概略の説明が

ありましたが、改めて、これは初めての沖縄振興一

括交付金事業ですので、市町村の303億円はどう使

われたのかということに大変関心を持っております

ので、なぜ繰り越すのか、なぜ不用になったのか、

その辺の理由も含めて御説明をお願いします。

平成24年度の市町村の交○宮城力市町村課副参事

付金事業については、303億円のうち152億円余りが

。 、繰り越しとなっております 平成24年度については

制度創設初年度ということもありまして、事業計画

の策定、それから事業執行の調整等に不測の時間を

要したことから、やむなく繰り越しが生じたところ

です。繰り越しの要因としましては、設計調整のお

くれ、それから関係機関との調整、さらには用地取

得難など多岐にわたっております。また、不用につ

いても９億円余りの不用が生じておりますが、入札

残であったり、執行残、その執行残についてはほか

の事業への転用も考えておりましたが、事業の執行

期間が確保できないという点で、これもやむなく不

用になったところです。

、 、○髙嶺善伸委員 それにしても 繰り越しが約半分

50％。前もって内閣府の採択を受けるまで県が指導

して、各市町村から積み上げられた事業でしょう。

これは会計年度の独立の原則からすると、その年度

の事業、成果というものが離島振興に役立つので

あって、こういう繰り越しということは、我々はも

ともと想定していなかったのですよ。やむを得ない

場合、やむを得ない額についての繰り越しは、その

理由が明らかになった段階で次年度の完全執行とい

うものになりますけれども、半分も繰り越すとなっ

たら、少しいきさつについて納得できないなという

気がします。

そこでまず、沖縄振興特別推進交付金要綱の第７

条、沖縄県は、事業計画に掲げる交付対象事業等の

成果目標を設定するとともに、事後評価する、公表

するとありましたね。これは50％という執行ですの

で、事後評価をどのようにしたのか、取りまとめた

のか、国にどういう報告をしたのか、国の反応はど

、 。うだったのか そこについて御説明をお願いします

事業数でいいますと1200○宮城力市町村課副参事

事業を実施しまして、繰越額は約半数ですが、その

他のソフト事業の900については事業を完了してお
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ります。８月に事後評価の報告をさせていただきま

したが、事業数からすると、1264の成果指標の事業

計画に対して、成果目標を達成またはおおむね達成

した事業が860事業 一部達成が２事業 未達成が38、 、

事業、繰り越しは364事業ということで報告してお

ります。内閣府については８月に報告したばかりで

、 、すので その報告を受けた内閣府の意見については

今調整しているところです。

この評価対象の1264事業の達成と○髙嶺善伸委員

か一部達成とか未達成とか繰り越しというものは、

具体的にはどういう状況ですか。

評価対象の1264事業のう○宮城力市町村課副参事

ち、繰り越しの364事業については評価しておりま

。 、 。せん 繰越年度 次年度に評価することになります

評価した残る約900事業については、事業計画を策

定した後、活動指標、成果指標を設定することにな

りますが、この成果指標に対して７割以上の成果が

達成された場合はおおむね達成、２つ以上の成果指

標を設定し、１つでも達成した場合は一部達成、い

ずれも７割未満の場合は未達成ということで区分し

ております。

では、未達成という事後評価とい○髙嶺善伸委員

うものはどういうことですか。

事後評価につきまして○宮城力市町村課副参事

は 成果指標を達成したのか あるいは達成しなかっ、 、

たのか、達成しない場合はこれをどのようにして改

善していくのか、その自己検証を踏まえて、次年度

の事業執行に生かしていくと。この事後評価につい

ても、いわゆるＰＤＣＡサイクルの観点から改善に

つなげていくということで、そのスキルとして活用

したいと考えています。

事後評価の対象外となった繰越分○髙嶺善伸委員

についてはどのように考えればいいですか。

平成24年度の繰り越しに○宮城力市町村課副参事

ついては、今年度、平成25年度に実施しております

ので、その平成25年度の事業を完了した時点で、こ

の繰越分についてはまた評価していくということに

しております。

この繰り越しされた364事業、こ○髙嶺善伸委員

れの年度内の事業完了の見通しはどう見ているので

すか。

繰越事業ですので、繰越○宮城力市町村課副参事

年度の平成25年度に全て完了するように市町村のほ

うには指導助言しているところです。ちなみに、７

月末時点の完了の状況はまだ12％程度ということに

なっておりますが、随時執行率は上がっていくもの

と考えております。

事後評価というものは大事な問題○髙嶺善伸委員

を抱えますので、随時しっかり市町村を指導して、

各年度のソフト交付金がしっかり成果として生かさ

れるようにお願いしたいと思います。

それで、不用額ですが、これは交付決定の中で、

事業間の流用も認められるし、できるだけ不用を出

さないように事前に調整して、最大限に予算を生か

すということがこの制度の趣旨から大事だと思うの

です。次年度の予算要求にもかかわるし。そういう

意味で、不用額を出さないための努力というものを

皆さんどのようになさったのですか。

昨年、特に大型の事業で○宮城力市町村課副参事

年度末に不用が生ずることが判明しまして、これに

ついては、本来ほかの事業で活用できることはでき

るのですが、年度内に完了するということが前提に

なりまして、適正な事業執行期間を確保できなかっ

たことから、不用になっています。今年度において

は、７月の早い段階で市町村に過不足調べをしてお

りまして、不用が生ずる見込みがある団体について

はほかの事業に、あるいはほかの市町村に転用、流

用するということで考えております。

平成25年度、初年度の経験も生か○髙嶺善伸委員

して、きちんとこの予算執行ができるように取り組

んでください。

次に、平成24年度主要施策の成果に関する報告書

の25ページをお願いします。平成24年度の事業につ

いて報告がありますけれども、御説明をお願いしま

す。

25ページの沖縄離島住民○多嘉良斉交通政策課長

等交通コスト負担軽減事業について御説明いたしま

す。

本県の離島が我が国の領海及び排他的経済水域等

の保全、海上交通の安全確保等に重要な役割を担っ

ている一方で、離島を結ぶ交通機関は飛行機または

船に頼らざるを得ず、陸上交通に比較して割高な運

賃は、人的、物的な移動の大きな障害となっており

ます。本事業では、住みなれた島で安心して暮らし

続けることができるよう、離島住民や離島出身高校

生を対象に、割高な船賃及び航空運賃を鉄道運賃並

みに低減することで定住要件の整備を図り、離島地

域の振興を図ることを目的といたしております。平

成24年度の実績ですが、航空路におきましては37万

5489人の方が利用されておりまして、昨年の25万

5297人より12万192人ふえております。対前年度比

。 、47.1％の増となっております 航路につきましては



－214－

航路における離島住民の利用実績は45万9069人と

なっておりまして、離島住民、観光客等を含む全利

用実績を昨年度と比較した場合、対象航路全体で約

10.6％の増となっております。

私は、画期的な事業をしていると○髙嶺善伸委員

、 。いうことで 実証実験のときから評価しております

それで、この沖縄振興一括交付金の制度の説明のと

き、内閣府のある審議官がおっしゃいました。他府

県にはできないこと、これまではできないのではな

いかと思えることまで踏み込んでやって、沖縄県の

特殊事情の解消のために役立ててもらいたいと、そ

して10年後、どういう社会を実現するのかという成

果目標もしっかり持ちなさいと、そのことが、これ

だけの国費を投じて、沖縄振興一括交付金で沖縄県

を振興する意味があるということです。

こういう20億円近くの事業をやってきたわけです

が、10年後のこの離島住民の移動コストについては

どういうことを想定しておられますか。

移動コストというものを目○謝花喜一郎企画部長

標にということではなくて、やはり離島住民をいか

に、定住条件の整備ということの目的が、目標がご

ざいましたけれども、石垣市を除いてほとんどの離

島で人口が減少しております。この人口減少をいか

に食いとめて、今後いかに伸ばしていくのかという

ことが大きな課題だと思っておりますので、この沖

縄離島住民等交通コスト負担軽減事業を行うことに

よって、可能な限り離島の住民の方々の定住性を確

保してまいりたいと、それが我々の目標となってお

ります。

定住性を確保するといったって、○髙嶺善伸委員

今、コストの低減の支援をしているわけだ。事業は

終わるわけだよ。そうすると、コストが残っている

のであれば、同じことがまた10年後必要になるわけ

です。そういう意味では、交通機関の取り扱い、や

はりこれだけ補 をしていかなければコストの低減塡

はできない、しかし、この事業がなくなれば、同じ

コストが生まれるわけですよね。10年後以降、どの

ような離島の移動圏の確保といいますか、そういう

交通機関の整備を念頭に置いて、この10年間の支援

をするのかという具体的な戦略は持っていないので

すか。

10年後のものを持っている○謝花喜一郎企画部長

のかと言われると、今の時点ではまだ少し持ち合わ

せていないというものが実態でございます。ただ、

我々は少なくとも、この沖縄離島住民等交通コスト

負担軽減事業は、この10年間はしっかりやってまい

りたいと考えておりますので、５年後に中間的な点

検作業なども行います。ＰＤＣＡサイクルなどでの

検証なども行いますので、そういったものを踏まえ

て、今後の対応の仕方は検討することになろうかと

考えております。

もう少し具体的な事業を見ながら○髙嶺善伸委員

意見を交換したいと思います。26ページの離島生活

コスト低減実証事業は、この事業成果を大変期待し

ておりましたが、7700万円の予算を組んで、610万

円の執行になりました。これは、内閣府に事業を申

請して採択してもらうためにもいろいろな説明をし

たと思うのですが、決算がこのような結果になった

理由について、もう一度御説明をお聞きしておきた

いと思います。

この事業につきまして○田中克尚地域・離島課長

は、平成24年度に初めて行う事業ということで、ス

キームそのものが本当に有効性があるものかどうか

という部分で、事業開始に当たって、内閣府との調

整にかなり時間を要したということと、始めた後も

参加するいわゆる卸事業者の数が思っていたほど確

保できなかったというところが執行率の低さにつな

がっていると思っております。

予算措置したときはどういう事業○髙嶺善伸委員

を想定して、どんな仕組みを考えて予算をとったの

ですか。

当初は離島の生活コス○田中克尚地域・離島課長

トを下げるというところで、最初の設計当時には、

もう少し大きな卸売業者に参加していただいて、そ

ういうスケールメリットが働くような状態も確保し

ながら事業を展開するということを想定しておりま

したが、事業をやる中で、これも今さらという部分

もあるのですが、実際にはやはり小売店と卸売業者

というものは、従前からずっとある関係性の中で、

簡単に卸先を変えたりとかということも難しい中

で、新たに大きい量販店、卸売業者が入ってくると

いうことが現実的には難しかったというところが平

成24年度の反省、課題でございました。

結果的に、この7000万円余りの所○髙嶺善伸委員

要額というものはどうなったのですか。

今回、不用額として計○田中克尚地域・離島課長

上しています。

こういう大事な事業は―５％しか○髙嶺善伸委員

、 、予算執行できませんでした 残りは不用にしました

。 、これは大変大きな問題だなと僕は思います だから

、 、 、予算が必要 仕組みが必要 新しい取り組みだから

ぜひこれを沖縄振興一括交付金のソフト事業として
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認めてほしいと国を説得して、予算も成立し、我々

議会も応援する。しかし、見込み違いでした、だか

ら不用にしますと。7000万円余りもこういう措置を

するのは、本当に私は残念だと思います。

それで、これは次年度また同じように何とか離島

生活コストを低減していこうという取り組みをする

のですよね。それで、皆さんはこの事業を通して、

離島の生活必需品を中心にして、どのような支援を

していくのか、目標をまず聞かせてください。

目標としては、先ほど○田中克尚地域・離島課長

の移動コストの話とも共通する部分もあるのです

が、やはり離島振興をする中での定住条件の確保と

いうところが我々としては大きい目標としてありま

す。やはり生活する上で、沖縄本島もしくは本土よ

りもコストがかかっている部分というものを何らか

の形で支援しなければならないということは考えて

おります。

最終的にやろうと思っている離島○髙嶺善伸委員

生活コスト低減事業というもので皆さんが考えてい

る離島は、今どこを指しているのですか。

現在は沖縄本島周辺の○田中克尚地域・離島課長

離島で実施させていただいておりますけれども、我

々が考える離島というものは、平成23年度にも物価

調査をしたところを中心に、沖縄本島以外の離島と

いうものが入りますけれども、宮古島とか石垣島と

かの物価差のデータも委員は御存じだと思いますけ

れども、やはり解決しなければいけないのは、沖縄

本島との格差がより高いところ、小規模なところが

中心になると思っています。

一応、皆さんの離島という考え方○髙嶺善伸委員

は、高等学校がある、あるいは病院があるところは

除くとか。しかし、沖縄振興特別措置法では、指定

離島というものがあるわけですよ。だから、沖縄本

島を除く、橋がかかっている離島を含めてどういう

離島振興をするのか、定住条件を整備するのか、10

年後どういうことを目指すのか、こういうビジョン

をしっかり持って事業をしないとだめなのです。行

き当たりばったりのような感じがして、４村５島を

対象に今度実証するが、10年後の離島の生活をどう

するのかというものをしっかり持たないとこのよう

な結果になっていくと、僕は懸念するのです。

今、４村５島を実施地域にしましたね。対象をど

う広げていくのか、補助対象品目をどうするのか、

どこでそのコストを把握して、どのように国費を投

入するのか、抜本的に見直していかないと、なかな

か成果を上げ、それを評価することは難しいと思う

のですが、どうですか。

まず、この事業につき○田中克尚地域・離島課長

、 、ましては まさに離島の生活コストを下げるために

この補助事業自体の有効性であるとか、効果的また

は効率的な実施方法について実証しているというと

ころでございます。そのためということではないの

ですが、この事業としては、今の４村５島で少なく

とも平成26年度までは続けさせていただきたいと。

本会議でも答弁がありましたけれども、今、事業ス

キームの見直しも、よりわかりやすい簡素なものに

変えようと、執行率を上げようと鋭意努力している

ところでございますので、その検証も来年度にかけ

ては行いたいと思っております。さらに、対象を拡

大するというところについては、こういった実証事

業の検証を踏まえた上で、関係する離島市町村とも

意見交換をして、それを踏まえて検討していきたい

と考えております。

離島の生活は厳しいですよ。毎日○髙嶺善伸委員

が大変な中で、こういう離島生活コスト低減実証事

業が始まるということで、例えば与那国町に行きま

したら 「いつ自分たちのところの生活物資の流通、

にも補塡ができるのかね」と楽しみにしているので

す。離島の生活というものは一年一年大変なのだか

ら、そういう意味では、もう少し事業を広げながら

実証効果を出すようなことが必要だと思うのです

よ。平成26年度まで同じような対象地区でそのまま

やっていくのですか。

今年度、これからス○田中克尚地域・離島課長

キームの変更をする中で、そのスキーム自体にどん

な効果があるのか、それは去年の11月から実施して

いるものとどういう違いなのかというような検証も

踏まえる必要がありますので、まずは現状の対象と

している４村５島で事業を展開したいと考えており

ます。

それで、どこでその流通コストの○髙嶺善伸委員

補塡をするという数字の確保、そういう支出ができ

るのですか。

事業で不用が出て、大○田中克尚地域・離島課長

変我々も反省しているところですが、この7000万円

という数字そのものが、見込みの段階で対象として

いる離島の小売店で取り扱っている、対象としよう

としているものの輸送量であるとかを把握した上で

見積もっています。なので、昨年度の課題の一つと

して挙げられた参加する卸事業者が少なかったとい

うこと自体が―要は10店舗が卸していて、２店舗し

か参加していただけなければ、８店舗分は補助の対
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象とならないというようなことがあって、仮に10店

舗全部がこの事業に参加していただければ達成でき

た数字というような観点で見積もりをしています。

平成25年度についても平成26年度についても、それ

ぞれのスキームの中で見込める最大値といいます

か、輸送量を把握した上で、そして100％の執行に

努めるということを努力していきたいと思っており

ます。

それは本当にぜひ頑張ってもらい○髙嶺善伸委員

たいと要望しておきます。

最後に、もう時間がないので、鉄軌道の問題に関

連して、先日、総務部に県営鉄道の財産状態はどう

なっているのかということで、引き継がれた県営鉄

道の財産の評価がありました。それで、法的な手続

として、この県営鉄道の廃止届あるいはまた現行の

法律ではどうなっているのかという取り扱いについ

て説明してください。

実は、旧鉄道法は既に廃止○謝花喜一郎企画部長

されております。委員からの御質疑は、その廃止手

、 、続ということですが 御存じのことだと思いますが

さきの大戦で破壊されて、そのまま復活されること

なく現在に至っています。もう既に67年たっている

わけです。今の時点でその鉄道はないわけでござい

ます。ですので、この廃止手続というものもなされ

ないまま現在に至っていると。

ただ、では、廃止手続は必要かというと、既にな

い中でこの廃止をするのかという議論を行うことの

。 、法的な意義がどういうところにあるかと すなわち

既にもうないわけですから 六十七 八年ぐらいたっ、 、

ているわけですから、免許の効力自体はもう既に事

実上失われていると我々は考えております。ですか

ら、県が仮に新たに鉄軌道をやるときに、その廃止

の手続を踏まなければできないのかというと、そう

いうことではなくて、ちゃんと鉄道軌道整備法があ

りますので、関連する法律に基づいた免許申請を行

う、そのような流れになるだろうと考えているとこ

ろでございます。

玉城義和委員。○山内末子委員長

鉄道導入に関して少し申し上げた○玉城義和委員

いと思います。

私はかつて、1976年だったかな、日本労働組合総

評議会というナショナルセンターにおりまして、そ

のときに日本国有鉄道の調査部と一緒に国鉄導入計

画というものをつくって、平良知事だったかな、そ

のころに沖縄県に出したことがあります。そういう

意味で言えば、この間、50回ぐらいこの鉄道問題を

取り上げてまいりまして、やっとここまで来たなと

いう非常に感慨深いものがあります。

それについて少しお聞きをしたいのですが、まず

１つは、沖縄県と国が別々に調査しているというこ

とについて私は違和感を非常に感じていまして、な

。 、ぜ一緒にやらないのだろうと これは違いが出ると

その調整にまた二、三年かかってしまう。国は国で

こういう方針を出している、県は県でこういう見方

をしていますという話は、どうもやはり県民には少

しわかりづらいのですよね。そこのところを説明し

てください。

これまで４次にわたって沖○謝花喜一郎企画部長

縄振興特別措置法がありました。その過程の中で、

国会等で鉄道についての審議がなされたということ

も承知しております。今般、初めて沖縄振興特別措

置法の中に鉄軌道という名称が入ったと。基本方針

にも、鉄軌道について調査を行う等のことがござい

ます。それを受けて国は、では具体的にどんな課題

があるのかということを独自に調査を行ったと私は

認識しております。

今、委員のなぜ一緒にやらないのかという御質疑

ですが、国は国としての立場から、どんな課題があ

るのかというものを洗い出しをする、県は国が出さ

れた課題に対して、いかにしたら早期導入が実現可

能かという観点からやっているわけです。何もこの

相互が連携していないわけではなくて、県は早期導

入についての課題を踏まえて、ではどういったこと

をやればいいのだというような、少し国より一歩前

に出たと言ったら語弊があるかもしれませんが、そ

ういった調査ができているということでございます

、 、ので 本会議でも答弁させていただいておりますが

連携は常に行っていると考えているところでござい

ます。

よくわかりませんね。これからど○玉城義和委員

のようにして整合性を図っていくの。

実は、県が行った上下分離○謝花喜一郎企画部長

方式は、平成23年度の国の調査では検討されており

ませんでした。ただ、平成24年度の国の調査では、

県が行った上下分離方式についても国において検討

は行っているということで、相互にそれぞれの調査

を踏まえながら事業を行っているということでござ

います。

そもそもその建設主体というか、○玉城義和委員

それも違うし、人数も違うし、当然それによって採

算性も違ってくるという、非常に差が大きいわけで

すよ。その調整にどれぐらいかかるの。これはどう
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いう計画でやるの。国はどういう感じなの。

先ほども御答弁させていた○謝花喜一郎企画部長

だきましたが、国も上下分離方式での調査、試算を

行ったところ、やはり県と同様に黒字になるという

ことは国のほうも認めております。運営主体等につ

いてどうするのかということは、国も県もこれから

。 、調査を行ってまいります 国と県の抜本的な違いは

国は上下一体方式、県は上下分離方式というところ

が違うわけですが、県はあくまでも早期導入の観点

から分離方式を求める。そのために、やはり法整備

が必要だと思いますので、これについての検討もあ

わせて我々はこれからやっていこうと考えていま

す。

私は県の方針を支持しています。○玉城義和委員

要するに整備新幹線方式という。当然、上と下を分

けて、レンタルでやればいいと思いますけれども、

だから、そういう意味では、ぜひ次の調査ぐらいは

統一してやるということをしないと、どこまでも平

行していくことは得策ではないと思います。

それで、この計画期間ですが、要するにどれぐら

いの期間をもって工事完成のめどにするのかという

ことはどうですか。

過去のつくばエクスプレス○謝花喜一郎企画部長

の例をとりますと、構想から10年、着工からまた10

年というものが一般的な期間となっております。

長いんだよね。せめてここにいる○玉城義和委員

人が生きている間にやってもらわないと。20年とい

うことは、それはもう相当長いので、我々も20年は

自信がないので、だからもう少し、工期は10年でい

いけれども、着工までの期間を鋭意縮めるというこ

とが必要だと思うのですよ。５年間でやると、せめ

て15年ぐらいで区切って鋭意詰めていくということ

でいかないと、20年というものは、とてもじゃない

けれども大変ですよ。どうですか。

これも本会議での再質問で○謝花喜一郎企画部長

答弁させていただいた記憶がありますが、今年度―

平成25年度で県としての基本的な考え方をまとめ

て、ある程度県民のコンセンサスを得るための仕組

みを平成26年度、平成27年度とやります。国に対し

て県としての基本的な考え方を提案いたしまして、

いろいろな法制度、それから運営主体を誘致するた

めの仕組み、さまざまなものを我々はその間で作業

していくと。その中で、免許取得、それからアセス

メントなどをぎゅっと凝縮してやると、希望といい

ますか、我々としては、那覇空港の滑走路が供用開

始される平成31年ごろの着工を目指していきたいと

いう希望を持っております。

それは何年ですか。○玉城義和委員

平成31年でございます。○謝花喜一郎企画部長

2020年に着工するの。○玉城義和委員

2019年度です。○謝花喜一郎企画部長

７年後には着工するということで○玉城義和委員

進めていくわけね。

運営主体などをこれからま○謝花喜一郎企画部長

た細かく調査という議論ではなくて、今既にある九

州旅客鉄道株式会社―ＪＲ九州ですとか、東海旅客

鉄道株式会社―ＪＲ東海とかいろいろあるわけでご

ざいます。そういったところをいかに参入促進でき

るのかという観点から、さまざまな税制上の優遇措

置などを議論して、運営主体もしっかり検討を行え

ば、それは着工可能かなと考えております。

御承知のように、ＪＲ九州も四国○玉城義和委員

旅客鉄道株式会社―ＪＲ四国も北海道旅客鉄道株式

会社―ＪＲ北海道も赤字なのですよ。これはＪＲに

移管したときに積立金があって、その利息の用まで

政府がやっているわけだ。そういう意味では、やは

り我がほうは、これは一種の戦後処理だから、自信

を持ってやるべきだと思います。だから、国の調査

のような赤字みたいな話はやはり僕は違うと思う

し、鉄道そのものが一つの観光資源として使えるよ

うな、そういうことも考えていくべきだと思うので

すよ。

それで、このルート、僕が一番気になっているの

は、ルートを設定していくと、各地域から賛成、反

対がすぐ出てくるのですよね。ただ、逆に言えば、

そのルートをつくらないと、きちんとした計画はで

きないという面もあって、非常に難しい面があるの

だけれども、その辺はどのように考えていますか。

全く委員と同様の認識を○謝花喜一郎企画部長

持っております。このルートがやはりいろいろ県民

のコンセンサスを得る上でもネックになるのかなと

思っております。ただ、やはりこのルートの選定に

当たりましては、事業の採算性の観点から、需要が

見込まれるところをどうしても通らざるを得ないと

いうところがございますので、需要喚起が見込める

部分をルートとして設定していきたいと考えている

ところでございます。

これは非常に難しくて、政治的な○玉城義和委員

ところも出てくるので、整備新幹線もその例ですよ

ね。どこに駅ができるのかということは、非常にそ

の地域にとってはもう大変重要な問題なので、これ

は最後までやはりきちんと、余り争いのもとになら
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。 、ないようにしなければならないと思います だから

そこは気をつけてほしいのと同時に、何か論壇など

を見ると、７割がトンネルという話が出ているけれ

ども、それはどうなっていますか。

正直私もこの数字を見たと○謝花喜一郎企画部長

きに驚いたわけですが、落ちついて現実的にいろい

ろ資料を読み込みますと、那覇市から沖縄市、うる

ま市、いわゆる中南部は114万人余りの人口密集地

域です。県民の約８割が集中していると。そこの陸

上の用地を新たに確保するということは、これは用

地確保だけで膨大な年月と費用を要するだろうとい

、 、うことがございまして うるま市以北といいますか

恩納村以北までは用地は確保できるにしても、それ

より南側は地下を選択したほうがより早い工事、供

用開始につながるだろうと考えているところでござ

います。

自称鉄道好きという方の文章だ○玉城義和委員

と、計画されているのは那覇市と名護市間を７割以

上トンネルにし、１時間で結ぶ高速にこだわった鉄

道、本土のスピード鉄道をまねるだけで、沖縄県の

風土を全く考えていませんなどという、そういう団

体がある。僕はその反論を書こうと思ったぐらいだ

けれども。要するに、こういうことが前に出ていく

と非常に混乱するのですよね。そこはやはりきちん

とやらないと、何だ７割トンネルかという話になっ

てくると、観光資源云々という話も含めて非常に混

乱が予想されるのですよ。どうですか。

その論壇も私は承知してお○謝花喜一郎企画部長

ります。先ほどの答弁と重複する部分があるかもし

れませんが、県が考えている南北縦貫鉄道と申しま

すのは、やはり大きな哲学と申しますか、考えがあ

ります。それは県土の均衡ある発展ということで、

南部と北部を１時間で結ぶという大きな狙いがある

わけでございます。そのためには、やはり100キロ

メートル程度の速度で走行しなければそれは実現で

きないだろうと考えております。仮に地上でやった

ら観光にも利するのだろうという考えがあるのは承

知しておりますが、これで行った場合には、通常の

路面電車等とほとんど変わりがなくなるだろうと考

えております。また、さまざまな道路の占有などに

よって新たな渋滞も起こりかねないということを考

えた場合には、やはり県としては当初の構想どおり

の仕組みが重要だろうと考えているところでござい

ます。

全く支持いたします。先ほどの照○玉城義和委員

屋委員に対しての答弁は、県土の有効利用というこ

とが抜けていて気になったのだけれども、当然、こ

れは狭いところで、中南部を混ませて、北部は過疎

化するということはナンセンスな話で、そういう意

、 。味では １時間ということは非常に必要なことです

この論者が言うには、南北は当面高速道路に任せれ

ばいいなどという、これは無責任な話なんだ。だか

ら、僕は趣味的なところから抜けていないと思って

非常に腹が立つのだけれどもね。

今、企画部長が言うように、やはり鉄道という、

鉄軌道ではない、ここはやはり鉄道と言い切ったほ

うがいいですよ。ここはちゃんと維持してもらいた

い。路面電車もいいですよ、二次的なものとして結

ぶ。それと同時に、バス会社を統合して、この運営

主体にどう組み入れるかということも非常に重要な

ことなので、そこも含めて、県民世論の醸成には非

常に気をつけてやってもらいたい。今の方針をきち

んと提示して、ここは論理的にも理屈として県民に

ちゃんと提示すると。こういう論が出ないようにや

るということがやはり必要ではないかと思うので

す。どうですか。

さまざまな議論が出るのは○謝花喜一郎企画部長

ある意味関心を呼ぶので私はよろしいかと思います

が、県の考えをしっかり申し述べた上で、一方で、

やはり支線、フィーダーのあり方も重要ですので、

そういった方々の御意見をまたそういったところで

参考にさせていただきたいと考えております。

次に交通渋滞、これに関連して少○玉城義和委員

し聞きたいのです。車の増加、復帰時と今日の車の

ふえ方はどうなっていますか。

（休憩中に、後で資料として提出するとの協

議がなされた）

きのうも少し議論したのですが、○玉城義和委員

私は国道58号を来ているけれども、もう慢性的な交

通混雑がある。解消のために、具体的にこれまでど

ういうことをやってきたのですか。

交通渋滞の解消のためにど○謝花喜一郎企画部長

ういったことをやってきたのかというと、やはり十

分な手だてはとられてこなかったのだろうというも

のが私の実感でございます。

バスレーンは今９時半まで国道58○玉城義和委員

号を南下するわけだけれども、我々はバスレーンの

通行許可をもらっていますが、私はどうもバスレー

ンを走るのは少し気が引けるというか、右側を走っ

ているのですが、バスレーンはがらがらなのです。

つまり、あのバスレーンという意味は、一般乗用車

からバスに乗りかえるという前提があって初めて成
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り立つ理屈であって、それが成り立たないときには

意味がないのです。結局は混んでしまうわけだ。そ

の辺はどう考えていますか。

やはりこのバスレーンのあ○謝花喜一郎企画部長

り方も、定時、速達、多頻度というもので、多頻度

という観点を重要視しなければいけないと考えてい

ます。今現在のバスレーンは、バス路線の再編をし

ないまま行っているということがあります。そう

いった中でやると 今委員からありました バスレー、 、

ンを走っているバスはがらがらで、自動車線だけ渋

滞しているというものが出てくると思いますので、

今後バスレーンの拡充を行うに当たりましては、基

幹バス構想を軸にしながら、いかにこのバス網の再

編を行うのかというものもあわせて検討すべきだろ

うと考えております。

バスレーンの延長という前に、ど○玉城義和委員

のようにすればバスに乗りかえるのかという策を出

さない限り、延長なんていうものはナンセンスです

よ。だから、僕はむしろ８時とか８時半でとめるべ

きだと思う。右車線２つは混んでいるのですから。

毎日混んでいる立場になってみてくださいよ。こん

なの、みんな思っていますよ。何で左はがらがらな

。 。のだと バスにほとんど人は乗っていないのですよ

それをやらないでバスレーンの延長とか何かという

ことは、まさにこれは無策に等しいのです。そう思

いませんか。

バスレーンが、国道58号は○謝花喜一郎企画部長

７時半から９時半まで、ところによっては７時から

９時までというものがあると思います。では、国道

58号の話ですが、９時から９時半までの間はどうか

と申しますと、もうほとんど出勤は終わって、バス

レーンのほうはがらがらだという部分があるかと思

いますので、この部分は今後、交通管理部門と議論

をしていく必要はあると考えております。

ぜひ現状に合った方策をとってく○玉城義和委員

ださい。こんなものを放置しておいてやるのは、全

くこれは無為無策で、私は毎日非常に感じています

ので、ぜひひとつお願いしたい。

議会事務局長がお見えですので、幾つかお聞きを

したい。

県議会で沖縄県議会基本条例ができて、いろいろ

、 、な各種改革に取り組んでいるわけですが その実績

方向性について議会事務局長はどのような認識をさ

れていますか。

ただいまのお話にありま○嘉陽安昭議会事務局長

した沖縄県議会基本条例は、二元代表制のもと、県

民を代表する議事機関としての議会のあり方、ある

いは県民の負託を受けた議員の責務、そして県民視

点からの議会改革などを主要な目的として、議員提

案で平成24年４月１日から制定、施行された条例で

ございます。

議会改革推進会議の設置というものが条例にうた

われておりまして、その中で協議を行いまして、実

績といたしましては、平成25年の２月定例会から、

議案等に対する議員の賛否の公表のインターネット

での開示、あるいは議会運営委員会で配付されます

議案等の参考資料の全議員への配付、それから、こ

の９月定例会からでございますけれども、常任委員

会及び特別委員会のインターネットでの放映と、ま

ずは県民視点に立った開かれた県議会を目指した改

革に鋭意取り組んでいるところでございます。

このような改革は、ともすれば知事執行部に向け

られておりました議員の質問や意見や採決権という

ものを県民のほうにも向けて発信、お返しするとい

う意味では、画期的な改革ではなかったかと考える

次第でございます。

議員各位は恐らくほとんど同じ印○玉城義和委員

、 、象だと思うのですが 議会がチェック機能を果たす

あるいは政策的な、県から出される条例だとかそう

いうものに対応して意見を言う、批判する、賛同す

る、いずれでもいいのですが、やはり基本的に違う

ものは、知事の持っている強力な権力。議院内閣制

であれば与党というものはもう少しコミットメント

はできると思うけれども、大統領制なものだから、

。 、知事は独立しているわけですよね そういう意味で

圧倒的な力を知事は持っている。かてて加えて強力

な布陣がある―執行部ですよ。これは沖縄県で言え

、 。ば 沖縄県というものは最大のシンクタンクですよ

それに議員個人で対応しなさいということは、これ

はもう最初からそもそも無理があるのですよ。議会

事務局長、その辺はどういう認識ですか。

現在の地方自治制度上の○嘉陽安昭議会事務局長

議会制度というところからは、知事の執行権の強大

さと、それから議会事務局の言ってみれば調査機能

の弱さとか、それは明々白々なところだとは思いま

すけれども、今後のあり方としましては、やはり二

元代表制というものを目指すのが議会改革の一つの

目標でございましょうから、議会にもシンクタンク

的な機能を置くとか、あるいは調査機能の充実とか

そういったものを、職員の資質の向上とかそういっ

た面で、議会も二元代表制の一翼を担うという形で

の目標に向けて努力していく、議員ともどもに事務
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局職員も頑張っていく、そういう形が必要かと考え

ております。

何千名といるわけよね。だから、○玉城義和委員

出されてくるものはそれなりの妥当性を持って出て

くるのですよ。条例にしても政策にしても、練られ

ているわけだ。それに対応するためには、やはり基

本的なところから政策的なところまで、それを練る

ところがないと、とても個人の―これは優秀である

とかないとかという話ではなくて、やはり限界があ

るのですよね。だから、そういう意味では、招集す

るのも知事だとか条例を出すのもほとんど県とかこ

ういうことになっちゃって、非常にそこは問題があ

るとみんな思っているわけだ。議会事務局の定数は

今どうなっていますか。

議会事務局の定数は43人○嘉陽安昭議会事務局長

でございます。

知事部局は何名いるの。○玉城義和委員

定数条例で見ますと、知○嘉陽安昭議会事務局長

事部局は8078人ということになっております。

そういうことですよね。だから、○玉城義和委員

これは圧倒的な力の差がある。ここが沖縄県議会基

本条例をつくって、いろいろな改革をしようという

ことですよね。このためには、やはり政策立案能力

というか、批判能力とか、賛同能力とか、それが必

要なのです。そのためには、ぜひ思い切った事務局

の増員がやはり必要ですよ。二、三百名、五百名ぐ

らいつくって、きちんとやるということがないと、

これはとても対応できませんよ。どうですか、議会

事務局長。

もちろん、以前の立法院○嘉陽安昭議会事務局長

時代ということを考えてみますれば、立法府という

ことで、当時の主席には議案の提案権もなく、立法

院としては、議員みずからが議案を提出し、立法院

自体で予算、法理、立法をつくるという中では、立

法院の定数を調べましたら、一般職員で約140人、

それから、その他の職員を合わすと170名前後だっ

たと記憶しておりますけれども、ただいまの議会を

地方自治法上、制度上の定数ということで見ますれ

ば、大体全国平均43人ということになっておりまし

て、沖縄県と同じような48人から51人の議員定数の

議会の職員数は大体三十六、七人というところでご

ざいます。そういうところからしますれば、もちろ

ん今後、国の形とか地方自治の制度がどう変わるか

わかりませんけれども、そういった中で、二元代表

制という形の方向性が見えるところが来ますれば、

やはり組織とか定数とかにも一つ考える時期が来る

のかなということは考えております。

立法院で約200名いたわけね。せ○玉城義和委員

めて私はそれぐらいのことは必要だと思うし、執行

部の前でそんなことを言うのも何か変だけれども

ね。そこはやはりこれからの、沖縄県議会基本条例

もできたわけだから、それに身を入れるためにはそ

ういう裏づけが必要だということを認識しなければ

だめですよ。だから、執行部からこっちに少し異動

してもらって、やはり二、三百名ぐらいの陣容をつ

くるということが私は必要だと思いますね。そのこ

とがやはり沖縄県議会基本条例に魂を入れていくこ

とになると思うのですよ。

休憩します。○山内末子委員長

午前11時45分休憩

午後１時23分再開

午後の部を再開いたします。○山内末子委員長

平成24年度主要施策の成果に関す

る報告書の19ページ、大学院大学。今、大学院大学

は恐らく教授陣も整って、さあこれからだと思いま

すけれども、今どういう状況になっているのか説明

願えますか。

大学院大学の代表研○金城寛信科学技術振興課長

究者が現在46名おりまして、学生が54名、第１期生

が33名、この中には県内が１名おりまして、日本国

籍は５名、18カ国から来ております。第２期生が21

名で、県出身者が１名、日本国籍は４名、世界から

14名来ております。研究者が244名、事務スタッフ

が230名で、総計581名。そのうち外国人が228名と

なっております。

、 、この研究者の宿泊とか この子弟

子供たちの教育環境は今どのような状況ですか。

研究者の宿泊としま○金城寛信科学技術振興課長

しては、大学院大学の構内に代表研究者の宿泊施設

とか、あと寮みたいなところがあります。それ以外

の方は、近くの恩納村、読谷村、うるま市のアパー

トを借りている方もいらっしゃいます。

子供たち、子弟は。

大学院大学の研究者○金城寛信科学技術振興課長

の子弟としましては、恩納小学校に通われている子

供もいますし、沖縄アミークスインターナショナル

に通われる子供もいます。それで、今、研究者等は

すごく若いものですから、大学院大学の中にチャイ

ルド・ディベロップメント・センターというものが

ありまして、保育所のようなものがあるのですが、

約50名の子がここに通っているという状況でありま
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す。

そうすると、皆さんが大学院大学

に求めた方向で、今確実に前進しているということ

になりますか。

はい、そのように進○金城寛信科学技術振興課長

んでいると思っております。

ところで、皆さん方が大学院大学

をつくるときに、恩納村から約80％弱の土地を無料

提供してもらった、これが一つと、それから、一番

最初に大きな夢を持ってきて、この計画書を恩納村

や谷茶区などにいろいろ配付した。実際、門前町と

いう谷茶区の計画がありましたよね。その計画は今

どうなっているのか、その進行状況。いわゆる門前

町といって大きな名前で書いて、そしてこういうこ

とをやりますよということを皆さん提示したわけだ

から、それの進行状況を教えてくれますか。

その門前町構想とい○具志堅清明企画振興統括監

うことでございますけれども、これは実は主任研究

員300ＰＩを目指して、そのときの大きなビレッジ

として構想を立てておりまして、まだこれを進めて

いる現状で、あと、そちらに例えばスーパーの誘致

であるとかその辺については、民間のスーパーの皆

さんとの御相談をしている状況です。現状は、先ほ

ど言った研究者の方と生徒の皆さんの宿舎は構内に

でき上がっており、今後そこがどんどん整備されて

、 、 、 、いきますので それに付随して 恩納村 うるま市

県も含めた検討委員会を引き続き行っておりますの

で、その中で門前町構想を実現化するための検討を

しております。

現実的には、恩納村、うるま市と御相談をしなが

ら新たなバス路線も開通させまして、バス停の整備

もうるま市と恩納村及び大学院大学にもできており

ます。そしてあと、実は恩納村は光ファイバーの整

備がなかなか進まなかったのですが、恩納村に大学

院大学が誘致されたことによって一気に開学前まで

に光ファイバーが整備されて、そのまま金武町のほ

うまで光ファイバーが延びる形になって導入が早

まったという経緯もございます。そういったものを

今後進めていく中で、恩納村、うるま市の皆さんと

、 、の門前町構想の相談を重ねて どういう形がよいか

最初の構想をさらに具現化するための細かい話はこ

れからだと思っております。

バイパスもできつつある。そうす

ると、谷茶区の門前町とのかかわり、大学院大学と

のかかわり、皆さん、これで構想は成っているけれ

ども、これらの進 状況はどうなっているのか。

今年度において、大○具志堅清明企画振興統括監

学院大学側が門前町におりるためのスロープを建設

予定でございます。そういったスロープができて、

門前町、つまり大学院大学をおりていった先の谷茶

区との連携ができたところで、さらに県も恩納村と

相談しながら、谷茶区と一緒になった門前町構想の

実現に向けて進めていこうと考えております。

いろいろ現場を歩き回ったのだけ

れども、どうも県のほうは簡単にというか、やりや

すい方向でやっているなと。大体そうだと思うけれ

。 。 、どもね これをそのままやっていくのか それから

一番問題なのは谷茶区だよね。谷茶区の了解を得な

がらやるのか―この構想は誰がつくったのかわから

ないけれども、その構想は業者がつくって、谷茶区

とのいろいろなコミュニケーションを通してやった

のかどうか。というのは、この構想のとおり皆さん

と歩いて甚だ疑問を感じるわけ。だから、その辺は

考え直す必要はあるのか、それとも今後、谷茶区と

相談をしながら進めていくのか。

構想をつくった段階○具志堅清明企画振興統括監

で恩納村の皆さんも入っているのですが、実は開学

２年前から谷茶区の区長も入れた委員会を立ち上げ

て、基本的には谷茶区の御意見がまとまった内容に

ついてやっていくという方向で、今、恩納村も含め

てやっているところでございます。

私は、３カ月か２カ月前ぐらいに

現場に入っています。今の状況ではだめですよとい

うことや、この現場はこうしたほうがいいねという

ことなどの意見を、彼らが僕に相談しているわけで

。 、 、す だから 今後も恐らくそういうことがあるので

もう少しコミュニケーションを深めて、やはり最初

の門前町からかなり計画がダウンしているので、こ

の辺はきちんとしたほうがいいと思いますから、そ

こは企画部長、頑張ってください。

今、具志堅企画振興統括監○謝花喜一郎企画部長

から答弁がありましたように、基本的には地元の意

向を踏んだ構想ということですが、ただ、委員、最

近のお話としてそういった御意見があるということ

であれば、もう一度、地元の方々と意見交換を行っ

た上で、実りあるものにしてまいりたいと考えてお

ります。

保安林との関係とか、あるいはま

たプライバシーの関係とかいろいろ出てきて、例え

ば特に河川に橋をかけないとか、これがあるわけ。

これはどうも僕らが見ても少し変だねという、そう

いう率直な感想を持つものですから、そこはまたい
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ろいろと相談してやってください。

次に、沖縄振興一括交付金の件、平成24年度歳入

歳出決算説明資料企画部の３ページ、その繰り越し

が約153億円になっていますよね。この原因は説明

できますか。これは、約300億円を市町村に渡す、

約半分だからね。

平成24年度の繰越額153○宮城力市町村課副参事

億円については、先ほど答弁申し上げたとおり、設

計調整や計画変更等々の事情によるものですが、例

えば設計変更のおくれで申し上げますと49億円、そ

れから計画変更39億円、計画策定のおくれ30億円、

関係機関等との調整19億円、その他16億円という内

訳になっております。

これは初めてだから、ある程度や

むを得ない部分もあるかもしれないけれども、これ

の担当は市町村課ですよね。そうすると、その市町

村課の担当との話し合いというか、設計変更とか目

的が変わったとか、このように言われると、よっぽ

どコミュニケーションというか、県と各市町村の担

当職員とのミスマッチがあったのではないかな。も

ちろんこれは最初のことだから、いろいろ考えられ

ないでもないけれども、150億円、これは300億円の

半分だからね。これは大変なことだと思いますよ。

そうすると、今後また沖縄振興一括交付金300億円

が来るでしょう。そうするとまた半分やるわけだか

ら。

これまで結果的に３億円もらった市町村が１億

5000万円繰り越ししたと。また３億円が来るよね。

そうすると、今度の予算措置は繰り越しで４億5000

万円だ。さあどうするかと。これが結局、市町村の

思考能力がなければまた不用額になって国へ返すと

いう状態になってくると、では何だったのかという

ことを言われるから、ここはやはり丁寧な説明が必

要だなと。

そのあたりをもう少し丁寧に答えてくれますか。

要するに、これは市町村が悪いと、執行できなかっ

たわけだから市町村の責任が大きいと思うけれど

も、最初から大体どういうことなのですか。

平成24年度の実施事業は○宮城力市町村課副参事

約1200ありまして、ソフト事業等については年度内

に完了しております。その数が約900。残る300事業

がいわゆる繰り越しで150億円になっております。

箱物については、事業費が大きいことから、303億

円に占める割合が大きくなっている状況です。

それから、担当者との意見交換という点ですが、

平成24年度は、執行調査ということで年に２回、そ

れから書面審査によるものが２回、４回実施してお

ります。平成25年度に入っては、平成24年度の実績

を踏まえて、年度初めにまず圏域ごとに説明会を実

施しております。さらには、執行調査を４回行いま

す。さらには、会計検査も予想されることから、会

計検査の事務説明会も10月、来週以降やっていく予

定にしております。

ソフト面はやりやすいからできる

、 。 。 、として ハード面は難しいね これは大変 だから

そのハード面の指導体制というのか、それともう一

つ、例えば内閣が決定するのが遅かったからそのよ

うになったのか。大体内閣がこういうものを決定す

るのは遅いのだよね。それはどうなのですか。

平成24年度は、要綱がで○宮城力市町村課副参事

きたのが年度に入ってでありまして、内諾―着手し

、 、てよろしいという内閣府の承諾をいただいて ６月

７月と実施してきましたけれども、平成25年度に

入って、まず継続事業等については、新年度４月１

日から着手してよろしいかということで協議いたし

まして、４月１日から事業着手したものもございま

す。さらには、５月30日に223億円の交付決定を受

けまして、７月５日時点では、303億円のうちの284

億円、約94％の交付決定を受けており、昨年度より

も事業の着手、スタートは大分早まったので、繰り

越しは縮減されるであろうという認識でおります。

そうしますと、その交付金を県が

市町村へ出して、市町村で予算化されて、これはほ

とんど３月段階で予算はもう各議会で決定されてい

るのですか。

一部については、交付決○宮城力市町村課副参事

定後に補正予算を組んで、予算計上しているという

ところであります。

少しよくわからないけれども、例

えば大体３億円と計算しようね。３億円を出します

と皆さんが決定して、予算編成しなさいと隅々の市

町村へ予算を流したら、３月ぐらいに予算決定しま

すよね。その割合は大体幾らぐらいですか。

平成25年度の当初予算に○宮城力市町村課副参事

ついては、303億円のうち235億円が当初予算に計上

されていると。当初予算で計上するように県として

は助言しているところもあるのですが、一部の市町

村にあっては、交付決定が判明するまでは予算化し

ないというところもあります。

それで、ちなみに大体どういう事

業をするか。やはりハード面が多いですか、ソフト

面ですか。
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特に継続事業等について○宮城力市町村課副参事

は、ハードであっても当初予算で計上しているはず

です。新規については、事業の採択について協議、

調整に若干時間が必要だろうというものについて

は、当初予算で計上されていない例もあると聞いて

います。

皆さんが大体の割合を市町村に交

付決定しますよね。そして、今度は３月で決定され

たと。これはまだ市町村の中で、この３億円の使い

道ははっきり決定はしていないけれども、予算計上

していこうということですか。

市町村課でそれぞれの市○宮城力市町村課副参事

町村に交付金を幾ら配分するのかということを年度

初めに決めるのですが、事業計画の立案が一部おく

れると、交付決定配分額満額の立案がされないとい

う市町村も中にはあります。

それが恐らく指導の方向性だろう

ね。繰り越しが50％、来年度でまた繰り越しされる

、 。と 繰り越しが多いとなると非常に困っちゃうよね

だから、そこはやはり市町村課はかなり厳しい指導

も必要ではないのかなという感じはします。僕も行

政経験者としてね。そうしないと、沖縄振興一括交

付金が仮にこうして初年度、２年、３年とやってい

くうちに繰り越しが多くなって、不用額が多くなっ

て、これは少し大変だということで、政府はいろい

ろ考えるかもしれないので、この辺はきちんとして

いただきたいなと思います。企画部長、その辺はど

うですか。

先ほど宮城市町村課副参事○謝花喜一郎企画部長

、 、が答弁していたように それは市町村課においても

副参事を筆頭に９名の体制で、企画部長の私から言

うのもなんですが、大変一生懸命親身になってやっ

ていただいていると思っております。説明会なども

相当きめ細かくやっていまして、400名近くの市町

村の職員が出て、一生懸命彼らの説明を聞いている

と。また、近々そういったものを行うというし、会

計検査対策とか、いろいろ細かくやっています。委

員から御指摘の企画立案というものがおくれます

と、やはり当初予算の計上がおくれて補正対応にな

りますので、結果として時間が足りなくて繰り越し

という流れにならないように、いろいろな各市町村

におけるこういった事業のやり方があるよという情

報提供も実は各市町村に対して幅広く行っておりま

す。

また、一つネックになったものが、県の事業との

ダブり―デマケーションがあって、後でまた仕切り

直しというものがあったものですから、今回はそう

いったことがないようにということで、各部の持っ

ている情報もしっかり市町村に伝えるとか、平成24

年度の経験を通して考えられる対応を実は市町村課

内で相当議論を行っております。内閣府とも、そう

いったものについてはしっかり行いますからという

ことをお話しして、彼らの理解もいただいていると

いうことです。

委員からありましたように、これが結果として減

らされるということがないように、しっかり対応し

てまいりたいと考えております。

もう一つ、政府の要綱があり、県

の要綱がありますよね。要するに、まだまだ使い勝

手が悪いのかなと。振興に資するという最終的には

オブラートに包んでいるけれども、内閣、政府の要

綱があり、県の要綱がある。そうすると、その要綱

がまだまだ使い勝手が悪いのかなと。この辺はこの

１年間の経験でどういう感じがしますか。

、 、○謝花喜一郎企画部長 実は昨年の６月 ７月ごろ

新聞各社でもいろいろ取材などが行われて、各市町

村のアンケートで、使い勝手が悪いと、何をしてい

いのかよくわからない、どういう基準かわからない

という話があります。ふわっとしているという感想

だと思いますが、これは逆に、我々はそういった要

綱を国に対して求めてきたという経緯があります。

余りにもきめ細かく書き過ぎると、これに沿った形

でしかできないと。ところが、沖縄振興一括交付金

を求めた背景には その間尺に合った ニーズに合っ、 、

たものを幅広く受けとめていただくということが大

変肝要だろうということで、内閣府から、このよう

な要綱はあり得ないというようなことを物すごく言

われるぐらい、沖縄振興に資する、特殊事情を説明

、 、すれば いわゆる行政的な経費でも例外的にできる

そういった要綱ができたと思っております。

私自身は、この要綱は、他に例のないぐらい幅広

い事業が採択できる要綱と思っております。ただ、

やはりこれまで長い間国がつくったきめ細かな道

筋、ある意味レールができたようなものになれてい

る県や市町村の職員にとっては、なかなかそれを企

画立案することについて経験値がないものですから

―乏しいものですから、大変な苦労をしたと思いま

すが、２年目、３年目と事業を行うこと、企画立案

することによって、一定程度のノウハウが培われて

いくだろうと思っております。先ほども答弁いたし

ましたように、我々はしっかりそれをまたサポート

していくということを考えておりますので、今時点
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では、この要綱についてはそのままさわらずにやっ

てまいりたいと考えております。

その要綱はそうだけれども、例え

ばそれを縛るような各省令とか局長令とかいっぱい

ありますよね。会計検査も、その縛りがあって会計

検査をするわけだから、その辺との兼ね合いを―今

後、会計検査の準備もするというから、その会計検

査を含めて、この使い道について、そういう省令で

あるとか局長令であるとかさまざまな縛りが来るわ

けよね。その辺は大体どういう対処をするの。

まず全てにおいて、会計検○謝花喜一郎企画部長

査のよりどころは、要綱に基づいているのかという

ことだと思います。それを前提として交付決定はさ

れている。交付決定をされる前提として事業計画が

ある。会計検査は、この事業計画書にのっとった事

業がなされているのかどうか、それをまず見ると思

います。それから関係調書がしっかりと整っている

のかどうか、そういったものをチェックすると思い

ます。

我々は、まず事業計画に基づいた事業を行ってい

ただく。仮にいろいろ事業の変更などに基づいて、

事業計画どおり事業ができないということであれ

ば、ぜひ我々に情報を下さいと。この場合に、やり

くりで何とか事業計画を変更しないでできるのであ

、 。 、れば そのまま我々もゴーサインを出します ただ

変更が必要だという場合は変更してくださいという

ことで協議を行う。さらに、いろいろな関係省庁が

調書をきちんとそろえるようにというような指導は

これまでも行っております。これからもしっかり

行ってまいりますので、そういった形で、会計検査

の指摘がないように対応していきたいと考えており

ます。

今の段階で繰り越し、執行率50％

だから、内閣府は皆さんに何か言っていますか。

事業の進 管理をしっか○宮城力市町村課副参事

りやるように、それはもちろんですが、それを踏ま

、 、えて 先ほど申し上げた年４回の執行調査において

執行状況の管理をすると。おくれている事業があれ

ば、何が要因なのか、阻害するものについての解決

策等について、我々も一緒になって考えていくとい

う取り組みを行っています。

そうだと思うけれども、これから

やはり執行率を上げるように―一番問題なのは市町

村だと僕は思う。その市町村をやはりリードして指

導していくのもまた皆さんだから、頑張っていただ

きたいと思います。

次は水資源の問題だけれども、今年度で水資源の

関係は抜けたので、今後の方針はどうなのかなと。

去年の決算特別委員会で、４者集まっていろいろ相

談をしているという話は聞きましたけれども、その

進 状況はどうなっているのですか。

現在、中南部地域の○比嘉悟地域・離島課副参事

17市町村と新たな支援について意見交換を継続して

、 、行っておりまして いろいろと意見交換をした中で

新たな取り組みについて意見を交換しているところ

。 、でございます 水源涵養機能への保全支援について

水質保全の観点から必要があると理解を示している

市町村もあります。そのため、現在の水源地域が行

う水源涵養事業への支援に絞り込んで調整を行うこ

ととし、新たな支援について賛同が得られていない

市町村の意見も踏まえて、それらの市町村に個別に

調整を行って、全受水市町村の理解と協力を求める

こととしております。

これは今までそういう名前の事業

はあるのですか。

実は、先ほど委員か○比嘉悟地域・離島課副参事

らございました財団法人沖縄県水源基金のほうで、

水源涵養への事業ということで、これまでも事業を

やっていたところでございます。

これは同じ名前で、今の名称と同

じか。

これまで財団法人沖○比嘉悟地域・離島課副参事

縄県水源基金で実施しておりました事業メニューの

中の水源林造成対策事業でございます。

今は、使う側の市町村に対して説

明を行っている。そうすると、今度はそれを北部、

いわゆる水源基金を交付された側、国頭村だとかと

の相談は今どうなっていますか。

現在、中南部の受水○比嘉悟地域・離島課副参事

市町村と詰めをやっておりまして、まだ北部のほう

とはやっておりません。これからになります。

（休憩中に、去年の決算特別委員会では北部

もやっているという話だったがとの質疑に

対し 地域・離島課副参事より 去年はやっ、 、

たが直近ではやっていないと答弁があっ

た）

そういうことでしたら理解しま

す。大体めどはいつごろになりそうですか。

予算の時期もござい○比嘉悟地域・離島課副参事

ますので、やはり速やかにということはございます

が、どうしても相手がございますので、少なくとも

10月末までに、意見のある市町村を我々が個別に
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回って、再度、少し理解が不十分なところもござい

ますので、その辺は丁寧に説明をしようかと考えて

います。

それは頑張ってください。

僕は、受益率というところで相当やってきたのだ

けれども、平成18年から受益率についての資料作成

を皆さんがやっていないものだから、これはどう

なっているのかなと思って。

委員がお持ちの冊子に○川満誠一企画調整統括監

なっているものとは別に、御指摘の受益率、いわゆ

る国から県と市町村が受け入れた地方交付税、国庫

支出金、地方譲与税の合計を県民が納めた国税、地

方税の合計で割った数字でございますが、その受益

が平成18年度はお持ちの資料にございます1.58で、

全国８位と。平成19、20、21、22年度を順に申し上

げますと……。

聞きたいのは、なぜこれは載せな

いの。

これは少し冊子の編集○川満誠一企画調整統括監

上確認がおくれたためです。

この部分だけを申し上げますと、平成19年度は

1.43で７位、平成20年度は1.53で７位、平成21年度

は1.65で８位、平成22年度は1.66で10位となってお

ります。

なぜそう言うのかというと、きの

うの総務企画委員会のときにも、沖縄県は基地が

あって、沖縄振興特別措置法があって、かなり優遇

措置がされているのではないかということを委員か

らも言われていたので、こういうものは、受益率と

いうものは、たくさん僕らも国税を払っているわけ

よね。そして、実際は10位になっているよと。僕も

これを計算してあるけれども、もっと前は１位か２

位ぐらいになっている。だから、そういうことを表

現するために、やはりこういうものに載せたり、ア

ピールする必要があるのではないのかと思うからこ

れを言ったけれども、僕は計算していないのではな

いかなと思ったものだから質疑しているわけ。企画

部長、どうですか。

委員の御指摘の趣旨が○川満誠一企画調整統括監

正しいと承知しております。冊子等については、検

証、精査を詰める作業を丁寧に行った後に載せる方

向でまいります。ありがとうございます。

それでもう一つ、同じ52ページと

53ページ、これは平成21年度と平成23年度だから、

２カ年間のずれはあるけれども、その中でも、国庫

、 、 、支出金 地方交付税 地方税で順位が書かれていて

例えば交付税が18位。国庫支出金が５位で、地方交

付税、国庫支出金合計で10位と、こうなっているわ

けよね。

そうすると、もう一つ、国庫支出金と地方交付税

の関係。要するに、国庫支出金が多くなれば、現実

的には地方交付税は下がるわけよね。それを説明で

きる人はいますか。

委員御指摘の面はござ○川満誠一企画調整統括監

います。というのは、高率補助によって国庫からの

財政移転が行われると、自己負担分はその分相対的

に減りますので、それを補う趣旨の交付税は減る関

係にはございます。

だから、財政分析とか財政を議論

するときにはそういうところまで踏み込んでいかな

いとなかなか理解しがたいので。ただ、交付税プラ

ス国庫、これだけ足してこうなりますよというだけ

ではなくて、いわゆる起債の部分をどう計算して、

どうなるのかということもきちんとしておかない

と。よそと比べるとき、そういう議論も必要だと思

いますけれども、どうでしょうか。

御指摘の趣旨にまだ満○川満誠一企画調整統括監

たないかもしれませんが、県としては、ホームペー

ジ等で沖縄振興の必要性をこの数年申し述べる際

に、特に突出して財政移転を受けているわけではな

いというような趣旨の表であるとか、この沖縄振興

の必要性等については、機会あるごとに訴えてきた

ところでございます。委員御指摘の観点がよりあら

われるように努力してまいりたいと思います。

そうすると、もう一つの計算方法

としては、例えば税を支払うというものは、大体何

歳から支払っているのですか。

住民税につきましては○川満誠一企画調整統括監

20歳からでございますが、その他の消費税であると

かもろもろの活動に伴って納税されている部分は年

齢を問わないと思いますので、そのような形です。

統計をとるときには、やはりいろ

いろな統計のとり方があると思うのですよね。全国

的な統計のとり方と、また県独自の統計のとり方。

ここはもう少し僕も勉強する必要があるなと思って

います。それは今意見だけ。

もう一つは、いろいろな経済情勢とかさまざまな

統計資料、例えば九州全県とか、それから国の平均

とかありますね。僕がいつも求めているのは、財政

力指数で大体類似県を指摘されるので、その類似県

を中心としたような資料のほうがもっと生きてくる

のではないか。九州各県でも沖縄県と全然ランクが
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違うところはいっぱいあるので、そこはやはり類似

県、プラス国、あるいはまた九州、こういう３つの

ランクづけをすると非常にわかりやすい、説得力も

出てくると思うので、今後の統計のあり方論として

はこうやったほうがいいのではないかと思いますけ

れども、どうですか。

全体として沖縄の位置○川満誠一企画調整統括監

を確認する必要上このような形にいたしております

が、委員御指摘のとおり、さらに沖縄の特徴がわか

るような形を、比較対象も検討してわかりやすくし

てまいりたいと考えます。

というのも、いつも島根県が地方

交付税はトップですよとなりますが、では、なぜ向

こうはそうなのか。島根県の経営分析はすごいです

よ。だからそういうことをやってくると非常に目に

見える形でよく理解できる。そこは頑張ってくださ

い。

、 、 、今 名古屋市とか金武町 そして和泉市だったか

減税されているようだけれども、その減税の内容が

わかったら少しお願いします。

全国で６団体ほどの確認を○儀間秀樹市町村課長

しておりますけれども、例えば名古屋市の場合です

が、個人市民税について3000円のものが2800円、所

得割を６％から5.7％。あとは愛知県の半田市とい

うところがございますけれども、こちらは個人市民

税につきまして3000円から100円に引き下げ、あと

所得税については６％から5.6％。あと埼玉県北本

市というところがございますけれども、そこは3000

円から2700円、所得割については６％から5.4％、

こういった事例がございます。

金武町は。

金武町は現在、個人町民税○儀間秀樹市町村課長

につきまして、均等割について3000円を2700円、所

得割については６％から5.4％となっております。

地方財政法では、以前はこういう

地方交付税をもらっているところは、減税するとす

ぐペナルティーがありましたね。今は大体どうなっ

ていますか。

減税をした際に起債につい○儀間秀樹市町村課長

て一定程度の制限がございまして、現在、起債の制

度は市町村から県に対して協議があって、それにつ

いて県が同意をするという形でございますけれど

も、減税をした場合、地方債を起こすには県知事の

許可を得なければならないとなっております。それ

で毎年度、総務省で地方債の同意等基準というもの

を定めております。それによりますと、平成24年度

につきましては２つございます。１つは減税による

減収額を上回る行政改革の取り組み等を予定してい

ること、もう一つが当該団体の地方税の徴収率が類

似団体の地方税の徴収率を上回っていること、この

２つがございまして、この２つをクリアしないと許

可がおりないような形になっております。

、 、そうすると その減税を続けると

１年だけなのか、毎年毎年また連続的にそういうこ

とをしないといけないのか。

基本的に同意等基準につき○儀間秀樹市町村課長

ましては毎年度総務省で作成するということですの

で、仮に同じような内容ということであれば、毎年

度、行革効果、あるいは類似団体の徴収率を見なが

ら、許可するのかどうかという基準になるかと思い

ます。

起債の制限だから、その起債の制

限の内容はどういう起債なのか。例えば道路をつ

くったり、いろいろな意味であるでしょう。どうい

う制限があるのか。

減税した場合ですが、起債○儀間秀樹市町村課長

につきましては地方財政法の第５条第４項に規定が

ございまして、学校とか保育所、道路などの公共施

設、あるいは庁舎等の公用施設、こういった建設事

業費の財源として地方債を起こす場合について、許

可がおりなかったら起債ができないという形になり

ます。

できない場合はもう一般財源で補

塡する以外ないですよとなるのか。

基本的には一般財源で措置○儀間秀樹市町村課長

することになると思います。

そうならないように、沖縄県とし

てはどういう指導方法があるのですか。

金武町で減税をすると事前○儀間秀樹市町村課長

に相談がございました。それについて、税の徴収率

が金武町の場合は県の平均よりも低いものですか

ら、まずは徴収率を上げることは大切ですよねとい

、 、うことと あとは先ほど申しました地方財政法等に

こういった減税をしたときには起債についてこう

いったクリアしないといけないポイントがある、こ

ういったこともしっかりと踏まえて検討をしてくだ

さいといった助言等はしております。

恐らく、今減税をやっているとこ

ろは３つですか。

はい、３団体について把握○儀間秀樹市町村課長

しております。

そうすると、その３団体の地方交
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付税がいろいろあるわけだが、財政に占めるその割

合は大体どのくらいか。

名古屋市が現在行っていま○儀間秀樹市町村課長

すけれども、歳入全体に占める地方交付税の割合が

0.8％で、あと和泉市がございますけれども、こち

らが同じように14.4％でございます。

前島明男委員。○山内末子委員長

それでは、まず企画部長に質疑を○前島明男委員

いたします。きのうからバスレーンのことについて

質疑があるわけですが、私はバスレーンは必要だと

考えておりますけれども、ただ、その運用時間の問

題だと思うのですよ。私も月に二、三回は屋富祖か

ら県庁前までバスを利用するのですが、大体８時半

に屋富祖のバス停から乗るのですが、座る席がない

ぐらいいっぱいしています。というのは多分、勢理

客に那覇工業高校があるせいでもあると思うのです

が、それだけではなくて、一般の大人の方々も乗っ

ております。ですから、国道58号の場合はたしか７

時半から９時半までという時間帯だと思うのです

が、９時半までやる必要はないのではないかと思っ

ています。８時45分か９時ぐらいまでにすれば、そ

れなりの利用者がいると私は見ております。

ただ、ここで少し提案ですが、出勤時間を８時出

勤、あるいは９時出勤、９時半出勤と時間差ででき

れば、かなりその辺の緩和もされるのではないかと

思うのです。今はほとんど８時半出勤とか９時出勤

になっているものですから、企業の皆さん方の協力

も得られないとできないわけですが、この辺も県が

リーダーシップをとってやっていけないかと思うの

ですが、企画部長、いかがでしょうか。

午前中の玉城委員からの御○謝花喜一郎企画部長

質疑にもありましたけれども、交通渋滞緩和として

はいろいろ、道路網の整備などがあるわけですが、

ソフト面からのいろいろな議論というものが実は必

ずしも十分ではなかっただろうと思っておりまし

た。そういった中で沖縄県公共交通活性化推進協議

会の中では、我々はＴＤＭと言っているのですが、

交通需要マネジメントということで、いわゆるソフ

ト面から交通渋滞を緩和していく方法はないのかと

いうことを議論しております。道路の利便性、利用

の工夫だけではなくて、適切な利用の誘導という観

点から、委員からの御指摘は時差出勤ということだ

と思いますけれども、この時差出勤についても、実

はこの協議会の中で議論を行っております。やはり

時差出勤は、委員からも今ありましたように、各団

体の同意、コンセンサスを得なければなかなか実現

できないものと思っていますけれども、この分につ

いても議論を行いながら、交通渋滞の緩和につなげ

ていくことは重要だろうと思っております。今後引

き続き検討して行うこととしております。

この渋滞は国道58号、あるいは国○前島明男委員

道329号のみならず、国際通り、あそこも見ていま

すと一日中渋滞しているような状況が見受けられま

すので、その辺の規制も必要ではないかと思うので

すが、路面電車の活用、ゆたかはじめさんが新聞に

投稿したりして、私はそれをよく読むのですが、そ

の意見に非常に賛成なのです。路面電車の導入とい

うことは考えたことはないですか。国際通り、ある

いはおもろまち一帯を巡回する約４キロから５キロ

ぐらいの路面電車を走らせて、国際通りの渋滞も緩

和する必要があるのではないかと思うのですが、そ

の辺、路面電車のことを考えたことはないですか。

委員の皆様がいろいろ、熊○謝花喜一郎企画部長

本県とか広島県を視察されたという情報を聞きまし

て、私も急いで、本会議が始まる前に見てまいりま

した。やはり路面電車は一定程度の拡幅といいま

しょうか、道幅があるところでなければなかなか厳

しいという印象をまず持ったところでございます。

一方で、トラムという議論がいろいろありますけれ

ども、そのトラムについてもいろいろ見させていた

だきましたけれども、まちづくりの形成には大変魅

力あるものだと考えております。

御指摘の国際通りについては、今現在、毎週日曜

日だと思いますが、歩行者天国などを行って、いわ

ゆる自動車を排して歩いて楽しめるまちづくりとい

うものを行っています。この背景には、恐らく国際

通り商店街などの活性化というものもあると思いま

すけれども、いずれにいたしましても、まちづくり

の観点から、トラム、路面電車、そういったものを

議論する必要はあると思います。この件につきまし

ても、新たな公共交通システム、午前中もありまし

た南北縦貫というものを起点にしながら、支線、フ

ィーダーとして、どういった観点から、乗り継ぎも

含めてやったほうがいいのかということは今年度議

論していきたいと考えております。

最後に少し要望ですが、大学院大○前島明男委員

学との関連です。そこの教授陣、あるいは研究者の

子弟を預かるという意味で、県もかなりの出資とい

うのですか、寄附というのですか、やってつくった

沖縄アミークスインターナショナルの学校運営につ

いてですが、これは総務部の総務私学課の範疇では

あるのですが、そこの学校運営についていろいろ耳



－228－

に入ってくるものですから、その辺の状況、企画部

長の耳にも入っているのかどうかお聞きします。

私のところにも情報は入っ○謝花喜一郎企画部長

ております。父兄と学校運営の方々との関係で、い

ろいろ意思の疎通が十分でないということも一つの

大きな要因だと思いますけれども、いろいろな意見

が飛び交っているということも承知しております。

一方で、この件で一番大事なのは、そこに通ってい

る子供たちが安心して落ちついて授業を受けられる

環境が一番重要だろうと思っておりますので、この

辺のことをきちんと認識しながら、このことについ

ては当たる必要があるだろうと思っております。委

員からありましたように、事は総務私学課の学校法

人への指導ということがあると思いますけれども、

研究者の子弟も何名か入っております。県もまた過

去にそういった方面から出資したということもあり

ますので、企画部においてもこの辺のところはしっ

かり注視して、適切な対応をしていく必要があるだ

ろうと考えているところでございます。

どうして私がそれをお聞きするか○前島明男委員

といいますと、将来、大学の教授陣の採用、あるい

は研究者の採用に当たっても、その辺に関連するの

ですね、影響してくるのですね。よりいい教授、い

い研究者を探そうと思ったらその辺のこともしっか

り、子弟が安心して通える学校でなければ、いい教

授もいい研究者も来てくれないと思いますので、そ

の辺は企画部としても強い関心を持ってこれから見

守っていただきたいということを要望しておきま

す。

當間盛夫委員。○山内末子委員長

まず、平成24年度主要施策の成果○當間盛夫委員

に関する報告書を中心にやっていきますのでお願い

いたします。まず交通体系整備推進事業、バス路線

に関する部分ですが、企画部長、中南部の交通渋滞

というのですか、そのことは以前、国だったか沖縄

総合事務局でしたか、経済損失という部分が出てい

ると思うのですが、渋滞による経済損失は幾らぐら

いになっているのですか。

県内の１キロメートル当○多嘉良斉交通政策課長

たりの渋滞損失額は年間１億1500万円で、全国で７

番目に高い値となっております。

中南部でこれだけ渋滞する部分で○當間盛夫委員

１キロメートル当たり１億円ということになってく

ると、これをしっかりと解決しないといけないと。

しかし、県の公共交通政策というものは無策に近い

、 、ような形で 鉄軌道もないのにということもあって

バス会社の統合を県が主導したという経緯もあった

はずです。ところが、結局それもできずに今の状況

に来ているところがあろうかと思っていますが、今

現在のバス会社の経営状況を教えてもらえますか。

バス会社４社を含めて、実○謝花喜一郎企画部長

は沖縄県公共交通活性化推進協議会なるものをつ

くって、バスの利便性の向上というものに県は平成

24年度から取り組んでおります。先ほど申し上げま

したように、バスのロケーションシステムとか低床

バスの導入、もう既に実現しております。平成25年

か平成26年にはＩＣ乗車券というものもつくりまし

て、バスの乗りかえなどもスムーズにいくようにと

いう形でやっています。

御質疑のバス４社の経営状況ですが、若干横ばい

から、やや上向きになりつつあるという程度のお答

えしか今できませんけれども、そういうような経営

状況で、少し彼らも希望を持ち始めていると。県が

行っているバスレーンの基幹バス構想については、

彼らも大変期待をしていると考えているところでご

ざいます。

では、バス会社は路線を持ってい○當間盛夫委員

るでしょうし、観光部門も持っているのですね。観

光部門でプラスで、路線で赤字ということで、それ

がプラスマイナスになっているとか、いや、観光部

門で頑張っているからそれが黒字化していると、こ

れはどう見ているのですか。

今、手元に確定的な資料、○謝花喜一郎企画部長

裏打ちするものはないのですが、一般的にそういっ

たことはあるだろうと私は思っております。

平成24年度の決算額が８億3000万○當間盛夫委員

円ですが、平成25年度の予算を見ると、事業的なこ

とがいろいろと含まれてなのか、公共交通利用環境

改善事業と名前が変わったのか、その分の今年度の

予算額は幾らになっているのか、教えてください。

公共交通利用環境改善事○多嘉良斉交通政策課長

業につきましては、平成25年度の要求額は16億100

万円となっております。

申しわけありません、16億100万円に関しまして

は、その事業費の中の国庫分でございます。５億円

分はバス事業者が負担する分となっております。

平成24年度で40台のノンステップ○當間盛夫委員

バスを導入していますよね。今回８億円。平成24年

度で40台という形になっているけれども、この16億

円の予算というものはノンステップバスだとか、Ｉ

Ｃ乗車券だとかいろいろやっているけれども、この

事業的なものはどういう流れになるのですか。
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平成25年度の事業です○多嘉良斉交通政策課長

が、ＩＣ乗車券システムの開発支援で8000万円、Ｉ

Ｃ乗車券の運賃体系検討で5755万1000円、利用環境

改善に係る広報活動で5000万円、ＩＣ乗車券システ

ム導入補助で８億円、ノンステップバス導入補助で

６億1200万円となっております。

ノンステップバスで６億円となる○當間盛夫委員

と、台数的に何台になるのですか。

40台でございます。○多嘉良斉交通政策課長

企画部長、この40台の割り振りと○當間盛夫委員

いうものは、今基本的に第一交通産業株式会社、沖

縄バス株式会社、東陽バス株式会社という形になる

のか、実質３社になりますよね。４社体制ではある

けれども、那覇バス株式会社と株式会社琉球バス交

通は一緒だから。そうなると、この40台はどのよう

に割り振りをしているのですか。皆さん事業計画が

あっての話だとは思うのですが。

これは平成24年度の決算○謝花喜一郎企画部長

ベースでいいますと、基幹バスルートだけではなく

て、市内線、それから離島幹線、石垣港の離島ター

ミナルから新石垣空港ターミナルを運行する路線も

。 、対象にしております このノンステップバス導入は

全体的な基幹バス導入という大きな流れがあるわけ

ですから、那覇市から沖縄市を中心としたというも

のはあるのですが、ノンステップバスの導入割合が

全国に比べて低いという実情も踏まえて、我々はノ

ンステップバス導入に踏み込んだという経緯があり

ますので、これを一定程度の割合、国の割合に近づ

くようにやりたいと思います。全国は39％の導入の

ようです。我々はそれに近づけるべく、200台ぐら

いで30％ぐらいになるだろうということでやってお

ります。

それから、先ほど言ったのは平成24年度ですが、

平成25年度の予定台数は、株式会社琉球バス交通が

24台、那覇バス株式会社が10台、沖縄バス株式会社

が５台、石垣島ですが東運輸株式会社１台、合計40

台となっております。

偏っていないですか。偏り過ぎて○當間盛夫委員

いるという印象があるね、那覇バス株式会社と株式

会社琉球バス交通の第一交通産業株式会社で７割近

くいくわけで、東陽バス株式会社はほとんどない。

この計画はどこが出してくるのですか。

バス事業者の意向を聞き○多嘉良斉交通政策課長

まして確定しております。

ということは、自社の負担額が負○當間盛夫委員

えないからということでその計画に乗らないという

会社もあるわけですか。

東陽バス株式会社がそう○多嘉良斉交通政策課長

いった会社の事情があるというふうには聞いており

ます。

最後になりますけれども、やはり○當間盛夫委員

公共交通の無策ということで、企画部長もそういう

認識を多少持っているところもあるわけですから、

今度、鉄軌道で上下分離だとか、公設民営とか、皆

さんいろいろな形を言っているわけですから、もう

大なたを振るって、この路線バスに関しては公設民

営をやろうというような考えはないのですか。

今バス４社も含めて沖縄県○謝花喜一郎企画部長

公共交通活性化推進協議会という形で、利便性の向

上というものを視点に議論を行っております。委員

から御質疑の公設というような議論は、今のところ

は行っておりません。

では次、鉄軌道の部分に移らせて○當間盛夫委員

いただきます。企画部長、何年かかるのですか。

朝も答弁させていただきま○謝花喜一郎企画部長

したが、構想10年、完成まで10年ということで、20

年というものが基本でございます。

間違いなく皆さんが出している○當間盛夫委員

ルートからすると、普天間とかいろいろな部分でか

かってきますよね。普天間飛行場が10年以内に返る

なんて誰も想定していない。では、それは地下にな

るのかと。70％トンネルだというのですが、用地買

収はそんなに簡単ですか。

用地買収は簡単ではないと○謝花喜一郎企画部長

思っております。中南部は地下という形で考えてい

るわけですが、普天間飛行場の跡地については陸上

に上がることを想定し、この鉄軌道を中心に普天間

のまちづくりをと考えております。用地買収のお話

ですが、この件については、この構想がしっかりと

ある程度の形ができれば、公共用地の先行取得とい

う制度がありますので、こういった中で用地を取得

することも念頭に置きたいと考えております。

ちなみに、今皆さんが想定してい○當間盛夫委員

るものでどれぐらいかかる予算になっていました

か。

今我々が試算したものでは○謝花喜一郎企画部長

5000億円から6000億円の事業費です。

もう一つ僕は考えて、2020年に第○當間盛夫委員

２滑走路ができる、オリンピックも東京に誘致され

た。沖縄のあり方、これがポイントになってくる中

で、公共交通、鉄軌道を含めた沖縄はどうあるべき

かということを考えると、モノレールも西原町まで
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延長するわけですから、その高速を使ってどうする

のかという考えも持たないと、この鉄軌道なんて夢

物語に終わってしまうのではないかと思うのです

が、その辺の考えはどうですか。

実は、平成24年度に国にお○謝花喜一郎企画部長

いて自動車道を活用したルートも検討は行っている

ようでございます。ただ、国の調査結果によります

と、自動車道を活用した場合に、やはり需要喚起の

観点からいろいろ課題があって、採算性に問題があ

るというようになっているところでございます。

採算性となると、地下を掘ってそ○當間盛夫委員

れだけ事業経費がかかるというものからすると、経

費をいかに抑えて迅速化するかという部分が僕は大

事だと思っていますので、ぜひその辺も検討しても

らいたい。これは上下分離方式にするわけだから、

採算性を考えたら 高速を使って モノレールを使っ、 、

て上下分離方式にしたほうが、採算性は間違いなく

出てくると思っていますので、その辺もぜひ検討し

てもらいたいと思っています。

次に、那覇空港の整備ですが、きのうですか、沖

縄総合事務局で第２滑走路の年内の発注が９件出た

と。これは、どういう部分になっているのかわかり

ますか。

９件も沖縄総合事務局から発注される、次年度で

300億円の事業になってくるということです。これ

は国直轄ですが、県の負担も何かあるのですか。

この事業につきましては、○謝花喜一郎企画部長

５％県の負担がございます。

大方、総事業費で2000億円と言わ○當間盛夫委員

れる分の５％は幾らになるの。

約100億円を考えておりま○謝花喜一郎企画部長

す。

100億円。この分は県は起債する○當間盛夫委員

のですか。どういう予算立てにしているのですか。

通常直轄の負担金について○謝花喜一郎企画部長

は起債が可能ということのようですので、起債対応

になるだろうと思っています。総務部と進めてまい

りますが、企画部としては起債対応が適当ではない

かと考えております。

これは2020年までに完成させると○當間盛夫委員

いうことがありますので、国直轄であってもさっき

言った県内企業がどう受注できるかということも

しっかり関心を持ってもらって、県も100億円近く

出資があるわけですから、県の財政の面でもどうな

るのかということも、その辺もぜひやってもらいた

いなと思います。

那覇空港に関して、国際線ターミナルが来年２月

には利用開始されるということで、今度石垣空港が

できたばかりでＣＩＱ施設を増設するというよう

な、ちぐはぐな沖縄県の施設。今度の国際線ターミ

ナルも、すぐこれはいっぱいになるよ、５年もたな

いのではないかと言われる中で来年２月の開港です

が、この辺は状況的にどう見ますか。

新しい国際線旅客ターミナ○謝花喜一郎企画部長

ルビルについては、国の算定方法がございますけれ

ども、これに基づいて計算いたしますと150万人の

旅客に対応が可能だと言われております。

皆さん10年後の海外からの誘客と○當間盛夫委員

いうものはどう見積もっているのですか。

1000万人の観光客誘客を考○謝花喜一郎企画部長

えておりまして、そのうちの20％は外国人、200万

人ということを考えております。

クルーズ合わせてというような話○當間盛夫委員

になってこようかと思っていますけれども、そう

いった面からしたら、ＬＣＣがこれだけ伸びるとい

う部分もまだ想定されていない数字のはずでしょう

から、これからＬＣＣの対応をどうしていくのかと

いうところがあるわけですが、実際には今ＬＣＣは

貨物ターミナルでやっているわけですね。あそこに

ＬＣＣを置くということは、物流拠点の部分での想

定数があったはずなのに、向こうでしか対応できな

いという現状をどう見ているのですか。

ＬＣＣは、それぞれの会社○謝花喜一郎企画部長

経営の方針でいろいろ―言葉は適切かどうかはわか

りませんが、時間との勝負といいますか、そういっ

た中でその会社は全日本空輸株式会社の貨物倉庫を

使ったと考えています。ただ、やはりそこは本来入

域が制限されている地域でもございますので、我々

としては、そのスポットの拡張も含めて国と調整を

してまいりたいと考えております。

離島住民に対する交通コストの低○當間盛夫委員

減という部分があるのですが、平成24年度は石垣も

入っていたと。平成25年度は、このＰＤＣＡを見る

と、石垣、宮古は除くというような形になる。これ

はどういうことですか。

この移動コスト低減事業の○謝花喜一郎企画部長

要件がございます。いわゆる競争状態にないことと

いうような要件が１つあります。今般、那覇―石垣

路線に格安航空会社が参入したということで、運賃

に関して競争状態が生じたということで、移動コス

ト低減事業の発動を一時保留している、そういうよ

うな状態でございます。
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その中で決算で19億円ということ○當間盛夫委員

で、皆さんＬＣＣの参入を想定している中で今度の

事業は22億円になっているのですね。下がる分があ

るはずなのに、事業的に22億円ということはどうい

う考えですか。

実は、格安航空会社の参入○謝花喜一郎企画部長

というものは過去にも宮古島でございました。その

場合も一時期保留はしたわけですが、その格安航空

会社が撤退した後は、直ちに要件を満たしているか

確認した上で再開したという経緯がございます。今

の時点で軽々には物を申せないのですが、県としま

してはあらゆる場合を想定して、過去の実績を踏ま

えて予算を要求したということでございます。

では次に、同じく離島の生活コス○當間盛夫委員

トの部分で先ほどもあったのですが 事業的には600、

万円しかないと。ＰＤＣＡを見ると7000万円の事業

をとって600万円しか執行していないのに、推進状

況は順調となっているのですが、この順調というこ

とはどういう意味ですか。

この事業の趣旨でいい○田中克尚地域・離島課長

ますと、先ほど事業概要でも御説明しましたけれど

も、この事業を通じて効果を検証する、有効性を検

証する、もしくは効率的なやり方がどうあるべきな

のかを検証することが事業の目的になっているとい

うことはあります。そして、この事業自体の行動目

標といいますか、指標である登録事業者の数は、18

事業者というものを昨年度は予定していたのです

が、19事業者確保できたという意味では、事業の滑

り出しとしてはうまく始められたという意味で、実

証事業自体ちゃんと始められたということ自体は順

調にあると言えるのではないかと考えています。た

だ、執行率そのものが低いという御指摘については

御指摘のとおりと思っております。

平成25年度の状況はどうなってい○當間盛夫委員

ますか。

今この４月からやって○田中克尚地域・離島課長

いるものについては、昨年度からの事業スキームを

継続してやっておりますので、今のまま事業を継続

すれば、単純に言うと４カ月分で５％ですので、そ

れを単純に伸ばしたぐらいの執行率ですが、ちょう

ど執行率をより伸ばせるような形で事業スキームの

見直しをしているところです。

伸ばせるって、平成25年度は１億○當間盛夫委員

2000万円の事業をとっているわけよね。7000万円

だったものが１億2000万円ということで、事業費も

ふやしているわけよね。それで執行率は大丈夫です

と。もう９月を過ぎるわけだから、その辺は出せる

でしょう。

今比較されていた１億○田中克尚地域・離島課長

2000万円というものは事業全体で、補助にかかる部

分はそこまでふやしてはおりませんので、それが幾

らかということは、この7700万円に対応する額は、

済みません、少し今正確に申し上げられないのです

が、そのまま、ことし事業拡充を経て執行率を見込

むと、６割ぐらいの執行率は達成できるかと思って

います。これも見直しそのものが年度途中でまだ実

現できていないということもありまして、100％に

なるということは、私たちの見込みとしても難しい

とは思っております。

でも、これは離島の生活コストの○當間盛夫委員

低減ですから、農林が物流コストの低減をやってい

るように、離島の生活者のコストが下がるような部

分はしっかりとやらないと、平成27年までの実証実

験であるわけですから、では平成28年度以降どうい

うような形でやるのかということも含めて、いい事

業をしているなというものを出し切れないと、数値

的にも全くそのことが見えてこないということであ

れば、事業的に精査をかけられてこの事業はだめだ

ということにならないようにぜひ頑張ってくださ

い。

まさしく委員がおっ○田中克尚地域・離島課長

しゃるとおりだと思います。今国とも事業スキーム

の変更について協議しておりますので、より住民の

ためになるようにという観点で、我々も全力を尽く

したいと思っております。よろしくお願いいたしま

す。

大城一馬委員。○山内末子委員長

まず最初に、平成24年度主要施策○大城一馬委員

の成果に関する報告書の中から、15ページの交通体

系整備推進事業、鉄軌道に関係するものですが、こ

の中で沖縄県公共交通活性化推進協議会が設置され

ているという説明がございました。この鉄軌道を導

入する際には、やはりバス会社との協議が非常に大

事ではないかと思うのですね。とりわけ沖縄県のバ

ス会社は既得権等がありまして、なかなか本土とは

様相が違うということもありまして、以前にもたし

か那覇市で都市交通協議会を立ち上げられて、その

ときにバス会社等との意見調整が合わずに解散した

ということも聞き及んでおりますけれども、この中

でバス会社との鉄軌道に対する協議というものはど

ういう進 状況ですか。

我々、沖縄県総合交通体系○謝花喜一郎企画部長
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基本計画というものを持っておりますけれども、短

、 、中期的には基幹バスを 長期的に鉄軌道という形で

まず大前提がございます。バス４社に対しても沖縄

県公共交通活性化推進協議会に参入していただい

て、基幹バス構想を御議論いただいております。将

来、長期的なお話として、鉄軌道ができた場合に、

ではバス会社の役割ということですが、やはり南北

縦貫を軸としたフィーダーというもの、支線という

ものが大変重要になるだろうと思っております。バ

ス会社に対しましては、それまでの間に体力をつけ

ていただきまして、フィーダーとして各地域津々浦

々まで県民の足となるような路線を再編していただ

くということが重要だろうと考えております。

バス会社が体力をつける、これは○大城一馬委員

県としてはバス会社統合の方針と理解してよろしい

のですか。

必ずしもそこまで県が考え○謝花喜一郎企画部長

ているわけではございません。県が今考えています

のは、多くの県民の方々が自動車から公共交通機関

であるバスへということでさまざまな施策を実施し

ているわけですが、一つの例としまして―２年後の

お話ですが、ＩＣ乗車券というものを今考えており

ます。それはやはり乗りかえが便利なようにという

ことで、今ＩＣ乗車券を県内で初めて導入しようと

考えております。そういったことをやることによっ

て利用者がふえ、収益が上がるということを想定し

て、足腰が強くなるようなことを答弁させていただ

いたところでございます。

せんだって県議会の公共交通ネッ○大城一馬委員

トワーク特別委員会で広島県、熊本県に行ってまい

りました。先ほど企画部長も行ってこられたという

ことですが、広島の新型路面電車、トラムトレイン

を含めて、やはりバスとの連結が重要な鍵を握ると

いうことで、この路線連結に対しても極めて真剣に

考えていたということです。ただ、本土の場合は、

バスと電鉄会社、一緒に運行しているケースも結構

多いので、それで広島もやはりバスが一緒に事業に

組み込まれているものですから、うまく連結できて

いるのだろうという結果があらわれていると思うの

ですね。ですから沖縄も、まずバス会社をどうする

のか。そういったことも含めて、鉄軌道の導入に向

けて、その成功の鍵はバス会社との連結が極めて重

要ではないかと思っているのですが、どうでしょう

か。

大変貴重で重要な御意見、○謝花喜一郎企画部長

御提言だと思っております。ぜひそのような視点か

ら、我々、事業に取り組んでいく必要があるだろう

と考えております。

そこで、午前中からずっとこの鉄○大城一馬委員

軌道の早期導入についていろいろと意見が出ており

ますけれども、私も基幹鉄道、いわゆる那覇市から

名護市まで、これは当然大いに賛成でございます。

そして早期着工、早期導入、早期開業ということで

ぜひやっていただきたいのですが、着工までにあと

７年、その後、開業まで約20年から25年かかると。

気が遠くなるような話でありますけれども、やはり

これはやりようだと見ているのです。

私は機会あるたびに、この間の公共交通ネット

ワーク特別委員会でも、あるいはまた常任委員会の

中でもお話しさせてもらっておりますけれども、ま

ずは新型路面系、トラム系、そういった導入、でき

るところからどんどんやっていく方法もあるのでは

ないかと思うのですね。そうしますと、私はいつも

地元のお話をするのですが、一番やりやすいところ

からとなると、この間も委員会の中で実験路線とい

うことで提起させてもらいましたけれども、なかな

か企画部長答弁ではすんなりと、はい、そうですか

というわけにはいきませんけれども、この件に関し

ましてもう一度企画部長の考え方をお聞かせ願いた

いと思います。

今の御質疑にお答えさせて○謝花喜一郎企画部長

いただきます前に、着工が平成31年ころ、７年後ぐ

らいで着工ですね。着工いたしますと10年ぐらいで

供用開始できるようにというようなイメージを持っ

ております。そのためにはやはりいろいろな仕組み

が必要だと思いますけれども、これはこれから懸命

にやってまいります。

今、先行的な導入というものを幅広く議論すべき

ではないかという御質疑ですが、事業の効果を得る

ためには、今おっしゃったように効果的、効率的な

事業開始ということは、やはり開業効果の高い箇所

から、また着工しやすい箇所からやることは重要だ

ろうということは私も認識しております。ですから

、 、全体的な計画ができた暁には ぜひそういった形で

事業効果を早期に発現させるためにも、事業効果の

高いところ、着工しやすいところ、施工しやすい箇

。 、所からやるということは私も全く同意見です ただ

それは全体的な計画はやはり必要だと思っておりま

す。先ほど委員から御指摘のあったバスとの連結の

御議論もありましたけれども、そういったものも

しっかり踏まえた上で、ルート、駅をつくる必要が

あるだろうと思っております。その中で支線のフ
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ィーダーとしてバスなのか、それともＬＲＴなのか

という議論はどうしても必要です。そこのところは

全体の絵を描いた上で、では事業を着工した場合に

はどこから開始するのかを議論することは重要だと

思っております。

実は、平成24年の２月定例会で私○大城一馬委員

は一般質問をさせてもらいましたけれども、再質問

の知事答弁の中で非常におもしろい知事の答弁があ

るのですね。私、那覇―南風原―与那原、具体的に

この路線ということで実験導入はどうかというお話

をさせてもらいましたら、知事は、今おっしゃった

区間の内容についてはぜひ大至急研究し、フィージ

ビリティースタディーに近いものから入っていけれ

ばと思いますと。この英語が最初は私、訳ができな

くて、後で訳したら実現可能性という言葉を使って

答弁しているのですね。あれから知事の考えが事務

方の皆さん方にどう伝わっているのか、お聞かせく

ださい。

知事のこのフィージビリテ○謝花喜一郎企画部長

ィースタディーという言葉は、私もたびたび耳にし

ております。決して我々、この那覇―南風原―与那

原のものを否定しているわけではございません。た

だ、基幹、基軸をまずしっかり持つ。それを基軸と

しながら、フィーダーのあり方を考える必要がある

だろうと。そのためには県が当然絵を描く必要もあ

ります。一方でまた、地域のまちづくり構想の意見

も集約しながらということがございますので、その

観点で、これはフィーダーも含めてですが、県は平

成25年度中に全体的な絵を描く予定です。それから

課題も当然抽出して県民の皆様に提示する予定で

す。それを２年かけて議論させていただくというこ

とですので、いましばらくお時間をいただければと

思っております。

もちろん、はい、すぐというわけ○大城一馬委員

にいかないということは私も理解していますけれど

も、ぜひしっかりと取り組んでほしいと思います。

それで、実はこれも公共交通ネットワーク特別委

員会で少しお話しさせてもらいましたけれども、平

成24年の女性の翼、県がやっているのですが、そこ

で13市町村から20名の団員がフランスのストラス

ブール市に行って、トラムトレインの研修をしてい

るのですね。その中でいろいろな報告書があるので

す 企画部長も行かれたということですが 実際走っ。 、

ているものを見るとみんな感銘して、やはりこれは

必要だということで、実は研修報告を全団員が書い

ておりますけれども、新型トラムトレインの必要性

というものをしっかりと、こういうものも利用しな

がら県民に周知するという方法をぜひとっていただ

ければと思っております。

次に、22ページの先端医療産業化基盤整備事業、

この概要について御説明をお願いしたいと思いま

す。

国内外で注目されて○金城寛信科学技術振興課長

いる先端的な再生医療技術について、沖縄の民間医

療機関が大学病院と連携して臨床研究を行い、肝硬

変やがんの飛躍的な治療法として県民に提供するこ

とを目指しているということと、あと、再生医療技

術を用いた臨床研究に不可欠な高度専門人材を育成

するという内容になっております。

民間に４億2581万6000円、これは○大城一馬委員

２民間医療機関にということですが、事業の効果に

いろいろと４項目ぐらい挙げておりますね。この事

業の効果については、結果としてどういう形であら

われているのか、説明をお願いしたいと思います。

この先端医療の臨床○金城寛信科学技術振興課長

研究テーマとしては、１つには自己骨髄細胞を投与

して肝硬変を治療するというものがあります。肝硬

変は、エイズとかＣ型肝炎とか生活習慣病などが原

因で発症した肝炎が、慢性化してかたくなって肝硬

変になって、さらに悪化すると肝がんになってきま

す。これまでは肝硬変の有効な治療としては薬物療

法とか肝移植しかありませんでした。しかし、薬物

療法では副作用が強いということと、生体肝移植で

はドナーが不足していたり、ドナーが見つかって生

体肝移植したとしても拒絶反応があらわれたりす

る、そして医療費も高額で約3000万円かかると言わ

れていますけれども、この再生医療の画期的な治療

は、肝硬変患者の骨髄から骨髄液をとって、自己培

、 、養して これを点滴で本人に戻すという方法ですが

そういったことで副作用が少ない、ないということ

と、患者に対する負担が少ないということです。あ

と拒絶反応が少ないということです。

そういう細かい病名のことではな○大城一馬委員

くて、事業の効果には、例えば「先端医療技術が定

着すれば、県民がいち早く恩恵にあずかることがで

きる」これは病気のことかもしれないけれども、２

項目めには「医療従事者や医療関連産業人材の雇用

が増える」とか、あるいはまた、医療ツーリズムが

定着し観光産業が活性化するとか、いろいろあるの

ですよ。例えば「短期に新規治療法の臨床開発が実

現する」とかね。こういう事業の効果について一体

どういう成果になっているのかということです。
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細胞培養関連の専門○金城寛信科学技術振興課長

人材の育成として、一応23名が育っております。そ

してこの臨床で、先ほどの肝細胞では３症例をやり

まして、10症例までしましたら先端医療の申請をし

て、そこでやれば沖縄県の県民は保険診療医療が受

けられると。あと、先端医療の集積から生まれる雇

、 、用の促進としましては こういう先端医療によって

先端医療の習得を目指す医師を沖縄に呼び込むこと

につながると。あと、医師のみならず看護師や研究

者、バイオテクノロジー技術者、コーディネーター

などの需要が高まって雇用も一応促進されると。

複合的な観測成果を言っているわ○大城一馬委員

けですが、この事業は事業期間が平成22年度から平

成24年度、この決算で終わるわけですね。その後、

どういう事業の役割が出てきますか。

この事業はこれで一○金城寛信科学技術振興課長

応終わるわけですが、この細胞培養の施設を利用し

て次の発展的な臨床研究をこれから進めるというこ

とで、今募集をして、３機関がまた応募している状

況であります。

これは応募方式をとっていると。○大城一馬委員

平成24年度は民間の医療機関ですよね。これは県立

病院に対する対応はどのように考えているのです

か。

県立病院は入ってお○金城寛信科学技術振興課長

りません。

ですから、県立病院でこの種の事○大城一馬委員

業への対応はあるのかないのか、どう考えています

かということです。

これは応募でやって○金城寛信科学技術振興課長

いるものですから……。

今の県立病院との連○具志堅清明企画振興統括監

携でございますけれども、実は再生医療については

、 、医師会も含めて 医師会の中に県立病院の院長先生

中部病院も入っていただいて、実は肝がんの研究と

かそういうことは琉球大学を通じて県立病院の先生

方と情報交換も行っていただいて、患者の選別も含

めて連携していくと聞いております。

平成24年度までのこの事業は２医○大城一馬委員

療機関、ハートライフ病院と豊見城中央病院という

ことを聞いておりますが、この事業で得た成果、私

は追跡検証は当然やるべきだろうと。この２機関は

、 、終わるのですが 次の医療機関に投げますけれども

やはりそういった追跡調査、成果は当然県としても

やるべきではないかと思うのですが、そういったこ

とはどうでしょうか。

委員のおっしゃると○具志堅清明企画振興統括監

おりでございまして、実は研究については継続して

県に報告を毎年することを義務づけております。実

は今現状は、あと二、三年やって厚生労働省の認可

を受けると県民が保険でその再生医療が受けられる

ようになりますので、両機関ともその申請に向けて

研究を続けていくということを言っていただいてお

ります。

応募ですから、それなりに専門の○大城一馬委員

皆さん方が審査をして機関指定をやると思うのです

が、やはり応募の資格、これをやる資格等について

はぜひ十分やっていただきたいと思っております。

では20分間休憩します。○山内末子委員長

午後３時13分休憩

午後３時40分再開

再開いたします。○山内末子委員長

新垣良俊委員。

人事委員会、それから監査委員事○新垣良俊委員

務局、議会とたくさんあるのですが、平成24年度主

要施策の成果に関する報告書の中で企画部が15ペー

ジから30ページまで16事業がありますので、特に企

画部を中心にやっていきたいと思います。

報告書の中で、離島過疎地域に関する事業に小規

模町村の現状は、財政力が弱い、それから雇用の場

の少なさから人口の流出と高齢化の進展に歯どめが

かからない状況があります。それから上下水道やご

み処理に要する費用のコスト高、住民生活の足であ

る航路の割高など、沖縄本島に比べ住民負担の重さ

が脆弱な町村財政では賄い切れないということであ

りますので、その離島町村の事業について少し質疑

をしていきたいと思っております。

まず、平成24年度主要施策の成果に関する報告書

の26ページの離島生活コスト低減実証事業ですが、

これは離島住民の割高な生活コストを軽減し、離島

の定住条件の整備を図るために、生活必需品の輸送

経費等を措置して生活必需品の価格の低減を図る目

的ということでやっていますが、この主要施策の成

果に関する報告書の中では7740万8000円となってい

るのですが、これは１億2000万円の予算ではないか

と思うのですが、それについてはどうですか。

平成25年度の予算とし○田中克尚地域・離島課長

ては１億2000万円ほどの予算を確保しているところ

でございます。こちらの7700万円というものは、実

は平成24年度の当初予算の段階では１億3200万円と

いう予算を確保していたのですが、事業開始が11月

からとおくれたこともあって、２月補正の段階でそ
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れまで、４月からやる予定だった部分から補正で落

とした経緯がございます。

7740万8000円で、決算額が610万○新垣良俊委員

7000円となっているのですが、これは當間盛夫委員

からも話がありましたが、初年度ですから、11月か

ら始まったということでその額になったということ

ですが、これは19店舗ということになっていて、座

間味村、渡嘉敷村、南北大東村ということで４村が

対象になっていますが、これは申請主義ですか。そ

れとも小売店がありますということで役場から申請

があるのかどうか、これについてはどうですか。

登録事業者について○田中克尚地域・離島課長

は、登録事業者から県知事宛て、県に登録すること

になっております。我々としては、この島に26店舗

ほどこういった小売店というものがあると把握して

おりまして、それらに個別に事業の説明をして回っ

て、事業に賛同していただけるのであれば登録して

くださいという御案内をした経緯がございます。例

えば、もうお土産物だけに特化しているようなお店

もあったりということで、この事業の趣旨にはなじ

まないのではないかというような御判断がある中

で、登録されなかった店舗が幾つかございます。

南北大東島によく行くのですが、○新垣良俊委員

向こうの場合はＪＡのスーパーがありますね。小売

店はその１カ所しか見ていないのですが、個人の店

舗は南北大東島に何カ所ありますか。

南大東村で６店舗ござ○田中克尚地域・離島課長

います。北大東村が５店舗になります。

この19店舗の小売店ですが、これ○新垣良俊委員

は重量に対して生じているのですか。それに対して

はないと思うのですが、これは面積に対してこの補

助費を出しているということでいいですか。

南北大東村のケースで○田中克尚地域・離島課長

申し上げると、大東海運株式会社は船積みをすると

きに１才という単位を使っておりまして、面積とい

いますか、かさですね。

コンテナですか。○新垣良俊委員

いえ、違います。箱の○田中克尚地域・離島課長

大きさと申しましょうか、座間味村とか渡嘉敷村で

あれば１箱当たりというような、それで輸送費幾ら

とするのですが、ミカン箱ぐらいの大きさですが、

大東海運株式会社がそういう単位を使って、それ当

たりで輸送費をかけているので、そこに対して補助

します。

離島の場合、これは南北大東村の○新垣良俊委員

例ですが、沖縄県では県民所得が１番、２番という

ことでよく言われており、物価については沖縄本島

の２割から３割増しではないかという話があるので

す。これは生活必需品に限られているのですか。品

目はわかりますか。品数はどうですか。

現状のスキームで申し○田中克尚地域・離島課長

上げますと、対象となるものは食料品、衣料品、日

用雑貨、家庭用医薬品というものがありまして、何

品目ということは少しお答えできないのですが、カ

テゴリーとして補助要綱の中に示しております。

広く浅くいきますので、29ページ○新垣良俊委員

の沖縄離島体験交流促進事業について伺いたいと思

。 、 、 、います これは事業の目的 内容は 離島の重要性

特殊性及び魅力に対する認識を深めるとともに、沖

縄本島の児童生徒を離島に派遣し、地域の人々や児

童生徒との交流のもと、体験学習や民泊等を実施す

るということですが、それについて概要の説明をお

願いします。

御質疑のあった沖縄離○田中克尚地域・離島課長

島体験交流促進事業については、将来を担う児童生

徒が、離島の重要性でありますとか特殊性及び魅力

に対する認識を深めるとともに、沖縄本島と離島の

交流促進による離島地域の活性化というものを目的

としております。そのために沖縄本島の児童生徒を

離島に派遣しまして、地域の人々や児童生徒との交

流のもと、体験学習や民泊等を実施しているところ

でございます。

これは実績で、派遣校が24校、児○新垣良俊委員

童数が1904人ということになっているのですが、派

遣校の決定については企画部でやっているのか、そ

れとも教育委員会と調整しながらやっているのか、

それについて御説明をお願いします。

まずこの事業を実施す○田中克尚地域・離島課長

るに当たりまして、県が各離島市町村側にどれぐら

い受け入れ態勢として確保できるかという調査を行

。 、 、います それと同時に 各教育事務所を通じまして

沖縄本島の小中学校に派遣希望調査をしております

ので、教育庁と協力してやっているということでご

ざいます。企画部で各離島市町村の受け入れ態勢と

派遣希望された小中学校の規模を調整して、企画部

で派遣校はどこの離島に行くということを決定して

おります。

派遣児童生徒数が1904名、それか○新垣良俊委員

ら24校ですよね。１校当たり平均80人となるのです

が、例えば小学校の場合、１年から６年まであるの

ですが、その学校に任せているのか、それとも上級

生を対象にしているのか、この点はどうですか。
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この事業につきまして○田中克尚地域・離島課長

は、小学生については小学校５年生を対象に募集を

しております。中学生については中学校１年生を予

定しております。

これは平成23年から平成33年まで○新垣良俊委員

ということでありますので、事業的にはいいと思い

ますのでぜひともお願いしたいのですが、それから

実施地域は16の離島ですが、例えば小学校の場合は

船よりは飛行機がいいということで、偏った派遣に

ならないのかどうか、これについてはどのように

やっていますか。

先ほど申し上げたよう○田中克尚地域・離島課長

な受け入れ態勢としての規模を把握しながらの派遣

を想定しておりますので、もともと民泊事業が盛ん

であったところにはやはり多目といいますか、規模

としても一度に派遣できる人数という意味で、100

人規模が派遣できるのか、50人規模、20人規模とい

うようなところは調整しております。

さっき小学校の場合は５年生とい○新垣良俊委員

う話がありましたが、例えば那覇市では生徒数が多

いのですが、５年生全体が行くということですか。

200名いたら200名派遣するということですか。

それも学校がどのよう○田中克尚地域・離島課長

な希望で、どのように応募されるかがあると思うの

ですが、基本的にはその学校が応募したときには、

５年生は全クラス応募されていると認識しておりま

す。

次に、30ページの駐留軍用地の利○新垣良俊委員

用促進事業ですが、これは目的、内容では「普天間

飛行場をはじめとする嘉手納飛行場より南の大規模

な返還予定」ということでありますが、跡地利用計

画の策定に向けた調査等の実施と、それから特定駐

留軍用地内の先行取得制度というものが事業的には

別々にあるのではないかと思うのですが、この平成

24年度主要施策の成果に関する報告書の30ページの

事業１つでいいのですか。

駐留軍用地跡地○下地正之企画調整課跡地対策監

利用促進費の決算内容でございますが、まず１点目

の普天間飛行場等の駐留軍用地跡地の利用推進のた

めの調査に関しましては、大規模駐留軍用地跡地利

用推進事業に約１億1300万円、次の２点目の特定駐

留軍用地内の土地の取得事業のための基金の設置に

つきましては約69億1400万円ということになってお

ります。特定駐留軍用地内土地取得事業につきまし

ては、駐留軍用地内の土地の先行取得費として基金

に約69億1300万円を積み立てているところであり、

また、駐留軍用地跡地利用推進費につきましては、

主に普天間飛行場の跡地利用について、中間段階の

計画である全体計画の中間取りまとめの策定等を実

施しております。

沖縄県特定駐留軍用地内土地取得○新垣良俊委員

事業基金というものをもう設置してあるのですが、

これは民有地を公共用地として先行取得を実施する

こととなっているのですが、国、県、宜野湾市、そ

れから民有地の面積はわかりますか。

普天間飛行場跡○下地正之企画調整課跡地対策監

地につきましては、面積は約480.6ヘクタール、筆

数につきましては地主会加入者の筆だけでも5000筆

以上となっております。国有地、県有地、市有地の

割合でございますけれども、まず国、県、市の所有

地が約９％、民有地が91％となっております。

480ヘクタールの91％が私有地と○新垣良俊委員

いうことは、大体440ヘクタール近くですよね。土

地の先行取得は何年後をめどにしているのですか。

昨年の11月補正○下地正之企画調整課跡地対策監

予算において沖縄県特定駐留軍用地内土地取得事業

基金を設置し、現在、主要幹線道路の用地約17ヘク

タール、金額にしまして約69億円の先行取得を実施

する予定であります。今年度は基金から取り崩しま

した約12億円を当初予算に計上したところであり、

８月末の申し込み状況でそれを上回るような申し込

み状況があることから、今議会において補正予算を

計上しているところであります。

この先行取得の決算額というもの○新垣良俊委員

が70億2712万1000円ということで、面積的には幾ら

か少しわからないのですが、それについては幾らに

なりますか。

約69億円の積立○下地正之企画調整課跡地対策監

額で、道路用地は約17ヘクタールの取得を予定して

いるところであります。

毎年基金は積み立てをするわけで○新垣良俊委員

すが、今回、平成25年度は12億円ですか。これは私

有地の個人に、先行取得をやりますからということ

で申し込みというか、そういうことをやっているの

ですか。

道路用地17ヘク○下地正之企画調整課跡地対策監

タール、69億円については、昨年度基金に全額積み

立てております。今後、計画策定の進 状況等に応

じて、新たに特定事業の見通し等を定める必要があ

る場合に追加して積み立てを行うことになります。

跡地利用推進法に基づく土地取得でございますけ

れども、まず国が、返還が予定されている駐留軍用
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地で計画的な土地取得が必要であると認められる土

地を特定駐留軍用地として指定いたします。その次

に県または市町村が、返還後の跡地について実施が

予定されている事業を特定事業の見通しとして定め

公表します。その後、所有者が土地を民民に譲渡す

る場合には市町村に届ける義務が発生します。また

一方で、所有者が公共団体に土地の買い取り希望を

申し出ることが可能になるということで、その段階

で土地の所有者、届出者、あるいは買い取りを希望

した地権者と買い取りの公共団体の相手方を県か市

か決めた後に協議をして、協議が調った場合には譲

渡がされるという仕組みになっております。

仲田弘毅委員。○山内末子委員長

平成24年度主要施策の成果に関す○仲田弘毅委員

る報告書の16ページ、ほとんどの委員が質疑いたし

ましたけれども、鉄軌道についてですが、企画部長

、 、 、から そのことに関しては構想が10年 建設が10年

、 、合計20カ年かかるというお話でありましたが 今回

平成24年度主要施策の成果に関する報告書によりま

すと約4700万円ほど事業費が掲載されているのです

、 。が その事業費としての概要はどうなっていますか

平成24年度では内閣府で大○謝花喜一郎企画部長

変厳しいという事業採算性が出たものですから、い

かにすれば早期導入が可能かという観点から調査を

行っております。先進事例調査等によるコスト縮減

策の検討とか特例制度の検討などを行ったところで

ございます。

その調査の中で事業採算性の確保○仲田弘毅委員

のめどが立ったということになっているのですが、

そのことの説明をお願いできますか。

国は上下一体方式というこ○謝花喜一郎企画部長

とで、会社で全て施設を整備する、鉄道から架橋か

らいろいろやるということで、事業開始直後からい

ろいろ、赤字を抱えての事業スタートになるわけで

す。そうしますと創業から40年でもまだ赤字が続い

て、6000億円ぐらいの赤字が続くというような厳し

い結果が出たわけです。県が行っているものは上下

分離方式といいまして、架橋とか線路とか、また車

両なども場合によると含めて、何らかの機構で整備

していただいて、運営会社はそれを借り受けて事業

を行うということです。そうすると、ルートにもよ

りますけれども、年度当初で黒字化が可能だという

ような積算でございます。

今、企画部長がおっしゃったよう○仲田弘毅委員

に、国は国、県は県、それぞれ独自の調査を行って

いるわけですよ。その中において県としては、沖縄

振興計画とか、あるいは沖縄県総合交通体系基本計

画等に基づいての多分調査だと思うのですが、国の

基本的な視点と企画部長がおっしゃる県の調査結果

は若干のそごがあるわけですよね。その中において

必要性とか、あるいは事業の採算性、僕らから見る

と相当大きな開きがあるように考えているわけです

が、先ほど答弁でありましたように、事業開始から

40カ年後には6000億円ぐらいの赤字を抱えるのでは

ないかとか。だからその調査をするときは、例えば

１キロメートル当たりの単価が幾らであるという計

算であればわかりやすいのですが、県の69キロメー

トルと国の77キロメートルという数字が出た場合

に、どちらに信憑性があるのかわからないという大

変難しいところがある。そういったところはいかが

ですか。

午前中の質疑でもお答えさ○謝花喜一郎企画部長

せていただいたのですが、国も初めて沖縄振興特別

措置法の中で鉄軌道という文言を入れて、調査を行

う、検討を行うということを明記しております。法

律で入ったのはこの40年間で初めてでございます。

その中で、国は、現時点においてあらゆる課題を抽

出する必要があるということで、いろいろルートを

想定した上で、事業費、採算性などを抽出したとい

うことです。一方で我々は、国が出されたものをそ

のまま、はい、わかりましたと言うわけにはいかな

いものですから、いかにしたら早期実現が可能かと

いう観点で、国は上下一体方式という形をやって―

先ほど説明したとおりですが、新幹線の整備方式は

分離方式でしているではないかと、そこに着目した

場合には、やはり運営も可能ではないのかというよ

うな観点から行ったということでございます。

さらに県は、いかにしたら事業費を縮減できるの

かということでいろいろ調査をしましたところ、ま

ず南北を那覇市から名護市まで１時間で移動するた

。めには100キロメートル程度の高速鉄道が必要だと

一方で、70％余りは地下にならざるを得ない。その

ときにはやはり事業費を縮減するためには小型化が

必要だと。高速小型鉄道を沖縄県は提案しているわ

けでございます。実は、こういった高速小型鉄道と

いうものは国内にはないわけですが、海外にはそれ

があるだろうということで、海外にもまた目を向け

ました。そうしますと、信用乗車方式とかいろいろ

なものが出てきています。我々としては、国内には

ないようなものについても幅広く海外にも目を向け

て、いかにしたら事業費も縮減して早期導入が可能

かという観点から調査を行いました。ただ、何度も
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御指摘いただいておりますように、国との連携した

調査というものは我々も必要だと思っておりますの

で、いずれかの時点で国とのすり合わせもやること

になろうかと思っております。

ルートとか運営の制度、それは採○仲田弘毅委員

、 、算性でもそうですが 我々うるま市の市民としては

うるま市を通るか通らないかということは大変大き

な関心があるのです。ルートの決定は、３案ぐらい

出ていたと思うのですが、それについてはいかがで

すか。

国は幾つかのルートを、○謝花喜一郎企画部長

おっしゃったように、フィーダーまで入れると５案

ぐらいあったと思います。一方で、沖縄県が事業採

算性の観点からやったものは、那覇市の新都心から

浦添市、普天間、沖縄市、そしてうるま市、恩納村

に行って名護市にというようなルートをやっている

わけです。これは事業採算性の観点から積算するた

めに出した一つのモデルルートでございますけれど

、 、 、も 今後 今年度により精度を高めた調査を行って

駅の数も含めてルート案を提案してみたいと考えて

おります。

次に、同じ平成24年度主要施策の○仲田弘毅委員

成果に関する報告書の18ページ、那覇空港ターミナ

ル地域整備事業についてお伺いいたします。今の事

業は平成24年度にもう着工していると思うのです

が、進 状況はどの程度まで。

昨日ですか、新聞にも載っ○謝花喜一郎企画部長

ておりましたけれども、２月17日に供用開始、そこ

までの段階に来ております。

この国際線旅客ターミナルの中○仲田弘毅委員

で 保健室 あるいは感染症による隔離室 そういっ、 、 、

たものは配置されておりますでしょうか。

これはＣＩＱの関連で、こ○謝花喜一郎企画部長

の分野については国で施設をやるわけですが、今、

申しわけございません、このＣＩＱに関する図面を

いただいていないものですから、後日御報告させて

いただきたいと思います。

その件は、私たちは観光立県とい○仲田弘毅委員

うことで、沖縄県は1000万人の観光客を誘致するた

めに、入域数をふやすために、今あらゆる面で一生

懸命努力しているのですが、海外からの感染、例え

ばＳＡＲＳ等を含めて、これを遮断できるのは水際

作戦で、例えば飛行機で来られる方は空港でしかで

きない、船であれば港でしかできない。そこにこう

いう対策ができていないと、140万沖縄県民も大変

ですが、よその観光団に大きな迷惑をかける。だか

ら、そのことをぜひきっちりと対応していただきた

い。これは要望にしておきます。

あと１点は、19ページの大学院大学と沖縄ライフ

・イノベーション関連の事業についての質疑を行い

たいと思います。この大学院大学、昨年９月に開学

したわけですが、構想からもう何年になりますか。

私、企画調整課にいるとき○謝花喜一郎企画部長

に、沖縄振興計画を議論しているときにこの構想が

打ち出されました。尾身内閣府特命担当大臣のとき

ですが、これが平成13年だったということです。今

平成25年ですから12年ですね。

実は、昨年９月の開学式典にも参○仲田弘毅委員

加させていただいたのですが、大変感慨深いものが

ありまして、稲嶺県政のころに９名の大学院大学の

設置委員会なるものがあって、その中に実は私もお

りました。そして仲井眞知事も選考委員会の副委員

長として、尚先生ともども沖縄県各地を回って、い

ろいろな首長とどこに設置するかといろいろな意見

交換をしてきて、難渋苦渋の後を受けて、今、恩納

村にこのようなすばらしい世界レベルの大学ができ

たということは、本当に沖縄県民の一人として大変

喜ばしく思っています。

、 、開学をして 海外から約30名の学生をお招きして

ことし９月は２期目の各学生の方々が入ってきてい

、 、ると思うのですが そういった意味合いにおいても

尾身幸次先生も沖縄のために一生懸命奮闘して、今

度また理事にもなられたということで、この大学院

大学、技術、環境を含めて沖縄県のために頑張って

いる その開学を受けて やはり沖縄県民としてもっ。 、

ともっとバックアップしていきたいなという気持ち

で質疑させていただきますけれども、今現在、これ

は別に平成24年度からことしにかけてでも構わない

のですが、ベンチャー企業を含めて、大学院大学を

含めて今ここに連携して共同開発をしているような

事業も実際あるのですか。

大学院大学と共同研○金城寛信科学技術振興課長

究をしているものについては、糖尿病を改善する沖

縄県産の高機能米の開発、これは琉球大学、大阪府

立大学、カリフォルニア大学などと行っています。

あとＯＩＳＴと一緒にしているものとして、クワン

、 、ソウを活用した経皮吸収剤の開発として 琉球大学

京都大学、ソムノクエスト株式会社等と行っていま

。 、す あと近海微細藻類を活用したオイル生産の研究

これもＯＩＳＴ、琉球大学、東京農工大学、広島大

学、オーピーバイオファクトリー株式会社というも

のが今あります。
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一番最初の照屋委員から、大学院○仲田弘毅委員

大学そのものは完成してハード面は終わりですかと

いう質疑に対して、開学はしたけれども今後とも支

援はやっていきますということで、平成26年度に関

しても198億円ですか、約200億円近くの概算要求も

なされているのですが、これからもまだ施設等に関

してはつくっていく予定はあるのでしょうか。例え

、 、ば 第１研究棟がもう既にでき上がっておりますし

第２研究棟も多分もう完成していると思うのです

よ。そうなりますと、次の第３研究棟はどうなるの

かという問題が出てくる。それを含めてお願いしま

す。

大学院大学の施設の○金城寛信科学技術振興課長

整備については、国を中心にして行っているわけで

すが、平成26年度においては198億3000万円を今概

算要求しております。その中には優先課題の推薦枠

というものがありまして、そこで優先して行う研究

、 、課題について いろいろな研究機械器具の整備とか

研究棟内の実験台の整備とか、あとＩＴ器具とか、

ＩＴインフラの整備とか、そういったものを行って

いきまして、今第３研究棟までつくっているのです

が、そこの中の器具等の充実を図っていくというこ

とになります。

最後の質疑になりますけれども、○仲田弘毅委員

大学院大学と、今沖縄県が進めている沖縄ライフサ

イエンス研究センターがありますよね。その関連に

ついて御説明をお願いしたいと思います。

沖縄ライフサイエン○金城寛信科学技術振興課長

ス研究センターにつきましては、大学院大学等から

出てきた研究成果の受け皿としてつくった施設でご

ざいます。この沖縄ライフサイエンス研究センター

は、先端的な研究用の設備とか器具を整備しており

ます。この特徴といいますのが、研究室全体が物理

的封じ込めレベル２というものがあるわけですが、

それによって例えば創薬とか、高度な製品開発が図

られるということで、大学院大学等の研究成果の受

け皿となっています。

国は沖縄振興策の一環として、特○仲田弘毅委員

に山本一太沖縄及び北方対策担当大臣を中心に、沖

縄イノベーション特区推進本部ですか、そういった

ものを設置して、しかも沖縄科学技術大学院大学を

中心とした国会議員の議員連盟も組織されてきてお

りますので、企画部長を中心に、最大限、本当の意

味で世界最高レベルの大学院大学ができることを期

待しています。

具志孝助委員。○山内末子委員長

最後になりました。私は企画部に○具志孝助委員

２点の事業について説明を賜りたいと思っていま

す。

１点目は、大城一馬委員からも質疑が出ました、

平成24年度主要施策の成果に関する報告書の22ペー

ジ、先端医療産業化基盤構築事業。大変興味がある

事業で、結構前から、特に観光産業振興のためには

医療ツーリズム、これらにも着目をして、沖縄の地

理的優位性、アジアの方々に先端医療を提供しよう

と。観光産業の振興と相まってこの事業を打ち上げ

られたと思っていますが、この構想が始まってどれ

ぐらいですか。

医療ツーリズムも含○具志堅清明企画振興統括監

めて、国が平成22年度から大きく医療産業振興とい

うものを打ち出したので、県もそれに倣って新たに

、 。 、こういう研究事業を 再生医療を沖縄で その間に

京都大学の山中先生がｉＰＳ細胞でノーベル賞を

とったという経緯もあって、再生医療が急激に医療

の現場で新しい医療として注目を集めたところで、

同じくして沖縄県でも事業を始めております。

ｉＰＳ細胞で山中先生ですか、昨○具志孝助委員

年ノーベル賞をもらったわけですが、これに先駆け

て沖縄県では、再生医療分野の先端技術を集積して

いこうというような発想があったわけですね。

再生医療というもの○具志堅清明企画振興統括監

は山中先生がお始めになる前から―山中先生のｉＰ

Ｓは人工的に細胞を新しくつくるものなのですが、

人間の中にも骨髄の中とかに自分の細胞をつくるも

のを持っておりますので、それを使った再生医療と

いうものは実は山中先生より、10年以上前から研究

はなされていて、ｉＰＳではなくて再生医療でも自

分の細胞を活用した再生医療ということで、山中先

生の研究は10年以上かかるような研究でございます

けれども、自分の細胞を使う医療については、既に

もう10年以上研究されていたものを沖縄に大学の連

携で呼び込んできたという経緯がございます。

これは医療技術の研究という発想○具志孝助委員

だったのですか。それともアジアに向けた先端医療

を我々で先駆けて、観光産業を振興させるためにも

医療ツーリズムに注目をしてこれが出てきたのか、

あるいは医療が先だったのか、どっちが先だったの

ですか。

この事業は観光部門○具志堅清明企画振興統括監

と同時に始めております。観光部門の予算で海外か

らの医療ツーリズム、そして沖縄県内のこういった

再生医療の研究というものを同時に事業化しており
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ます。

平成22年から事業を発想として○具志孝助委員

持っていて、これまでどれぐらいの事業費を投入し

てきましたか。

３年間で、おおよそ○具志堅清明企画振興統括監

でございますけれども、約11億円でございます。

11億円の事業費は全て民間の医療○具志孝助委員

機関に投入して研究してもらうと。雑駁に言って、

そういうことですか。

民間の医療機関だけ○具志堅清明企画振興統括監

ではなくて大学病院、琉球大学とか山口大学とか、

県外の大学病院との連携で、研究費はそこと一緒に

なってこの事業費になっております。

ちなみに、平成24年度決算だと４○具志孝助委員

億2500万円ですが、これも雑駁でいいですが、積算

の内訳ですね。

、 、○具志堅清明企画振興統括監 まず研究員 補助員

やはり病院の中で研究される方の予算が約7000万円

です。試験研究費としていろいろな研究のための消

耗品、例えば医薬品であるとか、そういったものが

。 、 、約6000万円ですね あと この研究に関して12機関

県外の大学病院とか琉球大学とか、実は新しい機械

を開発ということで、大阪大学とか日本大学の細胞

の研究グループがありまして、そことの研究予算と

して２億2000万円を計上しております。その他間接

費としまして、先ほどの消耗品以外にシンポジウム

とか、そういったものを開催させていただきまして

約7000万円で、トータルして約４億円の事業になっ

ております。

これまで３年間で11億円でした○具志孝助委員

か、この中に設備費的なものはありますか。ほとん

ど人件費とか研究費とか、そういうような消耗品的

なもので、形に残るような……。研究の成果という

、 。ものはもちろん これが一番大きいと思うのですが

細胞培養する場合に○具志堅清明企画振興統括監

はそういう設備が必要でございますので、２つの病

院に補助金を出しまして、病院側も10分の２を負担

、 。しまして そこに細胞を培養する設備がございます

一つの大きい病院などになると10人程度の細胞を培

養する人が専用で入る設備を整備しております。で

すから、そういう設備を持っております。今後この

研究で厚生労働省の認可を受けると、県内の県民の

皆さんが保険併用でこういった再生医療を受けられ

ることになります。一応この民間病院では、あと２

年から３年程度の臨床研究ということで、そういう

病気の方々をその間治療して、その結果を厚生労働

省に出して認可をもらう予定になっております。

私のレベルで考えると、ハード部○具志孝助委員

分の県のこれまで蓄積した財産、あるいはソフトと

いうか、医療技術的な特許というか、財産、形とし

て、数字で評価できるものはありますか。

医療技術の場合は、○具志堅清明企画振興統括監

特許というものはございませんで、県民の皆さん、

いわゆる住民の皆さんに提供する認可を受けるとい

うものが最終になります。それが実は病院単位でも

らえることになりますので、この２つの病院でこの

認可を厚生労働省からもらうことが一つの成果とな

ります。

あと、人材についてでございますけれども、こう

いった細胞を培養する人材は、県内にその事業が始

まるまではいらっしゃらなかったのですが、その２

つの病院、琉球大学医学部もそうですが、そういう

人材を10人以上育てて、今現在雇用されて、まさに

そこで細胞を培養されております。

この人材、10名ぐらいの育ってき○具志孝助委員

た人たちと県とのかかわり、身分は、県の職員みた

いな、医療技術員というような形になっているので

すか。

これはそれぞれの民○具志堅清明企画振興統括監

間病院の雇用になります。

出身としては沖縄県出身ですか、○具志孝助委員

それとも県外からの研究員ですか。

正確には、今すぐお○具志堅清明企画振興統括監

答えできませんが、本土からこちらに移り住んだ方

と、沖縄の中で検査技師の免許を持っていてバイオ

テクノロジー技術を習得された方がいらっしゃいま

す。正確に何人とは、後で内訳を報告します。

そして、この人たちは日々研究を○具志孝助委員

しながら患者さんを診ているわけですよね。だから

この研究の成果は、医療として、高い技術として、

もう既に我々は提供を受けているわけですか。それ

ともまだ蓄積の段階であって実践の段階まではな

い、厚生労働省の認可をもらっていない、こういう

ような話ですか。

もう既に、例えば肝○具志堅清明企画振興統括監

硬変の患者さんは３人、手術というか、そういう臨

床の再生医療の治療を受けております。あと、血液

を培養したがんのワクチン治療については、今、人

数は把握しておりませんけれども、既に治療を受け

ている方がいらっしゃいます。

まさに先端医療産業と銘打ってい○具志孝助委員

るわけですから、この再生医療分野で沖縄は先端を
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行っている、少なくとも日本では先端を行っている

と。京都大学に負けないとは言わないけれども、先

端を行っているというようなことを何かであらわす

ことはできますか。沖縄が誇れるような。

人の肝細胞を活用し○具志堅清明企画振興統括監

た臨床、つまり治療には厚生労働省の認可が必要で

ございますけれども、大学病院以外で、民間病院で

認可を受けたのは、日本国内で沖縄県の１つの病院

と県外に１つ、この２つの病院しかございません。

その２つの病院の名前、挙げてく○具志孝助委員

れませんか。

１つ、ハートライフ○具志堅清明企画振興統括監

病院が認可を受けておりまして、もう一つの県外は

今すぐには答えられませんが、２つの病院が認可を

受けています。

厚生労働省の認可とはどういうよ○具志孝助委員

、 。うなもので これは一つの大きな目標なわけですね

見通しとしてはどうですか。目標というか、いつご

ろまでに。

両病院ともあと２年○具志堅清明企画振興統括監

から３年。実は症例的には、先ほどの肝硬変の再生

医療については10例。手術をした後の予後もずっと

見ないといけないので、その期間を見るということ

で、10例やったところで厚生労働省にその成果を上

げて、そこの審査会を通りますと保険併用で一般県

民が治療を受けられるようになります。ですから、

各病院サイドであと２年から３年。つまり、手術後

のその人の経過もございますので区切れませんが、

２年から３年以内には10例をもって厚生労働省に申

請を出したいと言っております。

10例の実績を上げて、それがうま○具志孝助委員

くいったことが認められたら厚生労働省から技術認

定を受ける医療機関ということの金字塔を立てる。

これがあと２カ年ですか、目標は。

両病院とも２年から○具志堅清明企画振興統括監

３年と言っております。２年という言い方も彼らも

言えないのですが、２年から３年で10例に達して厚

生労働省の審査を受けたいと。肝硬変については、

国内でも山口大学、山形大学、沖縄県、この３つし

かやっておりません。肝硬変も、山口大学はＣ型肝

炎に特化しているのですが、沖縄県の場合は生活習

慣病の肝炎。沖縄県はＢ型、Ｃ型よりも生活習慣病

の肝炎が非常に高いと。これは飲酒とか肥満等いろ

いろ問題があるのですが、やはり沖縄県はそれに特

化した肝硬変の治療になっておりますので、県民に

とっても新しい治療法になるというふうに病院は

おっしゃっています。

10例の実績を上げれば厚生労働省○具志孝助委員

の認可がもらえると。これはいよいよ金字塔だとい

うのですが、そうすると実績で今何例目まで行って

いますか。

今３人の方がその治○具志堅清明企画振興統括監

療を受けました。

３年間で３例。○具志孝助委員

その培養技術でそう○具志堅清明企画振興統括監

いう手術をする先生の育成、大学との連携に約２年

以上かけて、最初の１例目がことし１月に手術をし

ました。これは新聞にも載りました。ことし１月１

例目で、現在３人の治療をなさっていらっしゃいま

す。

もういよいよ実績を上げてきたら○具志孝助委員

どんどんどんどん自信を持って臨床実験をやってい

くわけですね。それであと２カ年もすれば10例達成

できる、こういうようなことで今頑張っているとい

うことですね。

手術後の予後を見な○具志堅清明企画振興統括監

いといけないので、続けてどんどん手術ができると

いうことではないので、１例目、２例目をやって予

後がどのように改善するのかを見て、さらに新たな

患者さんに手術をやっていくという形になるそうな

ので、今の計画では彼らも２年から３年という言い

方しかできていない状況です。

これは民間のハートライフ病院と○具志孝助委員

豊見城中央病院、両方で並行してやっているわけで

すよね。

両病院は自分たちの○具志堅清明企画振興統括監

特徴を出した治療をやっておりまして、ハートライ

フ病院は肝臓については専門の先生がいらっしゃっ

て、前から肝臓のいろいろな治療をなさっていて、

ハートライフ病院は肝硬変。あと豊見城中央病院に

ついては、がんのワクチン治療というところに特化

しております。ですから、お互い別々の治療法を確

立するための研究を続けているということでござい

ます。

県立病院ではできなかったのです○具志孝助委員

か。

これは公募をいたし○具志堅清明企画振興統括監

ましたので、県立病院の先生方にも御意見をいろい

ろいただいてはいるのですが、やはりこういった先

端的な研究になった場合は、県民福祉の最前線の先

生方も含めて、そういう研究に時間をとられるとい

うことがなかったのではないかと、個人的ではござ



－242－

いますけれどもそう思っております。ただ、この研

究は医師会も含めて共有されておりますので、例え

ばこういった治療を連携して行っていくということ

、 。は 将来的にそれぞれの病院も考えているそうです

むしろ民間よりも県立病院、公立○具志孝助委員

病院のほうが、高度医療の研究、そういうようなも

のをやっていくにはふさわしい、あるいは使命が高

いのではないかと思ったりするのですが、この場合

は民間の２医療機関というようなことで、今後もこ

れらの肝硬変の研究、あるいはがんの再生医療の研

究というものは、もうこの民間の２つに特化して続

けていく、県立がかかわっていくことは余り考えら

れないわけですね。

この２つではなく○具志堅清明企画振興統括監

て、病院連携の研究は今後進むようなことを両病院

とも言っております。ですから、細胞培養装置は両

病院にございますけれども、例えば病院間の連携で

手術をしたり治療したりできる可能性がありますの

で、そういった研究の拡大の可能性はあると。

今のところはないわけですね、将○具志孝助委員

来あるかもしれないと。少なくともハートライフ病

院と豊見城中央病院は大いに連携しながらやってい

る、こういうような理解でいいですね。

そのとおりでござい○具志堅清明企画振興統括監

ます。

よくわかりました。それで、あと○具志孝助委員

はこのツーリズムとのかかわりですよ。これはどう

いうぐあいにやっておりますか。アジアに向けて、

沖縄ではそういう先端医療をやっているのだと、ど

、 。ういうアピール どういうような実績を上げたのか

これまでどうですか。

平成22年度から医療○具志堅清明企画振興統括監

ツーリズムの検討を、どう呼び込むのかという議論

を、両病院の院長先生も委員会に入って、観光で主

導してやっていただきました。その当時の問題は、

海外から来られる外国人の方の保険制度の整備と

、 、か まだ海外の保険会社の動きがなかったのですが

昨年度ぐらいから、経済産業省も医療ツーリズムの

こういった保険制度、つまり海外の保険会社と国内

の保険会社の連携により外国人患者を日本国内に入

れていこうということで、厚生労働省、経済産業省

が制度の見直しも含めて今検討をしているようで

す。ですから、そういったものが起こったところで

加速するものだと思っております。肝硬変の治療に

ついては、台湾では、沖縄でこういう治療ができる

ならということで興味を示しているようでございま

す。

医療保険のシステムの問題はどう○具志孝助委員

解決しようとしているのですか。これが解決して医

療保険制度が適用されるというようなことになれ

ば、どういう形になるのかよくわかりませんけれど

も、これは恐ろしいぐらいにどっと来るのではない

かと私は思うのですが、この辺の見通しというもの

はどういうぐあいに見ていますか。

今、現状でお答えす○具志堅清明企画振興統括監

るものは持っておりませんけれども、一応国外から

治療をしに来られる方の場合は、基本的には自由診

療という形になるので、自分の治療費を全部支払う

形と、あとは海外から来られる方はそのときに保険

をかけて来られるということなので、その保険の制

度が、海外で治療して何か起こったときに保険が適

用できるのか、こういう整備を今厚生労働省と経済

産業省あたりでいろいろ御検討されているようなの

で、我々もそこは今情報収集して、観光サイドが一

生懸命調べていただいているので、病院と連携して

やっていただく。これしかお答えできないのですが

……。

私たちが旅行に行くときには、向○具志孝助委員

こうで病気になったら大変ですよ、こういう保険を

かけると安くなりますよというものが民間の保険機

関でありますよね、当然外国でもそれはあるわけで

しょう。それを今沖縄では、日本では適用できない

のですか。

先進医療について保○具志堅清明企画振興統括監

険適用するのかどうかというものが保険の問題で

す。例えば、一般的な腹痛であったり、けがであっ

たりというものは基本的にその制度の中に入るので

すが、こういった先進医療を受けるときが保険適用

になるのかというものが、現在国内でも先進医療保

険という特約がついたりしますので、海外の中でそ

れがあるのかということについて、今制度整備をし

ていかなければいけないでしょうということでござ

います。

そうすると、医療ツーリズムの実○具志孝助委員

績としてはどうなのですか。今医療を受けるために

沖縄に旅行を兼ねて入ってくる方もいらっしゃるこ

とも新聞報道で承知していますが、大したことない

ですか、どれぐらいありますか。豊見城中央病院は

たしかそういうものを受け入れているはずですよ。

確かに人間ドックと○具志堅清明企画振興統括監

か、そういったもので受け入れていると聞いており

ますが、その数字的なカウントは今のところ我々も
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収集しておりません、今の委員の言葉も含めて我々

も整理すべきだと思っておりますので、やりたいと

思っています。

医療ツーリズムに対する施策とい○具志孝助委員

うものは企画部ではないのですか。これは観光にな

るのですか。

ツーリズムに関しては観光○謝花喜一郎企画部長

で所管しています。

あと１点聞きたかったのですが、○具志孝助委員

もう時間ですから終わります。

以上で企画部長、会計管理者、○山内末子委員長

監査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事

務局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。お疲れ

さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○山内末子委員長

決算調査報告書記載内容等について、休憩中に御

確認願います。

休憩いたします。

（休憩中に、決算調査報告書記載内容等につ

いて協議）

再開いたします。○山内末子委員長

要調査事項及び特記事項につきましては、休憩中

に御確認いたしましたとおり決することに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○山内末子委員長

よってさよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

決算特別委員長に対する決算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○山内末子委員長

よってさよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後４時54分散会
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 山 内 末 子
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中 小 企 業 支 援 課 長 新 垣 秀 彦君

企 業 立 地 推 進 課 長 屋 宜 宣 秀君

情 報 産 業 振 興 課 長 慶 田 喜美男君

雇 用 政 策 課 長 又 吉 稔君

労 政 能 力 開 発 課 長 伊 集 直 哉君

文化観光スポーツ部長 湧 川 盛 順君

観 光 政 策 統 括 監 前 田 光 幸君

観 光 政 策 課 長 村 山 剛君

観 光 振 興 課 長 前 原 正 人君

ス ポ ー ツ 振 興 課 長 上 間 司君

本日の委員会に付した事件

１ 平成24年度沖縄県一般会計決算平成 25 年

第６回議会 の認定について（商工労働部及

び文化観光スポーツ部所管分）認定第１号

平成 25 年 平成24年度沖縄県小規模企業者２

第６回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県中小企業振興３

第６回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県中城湾港（新４

第６回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第12号 別会計決算の認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県国際物流拠点５

第６回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第14号 決算の認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県産業振興基金６

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第15号

3 4ii
ただいまから経済労働委員会を開○上原章委員長

会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成25年第

、 、 、６回議会認定第１号 同認定第３号 同認定第４号

同認定第12号、同認定第14号及び同認定第15号まで

の決算６件の調査を一括して議題といたします。

本日の説明員として、商工労働部長及び文化観光

スポーツ部長の出席を求めております。

まず初めに、商工労働部長から商工労働部関係決

算の概要の説明を求めます。

小嶺淳商工労働部長。

お手元に、平成24年度歳入○小嶺淳商工労働部長

歳出決算説明資料、商工労働部というのをお配りし

ていますので、これをごらんいただきたいと思いま

す。商工労働部所管の平成24年度一般会計及び５つ

の特別会計の歳入歳出決算の概要について、お手元

にお配りしております平成24年度歳入歳出決算説明

資料に基づき御説明を申し上げます。なお、一般会

計歳入歳出決算には、ことし４月より組織改編に伴

い、企画部から移管されました事業に係る決算額を

含めております。

まず、１ページをお開きください。

こちらは一般会計及び特別会計の歳入決算状況の

総括表でございます。

２ページをお願いいたします。

同じく歳出決算状況の総括表となっております。

それぞれの詳細については、３ページ以降説明を

させていただきたいと思います。

３ページをお願いいたします。

初めに、一般会計の歳入決算について御説明をい

たします。

一般会計歳入決算は、予算現額合計が352億1530

経済労働委員会記録（第２号）
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万3666円 調定額が245億93万5504円 収入済額が244、 、

億5588万6504円、収入未済額が4504万9000円で、調

。定額に対する収入比率は 99.8％となっております

（目）ごとの明細につきましては説明を割愛させ

ていただきたいと思います。

５ページをお願いいたします。

一般会計の歳出決算について御説明いたします。

一般会計歳出決算でございますが、予算現額合計

が449億3902万7658円、支出済額が365億2613万1893

円、翌年度繰越額が63億3906万4605円、不用額が20

億7383万1160円で、執行率は81.3％となっておりま

す。

翌年度繰越額の主なものは、特別自由貿易地域賃

貸工場整備事業において、賃貸工場の規模の検討と

、施設設計に時間を要したことに伴う約21億600万円

未利用資源・エネルギー活用促進事業において試掘

場所の選定等に時間を要したことや、しけのため資

材搬入におくれが生じたことに伴う約14億9500万円

となっております。

それぞれ年度内の執行が困難となったことから、

十分な事業実施期間を確保するため繰り越したもの

でございます。

次に、不用額の主なものについて （項）別に御、

説明をいたします。

（項）企画費の不用額836万8893円は、主に臨空

・臨港型産業集積支援事業の実績減に伴う補助金の

減や旅費の執行残等によるものでございます。

（項）労政費の不用額６億6372万7809円は、緊急

雇用創出事業臨時特例基金活用事業の実績減に伴う

委託料、補助金の減等によるものでございます。

（項）職業訓練費の不用額１億6034万8192円は、

緊急委託訓練事業の実績減に伴う委託料の減等によ

るものでございます。

（項）商業費の不用額１億268万1264円は、県産

品拡大展開総合支援事業において、日中関係の緊張

の高まりにより、当初予定をしておりましたフェア

が実施できなかったことによる委託料の執行残等に

よるものでございます。

（項）工鉱業費の不用額11億3870万5002円は、沖

縄ＩＴ知の集積促進事業において、施設規模の見直

しに伴う工事請負費の執行残、おきなわ新産業創出

投資事業における研究開発補助の執行残等によるも

のでございます。

以上で、一般会計歳入歳出決算の概要についての

御説明を終わります。

続きまして、特別会計の歳入歳出決算の概要につ

いて御説明をいたします。

７ページをお願いいたします。

小規模企業者等設備導入資金特別会計について御

説明をいたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が９億

3686万3000円、調定額が96億5163万4625円、収入済

額が19億1677万7343円 収入未済額が77億153万5466、

円で、調定額に対する収入比率は19.9％となってお

ります。

収入未済額は、貸付先企業・組合等の業績不振や

倒産などにより、設備近代化資金及び高度化資金の

貸付金返済が遅延をしていることによるものでござ

います。

８ページをお願いいたします。

歳出決算でございます。予算現額合計が９億3686

万3000円、支出済額が７億3878万6415円、不用額が

１億9807万6585円で、執行率は78.9％となっており

ます。

不用額は、主に中小企業高度化資金の貸付先から

の元利償還金の延滞に伴う公債費の減によるもので

ございます。

これは、資金貸付先から県に対する償還額を、当

該公債費として独立行政法人中小企業基盤整備機構

宛てに償還するものでございますが、貸付先からの

償還金延滞に伴い、県から同機構への償還分が減少

していることによるものでございます。

９ページをお願いいたします。

中小企業振興資金特別会計について御説明をいた

します。

歳入決算でございます。予算現額合計が５億20万

3000円、調定額及び収入済額が８億3116万3910円と

なっております。

10ページをお願いいたします。

歳出決算でございます。予算現額合計が５億20万

3000円、支出済額が３億4685万9350円、不用額が１

億5334万3650円で、執行率は69.3％となっておりま

す。

不用額は、機械類貸与資金貸付金の執行残による

ものでございます。

11ページをお願いいたします。

中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

計について御説明をいたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が27億

7123万1000円、調定額及び収入済額が27億7157万

6997円となってございます。

12ページをお願いいたします。
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歳出決算でございます。予算現額合計が27億7123

万1000円、支出済額が27億6524万1007円、不用額が

、 。598万9993円で 執行率は99.8％となっております

不用額は、主に職員の人事異動に伴う人件費の減

でございます。

13ページをお願いいたします。

国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計につ

いて御説明をいたします。

当該会計は、沖縄振興特別措置法の一部改正に伴

い、平成24年10月29日より自由貿易地域特別会計か

ら名称を改めたものでございます。

歳入決算につきましては、予算現額合計が６億

5824万6050円、調定額が６億9230万5747円、収入済

額が６億4135万853円、収入未済額が5095万4894円

で、調定額に対する収入比率は92.6％となっており

ます。

収入未済額は、主に経営破綻した企業の光熱水費

等の滞納によるものでございます。

14ページをお願いいたします。

歳出決算でございますが、予算現額合計が６億

5824万6050円、支出済額が６億2664万9336円、不用

額が3159万6714円で、執行率は95.2％となっており

ます。

不用額の理由は、主に企業の施設入居がおくれた

ことによる光熱水費の減等によるものでございま

す。

15ページをお願いいたします。

産業振興基金特別会計について御説明をいたしま

す。

歳入決算につきましては、予算現額合計が３億

4406万9000円、調定額及び収入済額が３億1211万

7474円であります。

16ページをお願いいたします。

歳出決算につきましては、予算現額合計が３億

4406万9000円、支出済額が２億7612万934円、不用

額が6794万8066円で、執行率は80.3％となっており

ます。

不用額は、主に万国津梁産業人材育成事業におき

まして、国内・海外企業ＯＪＴ研修派遣の人数が減

になったことによる委託料等の執行残でございま

す。

以上で、商工労働部所管の平成24年度一般会計及

び特別会計の歳入歳出決算の概要について説明を終

わります。

よろしく御審査のほどお願いいたします。

商工労働部長の説明は終わりまし○上原章委員長

た。

次に、文化観光スポーツ部長から文化観光スポー

ツ部関係決算の概要の説明を求めます。

湧川盛順文化観光スポーツ部長。

文化観光スポー○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ツ部の所管する一般会計の平成24年度歳入歳出決算

概要について、お手元にお配りしております平成24

年度歳入歳出決算説明資料、文化観光スポーツ部に

基づいて御説明いたします。

一般会計歳入歳出決算では、まず、ことし４月に

知事公室へ移管されました交流推進課の事務の一部

に係る決算額は差し引いております。それから、企

画部から移管された交通政策課の事務の一部に係る

決算額を含んでいることをまず御説明いたします。

初めに、一般会計の歳入決算について御説明いた

します。

１ページをお開きください。

一般会計歳入決算は、予算現額の合計68億1003万

6000円に対し 調定額59億6205万319円 収入済額59、 、

億6086万2481円、うち過誤納金ゼロ、不納欠損額ゼ

ロ、収入未済額118万7838円で、調定額に対する収

入比率は99.98％となっております。

収入未済額の主な内訳は、退職職員への給与及び

手当の過払いの未徴収による未収分、芸術大学の教

員公舎賃貸借契約終了に伴い徴収すべき敷金の未収

分でございます。

、 （ ） 、以下 ２ページまでは 目 ごとの明細ですので

説明は割愛させていただきます。

３ページをお開きください。

次に、一般会計の歳出決算について御説明いたし

ます。

一般会計歳出決算は、予算現額の合計127億3777

万9142円に対し、支出済額113億9339万1624円、執

行率89.45％、翌年度繰越額２億2674万8700円、繰

越率1.78％、不用額11億1763万8818円となっており

ます。

翌年度繰越額は、沖縄コンベンションセンター空

調設備更新工事、それから、保全修繕工事でイベン

トの日程や気温等を考慮した施工計画を検討した結

果、工事工程に変更が生じたことによる工期のおく

れ、それから、空手道会館（仮称）基本計画等策定

事業で収支計画、管理運営体制、建設地の選定等の

検討に時間を要したため、基本計画の策定におくれ

、 、が生じたことによる基本設計の繰り越し それから

芸術大学の老朽化施設撤去工事で建物の構造等の把

握に時間を要したことに伴い解体工期が十分に確保
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できなかったことによる繰り越しなど、当初予期し

なかった事情による執行のおくれによるものでござ

います。

次に、不用額の主なものについて （項）別に御、

説明いたします。

（項）総務管理費の不用額の69万9741円の主な内

訳は、世界島嶼サミット事業の経費節減等による不

用でございます。

（項）企画費の不用額の620万4675円の主な内訳

は、那覇空港国内線ターミナルとＬＣＣ仮設ターミ

ナル間を運行するシャトルバスの運行実績減に伴う

不用でございます。

（項）工鉱業費の不用額2157万326円は、沖縄文

化等コンテンツ産業創出支援事業でコンテンツ制作

プロジェクトの実績減等による不用でございます。

（項）観光費の不用額９億9219万5499円は、主に

尖閣諸島関連の影響による日中関係の悪化に伴う中

国への直行便及びチャーター便への助成金及び広告

支援の実績減、それから、沖縄振興一括交付金交付

決定時期のおくれ等により事業実施期間が十分確保

できなかったことによる国内誘客事業の夏期キャン

ペーンの執行率の減などによる不用でございます。

次に、４ページをお開きください。

（項）教育総務費の不用額121万1278円は、職員

手当の実績減等による不用でございます。

（項）社会教育費の不用額928万7886円は、沖縄

遺産ブランド開発・発信事業に係る委託料の入札

残、芸術文化振興基金からの展示会等助成金の減に

伴う事業費の減、経費節減等に伴う実績の減などに

よる不用でございます。

（項）保健体育費の不用額4095万2263円は、国民

体育大会への選手派遣者数の減に伴う執行残、奥武

山弓道場改築工事の執行残等による不用でございま

す。

（項）大学費の不用額4551万7150円は、県立芸術

大学の授業時間数、履修登録者数の変更による講師

報酬の減、老朽化施設撤去工事に係る入札残等によ

る不用でございます。

以上で、文化観光スポーツ部所管、平成24年度一

般会計の歳入歳出決算概要説明を終わります。

よろしく審査のほどお願い申し上げます。

文化観光スポーツ部長の説明は終○上原章委員長

わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に

従って行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた

します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

仲村未央委員。

それでは、まず文化観光スポーツ○仲村未央委員

部の予算に関してお尋ねをいたします。

平成24年度の沖縄観光戦略的誘客活動推進事業の

予算額についてお尋ねいたします。

沖縄観光戦略的誘客活動○前原正人観光振興課長

推進事業の平成24年度の予算額は55億5181万6000円

でございます。

そのうち一般財団法人沖縄観光コ○仲村未央委員

ンベンションビューローに委託をされた額について

お尋ねいたします。

42億5387万8012円でござ○前原正人観光振興課長

います。

この事業件数は１件と理解してよ○仲村未央委員

ろしいですね。

はい、そうです。○前原正人観光振興課長

１件42億円を超える事業を一般財○仲村未央委員

団法人沖縄観光コンベンションビューローに委託し

たわけですが、その委託の方法はどのような方法で

したか。

随意契約でございます。○前原正人観光振興課長

その随意契約をされた42億円のう○仲村未央委員

ち、一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ロー―ＯＣＶＢからさらに再委託に付された額、割

合、そして、その他助成金として執行をされた、こ

れもいわゆる外に支出されたその額、割合をお尋ね

いたします。

再委託額は24億5504万○前原正人観光振興課長
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9388円、構成比は57.7％、助成額につきましては11

億7914万6751円、率にいたしまして27.7％でござい

ます。

今の再委託及び助成金は、どちら○仲村未央委員

も一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー

からさらに外部に支出をされている単純な予算で

す。その割合は85％に上るということが、きのう、

皆さんからいただいている資料で計算をしてありま

すが、その中で、この事業に係る再委託の事業件数

についてお尋ねいたします。

再委託の件数につきまし○前原正人観光振興課長

て、100万円以上で申し上げますと、201件でござい

ます。

今の201件の事業のうち、一般競○仲村未央委員

争入札であれ、指名競争入札であれ、競争入札に付

されたものの件数をお尋ねいたします。

競争入札によるものはご○前原正人観光振興課長

ざいません。

きのう資料をいただいたことに対○仲村未央委員

して、労力に感謝いたします。201件確認をしまし

たが、全て随意契約、これは指名競争入札も入って

おりません。入札として、一般競争入札も指名競争

入札もない。そして、企画公募という一つの随意契

約の手法がとられているものがそのうち何件かはあ

ります。これも後で何％に当たるかお尋ねいたしま

すが、基本的に100％随意契約になります。

先ほど、24億円もの占める額のうち１件も競争入

札に適合しないと。地方自治法では、これは当然に

原則として、委託をする際、あるいは外部に発注す

。 、る際は入札が原則です そして例外として随意契約

なじまないものと判断されたはずですが、このよう

な莫大な額が１件も競争入札になじまないと判断さ

れたその理由についてお尋ねいたします。

この沖縄観光戦略的誘客○前原正人観光振興課長

活動推進事業につきましては、主に事業の内容とし

ましてプロモーションの業務になっております。プ

ロモーションの業務につきましては、観光関連事業

者と連携をとりながら取り組むものであり、事業者

が提案する企画の選定や事業への助成などの業務を

伴うことから、公平中立な立場で事業者と接する必

要があると考えております。

受託者は、競争関係にある競合他社の企画内容及

び執行管理体制など、状況を知り得る状況にあり、

守秘性等について事業者からの信頼を得ている必要

があります。航空会社、旅行会社、観光施設、ホテ

ル等の多様な事業者とさまざまな連携を行うため、

事業者の実施事業に県の施策を反映させるためのア

ドバイスやコーディネートを行う機能、観光事業者

全般にわたるネットワーク及び情報共有等の体制を

有している必要がございます。

ＯＣＶＢは、観光客誘致促進等により県経済の発

展を図ることを目的に設立された、県が出資する一

般財団法人であり、公的な性格を有すること、それ

から、多数の県内事業者等を賛助会員とする団体で

あること、沖縄県観光推進母体として長年観光施策

の実施に取り組んできていること、これらの要件か

らＯＣＶＢとの随意契約を行っております。

一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー

が委託事業を執行するに当たっては、県との間で運

用方針について定めておりまして、その中で県事業

における案件を再委託する際には、一般競争入札を

基本とするのですが、価格による競争が適当でない

場合、企画内容を判断する場合には随意契約による

委託を選定することができるということになってお

ります。例えば、事業者の知見やアイデアを活用す

ることが有効であると判断される場合、それから、

高度な技術、特定の機能等が求められるため、事業

者が特定される場合。なお、随意契約を再委託する

場合には、基本的には審査会を設けた企画コンペ、

企画プロポーザルをとることとしておりまして、再

委託の金額によって、例えば1000万円を超える場合

は、県の課長、それ以下の場合はそれぞれ担当者が

入るという形で、全ての案件に県の職員が入ること

としております。

少しわかりにくいのですが、それ○仲村未央委員

では、個別にお尋ねをいたします。随意契約なされ

たものの１件の最高額は幾らですか。

３億3540万9375円でござ○前原正人観光振興課長

います。

１件につきそのような最高額で、○仲村未央委員

。 、 、億単位を超えてくる そして 個別に申し上げれば

例えば印刷費です。これを皆さんの201事業、201件

のそれぞれの再委託先を見ますと印刷会社が何社か

出てきます。主に県内の幾つかの企業にそれが割り

振られていると見受けられます。印刷、しかもパン

フレットの増刷、あるいは広報の宣伝物に係る制作

費、こういったものにも一切競争性を排除して、そ

こが優先して随意契約をする、そういったことの必

要性はどこから生じてくるのかお尋ねいたします。

基本的には、御指摘にあ○前原正人観光振興課長

りますような印刷物につきましては、見積もり合わ

せを行った上で価格による最低額を採用する、そう
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いう方法がとられております。それと、基本的に観

光のパンフレットとかの場合には更新ということが

多くなっておりまして、そういう場合も見積もり合

わせでやることが多くなっております。

ですので、競争性を排除する理由○仲村未央委員

は何ですかと先ほどから聞いているわけですよ。見

積もり合わせに参入できるそこの企業と、これだけ

の官民共同で事業を進行していく中で、これだけ競

争性を排除して、一部特定のものからの見積もり合

わせで随意契約に至る、その必要性はどこから生じ

ますかということを聞いているわけです 本当は201。

件全部取り上げたいのです。ところが、きのう、お

ととい この資料をいただいて 今全てを一々チェッ、 、

クするいとまも必要ですからこのような総枠的な聞

き方になりますが、今の質疑に対して、文化観光ス

ポーツ部長、いかがですか。

手法として一般○湧川盛順文化観光スポーツ部長

競争入札という方法はとっていないのですが、随意

契約であっても、価格の競争という部分は加味した

形でやっております。

まず、再委託について○前田光幸観光政策統括監

は業務的に多岐にわたります。委員に既に資料提供

させていただいたとおりでございます。その中で、

今、印刷物について御質疑をいただいているわけで

すが、印刷物については、まず、一般財団法人沖縄

観光コンベンションビューローにおいても県の財務

規則に準じて執行するということになっておりまし

て、御指摘のとおり、一般競争入札を前提としなが

らも、印刷物については250万円未満であれば随意

契約に付すことができる。それはなぜかと申します

と、事務執行の効率性です。一般競争入札に付する

ということは、それだけいろいろ公募をしたりとか

事務が生じます。そういったことを勘案して、地方

自治法の中でもそういった形で一定額については随

意契約ができる。ですから、250万円については、

そういった考え方のもとに印刷物について随意契約

をしておりますが、その場合でも相見積もりを徴す

ることによって、経済性という部分について一定の

担保をとるという形をしております。

それから、250万円を超える場合の印刷物で随意

契約をしている件数が幾つかございます。これは、

例えばタイ語のパンフレットとか、英語や中国語と

いった比較的一般なものではなくて、タイ語とか一

定程度の分野で県内でも受注できる業者が限られて

いる場合等々がございます。そういった場合につい

ては内容を確認しながら随意契約している、そう

いった状況がございます。

財務規則としてそういう説明をさ○仲村未央委員

れることはあるでしょう。ところが、その１件１件

をその１者に対して、総合的には何千万円という印

刷代になるわけです。これは個別には企業名を挙げ

たりはしませんが、それが何社かある。

それから、先ほどの委託契約の201事業のうち、

単純な随意契約と、また公募というか、企画公募と

いう形で随意契約の手法をとっているものとの比率

もあろうかと思いますが、そのうちの単純な随意契

、 。約について何件になっているか お尋ねいたします

まず、見積もり合わせで○前原正人観光振興課長

なくて１者で随意契約をしたものが96件ございま

す。金額にいたしまして７億7112万4581円、見積も

り合わせによるものが64件、１億1955万5787円、企

画、公募によりますものが41件、14億5387万2326円

でございます。

また聞いて驚いているのですが、○仲村未央委員

その201件のうち、見積もりもとらないで単純に１

者指名で随意契約に至ったものが、随意契約とはい

え、見積もりもとらないでこのような形で96件、７

億円を超えてくると。これだけあまたある広告代理

店、広告会社、観光業界、旅行業者、本当にここは

一つも他に競争させる余地がないということで、１

者指名で随意契約に至ったということで理解してよ

ろしいですか、文化観光スポーツ部長、どうなので

すか。

先ほど申し上げました96○前原正人観光振興課長

件の随意契約は、印刷物だけという集計が少しでき

ておりません その中には 例えば海外でのセミナー。 、

の開催ですとか、海外メディアの招聘ですとか、そ

ういったものが入っております。国によっては対応

できる企業が限定されてしまう、そういったものが

含まれております。

これは含まれているものもあるか○仲村未央委員

もしれません。ところが今、即それが本当に１者も

競合相手がいないという環境か検証されて、このよ

うな入札、契約、委託、再委託に至ったかというこ

とについては、なお非常に課題を感じます。

それから、今皆さんから本当は出していただきた

いのですが、私の出した資料に基づくと、その中で

県内企業への委託割合というのが約38％、金額ベー

スで60％以上が県外という再委託先になるわけです

ね。その理由について、大ざっぱではありますが、

お尋ねをいたします。

同事業の100万円以上の○前原正人観光振興課長
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委託先を県内、県外別に申し上げますと、まず、沖

縄県に本社がある企業が116件ございます。金額で

いきますと９億1023万8971円、沖縄県に支社がある

企業が13件、5727万2193円、県外企業が45件、４億

、 、 、8735万6923円 海外企業が21件 １億142万7638円

、 、それから 県内企業を含むＪＶが６件ございまして

こちらが７億8825万6969円でございます。

主な再委託先としましては、例えばＪＮＴＯ―独

、 、立行政法人国際観光振興機構でありますとか あと

海外でのウエブメディアでありますとか、県外の雑

誌等、どうしても県外、海外を使わないといけない

事案もございます。そういったことで、県外企業、

海外企業というものも出てきております。

今、答弁の中で一つ気になったの○仲村未央委員

が、独立行政法人国際観光振興機構。これはどうい

う団体かというよりは、国土交通省の外郭、独立行

政法人ですね、国の機関の一つ。そういう中で、今

言うような、そこに再委託をするときに、これを一

般財団法人沖縄観光コンベンションビューローを通

してやらなければならない理由 そして そこが持っ。 、

ているノウハウというものが本当に他にかえがたい

ということでここを選定されたのか。それから、独

立行政法人国際観光振興機構に再委託した総額をお

尋ねいたします。

ＪＮＴＯへの再委託の総○前原正人観光振興課長

額は２億9464万7250円でございます。主にＪＮＴＯ

は海外市場に広く事務所を置いておりまして、沖縄

県、あるいは一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローが事務所を置いていない地域におけるプ

ロモーションマーケティング、そこに精通している

ということで再委託をしております。また、ＪＮＴ

Ｏの持つノウハウ、ネットワークをＯＣＶＢに蓄積

することが今後の新規市場開拓につながるというこ

とで、ＯＣＶＢからＪＮＴＯへの再委託を行ってお

ります。

今、独立行政法人といえども、そ○仲村未央委員

ういう意味では競争にさらされている。ある意味で

は行政改革の対象に―世間の関心の目が非常にいっ

ている場所であります。それで、私はホームページ

で独立行政法人国際観光振興機構の損益計算書を拝

見しました。今言う沖縄県の一般財団法人沖縄観光

コンベンションビューローから支出された事業委託

費２億9000万円です。そして、当該独立行政法人の

受託事業収入の総額は３億3000万円なのです。

つまり、私が言いたいのは、沖縄振興予算という

ものは、本当に沖縄県民に資するものとして使われ

るべきだということが、この間、沖縄振興一括交付

金を求めてきたそもそもの理由です。そして、もち

ろん県外、県内、単純に分けられない。県内に支社

を置いている、その名前を沖縄県支社として置いて

いるところもあまたあるので、今個別には言えませ

ん。ところが、このように還流しているのではない

かと思われるような予算の透明性のなさを私は観光

関連の予算に感じるわけですよ、いかがですか。

それぞれの事業○湧川盛順文化観光スポーツ部長

の内容によるところですが、例えば文化観光スポー

ツ部としても委託をするときには、できるだけ募集

要項の中に県内企業、もしくは県内企業とコンソー

シアムを組むなり、それぞれの条件をつけて、でき

るだけ県内企業にノウハウが蓄積される仕組みをつ

くって、今、公募しているところです。

ただ一方では、県内という縛りをつけたときに、

その委託の効果がなかなか発揮できないような案件

もございます。こういうものについては、今のよう

に県外の業者が契約しているところもあるのです

が、文化観光スポーツ部としては、できるだけ県内

の業者にノウハウが残る、そして、委託できるよう

な仕組みで行っているところでございます。

時間が限られておりますので、助○仲村未央委員

成金まで行きませんでした。助成金はほぼ12億円に

至ろうとしております。これも各企業に特定して助

成をされた、まさに単純に、言ってみれば、ばらま

かれたというふうにも見えなくもない。これからも

ちろん検証してまいりますが、例えばクーポン券の

精算であったり、沖縄振興一括交付金の使われ方と

して、本当に適切で、公平性があって、透明性が確

保されているか、もう一度、文化観光スポーツ部長

の答弁をお尋ねいたします。

助成事業につい○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ては、そのプロモーションの中で必要なものについ

て助成制度を設けております。それから、助成する

項目それぞれについて交付要綱、しっかり基準をつ

くった中でそれぞれ助成しているということでござ

います。

それでは、交付要綱の提出を全助○仲村未央委員

成金に対して求めます。

今のやりとりで私は何度も公平性があるのか透明

性が確保されているのかということを冒頭から聞い

ておりますが、答弁がありません。42億円もが、一

一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー括で

に委託をされた。そして、その再委託先がすべロー

て随意契約であったということがわかった以上、こ
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れについては知事に総括質疑でこの予算の適正さに

関する見解を求めたいと思いますので、総括質疑で

の取り扱いをお願いします。

今、仲村委員からありました質疑○上原章委員長

につきましては、要調査事項として取り扱ってほし

いということですので、本日の調査終了後に、その

取り扱いについて協議いたします。

沖縄振興一括交付金の交付金要綱○仲村未央委員

、 、に照らして 本当にこのような予算の執行のあり方

直接的にこのような交付をするあり方が適切なのか

どうかは、国会でも恐らく、あるいは会計検査院の

目もこれは通していきますので、私たち県議会の判

断も問われるところだと思っています。

崎山嗣幸委員。○上原章委員長

まず、商工労働部の６ページから○崎山嗣幸委員

質疑をしていきたいと思いますが、その中の資源エ

ネルギー対策費の件でお伺いをしたいと思います。

資源エネルギー対策費の中で30億円余り当初予算

を組んで、その後補正予算をして合計35億円になっ

ております。執行率が17億7500万円余りで50.6％と

いうことで、それから繰り越しが16億円で47.4％繰

り越をしているのですが、これは何の事業なのか、

なぜ執行率が悪いのか、補正をやって繰り越しを16

億円余りやっているかどうかを聞かせてもらいた

い。

（目）資源エネルギー対策○小嶺淳商工労働部長

費の前に、全体に共通する執行率のお話を少しさせ

ていただきたいのですが、執行率が全一般会計で

81.3％と大分悪くなっております。この中でも、不

用額につきましては大体前年度に近い数字で、不用

率という言い方をすると、むしろ下がっているぐら

いなのです。実は、繰越額が一番の理由ですが、一

般会計全部で63億円余りの繰越額で、前年度から49

億円余りふえている。これは実はその63億円のうち

の61億円がいわゆる沖縄振興一括交付金でございま

す。沖縄振興一括交付金の初年度だったということ

もあって、いろいろな交付決定の手続等、そのおく

れとかいろいろな体制の問題が基本的にあって、平

成24年度は全体として執行率が非常に悪いという結

果になっております。

それで、資源エネルギー対策費につきましては、

不用額は率にして２％程度で、大体執行残と申し上

げていいと思います。問題は繰り越しなのですが、

資源エネルギー対策費の中で繰り越しの大きい事業

が２つほどありまして、１つは未利用資源エネル

、 、 、ギー活用促進事業 これは天然ガスの試掘 南城市

奥武山、あと宮古島市、この３カ所でやっているも

のですが、１つ、試掘場所の選定等で試掘の工事着

工がおくれているということです。もう一つは、こ

の中で久米島町の海洋温度差発電というプラントが

ありますが、ここもしけのために資材搬入がおくれ

て実証プラントの建設がおくれたと。中身としては

この２つですが、この２つの繰り越しが14億9575万

4000円あったということでございます。

、 、それから 同じく資源エネルギー対策費の中では

沖縄スマートエネルギーアイランド基盤構築事業と

いうものがありますが、これも電気事業者による再

生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法と

いうものが昨年、平成24年７月１日に施行されまし

た。これを受けまして、沖縄電力株式会社が所有す

る、維持管理するための既存系統との連結ですね。

太陽光等との既存の発電、送電系統との連結に関し

ていろいろな必要な調整が出てきたということがご

ざいまして、この事業で１億5600万7000円の繰り越

しが生じたということでございます。

16億円の繰り越しの大方が未利用○崎山嗣幸委員

資源・エネルギー活用促進事業ということで、天然

ガスの試掘の場所の選定とか、あるいは久米島町の

プラントの資材のおくれということで聞きました。

この場所の選定については、今、南城市と奥武山と

宮古島市と言っておりましたが、これは平成24年度

の中で、前からやっていたのか、この場所の選定が

不確定だったのですか。

どの市町村にするのかは、○小嶺淳商工労働部長

その市町村で活用する計画があるかということが当

然前提になっているのですが、そういういろいろな

調査も含めて平成24年度いっぱいかかったと。南城

市と那覇市と宮古島市ですが、工事に着手できな

かったということです。

時間がかかったということであり○崎山嗣幸委員

ますが、現在、この進 と実用化の可能性はいかが

なんですか。

県が試掘をして調査が終○小嶺淳商工労働部長

わった暁には、今の３つの市に渡してそれぞれ活用

。 、していただくということになっています ちなみに

那覇市は、奥武山ですが、スポーツリハビリ施設に

温水を利用したり―これが中心だと聞いています。

南城市は、今いろいろ農業関係のビニールハウス

とかの熱源ですね。そういうことを中心に使いたい

ということで、南城市は、平成25年度でもいろいろ

な具体的な利活用の調査をやっているということで

す。
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それから、宮古島市は、少し大きな話になると、

リゾートホテルを誘致する環境整備として位置づけ

。 、ているというものが一つあるようです 具体的には

近くのビーチのプール施設の冬場の温水に使いたい

という計画があるということでございます。

わかりました。○崎山嗣幸委員

次に、太陽エネルギー普及促進事業について伺い

たいと思います。基本的な認識から聞きたいと思い

ますが、自然エネルギーの中において、特に太陽光

普及の認識であります。御承知かと思いますが、日

本における太陽光発電の普及というのか、設備販売

額とか設置費用などを合計した市場規模がドイツを

抜いて世界一に拡大してきたということで聞いてい

ます。この急拡大の理由は、御承知のように、福島

第一原子力発電所の事故を契機に、実際、固定価格

買取制度も高目に設定されたということを聞いてお

ります。こういった流れの中において、全国的にそ

ういった自然エネルギーへの転換、原子力発電所か

らの転換ということを含めて言われているのです。

沖縄県におけるそういった太陽光を中心とする自然

エネルギーへの普及の認識というのか、高めていこ

うという意欲があるのかどうか、基本的なことから

聞かせてもらいたいと思います。

ただいまの質疑につきまし○金良実産業政策課長

ては 我々沖縄県としましても 再生可能エネルギー、 、

はぜひとも推進していかなければいけないものだと

強く思っているところであります。沖縄県において

は、平成21年度より沖縄県住宅用太陽光発電導入支

援補助金というものをやっておりまして、昨年度ま

でで1698件導入しております。今年度も500件の導

入のための予算を確保しているところであります。

それと、沖縄県だけではなくて市町村においても、

那覇市を初め11市町村において太陽光発電への補助

の取り組みが実施されているところであります。

後で補助の関係については聞きま○崎山嗣幸委員

すけれども、県が今言われたそういった認識と意欲

があるということを聞いた上での質疑です。件数は

聞きましたが、県内の導入状況、普及も含めてその

実態はどういうふうに捉えていますか。

沖縄電力株式会社からの資○金良実産業政策課長

料によりますと、太陽光発電の設置件数でいきます

と、これはことしの８月末時点ですが、累計で１万

7646件設置されておりまして、発電容量としては11

万3962キロワットに達している状況であります。

今言われた導入状況であります○崎山嗣幸委員

が、これは最新の実態ですか。いつの年度の時点で

すか。

ことしの８月末時点です。○金良実産業政策課長

今言われている11万キロワットと○崎山嗣幸委員

いう数字でありますが、この太陽光の率も多分に昨

年から比べて拡大されていると思います。実際は県

内における太陽光の自然エネルギーの中における割

合や発電量についてはどれぐらいか、よくわからな

いのです。これは県が出している直近の推計で、実

際、電力の発電量の中における太陽光の割合、それ

から今言われている発電量が幾らかどうかはわかり

ますか。

太陽光だけに限らず、風力○金良実産業政策課長

とかも含めた再生可能エネルギーのトータルとして

2.8％程度です。

県が出している推計発電量、2009○崎山嗣幸委員

年の資料を少し見たのですが、2009年の割合は、太

陽光14％、最大は風力で28％、それから廃棄物熱利

用26％ということで、太陽光も最大ではなくて、こ

れから見ると１万5970メガワットとなっておりま

す。この資料が古いのか、皆さんが言われている割

合は、これは電力全ての販売電力量の約1.5％にし

か当たらないということで県が推計を出しているの

です。この2009年の推計を見ると、やはり太陽光を

初め自然エネルギーへの転換についてはまだまだ低

いのではないかと私は言っているのですが、実際は

いかがなのですか。

先ほど申しました11万キロ○金良実産業政策課長

ワット余りの容量につきましては、これは主に家庭

用の数字でやったわけです。昨今、沖縄電力株式会

社もそうですが、民間のほうでもメガソーラーを数

カ所で開発しているところでありまして、最近も着

工したところがあります。そういったものも含める

とかなり数字が上がってくるということです。それ

、 、と 先ほど委員がおっしゃっていた割合については

エネルギー全体に占めた割合ではなくて、再生可能

エネルギーの中での割合になっているかと思いま

す。

今私が言っている県が推計をされ○崎山嗣幸委員

たものについては、家庭用のソーラーシステムを

使ったものは入っていないということですか。

家庭用とか民間事業者等が○金良実産業政策課長

置かれている大規模なもの、そういったものも全て

含まれた数字になっております。

私が確認をしているのは、2009年○崎山嗣幸委員

３月に県がまとめた推計は、先ほど言ったように、

太陽光は自然エネルギーの中の14％の範囲だと言っ
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。 、ているのです これはまだ風力より下のほうであり

太陽光の普及は低いのではないかということと、そ

れから、全体に占める割合が1.5％に当たるという

ものは、電力量の自然エネルギーの割合が約1.5％

の範囲でしかないということの意味ではないです

か。県の推計を聞いているわけです。

全てのエネルギーに対して○金良実産業政策課長

の数字は0.5％になります。それと、再生可能エネ

ルギーの中での比率は37.3％になります。

私が今聞きたいのは、太陽光発電○崎山嗣幸委員

を初めとする自然エネルギーは全体の割合のどれぐ

らいを占めているのかについてもう一回答弁をお願

いします。

2.8％程度です。○金良実産業政策課長

この2.8％という割合は、私は冒○崎山嗣幸委員

、 、頭に話をしたのですが 全国的な流れの中において

都道府県の中において2.8％の自然エネルギーへの

皆さんの取り組みは高いと見られるのか、それはい

かがですか。

低い状況となっておりま○金良実産業政策課長

す。と申しますのは、特に他府県においては水力発

電等大規模な発電等ありますが、沖縄県の場合はそ

ういった水力等はなくて、ほとんど太陽光、風力と

いう形になっておりますので、水力の差で大分差が

出ております。

いずれにしても、冒頭話をしたよ○崎山嗣幸委員

うに、沖縄県における電力は、化石燃料、石油を中

心とすることを含めてまだ大きな問題を持っている

ので、この自然エネルギーへの転換は重要だと私は

思います。

それから、先ほど太陽エネルギー普及促進事業の

補助を1000万円組んでいるということで話がありま

した。一律２万円、500件の規模だということで私

は聞いていますが、これの平成24年度の実績はある

んですか。

平成24年度は455件になっ○金良実産業政策課長

ております。

では、県の今言っている実績の○崎山嗣幸委員

1000万円と、それから、先ほど11市町村の住宅用に

対する補助の話がありましたが、市町村の状況につ

いて、11カ所の補助額の上限と予算規模を紹介でき

ますか。

まず、11市町村の予算額で○金良実産業政策課長

すが、今手元にあるものは今年度の予算額ですが、

3609万円です。それぞれの市町村によって補助金の

額は違うのですが、一番小さいところが１万円、大

きいところになりますと９万円というところまであ

ります。

９万円はどちらですか。○崎山嗣幸委員

済みません。先ほど９万円○金良実産業政策課長

と申し上げたのは６万円の間違いでして、訂正して

おわび申し上げます。これは宮古島市です。

国の補助金が基本になっているの○崎山嗣幸委員

ですが、国は44万8000円で、上限は48万円、それか

ら県は、さっき言った２万円ということで理解して

よろしいのですか。

そのとおりです。ただし、○金良実産業政策課長

県のものを利用しても、国の分も両方受けることが

できます。

県の２万円は低いのではないかと○崎山嗣幸委員

私は少し思っているのです。今、全部は紹介してい

ただけなかったのですが、那覇市とかが３万円、上

限５万円、年間700万円、今言っている宮古島市も

上限16万円という特徴的な箇所があるのです。その

他、市段階における数値は何カ所か、若干紹介でき

ませんか。

今年度の予算で見積もって○金良実産業政策課長

いる件数でいきますと685件です。

では、先ほど話をされましたよう○崎山嗣幸委員

に、火力発電に依存する沖縄県の実態からするなら

ば、石炭、石油の上昇もあると思うので、これでい

きなり電気料金がはね上がるという沖縄県の事情も

あるので、そういった自然エネルギーへの転換は私

は重要だと思うのです。でも、今聞いた範囲の中に

おいては、まだ進 、普及が弱いと私は受けとめて

おります。

知事は、平成23年度の段階で自然エネルギーへの

転換はまだまだだということで述べていて、平成23

年度以降、脱原発に慎重姿勢をとっているのです。

知事の姿勢は、やはりこういう自然エネルギーへの

転換はまだ不十分だと、また小型原子力発電所の検

討はやめないということが知事の立場だと私は受け

とめております。それが影響して、これが進んでい

かないのかと私は思っているのですが、この辺はい

かがですか。

今、沖縄県エネルギービ○小嶺淳商工労働部長

ジョン・アクションプランというものをまとめてい

まして、今パブリックコメントでばらまいているの

ですが、この目標で今我々が考えているのは、エネ

ルギー全体の中の再生可能エネルギーの導入率を

13.5％まで持っていく、こういう目標で今中身づく

りをやっています。
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知事の政治姿勢が 自然エネルギー○崎山嗣幸委員 、

への転換についてはまだまだだと、脱原発に慎重姿

勢だということがあったので、この姿勢から変わっ

たのですかということを聞いている。知事の政治姿

勢なので、皆さんにはお答えは無理だと思うので、

これは総括質疑の中で知事に求めることの取り計ら

いを委員長にお願いしたいと思います。

まさに、今おっしゃったよ○小嶺淳商工労働部長

うな方向を沖縄県としても持っていまして、そのた

めに、先ほど申しました沖縄県エネルギービジョン

・アクションプランを今つくっています。今お話し

したように、2030年の再生可能エネルギーの目標値

を13.5％に定めて、そこに向かっていろいろな施策

を進めていきたいということでございます。

今の崎山委員の質疑につきまして○上原章委員長

は、要調査事項として取り扱ってほしいということ

ですので、本日の調査終了後に、その取り扱いにつ

いて協議いたします。

玉城満委員。

文化観光スポーツ部、観光予算の中○玉城満委員

のプロモーション予算の比率を教えていただけます

か。

平成24年度の決算におきま○村山剛観光政策課長

す観光関連予算は約75億1000万円でございます。事

業によっては誘客宣伝に係る事業と受け入れ体制整

備に係る事業が混在しておりまして、プロモーショ

ン事業予算として明確に分類するのが困難なものも

ありますけれども、おおむね分類いたしますと、国

内外での誘客やリゾートウエディングなど、誘致に

係るプロモーション事業は約50億9000万円となって

おります。

観光予算75億円の中から50億円、こ○玉城満委員

れは異常な数字ではないかと思うのですが、文化観

光スポーツ部長はどう思いますか。

プロモーション○湧川盛順文化観光スポーツ部長

の多くは海外に係るものですが、現在の沖縄県の観

光の現状、それから、今後の沖縄県の観光の政策等

を考えると、国内だけではなく、海外からの誘客も

。 、 、必要だと思っております その中で 特に消費単価

宿泊日数の多さから見ても、やはり海外は宿泊日数

、 。が長く 消費単価が高いということが１つあります

それからもう一つは、観光はいろいろな外的要因

に左右されますので、さまざまな国から観光客を誘

客する、安定的な観光客数を確保するという意味か

らも、やはり海外からの誘客というものは重要と

思っております。

今、50億9000万円という数字について、これが高

いか低いかというものは難しいところがありますけ

れども、海外は海外として今必要な予算を計上して

おり、また、県内での受け入れについても必要な事

業はしっかりやっているつもりでございます。

国の方向性も、このプロモーション○玉城満委員

から地域の観光産業の強化を図る施策に今移行しつ

つあるわけです 要するに 地元が観光地としてしっ。 、

かり足腰の強いところになることが、より外から客

を呼べるような体制につながると。

そういう意味では、地元観光産業の強化にもっと

、 、 、予算を充てるべきであって 要は 雇用に関しても

観光産業に行けば花形だねなんていうような暇をも

らっている人が結構少ないわけですよ。そういうと

ころをもう少しレベルアップすることによって、独

自の沖縄県の観光産業が強くなることによって、お

のずと海外からの誘客をこの人たちの力で引っ張る

、 。という道理もあると思うのですが どうでしょうか

今、委員から意○湧川盛順文化観光スポーツ部長

見のありますように、県内の観光産業の足腰が強く

なる取り組みももちろん重要でございます。こう

いった取り組みについても、例えばオフシーズン対

策も含め、今、いろいろと事業をやっているところ

でございますので、プロモーションとあわせて県内

の地元企業の足腰が強くなるような受け入れ体制の

整備についてもやっていきます。

そのオフシーズン対策ですが、オフ○玉城満委員

シーズンのときは大きな幅としては大体20万人ぐら

い見込める。この20万人の幅が２カ月か３カ月ぐら

いで穴があいてしまうと、その部分に、今まで雇用

として必要とされた人員がそこで休職させられると

いうか、ここで一旦仕事がなくなってしまう、そう

いう流れがあると思うのです。だから、オフシーズ

ンの対策というものは、主にどういう対策をオフ

シーズンの対策と言っているのですか。

まず、オフシー○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ズンに限定したものとしては、沖縄・元気プロジェ

。 、クト事業というものがございます これについては

今年度から、11月から２月までの期間を対象に事業

を募集しているというようなことがございます。

それから、平準化という観点から、例えば修学旅

行、ＭＩＣＥの誘致、リゾートウエディング、こう

いったものなどが県内の観光の少しオフシーズンに

近いようなところでの成果、いわゆる観光客の誘致

につながっていますので、そういったものもあわせ

て取り組んでいるところでございます。
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今、僕は一応データを持っているの○玉城満委員

ですが、４月、５月、６月、そして今、文化観光ス

ポーツ部長がおっしゃった11月から２月までが20万

人、平均すると十七、八万人か、これは何か抜本的

な―沖縄・元気プロジェクト１つで片づくものでは

ないと僕は見るのです。

沖縄・元気プロジェクトというものは１年を通し

ての沖縄・元気プロジェクトではないですか。オフ

シーズンを意識した、そうではない何か特別な仕掛

けをつくらないと、この18万人というものはなかな

か埋まらないと僕は見ているのですよ。本当に沖縄

・元気プロジェクトだけで大丈夫なのかどうか、も

う一度お聞きします。

先ほど話したと○湧川盛順文化観光スポーツ部長

おり、必ずしも沖縄・元気プロジェクト１本ではご

ざいません。例えば修学旅行も５月が多いです。５

。 、月はまたオフシーズンになっております それから

例えばスポーツのキャンプも２月が多いです。２月

。 。もまたオフシーズンになります それから海外です

例えば韓国でございましたら、冬場、１月、２月は

地元では雪でなかなかアウトドアができないという

ことで １月 ２月の沖縄県に対するニーズも高まっ、 、

ておりますので、国内、海外を含めてオフシーズン

の時期に沖縄県に訪れるような商品づくり、そう

いったものについても今しっかりやっているところ

でございます。

あと、一般財団法人沖縄観光コンベ○玉城満委員

ンションビューローの件です。先ほど、仲村未央委

員もいろいろと質疑されていましたけれども、それ

と少し関連するのですが、一般財団法人沖縄観光コ

ンベンションビューローが再委託をするときは本当

に公平な委託の仕方になっているのかということ

と、文化観光スポーツ部は、42億円以上のプロモー

ション事業に関しては、本当に一切、一言も物を言

えない状態なのですか。

一般財団法人沖縄観光コ○前原正人観光振興課長

ンベンションビューローが再委託を行う場合には、

その選定方法については、公募を基本にやっており

ます。先ほども説明しましたけれども、中身によっ

ては、見積もり合わせとか、１者での決定もござい

ます。公募の場合は、県の職員が選定委員として必

ず参加することになっていまして、募集から決定ま

で公平性が担保できるように努めているところでご

ざいます。また、選定委員として参加する県職員に

ついてですが、1000万円以上は課長、500万円以上

は班長 それ以下は担当職員という形で 金額によっ、 、

、 。て 県職員が必ず参加するという形にしております

僕は６月にも少し質疑をしたのです○玉城満委員

が、一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローのプロモーション事業の中で、契約をして、当

初見積もりを下さいということで見積もりを出し

た。そうしたら、自分たちに返事がないうちにある

ところと契約を結んだ。そして後日、この参加した

業者に対して事業が終わった後に、済みません、見

積もりをいただけませんかと、翌日に見積もりをも

らいに来るということはどういう、何か法律でもあ

るのですか。

６月県議会にそ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ういうお話があって、それを確認してみました。そ

うしたら、海外からマスコミを誘客するための事業

ですが、それについて、事前に両方の業者からそれ

ぞれ見積もりをとって、見積もり合わせをして、そ

の中で安いところを選定して事業を実施しているよ

うです。ですが、当初もらった見積書の差しかえが

必要になったということで、それを差しかえたとい

うことであって、事業が終わった後に見積書をとっ

たということではないようです。

僕は聞いたこともないから、それが○玉城満委員

理解できないのです。事業が終わった後に何で見積

もりをとらないといけないのかと。これは普通、常

識的におかしいのではないのかと。ほとんどの事業

がこういうことをやらされていないかなということ

が、一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローが委託を受けている契約の中で本当にきちんと

した契約をやっているのかと疑いをかけられるよう

な事例がいろいろなところから僕らの耳に入ってく

るわけです。42億円もプロモーション予算を一般財

団法人沖縄観光コンベンションビューローに委託し

ておきながら、責任は一般財団法人沖縄観光コンベ

ンションビューローにあるということではなくて、

これは絶対に皆さんに責任がある。その辺、文化観

光スポーツ部長、どう思いますか。

今、一般財団法○湧川盛順文化観光スポーツ部長

人沖縄観光コンベンションビューローと県のほうで

委託事業の執行に係る運用方針というものをつくっ

。 、 、ています その中で 事業目的の共有化であったり

執行計画の調整、それから執行状況の確認、また、

各案件の執行状況の確認と再委託の選定等々、そう

いったものについてお互いに話し合いをしながらや

るような仕組みをつくっているところです。

それから、選定についても、先ほど観光振興課長

からもございましたように、もちろん再委託につい
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ては県とまず相談をしております。県のほうでもそ

。 、れは適正ということで再委託を認めている そして

選定についても、やはり公正を担保するために、県

の職員が選定委員会の中に入って、その中で、評価

についても、県の政策との整合性、それから企画の

内容、あと執行体制等々を委員会の中でしっかり評

価して、適切なところを選定していってやっている

ということでございます。

現在、財務規則の範囲の中で対応しているところ

ではございますけれども、ただ、今いろいろな意見

がございますので、その辺の適切というか、より望

ましい契約のあり方については、また一般財団法人

沖縄観光コンベンションビューローを含め、引き続

きいろいろと相談はしていきたいと思っておりま

す。

では、一般財団法人沖縄観光コンベ○玉城満委員

ンションビューローに関しては、もう少し事業のあ

り方を―プロモーションだけをやるのではなくて、

やはり一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローの役割としては地元観光産業の強化もあるわけ

ですよ。そういう意味では、国内におけるソフトか

ら、沖縄県の中におけるソフトに関してもう少し力

を入れていくという事業が、一般財団法人沖縄観光

コンベンションビューローにもこれからはやはり求

められてくると思いますので、ぜひこれは提案して

おきたい。

今度は、県の直接事業に関してですが、僕が不思

議なのは、沖縄振興一括交付金が始まってできた企

業体とか、できた会社が何か目立っているのではな

いかと。例えば、今資料をいただいた中でも、沖縄

観光イメージ浸透促進事業共同企業体というものと

外国人観光客誘致強化戦略策定事業共同企業体とい

うものが全く同じ企業体になっているのですよ。こ

れは企業体が幾つも、その事業に合わせた企業体と

なれば、そこに全部させてしまうのかみたいなイ

メージが僕はあるのですね。

これはどうなのですか。最初からこの３つの会社

が企業体としてこれに参加していますとやればいい

のだけれども、何で企業体とタイトルをつけた委託

先が、あたかも県から完全にこのことに関しては私

たちは委託を受けるのだという企業体がこっちにつ

いているの、不思議だな。

今御指摘のありました企○前原正人観光振興課長

業体は、応募する際のＪＶの名称として、そういう

名前で数社の企業が組んでやってきたということ

で、それで１つの会社ができたということではござ

いません。

そんなことはわかっていますよ。会○玉城満委員

、 、社がこれでできたのではなくて これをとるために

同じ会社が何で２つの委託先で名称が変わっている

のと。ということは、結局この３社が、ほかの、ま

た今度、旅行開拓といって、これを受けていいわけ

でしょう。そういう表記の仕方はあり得るの。例え

ば、３社がとりましたと何で正直にここに書かない

の、これはおかしいよ。そうすると、意図も、こっ

ちはこの人たちに、この企業体にやっておけば後か

ら何も問題は起こらないというアリバイづくりでは

ないかという感じがしてしようがない。その辺はど

うなのですか。

今の質疑に対す○湧川盛順文化観光スポーツ部長

、 、る正しい答えかどうかわかりませんけれども 通常

委託事業をするときに、例えば一つの大きな事業が

ありますね。それを公募するときに、単独でもオー

ケーですし、そして、物の内容によってはやはり専

門的なノウハウが複数に分かれるものがあるわけで

すね。だから、そういったものも想定してコンソー

シアムというものも認めている状況です。ただ、そ

の中でコンソーシアムの名称については、それぞれ

受託するところが任意の名称をつけたり云々すると

いうことで、それはそれぞれの企業が任意にそうい

う名称をつけているということでございます。

僕が言っているのは、文化観光ス○玉城満委員

ポーツ部長、例えば上に、７番目の文化振興課、コ

ンソーシアム……。

もう時間が余りないので、商工労働部もやりたい

ので、これは言っておきますけれども、さっき言っ

、 。た質疑の意味は ７を受けた共同体があるでしょう

この共同体が同じ名称でここに参画していいのです

かと言っているわけです。ここの共同体Ａチーム、

共同体Ｂチームといって参画していいの。委託先と

書いてあるから僕は質疑しているのですよ。

事業が全く別の○湧川盛順文化観光スポーツ部長

事業ですので、それを公募すれば、もちろん応募す

ることは制限を設けていません。１つの事業を受託

したら別の事業には応募できませんという規則はあ

りませんので、事業が全く別の事業ですから、それ

は問題ないと思っております。

いや、僕はだから、これは少し名称○玉城満委員

を―もういいですよ。委託先と書いてあるから誤解

を招くわけで、この隣に書いてある会社を委託先に

しておけばいいのに。

これは資料とし○湧川盛順文化観光スポーツ部長
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てそういうつくり方をしているのですが、実際の契

約には、県知事名と、そして共同企業体の名称、そ

れから下にそれぞれの企業の名称、印鑑を全部つく

ような形で契約はしております。

文化観光スポーツ部長、やはり県内○玉城満委員

の観光産業をもう少し強化していくことが必要なの

です。もう就任されて半年余りでしょう。半年余り

の間に各観光協会を行脚しましたか。

観光協会が全体○湧川盛順文化観光スポーツ部長

、 、で集まる会議がございますので そこに参加したり

それぞれの地域で、例えば久米島等で観光協会が集

まる会議がございますので、そういったところに参

加したりして、地元と意見交換を行っているところ

でございます。

僕が言っているのは、こういう集ま○玉城満委員

りに参加するのではなくて、八重山の端っこまで

行って、これからの沖縄県の観光行政を担う人が沖

縄県の隅々にどういう観光の可能性があるのかと現

、 、 、地に行って 現地の観光協会と会う 観光課と会う

やはりそういうことをもう少しやるべきです。僕は

海外のプロモーションよりこっちのほうが先ではな

いかと思うのですが、いかがなものでしょうか。

今指摘がござい○湧川盛順文化観光スポーツ部長

、 、ますように できるだけ県内隅々の観光地について

こちらも現状を把握しながら、そしてまた現場も視

察したいと思っております。

今度、商工労働部関係ですが、特別○玉城満委員

自由貿易地域から国際物流拠点産業集積地域になっ

た効果というか、どういうところにこの効果があら

われているか、教えてください。

昨年度から変わったばかり○小嶺淳商工労働部長

ですので、まだなかなかお話ししにくいのですが、

反響といいますか、そういう意味では、全日本空輸

株式会社の物流拠点を中心に東アジアの中でそう

いったことができたということは、企業誘致として

も非常にいい影響が出てきていると思っています。

ことし、製造業の一部上場の企業が４社を連れて

きたわけです。そういうこととか、あと最近、北欧

の電気自動車の会社が、マーケットは中国ですが、

一部品を沖縄県でつくりたいとか、そういう意味で

は、国際物流拠点産業集積地域というある種衣がえ

をしたいろいろな効果というものはやはり出てきて

いると実感しております。

これは今、那覇市ですよね。うるま○玉城満委員

市はどうですか。

今の製造業が立地したとい○小嶺淳商工労働部長

うものはうるま市です。ですから、もし来ていただ

けるのであれば、恐らく今のＥＶ車の部品工場も当

然うるま市になるのだろうと我々は思っておりま

す。

今、うるま市のほうの国際物流拠点○玉城満委員

産業集積地域は、県がいろいろな仕掛けをなさって

いて、賃貸工場をやっていますね。今回、賃貸工場

の予算は執行率が３分の１ぐらいですよね。僕が少

し懸念しているのは、今、駆け込みというか、来年

だからそれまでには駆け込んで終わっているのかど

うかわかりませんけれども、東京オリンピック等が

あって、沖縄県に職人がほとんど不足している。賃

貸工場ということは、これは賃貸工場をつくるわけ

ですよね。その中で、今、公共もそうですが、民間

ももうぱんぱんで、結構納期以内に納め切れないと

いう例がいろいろなところに出てきているわけで

す。そこで３分の１の執行率で、ことしまたこれに

上乗せするわけでしょう。これは大丈夫ですか。

そういう建設のほうの人手○小嶺淳商工労働部長

不足とか、例えばそれで繰り越したというものは、

我々の事業に関しては今のところございません。

だから、僕は、今後大変ですよと、○玉城満委員

つまり、これは大丈夫ですかと言っているわけです

よ。その辺まで想定していらっしゃいますかという

話をしているのです。

そういう人の確保につい○小嶺淳商工労働部長

て、県の我々の事業としては、今のところ余り危機

感は具体的には感じていないということだと思って

います。

あの辺は中北部の経済の発信基地と○玉城満委員

いうか、非常に重要な場所なのですよ。きのうも農

林水産部のほうにも話をしたのですが、物流の件に

なりますと、皆さんは商工労働部として沖縄県の県

産品を対外的にどんどん輸出するという流れをつく

。 、 、らないといけない そのようなときに 物は皆さん

そして農産物は農林水産部、そして人は企画部と、

要するに物流だけでもこれだけにまたがってしまっ

ていて、一地域をもう少し物流に特化した形で皆さ

んの部の中にもつくってもらいたい、そういう要望

を最後の質疑にさせていただきたいのです。

、 、○小嶺淳商工労働部長 そういう意味では 今年度

国際物流推進課というものは、おっしゃるような仕

。 、 、事も基本的にはやろうということです ただ 実質

仕事の分担として、例えば那覇港のいろいろなロジ

スティクスセンターとかそういうものは、今企画部

がやっているという事実があります。その辺は我々
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、 、も 土木建築部の仕事であるということではなくて

そういう物流をある面、総括とまでは言っていない

ですが、そういう意識を持ってやりたいと思ってお

ります。

瑞慶覧功委員。○上原章委員長

文化観光スポーツ部ですが、最初○瑞慶覧功委員

に質問どりに来たときに、質問の半分が国際交流関

係だったのです。そうしたら、交流推進課が知事公

室に移ったということで大変ショックを受けて、不

徳のいたすところです。

まず、交流推進課はどういった理由で知事公室へ

移されたのか。

いろいろ理由は○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ありますけれども、１つ目には、外国の大使等々、

そういったところを迎え入れするのはやはり知事公

室がいいだろうということと、もう一つ、尖閣諸島

等々いろいろ課題が出てきましたけれども、そう

いったものについても、いわゆる観光という部署で

やるよりも、やはり知事公室で、知事に近い部署で

やったほうが望ましいだろうという理由で、交流推

進課が知事公室に移管されたものと理解しておりま

す。

世界のウチナーンチュ大会とか、○瑞慶覧功委員

、 。留学生の派遣とか そういうのも移されたのですか

交流推進課が知○湧川盛順文化観光スポーツ部長

事公室に移管されたのですが、その中で観光に近い

分野、世界のウチナーンチュ大会等々は文化観光ス

ポーツ部でそのまま引き続きやります。

かつて試験場が企画部にみんな集○瑞慶覧功委員

中して、また戻りましたけれども、財政的なそうい

う見方でやられると。やはり交流というものは一つ

ながりの分野ですので、そこはぜひ大事にしてもら

いたいということです。本当は私は戻したほうがい

いと思っているのですが、ぜひそういうところは

しっかりとやっていただきたいと思います。

では、プロスポーツのキャンプについて、受け入

れ状況を教えてください。

プロスポーツキャンプ○上間司スポーツ振興課長

につきましては、平成20年度から平成24年度までの

５年間は毎年約35件前後で推移しております。昨年

、 、度平成24年度におきましては プロ野球のキャンプ

合宿、自主トレが28件、あと、プロサッカーのキャ

ンプ、合宿、自主トレが７件の計35件となっており

ます。

外国のチームはどうなっています○瑞慶覧功委員

か。

、 、○上間司スポーツ振興課長 まず プロ野球ですが

、 、国内でいえば12球団中９球団が来ていまして あと

韓国の野球チームが６チーム来ております。さらに

サッカーですが、Ｊ１、Ｊ２のチームが４チーム来

ております。海外につきましては、済州ユナイテッ

ドと申します韓国のチームが１チーム来ておりま

す。

それに伴って、県外、国外からの○瑞慶覧功委員

入域客数と経済効果について伺います。

昨年度のキャンプ、合○上間司スポーツ振興課長

宿、自主トレに関しまして、まず件数は全部でいき

ますと282件あります。これはプロもアマチュアも

含めて全部であります。参加人数が8701名でござい

ます。この8701名の内訳のうち海外の方が506名で

す。あと、県外は7707名となっております。

あと、経済効果につきましては、プロ野球のキャ

ンプが81億6100万円、あと、プロサッカーのキャン

プにつきまして２億6651万円の経済効果となってお

ります。

選手以外にもその関係者とか―○瑞慶覧功委員

追っかけというのですか、そういう皆さんも含める

と大分効果があると思うのですが、今後、県として

はどういうかかわりをしていくのか。

沖縄県としましては、○上間司スポーツ振興課長

スポーツの振興に関しまして、競技スポーツ、生涯

スポーツ、あと、スポーツコンベンションという大

きな３本柱で取り組んでいるところであります。こ

の中でスポーツキャンプ等につきましては、スポー

ツコンベンションの観点から取り組んでおります。

先ほど来、観光の誘客プロモーションの事業があ

りましたが、県としましては、スポーツを素材とし

た観光誘客を図る政策として、例えば地域イベント

を活性化するとか、そういった定着を図る、着地型

の観光ということで取り組んでいきたいと考えてお

ります。

では、商工労働部のほうに移りま○瑞慶覧功委員

す。

最低賃金の問題ですが、沖縄県の最低賃金の状況

と額の決定の背景について伺います。

沖縄県の最低賃金に○伊集直哉労政能力開発課長

つきましては、公益労働者及び使用者の代表で構成

される沖縄地方最低賃金審議会というものがあるの

ですが、そちらのほうで調査、審議が行われます。

同審議会の答申を受けて沖縄労働局長が決定する、

そういう流れになっております。

その際、労働者の生計費、賃金、通常の事業の支
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払い能力、そういったものを総合的に勘案して定め

られることになっております。さらに、労働者の生

計費を考慮するに当たっては、生活保護に係る施策

との整合性に配慮することとされております。こう

した審議経過を踏まえまして、平成25年度沖縄県最

低賃金は664円に改定されることとなっており、来

る10月26日から施行される予定であります。

雇用主が最低賃金法に違反した、○瑞慶覧功委員

守らなかった場合の罰則等はどうなっていますか。

最低賃金法に違反し○伊集直哉労政能力開発課長

ている事業者がいましたら、それに対しましては、

労働基準監督署が立入調査を実施することになって

おります。調査を実施し、必要に応じて是正勧告を

行うという形になります。その勧告に従わない場合

については、最低賃金法の第40条に基づきまして50

万円以下の罰金が科せられるという形になっていま

す。

次に、シルバー人材センターにつ○瑞慶覧功委員

いてですが、設置目的を伺います。

シルバー人材センターは、○又吉稔雇用政策課長

高齢者の生きがいの充実、あるいは社会参加を促進

することにより、地域の活性化に貢献すること等を

目的として設置されております。

社会参加ということですが、やは○瑞慶覧功委員

り60歳以降には生活の糧にもなっていると思うので

す。そういった意味で、今のシルバー人材センター

の県内の設置状況ですね。

県内には16のシルバー人材○又吉稔雇用政策課長

センターが設置されております。

資料では11市３町２村ということ○瑞慶覧功委員

になっているのですが、市はもう全て設置されてい

るということですね。私は北谷町ですが、北谷町の

シルバー人材センターは、会員が結構いて、交流と

か、また地域の清掃みたいなものを事業として、と

ても活発なのですよ。これはもっと広げていくべき

ではないかなと思うのですが、今後、シルバー人材

センターに関して、県はどういった対応方針を持た

れているか。

まず、シルバー人材セン○又吉稔雇用政策課長

ターの設置率ですが、全国平均で見ますと80％、あ

るいは九州平均で85％となっております。沖縄県の

場合、市町村の中で現在39％の設置率と、全国や、

あるいは九州に比べて低い状況となっております。

設置がなかなか進まない状況として、市町村の財

政負担、そこら辺の負担もあると思うのですが、高

齢者の生きがいとか、あるいは健康増進、ひいては

医療費の削減等にもつながっていくと思いますの

で、公益社団法人沖縄県シルバー人材センター連合

のほうと連携して、県としては設置率の向上に向け

て取り組んでいきたいと考えております。

頑張ってください。○瑞慶覧功委員

休憩します。○上原章委員長

午後０時２分休憩

午後１時22分再開

再開いたします。○上原章委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

玉城ノブ子委員。

まず最初に、国際物流拠点産業○玉城ノブ子委員

集積地域について、旧特別自由貿易地区について質

疑をいたします。

まず、企業立地目標とこの地域の実績についてお

伺いいたします。

平成25年度9月末現○屋宜宣秀企業立地推進課長

在の国際物流拠点産業集積地域うるま地区の立地企

業数は38社になります。

沖縄21世紀ビジョン実施計画を○玉城ノブ子委員

持っていますね。この目標と分譲した地域は買い取

り条件つきがありますよね。そして、それぞれ賃貸

工場についても答弁願います。

立地企業の目標数に○屋宜宣秀企業立地推進課長

つきましては、今おっしゃった沖縄21世紀ビジョン

実施計画におきまして、目標年次である平成33年度

までに110社と設定してございます。今、９月現在

で分譲地に５社、それから買い取り条件つき貸し付

けが４社、賃貸工場に29社の、先ほど申し上げまし

た38社が入居しておりまして、達成率は34.5％にな

ります。

全体面積と販売面積、購入した○玉城ノブ子委員

土地の面積の分譲率についてはどうなっています

か。

民間への分譲面積が○屋宜宣秀企業立地推進課長

今2.4ヘクタールで2.7％、それから、買い取り条件

つきの貸し付けが5.3ヘクタールで5.8％、賃貸工場

の用地が公共施設込みで23.9ヘクタールで26.6％に

なります。

賃貸工場は貸し付けもあります○玉城ノブ子委員

よね。

公共施設用地の中で○屋宜宣秀企業立地推進課長

貸し付けの形で建物をつくりまして貸している部分

がございますので、それは公共施設用地として一く

くりで今申し上げました。

国税の優遇措置の適用を受けて○玉城ノブ子委員
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いる企業数は何社ですか。

国税の優遇措置の適○屋宜宣秀企業立地推進課長

、 。用を受けた企業数ですが 昨年度は２社になります

それと、国際物流拠点産業集積○玉城ノブ子委員

地域うるま地区の立地企業数と雇用者の実績は具体

的にどうなっていますか。

国際物流拠点産業集○屋宜宣秀企業立地推進課長

積地域うるま地区の雇用者数につきましては、製造

業が38社、496名。沖縄ＩＴ津梁パークを加えます

、 、 。と 沖縄ＩＴ津梁パークで18社 1134名になります

うるま地区とその他の情報関連○玉城ノブ子委員

産業 それぞれの正規 非正規雇用の状況はどうなっ、 、

ていますか。正規率は何％ですか。

製造業について、私○屋宜宣秀企業立地推進課長

からお答えいたします。うるま地区の製造業につき

ましては、正規雇用が398名で、80％になります。

沖縄ＩＴ津梁パー○慶田喜美男情報産業振興課長

クに進出されている企業の雇用者数でございます

が 最新の９月末のデータで言いますと 全体で1208、 、

名と若干増加しております。その中に占める正社員

の割合は272名ということになっております。沖縄

ＩＴ津梁パークの正規雇用の割合は22.5％になって

おります。

今答弁していただいたのです○玉城ノブ子委員

が、国際物流拠点産業集積地域、名称を変えてそう

いった名称になっていますが、貿易の振興に資する

ということで、日本においては沖縄県のみに適用さ

れる優遇制度を導入して、加工貿易型産業として企

業立地を目指してきたわけですよね。しかし、現状

においては、先ほど答弁がありましたが、今新たに

、 、沖縄21世紀ビジョンが策定されて その計画の中で

平成33年度までに110社の立地目標があります。し

かし、今までに分譲が進んでいるのは企業数は９社

で、残りはなかなか土地が売れない。そして賃貸工

場を建てて貸し付けているというものが29社になっ

ているわけです。分譲面積も2.7％と、買い取り条

件つき貸し付けも含めて5.8％という状況であるわ

けですよ。沖縄県は企業誘致を進めるためにいろい

ろな財政措置をどんどん行ってきたわけですが、沖

縄県財政はやはりこういう状況が大きく圧迫すると

いう状況になっているわけです。私たちはずっと指

摘はしているのですが、改めてこの地域に対する総

、 、 。括 点検 検討をやる必要があるのではないですか

皆さん、総括、検討をきちんとやっているのでしょ

うかということなのですが、どうでしょうか。

おっしゃるとおり、旧特別○小嶺淳商工労働部長

自由貿易地域、広く製造業の立地が、沖縄県は長い

こと苦戦していたのは事実でございます。ただ、よ

うやくといいますか、１つはアジアのマーケットで

すね、中国とＡＳＥＡＮだけでも20億円のマーケッ

トができてきていると。それから、生産、分業でも

いろいろきめ細かい分業。例えば一昔というか、今

でも若干そうですが、車は全部、部品も含めてタイ

に持っていく、そういう産業を丸ごと持っていく分

業のようなものが多かったわけですが、最近はいろ

いろな物流の高度化、全日本空輸株式会社の物流拠

点も関係があるのですが、物流の高度化によって、

これは沖縄県、これは九州、最終的な組み立てライ

ンは例えば青島とか、そういういろいろな分業が多

様化してきたということ。さっきのマーケットとい

う意味で、ようやく沖縄県の特に旧特別自由貿易地

域のいろいろな企業さんの見る目が変わってきた。

やっとそういう風が吹いてきたといいますか、そう

いう意味では状況は相当変わりつつあるし、今後

もっと変わっていくと我々は思っています。

皆さん方はそのように言ってい○玉城ノブ子委員

ますが、今の現状でいくと、この国際物流拠点産業

集積地域に本当に企業が進出をしてくる見通しがあ

るのかというと、沖縄県が莫大なお金を投資して、

それで誘致をしてお金をつぎ込んでいく。こういう

形での企業の誘致というものは、本当に沖縄県の産

業の振興に資するようなものがこの地域で生れてく

るということについては、見通しとしては、全然な

いと言わざるを得ないわけです。ですから、皆さん

方の新たな貿易型産業の振興を図ることについて

は、やはり再度総括をして、どういう方向でこの地

域を見直ししていくのかということでの検討をする

必要があるのではないかと思うのです。

先ほども申し上げました○小嶺淳商工労働部長

が、今後、沖縄県に製造業で立地したいという企業

が今現にふえつつあることは事実です。我々はいろ

いろな話を聞いています。そういう意味で、時代が

変わってきたということは申し上げていいと思うの

です。今までみたいなことはないと言っていいと思

います。

それともう一つは、沖縄県がいろいろ設備をつ

くったり、ある意味では誘致のインセンティブがな

いと来ないのではないかというお話もあります。そ

れは正直に言って、やはり日本の中で地域間の競争

はあるわけです。そのためには、ある程度行政とし

て企業の投資環境を整備することは不可欠なので

す。ただ、一つ誤解のないように申し上げますが、
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幸い沖縄県は８割補助の沖縄振興一括交付金という

国の補助金がありますので、そういう意味では、沖

縄県が持ち分の２割なり１割なり、その辺を家賃と

して回収する、そういう仕組みでやっています。賃

貸工場とかいろいろな設備投資は、少なくとも沖縄

県の持ち出し分については家賃として戻ってくると

いう枠組みで全てやっています。

もう時間がないので、ただ、私○玉城ノブ子委員

はそのことだけは少し指摘はしておきたいと思いま

す。

次に、アベノミクスの政策で円安で今原材料費が

高騰して、中小業者の皆さん方が大変厳しい状況に

置かれています。小麦粉、大豆の高騰、糸満市は豆

腐製造業が非常に多くて特産品になっているのです

が、その大豆の高騰で、中小業者の皆さん方は本当

に厳しい状況になっているのです。この沖縄県内の

円安による原材料費の高騰によって、中小業者の皆

さん方の状況はどうなっているのか、皆さん、実態

調査をなさいましたか。

円安に関して、原材○新垣秀彦中小企業支援課長

料、原油等が上がることの影響ということで、沖縄

県では７月に商工会等を通してアンケート調査を行

いました。それによると、あの段階で３割ぐらいが

厳しい、４割ぐらいが今後６カ月に非常に厳しいと

感じているという調査結果がございます。

私も業者の皆さん方からそうい○玉城ノブ子委員

う訴えを聞いているのです。これはやはり国の政策

によって、中小業者の皆さん方が大きな影響を受け

、 、るという状況になっているわけですから 皆さん方

具体的な中小業者に対する支援策ということはどの

ように考えておられますか。

この７月のアンケー○新垣秀彦中小企業支援課長

ト結果に基づき、この中で特に事業者が求めている

のが沖縄県の金融制度に関する拡充ということでし

たので、去る10月7日に今の沖縄県の中小企業セー

フティーネット保証制度を拡充するということで対

応してございます。例えば、もともとの国のセーフ

ティーネット保証５号が原油に限ってというところ

を原材料にも伸ばしていく、そして限定された事業

者を、例えば製造業だけではなく、小売業であると

か、そば屋さんとか、そのあたりまで活用できるよ

うにということで拡充してございます。

中小企業セーフティーネット保○玉城ノブ子委員

証制度の拡充ということが出ています。認定基準だ

とか業種の範囲を拡大するとか、そういう融資制度

の拡充を図っていらっしゃいますが、利率について

も、やはり緩和策を考えていくべきではないかと私

は思うのです。

中小企業セーフテ○新垣秀彦中小企業支援課長

ィーネット保証制度を初めとする県単融資制度の金

利につきましては、金融機関の事務コストや個別の

―今14資金、18貸し付けがあるのですが、それぞれ

の資金ごとのリスクの負担などを勘案して、総合的

に金利設定を行っているところです。今回につきま

しては、金利を動かすのではなく拡充して、要望に

速やかに応えるということでスピード感を持って、

拡充というところにとどまりました。金利を下げる

ことについては、また関係機関等との調整も必要で

、 、すので 年度中においては非常に難しい状況ですが

今後検討していきたいと思います。ただ、このセー

フティーネット保証制度につきましては、平成24年

度に0.3ポイント引き下げておりますので、その様

子を見ながら、今後考えていきたいと思います。

国のアベノミクスの政策でこう○玉城ノブ子委員

いう中小業者の皆さんが不況に陥るという状況に

なっているので、これに対してもやはり無担保、無

利子の特別融資制度を創設せよということを要求し

、 。ていくべきではないかと思うのですが どうですか

今、新垣中小企業支援課長○小嶺淳商工労働部長

がお話ししましたように、とりあえず資金の枠を確

保するというものがあったので、それを優先して

やっています。なかなか利子もほかのものよりは当

然優遇したものを設定していますが、無利子とか、

あるいは利子負担というものは、どうしても沖縄県

の税金を使ってやっているわけですから、いろいろ

なリスクも含めて、それは全体を見ながらベストの

解決方法を検討していきたいと思っています。

利子とはいっても、やはり国の○玉城ノブ子委員

アベノミクスの政策で円安で原材料費が高騰すると

いう状況が生れているわけですから、皆さん、中小

業者のそういう支援をやるための要求は、ぜひ国に

もやっていく必要があると思って、その話をしてお

きたいと思います。

次に、地産地消について。今、沖縄県の観光産業

でやはり地産地消を積極的に推進するということ

は、観光産業の発展の上でも大変重要な要素になっ

ているのではないかと思うのです。今、観光客の旅

行内容で大きな比重を占めているものについて順番

に答弁いただけますか。沖縄県の観光産業で重要な

要素を占めている、要するに観光客の皆さん方が沖

縄県に観光に来て、どういうものについて一番関心

を示して旅行に来ておられるのかということで、皆
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さん、観光要覧の中でいろいろな調査もなさってい

るようですので。

観光客が沖縄県に来て楽し○村山剛観光政策課長

むパターンということは、観光地めぐりとか、海水

浴とか、マリンレジャー、休養、保養、いろいろあ

りますが、その中で満足度が高いものは、まず１つ

。 。 、が観光地めぐりです いわゆる周遊ですね それと

その次に高いのが沖縄料理を楽しむ、その次に高い

のが保養、休養、いわゆるゆっくり休養するという

ことです。その次がマリンレジャーとか海水浴とい

う順番になっています。

観光要覧の中でも示されていま○玉城ノブ子委員

すが、観光客の皆さんが沖縄県に来て、沖縄料理を

楽しむということが２番目に高い数値になっている

わけです。ですから、沖縄県の伝統的な食材、私は

農林水産部で島野菜の生産拡大をもっと積極的に推

進していくべきだということを要求してきました

が、その食材を活用して沖縄料理を観光客の皆さん

に提供して、観光客をふやしていく。これは観光客

をふやすと同時に、滞在日数をふやす、消費額をふ

やしていくということになると思うのです。そうい

う点で、沖縄県の食材をこの観光の分野でどう生か

していくのかということは非常に重要ではないかと

思っているのです。そういう意味での使用率を高め

ていくために、具体的に皆さんがどのようなことを

なさっているのかということをお聞きしたいので

す。

私ども沖縄県が実施しまし○村山剛観光政策課長

た観光産業実態調査によりますと、ホテルなど観光

関連産業の飲食分における沖縄県産食材の使用は金

額ベースで48.5％となっておりまして、ある一定程

、 。度 沖縄県産食材は活用されているものと考えます

また、観光統計の実態調査によりますと、観光客が

よい印象を持った飲食施設といたしまして、沖縄県

産食材をたくさん使っていたことや沖縄らしいメ

ニューがあったことが上位に挙げられております。

したがいまして、観光客に沖縄県産食材を使った

料理を提供することがそのホテルとか飲食店の魅力

向上につながることをホテル側に周知、いわゆる情

報提供することで沖縄県産食材の使用率を上げてい

きたいと思っております。さらに、沖縄県産食材を

活用するホテルや飲食店につきまして、一般財団法

人沖縄観光コンベンションビューローのホームペー

ジで紹介するなど、積極的に情報発信を行っていき

たいと思います。

琉球大学の観光科学科で、地元○玉城ノブ子委員

農産物、食材が観光に貢献するための新たな分析と

いうことをやっているのです。中身は私も少し読ま

せていただきまして、これはおもしろいなと思った

、 、のですが これはやはり沖縄県がそこにかかわって

そういう分析をやっていく必要があると。沖縄県の

食材、沖縄県の料理が沖縄県の観光客をふやし、観

光産業を発展させる上で大変大きな一つの要素を

持っているのだということをいろいろな角度から分

析をしているわけです。ですから、そういう意味で

は、皆さん方も積極的に、この分野から沖縄県の観

光産業をどう発展させていくのかということをぜひ

考えていただきたい。そして、今、長寿県沖縄の価

値ということで、新たな取り組みとして今始まって

いるわけですが、そういう意味では、私は沖縄県の

体にいい食材を使って、沖縄県の魅力を観光産業の

中でもどう生かしていくのかということを積極的に

考えて取り組んでいただきたい。

そういう意味では、ホテルや宿泊施設での沖縄食

材の使用率をもっと上げていく努力を皆さん方は

やっていく必要があると思うのです。そういう意味

で、ホテルや宿泊施設での沖縄県の食材を活用する

使用協定をぜひ結んで、その使用率を上げていくと

いうことが必要ではないかと思うのですが、それに

ついてはどうでしょうか。

今のお話にあっ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

たとおり、沖縄県に観光に来て、そして満足しても

らうためには、やはり沖縄らしい料理、沖縄県産野

菜を使った、そういったものが必要だと思っており

ます。そういったことで、先ほどあったような形で

情報発信をしたり、もしくは農林水産部とも連携し

て今取り組んでいるところです。今、御提言のあっ

たホテルと協定を交わすことについては、やはりホ

テルと生産者同士で締結するものだと理解しており

ます。まず、沖縄県としては、今の食材の利用につ

いて、コストと安定供給ということが大きな課題に

なっております。そのこともクリアしながら、いろ

いろ勉強しながら、農林水産部、商工労働部とも連

携して取り組んでいきたいと思っております。

儀間光秀委員。○上原章委員長

文化観光スポーツ部にお尋ねいた○儀間光秀委員

します。

沖縄観光国際化ビッグバン事業、その事業費と内

容をお聞かせ願えますか。

平成24年度沖縄観光国際○前原正人観光振興課長

化ビッグバン事業の予算額は34億4497万5000円でご

ざいます。内容としましては、外国人観光客数の拡
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大を目的に、航空路線の就航や増便等を促す交通ア

クセスの拡充、映画やテレビのマス媒体を活用した

一般旅行者の認知向上、セールス活動の拡充による

ビジネスチャネルの強化、沖縄県内の外国人受け入

れ体制の拡充等を実施しております。

その事業の一環で安室奈美恵コン○儀間光秀委員

サートタイアップ企画というものがあったと思うの

ですが、それに要した予算をお尋ねいたします。

これは台湾での○湧川盛順文化観光スポーツ部長

マーケティング調査の結果、やはり身近な外国であ

るがゆえに、沖縄県に対する飽きだとか年配の訪問

者というイメージが定着しているという懸念がござ

いましたので、それで、この安室奈美恵のコンサー

トをタイアップしてプロモーションを実施したと。

、 、 、予算については 協賛額として340万円 それから

もろもろの情報発信のための経費として290万円、

計630万円という予算を投じております。

かかった費用の約630万円はどう○儀間光秀委員

いったものに使われたのですか。

そのコンサート○湧川盛順文化観光スポーツ部長

自体が２日間開催されているのですが、１日１万人

程度、トータルで２万人程度の大規模なイベントで

す。その中で、コンサート会場内でのＣＭ放映、会

場内で封筒、チラシを設置することですね。それか

ら、協賛スポンサーとしてポスターとかチケットに

沖縄県の名前を露出しているということです。それ

から、スポンサーブースを設ける等々に活用してお

ります。

今おっしゃったコンサート内での○儀間光秀委員

ＣＭ、あるいは封筒、チラシの設置、その中で協賛

スポンサーということで、通常、そういったイベン

ト事が行われるときに、今630万円というものはチ

ラシにかかったもろもろの制作費用だと思うので

す。これはスポンサー料も含まれているという認識

でよろしいのですか。

協賛額も含まれ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ております。

そうすると、資料提供をいただい○儀間光秀委員

たので、その明細は手元にあるのですが、その明細

の中のスポンサーの広告というものはどの中に入っ

ているのか。例えば、この１番ですか、日本円で約

100万円と。であるとするならば、トータル630万円

ぐらいの予算でこれをやった効果というものはどの

ようにあらわれたのか。

先ほど御説明し○湧川盛順文化観光スポーツ部長

たとおり、やはり台湾の観光客をもっとふやしてい

、 、 、くためには 若者をターゲットに 特に女子旅など

そういった方々に対して新しい沖縄県のイメージを

浸透させることが必要だと思っております。安室奈

美恵のコンサートにはそういった方々が来場すると

いうことですので、それに２万人の方々が訪れてお

ります。そこでそういった沖縄県のイメージがＰＲ

できましたので、一定の成果はあったと理解してお

ります。

ということは、数字的にはいろい○儀間光秀委員

ろな要素はあると思うのですが、台湾からの観光客

もふえているという認識でよろしいのですか。

今年度の４月か○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ら９月までの実績を見ても、台湾からの観光客が全

体の52.3％を占めております。今、半分程度海外の

お客さんは台湾ですので、一定の成果は出ていると

理解しているところでございます。

その中で、アンケート調査も行っ○儀間光秀委員

たようですが、どういったアンケート調査をしたの

か。その効果を沖縄県として総括的に見たときに、

どういう認識をお持ちになっているのか。

会場内でアンケート調査○前原正人観光振興課長

をまず行っていまして、認知度と好感度について聞

いております。まず、認知度については、沖縄県の

認知が約７割の方は御存じと、２割強の人が非常に

よく知っていると回答しております。その中でも男

性が女性よりも認知度は高いという結果になってお

ります。また、好意度としましては、ほぼ全員の方

が旅行先として沖縄県に好意を持っていると。非常

に好きとやや好きを合計で99.8％の回答となってお

ります。また、その宣伝に対する印象についても聞

いておりますが、会場内で流したショートムービー

に対する印象がとても印象深かった、また印象に

残ったという合計が78.5％で、男性の20代の方々に

比較的高い85.7％の好印象を与えています。そのこ

とから、我々が狙いとしました若い世代に訴求した

いという目的は達せられたものと思っております。

この結果を生かして、今文化観光○儀間光秀委員

スポーツ部長からもお話があったのですが、外国人

観光客の中でも過半数は台湾からと。さらにその数

字を上げるための今後の施策というものは何かお持

ちですか。

先ほども部長からありま○前原正人観光振興課長

したが、今後、若い人に、どうしても近いというと

ころから、簡単に行ける観光地、外国であると。そ

れから、年配の方が行く外国だという印象がどうや

ら定着しているのではないかという懸念を我々は
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持っているものですから、そのブランドイメージを

もう一度変えて、若い方々が来ても楽しめるんだ、

そういった印象を持たれるように、取り組みをやっ

ていきたいと思っております。

繰り返しになるのですが、630万○儀間光秀委員

円の事業予算で、このぐらいの観光客、今後も含め

て伸びるというものであれば、台湾以外でも韓国、

中国、あるいはシンガポール、タイ、そういった東

南アジアを視野に入れて、大いにやるべきだと私自

身認識するのですが、いかがですか。

海外の誘客につ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

いては、戦略市場等々を定めながら、その中でそれ

ぞれの地域に合ったプロモーションを打っていきな

がら、今誘客をやってみたいということです。それ

から、また可能性があるところについては、当然の

ことながら、飛行機のプロモーション、そういった

ものも行いながら、できるだけ多くの人が沖縄県に

来ていただくような取り組みを今後も行っていきた

いと思います。

少し質疑を変えます。地域観光資○儀間光秀委員

源創出支援事業の目的と内容をお願いします。

地域観光資源創出支援事○前原正人観光振興課長

業は、地域が主体となって、地域という場合には市

町村であるとか地元のＮＰＯ、こういった方々が主

体となって、地域にある観光資源を生かして新しい

観光商品をつくっていくと。狙いとしては、まず観

光商品をつくるということと、あとはそれを生かし

て観光振興を行う主体、地域を育てていくという２

つがございます。この事業の内容としましては、ま

ずそういった団体を公募しまして選定をします。そ

の中で、事務局のもとに委員会をつくりまして、専

門家を配置して、まず選定の段階からその方々に加

わっていただくと。この選定された団体はモニター

ツアーとか商品をつくるわけですが、その商品のブ

ラッシュアップとか、いろいろなアドバイスを与え

たり、あるいは必要に応じてアドバイザーを派遣し

たりということで、地域の活動、観光資源の創出に

つなげていく、そういった内容でございます。

今おっしゃったとおり、事業の実○儀間光秀委員

績、モニターツアーとか、新しい観光メニューのア

ドバイザーを派遣するとか、ブラッシュアップを

やったりという実績があるかと思うのです。その中

で、新たな観光メニューが実際できたのか、できて

いるのであれば、具体的にどういったものなのかお

聞かせください。

平成24年度の地域観光資○前原正人観光振興課長

源創出支援事業におきましては、５事業、５地区で

事業を起こしております。例えば、伊平屋村では民

泊のノウハウも盛り込んだ企業研修をモニターツ

アーとして実施しました。その結果、商品化に成功

しておりまして、今年度はコープの団体が新人研修

旅行を行っております。また、11月にも北部の企業

が中堅職員の研修を行う予定だと聞いております。

また、伊是名村ではＮＰＯ団体の島の風というもの

、 「 」がございますが そこが主体となって しまあかり

というイベントを行っています。これは地域の方々

と都会からいらっしゃる方々の交流を通して観光振

興につなげようというものです。これは本年度も助

成対象から外れていますが、自主事業として実施す

ることになっております。

また、その中でも特に今回効果が高かったのが久

米島で実施しましたホタルの里というその環境を生

かしたエコツアーなのですが、こちらは教育旅行の

商品として商品化に成功しておりまして、ことしは

。200名程度の方々が利用していると聞いております

地域の活性化にももちろんなるだ○儀間光秀委員

ろうし、ひいては観光にもなっているだろうと思い

ます。そういったものは今後とも予定があるのか、

沖縄県としての認識をお聞かせください。

今年度も引き続き実施し○前原正人観光振興課長

ております。

先ほども言ったのですが、こう○儀間光秀委員

いったものが地域の活性化につながりますので、今

後とも各地域と沖縄県が一緒に同じ思い、ベクトル

を同じ方向に向けて、ぜひこの事業をさらに発展さ

せていただきたいと思います。

質疑を少し変えます。多言語観光案内サイン整備

事業の目的あるいは内容、その効果をお聞かせくだ

さい。

多言語観光案内サイン整○前原正人観光振興課長

備事業は、増加しています外国人観光客に対応する

ために、観光地の周辺地図を示す周辺案内板と、そ

れから観光施設までを矢印で誘導する誘導案内板を

多言語表示で設置するというものでございます。言

語としましては、日本語、英語、簡体語、繁体語、

韓国語ということになっています。平成24年度は全

市町村から応募を募りまして、15市町村へ補助しま

した。沖縄県で施行したものも合わせますと、周辺

案内板が29基、そのうち沖縄県施行板が２基でござ

います。誘導案内板は130基を整備しております。

これは具体的に、例えばどこに配○儀間光秀委員

置されているとか、どういったところに行ったら見
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れるとか。僕は少し恥ずかしい話なのですが、その

ものを見たことがないもので、実際見に行くとすれ

ばどういったところに配置されているのかお聞かせ

ください。

一番近いところとしまし○前原正人観光振興課長

ては、沖縄県庁前の県民広場の観光客がお休みに

なっている傘のある部分がございますが、その下の

ほうにございます。

先ほどのことと関連するのです○儀間光秀委員

が、観光客が年々ふえていっているということで、

そういった細かい部分までこういった案内サインが

必要だと思うのです。それは今年度も、またこれか

ら先もどのぐらいを目標に、沖縄県としては整備し

ていく予定ですか。

本事業は今年度も引き続○前原正人観光振興課長

き実施する予定でございますが、本年度の事業実施

の中でさらにその調査を行いまして、必要箇所等は

市町村から聞き取りを行いまして、できる限り継続

していきたいと思っております。

ぜひそうしていただきたいと思い○儀間光秀委員

ます。レンタカーも含めて、タクシー等も含めて、

沖縄県内津々浦々に行かれると思います。そういっ

た意味でも、沖縄県内津々浦々にぜひそういった観

光客が来て、この案内板を見て気持ちよく帰って、

また沖縄県へ行こうという思いにさせるように、ぜ

ひ沖縄県としても努力していただきたいと思いま

す。

砂川利勝委員。○上原章委員長

それでは、質疑させてください。○砂川利勝委員

まず、沖縄振興一括交付金を利用した一般財団法

人沖縄観光コンベンションビューローの事業成果を

説明してください。

沖縄県における○湧川盛順文化観光スポーツ部長

平成24年度の観光関連事業の決算額は84億円です。

そのうち一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローに委託した沖縄振興一括交付金事業が約

43億円です。これの事業、それから関係団体、そし

て民間の取り組み等が相まって、成果としては平成

24年度の観光客数が592万4700人、対前年度比で7.2

％増、そして観光収入が3997億円、対前年度5.7％

増ということを実現しております。特に、外国人の

観光客数が過去最高の38万2500人で、対前年度26.9

％と大幅な増加をしております。

引き続き今年度も、先ほど少し説明しましたが、

４月から９月までの上半期の入域観光客数が337万

9800人ということで、平均で12.8％の大幅な増でご

ざいます。それから、外国人観光客が35万8600人と

いうことで、昨年度が１年間で38万人でしたので、

上半期でそれに近い数字まで達成できているという

状況にございます。

これだけの事業をやった中で、こ○砂川利勝委員

の事業の中でどうしてもＰＲしたいというものがあ

りますか。

今年度の観光客数の伸び○前原正人観光振興課長

の中でも、やはり外国人観光客数の伸びというのが

非常に目立っております。沖縄県としましては、こ

れまで重点市場、これは直行便の飛んでいる地域で

す。それから戦略市場、これはまだ直行便は飛んで

いないが、チャーターとかが実現していて、もう少

しで直行便にいけるのではないか、定期化できるの

ではないかという地域。それからまた、新規市場と

いう、これはヨーロッパとか欧米を含めてそういっ

たようなところ。戦略的に予算の配分とかそういっ

たものも重点市場に厚く、その次に戦略、新規とい

う形で行っております。それにあわせて昨年度も

マーケティング調査を行ったのですが、新しくブラ

ンドのイメージのロゴとしてＢｅ Ｏｋｉｎａｗａ

というものもつくりまして、戦略的に実施している

ところでございます。

おかげさまで、新石垣空港が開港○砂川利勝委員

して、多分予想外と思うぐらいの観光客が来ていま

す。これはひとえに皆さんが誘致活動をしてくれた

というものが結果としてあらわれているのかと。い

ろいろなところで、もちろん外国もそうですが、日

本各地でもラッピングバスとかされていると思うの

ですが、その成果が私は多分にあったのかと思って

います。ぜひ観光客が減らないようにしっかりとま

たＰＲをしていただければと思っています。

それで、Ｗｉ―Ｆｉ支援事業も、石垣市、そして

またよその地域でもしっかり取り組んでいるという

ことです。やはりいろいろな意味で情報も必要です

ので、これからも多分、これを見ると、宮古島市が

一番多いですよね、43件。そういった中で、沖縄本

島も含めていろいろなところでそういった支援をこ

れからも続けていただければと思っております。

それで、今後、離島を含めた中で、石垣市まで来

ています。その先の八重山におけるＰＲも含めて西

表島も、そしてまた与那国町も含めて―若干与那国

町が下がっているかなと思うのですが、そこまでど

のように今後伸ばしていけるのか、検討しているこ

とを聞かせていただきたいと思います。

今、八重山を見○湧川盛順文化観光スポーツ部長
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た場合、新石垣空港の開設によって本当に当初予想

を超えるぐらいの勢いで観光客が伸びていると思い

。 、 、ます これプラス 今委員の御指摘があったように

石垣市からさらに波照間島、そして与那国町、そこ

まで延ばしていくような仕組みが、文化観光スポー

ツ部としてもこれはぜひ必要だと思っております。

例えば、昨年度、与那国町の海底遺跡の商品づく

りについても支援をしたところです。一定の成果が

上がってきているところですが、そういった形で引

き続きそれぞれの地域の持つ観光商品をつくり上げ

ていって、そして石垣市からそこに足を運ぶような

取り組みをやっていきたいと思っています。特に今

年度投下したのが、去年まではそれぞれの離島につ

いて商品づくりを一緒にやっていきながらアドバイ

ザーを派遣し、そしてホームページでいろいろと情

報発信をやってきたところですが、今年度はその離

島の観光業者と東京に一緒に行って、そこで離島の

商品を商談会で売っていくということをやっており

ます。そういった形で、一つずつきちんと離島商品

につくり上げていけるようなところまでフォロー

アップしていきたいと考えております。

空港はそういう流れで多分いいの○砂川利勝委員

かと思います。

海ですね、今、コリアン船、外国からの船が来て

いるのですが、石垣市には寄っています。竹富町も

大きな船が寄るぐらいの海底の深さはあるのです。

本来ならば、そこも整備して、特に西表島は世界に

誇れる国立公園として魅力のある島だと思うのです

ね。そこはこれからそういった整備も、皆さんとは

少し管轄が違うのですが、そういう取り組みをする

ことによって本当に世界に発信ができるのかと。石

垣市もいい島なのですが、この竹富町の西表島とい

うところは、もっと自然の豊かな島です。そこも視

野に入れながら―もちろん土木建築部と話をしない

といけないと思うのですが、そこまでやはり私は考

えていく必要性があると思うのです。その辺はどう

ですか。

大型のクルーズ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

船が来るような港の整備についてはなかなかすぐに

は難しいと思います。その辺は土木建築部と一緒に

、 、相談しながら また今後検討していきたいのですが

もう一つ、やはり離島周遊型ですね。例えば石垣港

を起点にして、それぞれの離島を周遊していく。余

り大型ではなく、周遊できるような規模の実現可能

性の高いクルーズのあり方についても、引き続き検

討していきたいと思っております。

多分地元からも要請があったと思○砂川利勝委員

いますので、ぜひ実現をしていただきたいと思いま

す。

質疑を変えたいと思います。民泊の現状はどう

なっているか、少しお聞かせください。

ことし５月に実施しまし○前原正人観光振興課長

た民泊経営団体に対する調査によりますと、沖縄県

への修学旅行において、いわゆる民泊と言われる宿

泊形態を利用している学校は、平成24年度の実績で

691校、10万9893人、平成25年度の予定を含む実績

は727校、12万2443人となっております。

これも特に伊江島と宮古島市が先○砂川利勝委員

進地かと思っています。八重山にもそんなに数は来

、 。ていないと思うのですが 来るようになっています

今後、民泊事業というものはやはり田舎のよさを体

験できる一つの手段だと思いますので、民間業者で

やるとは思うのですが、沖縄県も何らかの支援をし

ていただきたいと思いますが、どうでしょうか。

沖縄県では、民泊の受け○前原正人観光振興課長

入れ団体に対して説明会、個別説明等の方法で、営

業に当たって必要な法令上の手続、それから安全衛

。 、生の確保に関する情報提供を行っております また

学校や旅行会社に対し、沖縄県外における修学旅行

説明会や修学旅行ＰＲ映像等の中で、沖縄県への修

学旅行の新たな魅力として民泊が高い評価を得てい

るということをＰＲしております。また加えて、学

びの分野における沖縄観光の新たな魅力の創出を目

指して、エデュケーショナル・ツーリズム推進事業

というものをつくっておりますが、その中で新商品

の開発を目指す民間団体等に対する支援を行ってい

ます。今年度は民泊の新たな魅力の創出に意欲的に

取り組む民泊受け入れ団体の応募に対し、審査の上

で支援の対象としております。

ぜひこの民泊というものを広げて○砂川利勝委員

しっかり支援していただいて、より子供たちの思い

出、そしてまたリピーターとして絶対帰ってこれる

ような対応をお願いしたいと思います。

次に移ります。ゴルフ場が石垣市にはないと。皆

さんの考え方として、ゴルフはスポーツなのか、観

光なのか、どういう考えがあるのか聞かせてくださ

い。

両面があると思○湧川盛順文化観光スポーツ部長

います。１つには、やはりスポーツという機能もあ

りながら、一方、観光客で沖縄のゴルフ場のすばら

しさに引かれて、沖縄県でゴルフを楽しむというよ

うな商品もございますので、両方の側面を持ってい
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ると思っているところでございます。

皆さんは文化観光スポーツ部です○砂川利勝委員

よね。石垣島にはゴルフ場がないという中で、これ

は石垣市だけの問題ではないと私は思います。今、

観光客がふえてきたのですが、さっき言ったリピー

ター、ゴルフ場があればまた来たいとか、いろいろ

なことが聞かれています。そういった中で、石垣市

だけに任せるのではなくて、観光スポーツというこ

とを今答えていただきましたので、沖縄県も何らか

の支援をしていただきたいというのが私の要望で

す。これから民泊と、施設としてはゴルフ場があれ

ば、石垣市は冬場でも観光客が落ち込むことはない

と思っています。これだけ格安航空も飛びました。

そういった中で位置づけとして、沖縄県も一緒に

なって取り組んでいくことができるのかできないの

か、答弁を求めたいと思います。

今御指摘があっ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

たように、やはり石垣市にもゴルフ場が欲しいと思

うところでございます。例えば韓国等、やはり冬場

はゴルフがなかなかできない、今回も宮古島市にゴ

ルフ場が整備されているということで、チャーター

便で来航したという実績もございます。今後は冬場

のオフシーズン対策としても、ゴルフ場は有効に効

果を発揮するものと思っております。

ただ現状では、沖縄振興一括交付金を使ったス

ポーツ関連施設の整備という場合には、例えば市町

村で野球場であったり、サッカー場だったり、パー

クゴルフ場であったり、そういったものは、自主的

に整備しているところでございます。沖縄県の考え

方としては、沖縄県全体に広域につながるものにつ

いては沖縄県で整備、支援等もしているところでご

ざいますが、どうしても石垣市のゴルフ場というも

のは石垣市の地域に限定された施設になりますの

で、一義的には、やはり地元の自治体で民間と連携

しながら整備するのが現実的な対応かと思っている

ところでございます。

沖縄振興一括交付金でできないこ○砂川利勝委員

ともないと私は思うのです。これをやることによっ

て、沖縄県に来る観光客というものは、石垣市に直

接来る方もいるが、やはり那覇市も寄ってきますよ

ね。大いに広域性があると思います。これだけの格

安航空が、例えば今、石垣市まで片道4800円で行け

ますので、１万円で行けるのですね。やはり広域性

はあるのではないですか。石垣市に来たことがない

人はたくさんいると思います。今まで航空運賃が高

いから来れないという方はたくさんいたのです。一

つの大会をやってもいいでしょうし、広域的な考え

方といえば、別に問題はないと私は思います。沖縄

振興一括交付金というお金がある中で、逆に私は全

県的にしっかりと見渡してほしいと思います。今の

発言は私の考えと逆ですよね。全県的に見渡して、

しっかりと沖縄県の観光の位置づけ、石垣市も観光

の位置づけだということを私はやるべきだと逆にそ

。 。 。う思います ぜひ検討してください お願いします

次に移ります。

まず、商工労働部ですね。八重山における事業予

、 。算はどれだけ組まれているのか 説明してください

八重山に限定してというこ○小嶺淳商工労働部長

、 、 、とは実はないのですが いろいろ公募事業で 実際

八重山の地域と企業が結びついて採択された事業と

、 。かありますので それを１つ説明したいと思います

中小企業を支援する○新垣秀彦中小企業支援課長

というところで、中小企業課題解決・地域連携プロ

ジェクト推進事業というものがあるのですが―これ

は沖縄振興一括交付金でやっております。その中に

おいても、八重山地区等が手を挙げて、その中で採

択を受けて、その事業を展開しているという事業が

ございます。

、 、○砂川利勝委員 なかなか私たちが見る中で 実際

例えばそういうものもやっていると思うのですが、

エネルギー開発について、宮古島市とか、南城市と

か、那覇市とか、伊是名村とかたくさんやられてい

るのです。先島において、今まで何か調査したこと

があるのか答弁してください。

エネルギー関係では潮流の○小嶺淳商工労働部長

、 。活用 潮の流れの調査をやることになっております

潮流を利用しての発電ですか。○砂川利勝委員

。 、○小嶺淳商工労働部長 失礼しました そうですね

発電です。

これはどこで計画されています○砂川利勝委員

か。

石垣島の周辺で、どこにす○小嶺淳商工労働部長

るのかを含めて今調査するということでございま

す。

では、これは何年度からスタート○砂川利勝委員

することになっていますか。

今年度調査をするというこ○小嶺淳商工労働部長

とでございます。

いろいろなエネルギー開発が、離○砂川利勝委員

島においても宮古島市を含めて伊平屋村、伊是名村

とか、久米島町では海洋深層水という事業が導入さ

れています。言わなくてもわかると思うのですが、
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やはり八重山もそういう資源のある地域だと私は

思っていますので、商工労働部がここの八重山にも

携わっているというものをぜひ何らかの形で見せて

ほしいと私は思うのです。今までそういうものはな

かなか形がないのです。だから、沖縄県の中の八重

山は、では、沖縄県ではないのかというぐらいの感

覚というのですか、ぴんとこないところがたくさん

あるのですね。だから、今回こういうことをやるこ

とによって、商工労働部も先島にも八重山にも目を

向けているということはしっかり示していただける

という答弁をいただきましたので、ぜひ事業化でき

るように頑張っていただきたいと思います。

座喜味一幸委員。○上原章委員長

まず、今度の新たな沖縄振興特○座喜味一幸委員

別措置法の目玉に観光振興特区の話があるのです

が、沖縄振興特別措置法で定めた租税効果等の優遇

措置のある観光振興特区について、有利性等も含め

て、今どういう取り組みがなされているのか。

今回の沖縄振興○湧川盛順文化観光スポーツ部長

特別措置法改正の前までは、観光振興地域というも

のは地域限定的な形でやっているところでした。し

かし、今回の改正によりまして、沖縄県全域がその

観光振興地域として対象になっておりまして、その

中で観光に関連する施設に対して投資等の優遇措置

がございます。それについて、沖縄県では現在、こ

の観光関連企業に対して、その活用について広報に

努めているところでございます。

これは離島を含めて、今のそう○座喜味一幸委員

いう特例等の説明とその参入等についての十分なＰ

Ｒはされているでしょうか。もしやっているのだっ

たら、その実績を教えてください。

昨年度、観光地形成促進○前原正人観光振興課長

地域制度の説明会を沖縄本島で１回、宮古地区で１

回、八重山地区で１回実施しております。

これは全県特区ということで優○座喜味一幸委員

遇措置になったわけだが、その特区によってどれほ

どの企業が促進されたのか、その辺の実績はありま

すか。

昨年度の新制度の施行以○前原正人観光振興課長

、 。来 実績としてはまだ宮古地区の１件でございます

その辺、私は思いのほか浸透し○座喜味一幸委員

ていないと。肝心かなめの部分が余り浸透していな

くて、その観光振興の起業家に対する浸透がされて

いないという思いを持っています。ぜひ観光事業に

関する優遇措置があるのだというその辺をもう少し

しっかりとサポートしていく必要があるのかと思い

ますので、文化観光スポーツ部長、その辺、よろし

くお願いしたいと思います。

私どももこれが○湧川盛順文化観光スポーツ部長

創設されて、その利用状況がどうかということはい

ろいろ実態調査もしております。その中で、もちろ

ん沖縄県として、まずは今おっしゃったように、そ

の広報、周知に努めることも大事です。それとあわ

せて、いろいろ意見を聞いている中で、例えば今の

施設は5000平米以上が優遇の対象になっているので

すが、なかなかそれぐらいの大規模な投資が難しい

と。これを1000平米以下に引き下げてほしいという

意見があったりしますので、そういったニーズを聞

いて、今度の税制改正の中でその要件緩和について

国に働きかけているところでございます。

今まさにおっしゃった課題が○座喜味一幸委員

あって、小規模な観光事業に参入しようとしても、

5000平米なんていうものはできない。せっかく制度

をつくっても使えないということがあってはいけな

いわけです。これは速やかに、やはり使い勝手のい

い、または観光振興に寄与するような制度を緩和し

ていくということに、しっかり取り組んでいただけ

ることをお願いしましょう。

もう一点は、観光客をふやすのにやはり航空便の

便数をふやすということと、座席数をふやすのがポ

イントだということを私はハワイで勉強してきたの

です。今、沖縄県の取り組み、ＬＣＣを含めて航空

便をふやす、座席数をふやすためにどのような活動

をして事業を展開しているのか、教えてください。

路線誘致のためにプロ○前原正人観光振興課長

モーションを実施するとともに、そのインセンティ

。 、ブとなるような助成制度を設けております 例えば

国際線チャーター便に対する包括支援ということ

で、１人当たり幾らであるとか、あとは地上のハン

、 、ドリング料の支援 団体バスの支援でありますとか

あとは定期便につきましてもハンドリングの支援で

あるとかバスの支援は行っております。

そういう実務的な話もいいのだ○座喜味一幸委員

、 、が もう少し魅力ある観光商品をしっかりと携えて

トップセールスないし各航空会社をしっかりと回る

という活動を―やっているということはわかります

よ。宮古島市はアシアナ航空に来てもらったから、

やっているのですが、これをしっかりと充実してい

くと。特に、ＬＣＣに対する強化が要ると私は思う

のです。その辺について、文化観光スポーツ部長、

どうでしょう。

まず、ＬＣＣに○湧川盛順文化観光スポーツ部長
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ついては、ローコストキャリアということで価格が

安い。それまで経済的になかなか沖縄県まで行けな

かった方々の新しい観光客の掘り起こしにつながっ

。 、 、ていると思っております そういった意味で 今回

ＬＣＣが本土から那覇市、それから石垣市に飛んで

いただいている。那覇市から石垣市に飛んでいただ

いている。それからまた、那覇市から台湾に飛んで

いただいているということがございます。今後、沖

縄県の新しい観光客を掘り起こしていくためには、

やはりＬＣＣの役割は非常に重要だと思っておりま

すので、沖縄県としてもしっかり一緒になって取り

組んでいきたいと思っております。

少し質疑を変えます。○座喜味一幸委員

午前中も出たのですが、観光客をふやしていく、

大いに結構ですが、この地域の観光資源を生かして

いく、受け入れ体制を整えていくという意味におい

て、市町村、それから各観光協会等々の強化をしっ

かりとしなければならないと私は思うのです。予算

、 、 、を見ていても 二 三百万円しか予算が見えなくて

観光協会等々の地域の受け口のプロをしっかりと育

てていく、そのために今ある程度のソフト、ハード

のインフラをしっかりと整えておく、それが非常に

重要だと思っております。1000万円ともなると、沖

縄本島のみならず、各離島を含めての包括的な人の

流れというものをつくらないといけませんから、そ

の辺の地域地域の招聘を明確にして受け口をしっか

りするというのが必要だと思います。この市町村プ

ラス観光協会に対する支援、サポート、それがそれ

相当必要だと思いますが、その辺はどうなのでしょ

う。

沖縄県と各市町村の観光○前原正人観光振興課長

協会の連携につきましては、沖縄県では各地域の観

光振興における課題や方向性を確認するために、あ

るいは沖縄県が実施する沖縄振興一括交付金の内容

と沖縄県事業の方向性等を紹介するために、各市町

村や観光協会等との意見交換を実施しております。

また、市町村の観光協会を対象としまして、地域観

光資源を活用した観光メニューの開発、それからエ

ンターテインメントの創出拡充、人材育成に対する

支援のほかに、観光まちづくりに関する課題を解決

するためのアドバイザー等の派遣を行っているとこ

ろでございます。

もう少し核心に触れてほしいの○座喜味一幸委員

ですが、はっきり申し上げますと、一般財団法人沖

縄観光コンベンションビューローに43億円という金

を置いておく。各観光協会、地域から一般財団法人

沖縄観光コンベンションビューローにプロポーザル

をして、一々審査を受けて事業を承認してもらうと

いう形ではなく、ある意味での事業計画に応じた予

算をもう少し地域にしっかりと配分させる。一般財

団法人沖縄観光コンベンションビューローのみなら

ず、地域の観光協会というものをしっかりと機能さ

せていく、その中で人を育てていく、その基盤をつ

くっていくというものが、私は今、この10年間の沖

縄振興一括交付金を使った重要な鍵だと思っており

ます。その辺に対して大胆な判断が要ると私は思い

ますが、文化観光スポーツ部長、その辺はどうなの

ですか。

おっしゃるよう○湧川盛順文化観光スポーツ部長

に、本当に沖縄県の観光を今後も持続的に伸ばして

いくためには、やはり他地域と差別化を図る、自然

とかそういったものだけではなく、地域にあるもの

をどうわかりやすく観光客に見せて、そしてそこの

中でどう感動を与えるかということが非常に大事だ

と思います。なかなかこれは沖縄県の政策だけでは

無理なところがあるので、そこの部分はやはり地域

と連携する必要があると思います。

現在も各観光協会と一堂に会していろいろな情報

、 、交換をやっておりますので そういった場を通して

また観光協会の意見も聞きながら、どういう形でや

れば地域の特色が生かせるのか、その辺は、うちも

積極的に対応していきたいと思っております。

ぜひ予算も含めて 今の件 しっ○座喜味一幸委員 、 、

かりと確保して、やはり足元をしっかりしないとい

けませんので、本当に観光協会は金がなくて大変な

のですよ。その辺は抜本的な対策を１つ、もう一度

予算も含めて、文化観光スポーツ部長、決意をお願

いします。

私たちも今、先○湧川盛順文化観光スポーツ部長

、 、 、ほど話したとおり 地域の観光 特に離島も含めて

観光の対策をしっかりやるということは非常に重要

だと思っております。今お話しのとおり、いろいろ

と意見交換もやっておりますので、その意見を聞き

ながら、沖縄振興一括交付金がしっかり成果が出る

ような形で、今後も取り組んでいきたいと思ってお

ります。

別の質疑をさせてもらいます○座喜味一幸委員

が、外国人観光客をバスで案内するガイドさんは資

格を持たないと法律違反になりますか。

無資格で外国人を通訳案内○村山剛観光政策課長

することは違法でございます。

沖縄特例の沖縄県地域限定通訳○座喜味一幸委員
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案内士事業を大分進めておりますが、150人受験し

て10何名しか通らない、１割しか通らないという現

状の中で、これからＭＩＣＥを含めて観光客が来た

ときに、非常に弾力的な通訳士をどのようにしてい

くのか、その底辺をどう育てていくのかということ

において、今の制度で十分なのかどうか。これは少

し弾力的な現場を把握した対応が必要と思うのです

が、その辺について教えてください。

委員おっしゃるように、大○村山剛観光政策課長

もとの制度といたしまして、国内どこでも通訳案内

ができる通訳案内士制度というものがあります。そ

してまた、沖縄県内などのある一定の地域に限定し

て通訳案内を行うことができる制度として、沖縄県

がまず導入しました沖縄県地域限定通訳案内士制度

がございます。さらに、昨年度には沖縄県独自の制

度であります沖縄特例通訳案内士制度を創設しまし

て、今年度から案内士の養成に取り組んでいます。

この新しい制度は、試験でなく、研修により資格を

取得できるという点で、既存の沖縄県地域限定通訳

案内士制度の要件が緩和されたものであると考えて

おりまして、まずはこの制度の十分な活用を図って

いただきたいと思っています。

確かに無資格で案内せざるを得ないというケース

もあると聞いています。ただ、観光地を周遊して通

訳案内するのではなくて、単に外国人の方の観光客

を案内して、施設の従業員の橋渡し、いわゆる右か

ら左に言語を通訳するという分については資格は要

りませんので、そのほうで対応していただきたいと

思っています。

今後は、その資格もさることな○座喜味一幸委員

がら、人材バンクをある程度しっかりと置いて弾力

的な運用をしていかないと、多分これから外国観光

客がふえてきていますので、質の確保と同時に現実

的な対応、その辺はしっかりと研究をしていただき

たいということを要望して、次に移ります。

放射能検査体制、それから生鮮食料品の検査体制

の整備はどちらでおやりになりますか。

今委員おっしゃった○玉城恒美国際物流推進課長

ことは、那覇空港のハブを活用してアジアに出して

いくと。特に、沖縄県から沖縄県産品を多く出して

いる、ないし全国の特産品を出しているのは香港が

圧倒的に多いのです。この香港での放射能検査の簡

素化を図るために那覇空港で検査をやるということ

は、今民間から提案がございまして、沖縄県、それ

から国とも調整しながら、どういう形で進めていく

かというものを検討しているところでございます。

実際に那覇空港において検査をする施設等を整備し

ていくことになろうかと考えています。

これは農林水産部と皆さん方の○座喜味一幸委員

関係において非常に縦割りになっているものだか

ら、その辺の統合的な連携をとりながら早目にやっ

ておかないとならない課題だなと思っておりました

ので申し上げました。関係して、今、ヤフー株式会

社、楽天株式会社が参入して非常に期待を持ってお

ります。沖縄県内の畜産加工品をどのようにしてい

くかということは、今後の我々の地域振興、経済振

興にとって大きな課題だと思うのです。この今のヤ

フー株式会社、楽天株式会社を含めた、アジア向け

の沖縄県内の国産品の乗せ方についていかなる戦略

を持っておられるのか。

今委員おっしゃった○玉城恒美国際物流推進課長

全日本空輸株式会社の航路があって、今、物流とし

て具体的にヤマト運輸株式会社が、国内、それから

アジアでの展開をしています。そこにｅコマース、

ホームページでクリックすることによって全国の特

産品をアジアの方々が購入するということがスター

トしています。ことしの１月から実証実験として、

楽天株式会社、それからヤフー株式会社、ヤマト運

輸株式会社の間で始めています。９月末現在までで

約2000箱、全国の特産品が主に香港を中心にアジア

に出ていっています。そのうち沖縄県産品が約150

箱ございまして、１割まではいきませんが、全国に

占める沖縄県産品の割合が数％出ていっています。

具体的に沖縄県産品としては、アグー豚とか、本部

牛とか、パイナップル。パイナップルはスナックパ

インが実際に沖縄県から香港を中心にアジアに出て

いるというところでございます。

150箱も出始めているというこ○座喜味一幸委員

とは非常に楽しみで、これは大きく伸びてくると思

うのです。香港の友達とか、沖縄県のマンゴーはう

、 、まいから これはすごいよという話等がありまして

ぜひ送れないかという話があったのです。こういう

意味では、沖縄県のいろいろな、これからどういう

外国の市場が望んでいるのか、その戦略商品という

ものをある程度調査しておく必要があると私は思う

のです。その辺は今後どうなりますか。

委員御指摘のとおり○玉城恒美国際物流推進課長

でございまして、今、香港を中心に展開しておりま

すが、ヤマト運輸株式会社はさらに台湾とかシンガ

ポール等々ということも念頭に置いていますので、

沖縄県としてもその物流機能が充実していく地域か

。 、 、ら展開していきたいと それと 戦略品目としては
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やはり付加価値の高い、先ほどのアグー豚とか本部

牛、それから沖縄県の生鮮品を出していきたいと考

えています。

最近は、化粧品とか―非常に高価ないい値段をす

るのですが、そういうものも出始めております。そ

れから、健康食品も非常に高価なものがアジアの富

裕層に買われているということがございますので、

そういう形で出していきたい。それから、オリオン

ビール株式会社のサザンスターという銘柄が非常に

いいらしくて 青いブルーの缶ですが サザンスター、 、

というネーミングも非常にアジアの方には受けると

いうことと、オリオンビール自身が精力的に海外展

開をしているということで、ビールも売れ行きがど

んどん伸びております。

これは私は非常に楽しみで、離○座喜味一幸委員

島を含めて沖縄県の経済を大きく巻き込んでいくと

思っているので、私は期待しているのです。

一般質問でも少し提案しました。福岡農産物通商

株式会社という福岡県の事例を紹介したのです。今

度は戦略商品を定める、あるいは販路を拡大してい

く、あわせてそれらをしっかりとビジネスラインに

乗せていくぐらいの―福岡県が今つくっている福岡

農産物通商株式会社ぐらいのものをつくって、来る

時代に対応していくということが重要です。これに

関しては、商工労働部長、何か前向きに検討してい

くという答弁があったと思うのですが、もう少し丁

寧にこの交渉結果ですね。

昔、沖縄県産品を沖縄県外○小嶺淳商工労働部長

に売る、そういう目的のために株式会社沖縄県物産

公社という第三セクターをつくったわけですね。そ

れと同じように、おっしゃるような、今度は国外で

すね。なかんずくアジアに沖縄県産品を売るという

貿易機能ですよね。そういったことを何とか考えな

いといけないのではないかと思っています。方法論

としていろいろ―株式会社沖縄県物産公社で直ちに

やるとか、あるいは別のやり方をするとか、それは

これから検討させていただきたいと思いますが、ま

さにおっしゃる機能がいよいよ必要な状況になって

いるのかと思っております。

ぜひ検討いただきたいと思いま○座喜味一幸委員

す。

それと、少し関連してくるのですが、ハブ貨物の

空港はいいのだが、今度は離島等を含めての物流の

統合化という形になると、臨海型のやつで、私は海

洋物流ということは非常に大事だと思っています。

これの何かシミュレーションとか運営方法、コスト

低減について調査したことになっていますが、その

辺の御紹介をいただけますか。

実は、今年度当初予算でそ○小嶺淳商工労働部長

れを今計上して、調査していますが、内航、外航、

いろいろな船舶に沖縄県に来てもらう、寄ってもら

うという調査とか、あるいはそういうことをふやす

ことによって海上搬送費が安くなるという方法。そ

れからもう一つは、当初はやはり、今、飛行機はエ

アカーゴを借りて安くすることをやっていますが、

例えば船のスペースを沖縄県が借りて、そういう方

法が有効なのかどうかとか、いろいろな方法を今年

度検討したいと思っております。

この際にやはり外国航路を入れ○座喜味一幸委員

ていく、今、沖縄県は特区になっていますね、那覇

港、中城湾港。そういう意味では、カボタージュか

ら外れるわけなので、宮古・八重山を含めた一つの

圏域の中の港のカボタージュと特区化をしていくこ

とが、今るる言ったアジア向けの物流の大きな流れ

になると思うのです。その辺の考えについてはいか

がでしょう。

カボタージュは、国土交通○小嶺淳商工労働部長

省が特例で旧特別自由貿易地区の荷物を運ぶ場合は

カボタージュの用語は別だったと思うのですが、例

外みたいなことが実はあることになっています。た

だ、条件が日本船主、日本の船会社の外航船という

条件がついているのです。そうすると、日本の船会

社というものは、日本の国内のカボタージュを守り

たい人たちですから、我々が頼みに行っているので

すが、実際にはなかなか実現しないです。その沖縄

県に来た外航船を外航船のまま本土に運べるという

建前にはなっているのですが、今お話ししましたよ

うに、日本の船会社がやらないものですから、現実

には実現されていないという状況です。

せっかくの制度ですから、例え○座喜味一幸委員

ば琉球海運株式会社あたりとしっかりと連携をとっ

てやっていくみたいなことが可能であればいいのだ

が。大きな海の輸送というものは大事なので、しっ

かりとお願いします。

物流コスト、海上コストを○小嶺淳商工労働部長

安くするいろいろな方法を、また今年度研究したい

と思います。頑張ります。

翁長政俊委員。○上原章委員長

もう私はしんがりですから、通告○翁長政俊委員

どおりにいかないと思いますので、ひとつよろしく

お願いします。

まず、文化観光スポーツ部ですが、皆さんの平成
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24年度の決算、課ごとに分けて、実態どういう予算

形態になっているのか、これを分析して聞かせてい

ただけませんか。

課ごとの最終決○湧川盛順文化観光スポーツ部長

算額ですが、観光政策課が６億5461万1000円、そし

て観光振興課が68億5510万4000円、この両方合わせ

たものが観光関連になります。その合計が75億971

万5000円。文化振興課が26億3718万2000円、スポー

ツ振興課が12億4649万4000円 トータルで113億9339、

万1000円となっております。

これまでの議論を聞いていて、皆○翁長政俊委員

さんの部の予算の執行がどういう状況で行われてい

るのかというものを少し精査してみたいと思って、

委託費、補助費、さらに固定費と言われている人件

費等々に分けてみると、トータルで113億円中、委

託補助事業等が80億6000万円です。人件費、さらに

は固定費と言われている分が33億円、特に観光関連

においていえば、75億円中67億円が委託料と補助費

に分かれているわけです。そのように分析してみる

と、この部の中でやっている事業そのものがほぼど

れぐらいの規模になっているのかということを非常

。 、 、に私は知りたいわけです 要するに 簡単にいえば

事業そのものを丸投げして、委託という形で全部終

わらせていないか、皆さん本体で何をやっているの

かということを探りたいわけです。

先ほどから議論が出ているように、特に観光の分

野においては戦略的誘客活動の費用が当初予算で55

億円、執行されたのが48億円、全体の対処が、もう

ここにほぼ予算として流れていると見ても差し支え

。 、ないだろうと思っています こういう事業のあり方

予算の執行のされ方について、文化観光スポーツ部

長、どのように感じていますか。沖縄県はある意味

では、もっと独自に専門家を擁し、さらには部の中

、 、で 課の中でしっかりとした戦略的な政策を立てて

それを執行していく。当然委託事業を行っているも

のも沖縄県の事業であることに変わりはないです

が、そういう意味においてどのように感じています

か。

まず、委託の大○湧川盛順文化観光スポーツ部長

方が一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローに委託しているところです。その一般財団法人

沖縄観光コンベンションビューローはどういう位置

づけかといいますと、観光客誘致促進により沖縄県

経済の発展を図ることを目的として設立されており

まして、沖縄県が出資する一般財団―公的な性格を

有しております。それから、多数の沖縄県内の事業

者等を賛助会員として一般財団法人沖縄観光コンベ

ンションビューローが擁しております。あと、沖縄

県の観光推進母体として、長年観光施策の実施に取

り組んできたというノウハウを持っております。そ

ういうことから、一般財団法人沖縄観光コンベン

ションビューローと沖縄県の関係においては車の両

輪のような形で一緒にやっていっているところで

す。

一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー

以外のところでも委託をしているものがあるわけで

すが、そこについてはやはり民間のノウハウを活用

するということと、もう一つは、どうしても沖縄県

だけの執行体制では限界がございますので、そう

いった民間のノウハウを活用しているということで

ございます。

沖縄県の場合には、やはり政策の企画立案、事業

の企画立案をやるというものが基本的なところにな

ります。ただ、これは丸投げということではなく、

例えば一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローについても、先ほどお話ししたとおり、連絡会

議をつくって進 管理をやっております。民間につ

いても委託する中でその進 状況を見ながら一緒に

。 、やっております 例えばプロモーションについても

一般財団法人沖縄観光コンベンションビューローだ

け行ってくれということだけではなく、沖縄県も一

緒になって現場に行ってやる等、丸投げということ

ではなく、実施自体は民間にこそ委託するものの、

その取り組みについては沖縄県も一緒になってやっ

ているところでございます。

民間のノウハウを活用することは○翁長政俊委員

悪くないことです。それは沖縄県が持っていないも

のを彼らが持っているというならば、これは大いに

活用すればいいことです。一般財団法人沖縄観光コ

ンベンションビューローは、もともとこういった沖

縄県が行おうとしている観光施策の大部分をこうい

う形で委託するという目標で設立されたのですか。

一般財団法人沖○湧川盛順文化観光スポーツ部長

縄観光コンベンションビューローについては、沖縄

県の観光コンベンション施策に基づき、沖縄県の観

光客とコンベンションの技術促進、観光コンベン

ション施設の整備を行うことにより、観光コンベン

ションの振興を図り、もって沖縄県経済の発展、沖

縄県民の福祉及び文化の向上並びに国際相互理解の

増進に寄与することを目的とするということで、沖

縄県と一緒になって事業を実施するということも想

定に入っております。
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だから、今の説明は字面の説明で○翁長政俊委員

あって、もともと皆さん方が意図していて、沖縄県

が進めていく観光事業、さらには沖縄県の産業のあ

る意味ではリーディング産業だと言われて、1000万

人の観光客を誘致する。さらには沖縄県経済におい

てかなり大きな産業分野を占めて、これが沖縄県の

自立経済に与える影響、波及効果、さらには沖縄21

世紀ビジョンで掲げている沖縄県の進むべき方向を

模索していく。本来であれば沖縄県が専門家をきち

んとつくり、そこでノウハウをためて、そして沖縄

県の主要施策としてこれが実施されていくというも

。 、のだろうと私は思うのです その中で足りない分を

ある意味では一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローの持っているものを借りて、そこで育て

ていくというやり方のほうがよりわかりやすくて、

予算の執行上もそのほうが沖縄県の人材の蓄積に

なっていきますから、それがひいては将来の沖縄県

の観光に大きく寄与すると私は思っているのです。

ただ、今のようなやり方をこれからも続けていくと

いうことになると、そこは１回立ちどまって見直す

必要があるのではないかと私は感じているのです。

それはどうですか。

これはハワイの○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ＨＴＡという一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローに似た外郭の団体がございます。沖縄県

が今後、1000万人、１兆円という将来目標を置いて

観光施策を展開していくためには、どうしても沖縄

県だけではなかなか難しいところがあって、また、

沖縄県の人事というものが３年ローテーションとい

うところもございますので、沖縄県の役割もしっか

り位置づけながら、やはり一般財団法人沖縄観光コ

ンベンションビューローと連携していく取り組みが

必要だと思います。

ただ、従来と違うところは、今までそういう沖縄

振興一括交付金の大きな金でもって事業をするとい

うことと、もしくは今海外からの観光客がこのよう

にふえてきている状況が、設立当初と大分変わって

きました。そこの部分の沖縄県との連携のあり方、

もしくは役割分担の仕方については、今後一般財団

法人沖縄観光コンベンションビューローとも意見交

換しながら、どのような形が望ましいのかというこ

とは少し検討していく必要はあると思っておりま

す。

言っていることは私もよく理解し○翁長政俊委員

ているのですよ だから 細部について事細かく入っ。 、

ていこうとは思っていません。ただ、皆さん方の文

化観光スポーツ部の予算を見てみると、これでよく

わかるのです。なぜわかるかというと、文化振興課

については23億円の人件費が組まれているのです

が、観光関連は、７億3000万円しか組まれていない

のです。どこに重きを置いて人事をされているのか

というものは、この予算の執行のされ方を見ると非

常にバランスが悪い。予算全体のバランスからいく

と観光部門に大きく予算が割かれているにもかかわ

らず、管理部門や運営部門においての人件費がある

意味では―この文化振興課が悪いという意味ではな

いですよ。ここの予算に比べると半分もない、３分

、 。の１しかない そういう人事配置をしているのです

そういう中で、沖縄県のこれからの観光をどう育て

ていくかという課題に立ち向かうという意味におい

ては、余りにもマンパワーが少な過ぎるし、本来で

あれば、自主事業みたいなものをしっかりつくる、

そしてノウハウをためていくという努力をやるべき

だろうと私は思っているのです。これは沖縄県全体

のスタンスのことですから、これは後に回すとしま

しても、いずれにしろ、こういうことをしっかりと

議論して、これからの皆さんの部の進め方、あり方

みたいなものをもう一度少しおさらいしてみてはい

かがかと思って、今言っているのです。文化観光ス

ポーツ部長、どうですか。

確かに、先ほど○湧川盛順文化観光スポーツ部長

の繰り返しになるかもしれないですが、やはり観光

に対して取り組むべき対応が非常にふえてきている

と。外国も含め、さまざまな対応が必要になってき

ているということと、観光客数がこのように今大幅

に伸びてきているという現状を考えると、やはり沖

縄県も含め、一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローも含め、どういうすみ分け、どういう役

割分担でやるべきなのか、再度また検討する必要が

あると思いますので、そこの部分については、内部

でもしっかり検討していきたいと思っております。

次は、商工労働部。○翁長政俊委員

国際ハブについてなのですが、これは今沖縄県が

進めている事業が結局は航空ハブと海の、シーの部

分のハブも含めて取り組んでいると思います。航空

貨物については、今全日本空輸株式会社が入ってき

、 、て それなりの形ができ上がっていると思いますが

実際、今後の目標とこれからの展望について少しお

聞かせください。

沖縄21世紀ビジョン○玉城恒美国際物流推進課長

の基本計画において、10年間で約5000人の雇用を今

後創出していくということを目標としております。
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あと、もちろん企業誘致にも取り組んでまいりたい

と思います 実際に 先ほどの楽天株式会社 ヤフー。 、 、

株式会社がことしの当初から沖縄を活用したビジネ

スを展開しているということと、８月には株式会社

東芝が沖縄県にパーツセンターを置いて、実際に沖

縄県を拠点にして、アジアだけではなくて、欧米に

もパーツを輸送している。その拠点として今株式会

社東芝が沖縄県を活用しています。今後も第２、第

３の株式会社東芝のような企業を誘致することに

よって、ハブを活用した企業誘致を展開していきた

いと考えております。

皆さんが言っているのは、要する○翁長政俊委員

に国際物流拠点産業集積地域にこれが入ってきてい

るのか、それとも旧自由貿易地域に入ってきている

のか、どっちなのか。

旧那覇自由貿易地区○玉城恒美国際物流推進課長

の３号棟をヤマト運輸株式会社が借りていますが、

ヤマト運輸株式会社の施設の中に株式会社東芝の

パーツセンターがございます。

主要施策にハブ化が進んだと書い○翁長政俊委員

てあるのですが、どう進んだのか。

全日本空輸株式会社○玉城恒美国際物流推進課長

、 。は 約４年前の10月26日から沖縄県に来ております

その間で那覇空港における国際貨物の取扱量は今、

全国で４番目に物量がふえてきたと。当初からする

と80倍以上の物流になっているというところです。

さらにことし、当初は国内は成田空港、羽田空港、

関西空港、３つの路線がございました。ことしの８

月から中部国際空港も入っておりまして、国内の主

要空港と全部結ばれていると。それからアジアに関

して言いますと、ソウル、上海、香港、台北、バン

コクと。全日本空輸株式会社としては年度内にはあ

と１ないしは２路線を新たに敷設するということを

聞いていますので、さらにネットワークが広がって

いくと。ネットワークが広がることによって、那覇

空港の物量はさらにふえていくと。物量がふえてく

るということは、それを活用した物流企業の参入な

いしはその物流の機能を活用した株式会社東芝のよ

うな企業が新たに参入してくるということが想定さ

れますし、実際に今、そういうような企業と沖縄県

への進出について、いろいろな相談に応じたり、働

きかけをしているという段階でございます。

これが50倍にふえたということ○翁長政俊委員

は、トランシップ貨物が50倍にふえたと理解してよ

ろしいのですか。

今現在はほとんどが○玉城恒美国際物流推進課長

トランシップでございます。

沖縄県内貨物はどういう推移をた○翁長政俊委員

どっているのですか。

沖縄県内物流は、出○玉城恒美国際物流推進課長

していくものが１次産品ないしは１次産品を加工し

、 、た食料品関係で 先ほど少しお話申し上げましたが

化粧品関係が最近からふえてきております。航空貨

、 、物の利用に関して言いますと もうそこも50倍以上

金額ベースで言うと当初は多分1000万円もなかった

数字が、平成24年度実績で３億円ぐらいの出荷額に

なっております。

この沖縄県内貨物の沖縄県産品に○翁長政俊委員

ついて、農林水産部あたりとの連携はどのように進

んでいるのですか。

商工労働部内、それ○玉城恒美国際物流推進課長

、 。から農林水産部 企画部とも連携して進めています

農林水産部では畜産課が畜産品を中心に香港への展

開と、流通政策課では野菜等を所管しております。

それから、水産課ではモズク等、ウミブドウ等を輸

出しておりますが、そこも一緒になって連携して、

アジアへの輸出を展開しております。

憂慮するのは、皆さん方の目が向○翁長政俊委員

いているのは、どちらかというとトランシップ貨物

に目が向きがちで、そこに向けての主要施策はやっ

ているが、沖縄県産品の販路拡大事業については、

どうも後回しになっているような感じがして。これ

は実際のところはどうなのですか。

全国のもの、特産品○玉城恒美国際物流推進課長

をヤマト運輸株式会社、それから全日本空輸株式会

社と一緒になってアジアに出していくということも

今年度から始めておりますが、もう４年前からずっ

と沖縄県産品の販路拡大ということで、沖縄県産品

の海外への展開をずっと進めています。

きょうも副知事が大連に出張しておりますが、大

連にも沖縄県内の企業が10社以上参加した商談会に

。 、 、行っております それから 別の商工労働部の課で

ほかの農林水産部とも連携して、シンガポールでの

フェアにも、きょう時点で行っておりまして、そこ

での物産展、フェアを展開しております。

例の那覇港総合物流センターはど○翁長政俊委員

うなっていますか。

那覇港総合物流センター○小嶺淳商工労働部長

は、我々が聞いている範囲ですと、平成25年度、本

、 、年度は基本設計をしまして 平成26年度は実施設計

それから、平成27年度に建築工事に着手するという

スケジュールで進んでいると聞いております。これ
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は直接は土木建築部がやっているのですが、我々も

今後那覇港総合物流センターの計画とも連携して、

今年度、今回の９月補正で沖縄県内商業振興可能性

調査事業というものを計上します。この中で、商業

だけではなくて、沖縄県内の流通も含めていろいろ

な課題とか、そういった物流の円滑化のための研究

をやりたいと思います。土木建築部とも連携して、

その辺はやっていきたいと思っております。

これは箱物は土木建築部がやるの○翁長政俊委員

ですが、魂を入れるのは商工労働部なのです。商工

労働部が魂を入れないと、物事がうまく進んでいか

ないのですよ。予算の確保については、これはほぼ

めどがついているのですか。

もちろん平成27年度の工事○小嶺淳商工労働部長

はこれからですが、基本設計、平成25年度は進めて

いるということでございます。

トップは、これをやると言ってい○翁長政俊委員

るの。知事はやっていると言っているのですか。

土木建築部が今お話しした○小嶺淳商工労働部長

ようなスケジュールで進めていますので、知事から

直接は聞いていませんが、当然その前提で進めてい

ると理解しております。

これは１期工事から３期工事まで○翁長政俊委員

やるのですが、私は１期工事については沖縄県内物

。 、流に焦点を当てるべきだろうと思っています ２期

３期と出てきますが、これもやはりトランシップ貨

物に目が行っていまして、大和の大手がする物流業

者が入ってこないと、国内貨物が集まらないのでは

ないか。どうもまたここに目が行きがちで、沖縄県

内貨物に目が行っていないのです。だから、そこは

商工労働部が果たす役割というものもとても大きい

と思っているのです。これは商工労働部長、決意を

聞かせていただけませんか。あなた方でしっかり魂

を入れる事業をきちんとやっていくという決意を少

し聞かせてください。

ハードは土木建築部がつく○小嶺淳商工労働部長

るわけですが、そういった沖縄県内の流通そのもの

は我々の仕事だと思っていますので、相談しながら

やっていきたいと思っております。

頑張ってください。○翁長政俊委員

休憩いたします。○上原章委員長

（休憩中に、文化観光スポーツ部長よりＯＣ

ＶＢへの委託について説明）

再開いたします。○上原章委員長

以上で、商工労働部長及び文化観光スポーツ部長

に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変に御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○上原章委員長

決算調査報告書記載内容等について、休憩中に御

確認願います。

休憩いたします。

（休憩中に、決算調査報告書記載内容等につ

いて協議）

再開いたします。○上原章委員長

要調査事項及び特記事項につきましては、休憩中

に御確認いたしましたとおり決することに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○上原章委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

決算特別委員長に対する決算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○上原章委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後３時37分散会
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 上 原 章
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平 成 2 5 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成25年10月17日（木曜日）

午前10時３分開会

第２委員会室

出席委員

委員長 呉 屋 宏君

副委員長 狩 俣 信 子さん

委 員 又 吉 清 義君 島 袋 大君

照 屋 守 之君 新 田 宜 明君委 員

赤 嶺 昇君 糸 洲 朝 則君委 員

西 銘 純 恵さん 比 嘉 京 子さん委 員

嶺 井 光君委 員

説明のため出席した者の職、氏名

諸見里 明君教 育 長

教 育 管 理 統 括 監 島 田 勉君

教 育 指 導 統 括 監 浜 口 茂 樹君

総 務 課 長 運 天 政 弘君

教 育 支 援 課 長 識 名 敦君

施 設 課 長 親 泊 親一郎君

学 校 人 事 課 長 山 城 秀 史君

県 立 学 校 教 育 課 長 仲 間 靖君

義 務 教 育 課 長 盛 島 明 秀君

保 健 体 育 課 長 長 濱 雅 仁君

生 涯 学 習 振 興 課 長 蔵 根 美智子さん

本日の委員会に付した事件

１ 平成24年度沖縄県一般会計決算平成 25 年

第６回議会 の認定について（教育委員会所

認定第１号 管分）

3 4ii
ただいまから文教厚生委員会を開○呉屋宏委員長

会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成25年第

６回議会認定第１号を議題といたします。

本日の説明員として、教育長の出席を求めており

ます。

まず初めに、教育長から教育委員会関係決算の概

要の説明を求めます。

諸見里明教育長。

それでは、教育委員会所管の平○諸見里明教育長

成24年度歳入歳出決算の概要について御説明申し上

げます。

お手元に平成24年度歳入歳出決算資料をお配りし

てありますので、それに基づいて御説明申し上げま

す。

初めに、歳入決算について御説明申し上げます。

説明資料の１ページをお開きください。

、 、平成24年度一般会計歳入決算状況は 当初予算額

補正予算額、繰越事業費繰越財源充当額を合計した

予算現額計396億7639万9000円、調定額が341億9284

万8713円、収入済額340億9573万1361円、不納欠損

額1562万6520円、収入未済額8149万832円となって

おります。

、 。以下 歳入の主なものについて御説明いたします

（款）使用料及び手数料の収入済額は、１億3139

万3411円であります。

項 使用料 目 教育使用料の収入済額は 936（ ） （ ） 、

万9536円で、その主なものは、全日制高等学校授業

料、建物使用料であります。

（項）手数料（目）教育手数料の収入済額は、１

億2202万3875円で、その主なものは、高等学校の入

学料及び入学考査料であります。

（項）証紙収入（目）証紙収入の収入済額がゼロ

円となっておりますが、これは、決算においては出

納事務局会計課において県全体の調定・収入処理を

行っていることによるものです。

２ページをお開きください。

款 国庫支出金の収入済額は 325億1051万4120（ ） 、

円であります。

（項）国庫負担金（目）教育費国庫負担金の収入

済額は、257億1773万3610円で、その主なものは、

義務教育給与費、公立高等学校授業料不徴収交付金

であります。

（項）国庫補助金（目）教育費国庫補助金の収入

済額は、66億9733万2901円で、その主なものは、沖

縄振興公共投資交付金、学校施設環境改善交付金で

あります。

文教厚生委員会記録（第２号）
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（項）委託金（目）教育費委託金の収入済額は、

9544万7609円で、その主なものは、在外教育施設派

遣教員委託費、教育調査研究費であります。

次に 款 財産収入の収入済額は １億9639万7866、（ ） 、

円であります。

（項）財産運用収入（目）財産貸付収入の収入済

額は、7775万3059円で、その主なものは、自動販売

機に係る土地貸付料であります。

（項）財産売払収入（目）不動産売払収入の収入

済額は、3529万2864円で、学校用地の土地売払代で

あります。

（目）物品売払収入の収入済額は、237万3587円

で、その主なものは、農林高等学校等の家畜売払代

であります。

（目）生産物売払収入の収入済額は、8097万8356

円で、農林高等学校等の実習生産物売払代でありま

す。

３ページをお開きください。

（ ） 、 、款 繰入金の収入済額は １億436万6290円で

高校生修学支援基金からの繰入金であります。

（ ） 、 、款 諸収入の収入済額は 11億5305万9674円で

収入未済額8149万832円となっております。

（項）貸付金元利収入（目）教育貸付金元利収入

の収入済額は、6869万8000円で、公益財団法人沖縄

県国際交流・人材育成財団からの償還金でありま

す。

（項）受託事業収入（目）教育受託事業収入の収

入済額は、１億7957万円で、文化財発掘調査に係る

国からの受託金であります。

（項）雑入（目）違約金及び延納利息の収入済額

は、2423万9882円で、不納欠損額1562万6520円、収

入未済額8149万832円となっております。

その内容は、県教育委員会の発注した工事に関し

て、公正取引委員会から談合認定を受けた業者に対

する損害賠償金であります。

また、不納欠損額は、調停合意に至った業者の債

権を一部放棄したことにより、不納欠損処理を行っ

たものであります。

なお、収入未済額については、調停に基づく支払

い計画により各債務者に対し請求を行っておりま

す。

次に （目）雑入の収入済額は、８億8055万1785、

円で、その主なものは、高等学校等育英奨学金事業

交付金であります。

以上が、平成24年度の教育委員会所管の歳入状況

であります。

、 。続きまして 歳出決算について御説明いたします

４ページをお開きください。

平成24年度一般会計歳出決算状況は、予算現額

1571億6937万189円、支出済額1473億2118万9812円、

翌年度繰越額73億5855万3968円、不用額24億8962万

6409円となっております。

、 。以下 歳出の主なものについて御説明いたします

（ ） 、 、款 教育費は 予算現額1571億299万6189円で

支出済額1473億2093万4992円、翌年度繰越額73億

、 。5855万3968円 不用額24億2350万7229円であります

（項）教育総務費は、予算現額114億4680万1000

円で、支出済額83億2496万2891円、翌年度繰越額28

億4257万6750円、不用額２億7926万1359円でありま

す。

翌年度繰越額は （目）教育振興費の公立学校新、

増改築に係る市町村補助事業によるもので、関係機

関との調整に日時を要したことなどにより、やむを

得ず繰り越したものであります。

また、不用額の主なものは （目）教育指導費の、

学習対策費における執行残であります。

（項）小学校費は、予算現額491億8388万2000円

で、支出済額489億1498万8974円、不用額２億6889

万3026円であります。

不用額の主なものは、公立小学校の教職員給与費

の執行残であります。

（項）中学校費は、予算現額298億5221万9000円

で、支出済額296億5250万1811円、翌年度繰越額104

万7000円、不用額１億9867万189円であります。

翌年度繰越額は、国の経済対策の影響により、

（目）学校管理費の中学校理科教育等設備整備事業

を年度内に完了できなかったため、やむを得ず繰り

越したものであります。

また、不用額の主なものは、公立中学校の教職員

給与費の執行残であります。

５ページをお開きください。

（項）高等学校費は、予算現額484億2929万8134

円で 支出済額443億1290万2504円 翌年度繰越額27、 、

億7047万2640円、不用額13億4592万2990円でありま

す。

翌年度繰越額は （目）学校建設費の施設整備及、

び（目）全日制高等学校管理費の校舎改築に係る移

転経費等によるもので、関係機関との調整に日時を

要したことなどにより、やむを得ず繰り越したもの

であります。

また、不用額の主なものは （目）高等学校総務、

（ ）費の県立高等学校の教職員給与費の執行残及び 目
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学校建設費の首里高等学校校舎改築工事の中止によ

る執行残であります。

項 特別支援学校費は 予算現額169億359万3055（ ） 、

円で 支出済額148億9362万7584円 翌年度繰越額17、 、

億4445万7578円、不用額２億6550万7893円でありま

す。

翌年度繰越額は、特別支援学校の施設整備費にお

いて関係機関との調整に日時を要したことなどによ

り、やむを得ず繰り越したものであります。

また、不用額の主なものは、教職員給与費の執行

残及び施設整備に係る入札残であります。

（項）社会教育費は、予算現額９億2064万4000円

で、支出済額８億8392万1370円、不用額3672万2630

円であります。

不用額の主なものは （目）文化財保護費の受託、

事業費及び文化庁国庫補助事業費における執行残と

なっております。

６ページをお開きください。

（項）保健体育費は、予算現額３億6655万9000円

で、支出済額３億3802万9858円、不用額2852万9142

円であります。

不用額の主なものは （目）保健体育総務費の学、

校保健事業における定期健康診断受診者の減による

ものであります。

以上が （款）教育費の決算状況でございます。、

次に （款）災害復旧費について御説明いたしま、

す。

（款）災害復旧費は、予算現額6637万4000円で、

支出済額25万4820円、不用額6611万9180円でありま

す。

不用額は、大きな災害復旧事業がなかったことに

よるものであります。

以上が、教育委員会所管の平成24年度歳入歳出決

算の概要でございます。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

教育長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより質疑を行いますが、本日の質疑について

は 「決算議案の審査等に関する基本的事項（常任、

委員会に対する調査依頼について （平成25年９月）」

11日議会運営委員会決定）に従って行うことにいた

します。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた

します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言をするよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんに御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職・氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

狩俣信子委員。

御説明いただきました資料の４○狩俣信子委員

ページの中で、小学校費で教職員費の不用額が２億

6000万円ぐらいあります。それと、中学校も教職員

費の不用額が１億9000万円ぐらいあります。これは

、 。なぜそうなったか もう少し御説明いただけますか

ただいまの御質疑は、小○山城秀史学校人事課長

学校、中学校に関しまして、教職員費、人件費に不

用額が多数出ているという御質疑だと思いますが、

小学校、中学校、県立高等学校、特別支援学校を含

めまして、教職員の人件費に関しましては基本的に

不足が生じないように執行しなければなりませんけ

れども、今回、平成24年度の決算におきましては、

教職員費の中で職員手当等の執行が見込みよりも少

なくなって不用が生じております。その中で、給与

費の中で職員手当等ですが、勧奨退職、それから普

通退職が見込みよりも減少したことが主な理由と

なっております。

例えば勧奨退職の皆さんに支払う○狩俣信子委員

ものが少なかったから、このような不用額が出たと

理解していいのですね。

見込みよりも少なかった○山城秀史学校人事課長

ということでございます。

わかりました。例えば知事の公約○狩俣信子委員

に30人学級というものがあります。私はそれがとて

も気になっていて、こういう余るお金があれば、小

学校でもう少し30人学級をふやしていけるのかな

と。中学校だって、１億9000万円もあるのであれば

少人数学級で２つに分けて授業をやるとか、そこら

あたりに回すこともできたのかなということがある

ものですからお聞きしたのですが、これは退職者が

減ったというだけのものですね。

予算で見込んでいたより○山城秀史学校人事課長
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も実際の退職者が少なかったということでございま

す。ちなみに、給与費の活用につきましては、特に

小・中学校につきましては県費負担教職員制度、国

庫負担金が入っておりまして、条例定数あるいは配

置定数または学級編制といったものを勘案しまして

年度初めに設定しておりますので、なかなか他の人

件費に回すということは難しいのが実情でございま

す。

次に、学校建設費に行きますが、○狩俣信子委員

繰越額が26億円余り、不用額が10億円余りと出てい

ます。これはどこの学校が建てられなかったのです

か。

繰り越しの分につきまして○親泊親一郎施設課長

は８校、主な学校は読谷高等学校の普通教室棟、豊

見城南高等学校の管理棟、那覇高等学校の普通教室

棟などとなっております。不用額につきましては10

億3780万円余りとなっておりますけれども、そのう

ち大きなものが、首里高等学校の校舎改築の工事が

中止になったことによります６億8231万円余りの額

でございます。残りは入札残となっております。

それでは次に、クーラーの設置に○狩俣信子委員

ついてお伺いしたいのですが、前に本会議で聞いた

ときに、高等学校は来年度で100％だとおっしゃい

ました。小・中学校はとても低いわけですよね。私

は、とても暑くて大変だという子供たちの声を聞い

ているわけですね 職員からも そこらあたりでクー、 。

ラーの設置についてどうお考えなのかなと。市町村

がやるといったらそのまま放っておくのか、教育委

員会として何か方法がないのかどうか。

定例会でも述べさせていただき○諸見里明教育長

ましたけれども、本当に沖縄の暑い夏で汗をかきな

がら授業しているというその光景は、私も教員でし

たので やはり学習環境上 できたらクーラーがあっ、 、

たほうがずっと効率的だと思っております。小・中

学校に対しても、これも定例会で述べさせていただ

きましたけれども、いろいろな機会を通してクー

ラー設置について促しているところであります。

国に対しても、クーラーについて○狩俣信子委員

交渉とかは一切できないのですか。

例えば、東北であるとか豪雪地○諸見里明教育長

、 。帯では 交付税等を通してそういう手当があります

沖縄も亜熱帯性で気候的なものがあるものですか

ら、それに関連してぜひできないかということは国

に対して要望しております。

市町村が厳しい状況なら、国に対○狩俣信子委員

して、豪雪地帯であればその費用の手だてがきちん

とあるわけですから、沖縄の暑さに対してもしっか

りと今後とも交渉をやっていくべきだと思います。

次に、八重山の教科書採択問題について、教育長

もいろいろコメントを出されていますけれども、現

状はどうなっていますか。

文部科学省ともコンタクトを○諸見里明教育長

とっていろいろ聞いております。今月いっぱいでは

ないかという話は聞いていますけれども、その後の

進 は、まだ正確な情報は入ってきていない状況で

す。

教育長のスタンスについては、こ○狩俣信子委員

の前、教育長が就任当時お話ししていたスタンスで

変わりないわけですよね。

変わりはございません。３市町○諸見里明教育長

のそれぞれの立場を尊重しながら県教育委員会は当

たっていくつもりです。それに、３市町が主体的と

なって解決すべきものだという考えは今でも変わり

ないです。

これに対して、国がもっと強行に○狩俣信子委員

指導に入るということも考えられますか。

マスコミ等で報道されているよ○諸見里明教育長

うに、まだわからない状況であるのですが、是正要

求の指示が出る可能性はあると思います。

そのとき、教育長としてはそれに○狩俣信子委員

従うということですか。それとも、教育長が最初か

ら言っていたスタンスをきちんとはっきり押し通し

ていくということでしょうか。

これは教育委員会の合議でしっ○諸見里明教育長

かりと審議して、結論を出していきたいと思ってお

ります。

出していく。○狩俣信子委員

はい、出していきます。○諸見里明教育長

要するに、場合によっては教育長○狩俣信子委員

が前に言っていたことが変わることもあると考えて

いいのですか、それともそれはないのですか。少し

心配ですから。

これから議論になるわけですか○諸見里明教育長

ら、勉強会も今やっておりますし、いろいろな角度

からやって、法的な面、それから３市町の主体的な

面等も含めて議論させていただきたいと思います。

次に、アメラジアンスクールにつ○狩俣信子委員

いてお尋ねしたいのですが、今、宜野湾市にアメラ

ジアンスクールができていますよね。島田懇談会事

業の費用がそこに回ってできているのですが、そこ

とのかかわりで教育委員会はどのようなものがあっ

て、どうかかわっていらっしゃるのでしょうか。
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アメラジアンスクールに○盛島明秀義務教育課長

つきましては、現在、特に学校行事とのかかわりを

持っております。例えば、運動会ですとか学芸会、

学習発表会、あるいは意見文発表会、そういうもの

に担当が参加して、私も参加したことがございます

が、そのようなかかわりですとか、あるいは進学の

準備を市町村と連携しながら対応しているという状

況がございます。

アメラジアンスクールに通ってい○狩俣信子委員

る子も沖縄の子供たちですよね。それを考えたとき

、 、に 今おっしゃった学校行事には参加するけれども

要するに教育的な配慮というか、教師を派遣すると

か、そういうことは教育庁は一切考えていらっしゃ

らないのでしょうか。

これは教育庁のほうでは○盛島明秀義務教育課長

派遣してございませんが、環境生活部平和・男女共

同参画課において、そこから２名派遣をしておりま

す。

これは男女共同参画社会のところ○狩俣信子委員

が担当して、てぃるるともかかわってきてという経

過はあると思うのですが、殊さら教育に関する部分

ですから、やはり教育庁としても、学校行事だけに

参加しますよというのは少し弱いのではないかと思

うのです。これについては、平和・男女共同参画課

から２人派遣しているから、それはそれでいいとお

考えなのでしょうか。

委員がおっしゃるように、アメ○諸見里明教育長

ラジアンスクールに通っている子も沖縄の大切な子

供たちであるし、いろいろな形で支援とか積極的に

関与していきたいと思います。ただ、文部科学省設

置の認定校でないこともありますし、同じような施

設が70とか80もございまして、この辺は派遣するの

は少し厳しいと思うのですが、今おっしゃるように

いろいろな形で関与していきたいと思っておりま

す。

例えば、平和・男女共同参画課と○狩俣信子委員

連携して、向こうにもう少し派遣教員をふやしてほ

しいとか、そういう話は教育委員会としてはできま

すか。今、アメラジアンスクールに派遣しているの

。 。はお二人だけですよね そういう数をふやせますか

環境生活部とも調整は可能で○諸見里明教育長

す。ただ、派遣することに対してはやはり慎重にな

らざるを得ないです。とにかくいろいろな形で、ど

うかかわっていけるのか検討してみたいと思いま

す。

私はアメラジアンスクールが宜野○狩俣信子委員

湾市にできる以前から視察をして、大変な状況だっ

たのです。子供たちが学校へ行って、いじめに遭っ

たりしていて、結局そこではできないからというこ

とで親が立ち上げたわけですから、そのあたりも広

く考えていただいて、できるだけの補助はやってい

ただきたいと思うのです。親の負担も結構大変だと

。 、 。思いますよ 以上 これは要望だけ言っておきます

次に、若夏学院についてお尋ねします。この前、

若夏学院の運動会に行ってきました。私はびっくり

したのです。小学生がいるのです。中学生だけかな

と思って行ったら、そうではなくて小さい子もいる

ものですから、若夏学院は教育委員会としてどのよ

うにかかわっているのか。

大名小学校若夏分教室、○盛島明秀義務教育課長

城北中学校若夏分校ということもありまして、積極

的にさまざまな行事にかかわっている現状がありま

。 、 、す また 学校間で連絡調整会議もございますので

そのときに若夏学院の各分校、大名小学校、城北中

学校、義務教育課からもそれぞれ関係者が参加した

年２回の連絡協議会議にも対応している現状でござ

います。

教育長は若夏学院へ行かれたこと○狩俣信子委員

はありますか。

行こう行こうと思っているので○諸見里明教育長

すが、まだ行っていないです。去年行く機会はあっ

たのですが、行けなかったです。

やはり教育委員会とのかかわりが○狩俣信子委員

あるところですから、一度は行って子供たちの様子

をごらんになってもいいかなと。私もこの前初めて

、 。行って 小学生がいるとびっくりしたわけですから

そういう意味では、若夏学院の子供たちもしっかり

と私たちで見守っていけたらいいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

、 。次に 琉球の歴史教育についてお尋ねいたします

この前、教育委員会にも陳情が出されまして、ウチ

ナーのしまくとぅばだけではなくて、ウチナーの歴

史もしっかり子供たちに知ってもらうことが大事だ

ということで、議会では陳情を採択いたしました。

そういう意味で、教育長の本会議での答弁を私は聞

いてはいるのですが、私が知っている実態と少し違

うなと。受験生がいて、大学入試にも関係するので

なかなか組めないということもある意味わからない

でもないのですが、琉球の歴史がわからない子、小

学校で幾つかやったかもしれない、中学校でもやっ

たかもしれない、でも、実際に余り浸透していない

というのが現実にあるわけですから、もう少しやら
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ないと。例えば、高等学校の中でどう取り組めるの

か、教育長の御意見を聞かせてもらえますか。

私も社会科の先生でしたので、○諸見里明教育長

授業ではよく取り上げてきたつもりですが、琉球の

、 、歴史の意義は 沖縄の子供たちにはぜひ誇りを持つ

アイデンティティーを持つという意味でも絶対必要

だと思っております。ただ、学校のカリキュラムの

中で―学校長の裁量によるのですが、高等学校では

学校設定科目というものがありまして、そこでは琉

球の歴史であるとか、それをやっている学校もある

のです。それはそれでいいとして、やはり高等学校

でも近現代史とかでは琉球史を教えていくべきだと

私は思っております。

教えていくべきだと思っていらっ○狩俣信子委員

しゃるのですよね。

教えていくべきですね。○諸見里明教育長

でも、実態としてはそれが余りで○狩俣信子委員

きていないわけです。それで社会科の、特に歴史の

教師からは、これを何とか定着させる方法はないだ

ろうかという要望が来るわけです。だから、教育委

員会と社会科の歴史教育をやっている皆さんと一度

会って話し合いを持ってみたらどうですか。どう定

着できるのか双方の意見交換の場所、ある意味では

検討委員会、そのあたりを立ち上げていく方法はな

いですか。

高等学校では、歴史教育研究会○諸見里明教育長

とか、あるいは私的な方々がやっている研究会もあ

るのですが、例えば高等学校の歴史教育研究会は教

育委員会が所管していますので、いろいろな意見交

換などをやっております。さらに、副読本等の活用

の仕方とか、その辺も含めてやっております。

副読本とおっしゃいましたけれど○狩俣信子委員

も、その活用の実態はおわかりですか。

副読本としましては、○仲間靖県立学校教育課長

「改訂版高等学校琉球・沖縄の歴史と文化」という

副読本が７校で使われております。また 「ジュニ、

ア版琉球・沖縄史 沖縄をよく知るための歴史教科

書」は３校で使われております。また 「高等学校、

琉球・沖縄の歴史と文化 書き込み用教科書」とい

うものが６校で活用されてございます。

計16校ですよね。60校のうちでは○狩俣信子委員

数が少ないなと思っております。やはり社会科の先

生方がそう言ってくるわけですから、これについて

は今後もう少し検討して、意見交換などもしていた

だきたいと思います。

それから、鬱病、精神性疾患についてです。毎年

160人、170人と高い数値で推移しているものですか

ら、それについていろいろな対応はしていると思う

のですが、もっと効果的な方法はないですか。

委員御指摘のとおり、教○山城秀史学校人事課長

職員の精神性疾患、メンタルヘルスケアにつきまし

ては、我々としても大変重要な課題だと思っており

ます。対策を講じるためには原因を明らかにしなけ

ればならないとは思いますけれども、精神性疾患の

増加の原因につきましてはいろいろな御意見、説が

ありますが、社会的な背景であるとか、昨今の教職

員が置かれている環境の変化とか、さまざまなこと

が言われております。それに対して精神性疾患の教

職員が増加しないように、あるいは職場復帰できる

ようにするのが重要だと考えております。

予防の面では、現在、管理職や階層別の研修など

においてもメンタルヘルスに関する研修を組み込ん

でいて、メンタルヘルス、セルフケアの技法とか知

識をお伝えしております。それから、相談対応とし

まして、保健師による相談窓口を設置して対応して

おります。また、電話やメール、24時間対応の電話

相談も行っております。また、必要に応じて専門家

であります心療内科医や臨床心理士との面談も実施

しております。また、昨年から保健師が直接学校訪

問を行ったりもしております。さらに、今年度から

教職員元気力アップ事業を実施しておりまして、今

年度と来年度にかけて２カ年にまたがりますけれど

も、全県立学校を訪問します。これは臨床心理士が

学校において講演会を実施するとともに、管理職に

対するラインケア、セルフケア、相談しやすい体制

づくりについて臨床心理士が各学校現場でアドバイ

スするということを新しい取り組みとしてやってお

りまして、来年度まで２カ年かけて全学校を回りた

いと思っております。

ありがとうございました。ぜひ効○狩俣信子委員

果が出るといいですね。

あと１つ、多忙化が抜けていましたけれども、多

忙化はどうですか。

精神性疾患の背景として○山城秀史学校人事課長

多忙化があるのではないかということも推測はされ

ますけれども、なかなか関係性といいますか、因果

関係が証明されたようなものがないのが実情です。

ただ、先ほども申し上げましたように、教職員の状

況は年々厳しさが増しているのが実情だと思ってお

ります。これまでも多忙化に関しましてはさまざま

な取り組みを行ってまいりましたけれども、今年度

は健康面、勤務条件の管理の面から、健康管理、服
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務に関する協議会を設置して協議しております。そ

れから、校務改善検討委員会を立ち上げておりまし

て、現在その審議を行っており、近々提言が出され

ると思いますけれども、多忙化の解消に向けて多角

的、多面的に提言をしていただいて、それを踏まえ

て各学校現場で効果のある対策を講じていただきた

いと考えております。

忙しいときには帰るのが午後８○狩俣信子委員

時、午後９時の先生方が結構いるのです。だから、

ノー残業デーぐらい徹底してもらえませんか。よろ

しくお願いします。

新田宜明委員。○呉屋宏委員長

この委員会に入ってまだ１年少し○新田宜明委員

にしかなりませんので、勉強のつもりで質疑をさせ

ていただきたいと思います。同時に、私が日ごろか

ら思っている教育行政への次年度以降の施策にぜひ

反映させていただきたいことも含めて、皆様に質疑

をさせていただきたいと思います。

最初に、平成24年度から平成33年度までの沖縄県

教育振興基本計画が定められておりますけれども、

その要点について簡潔に御説明をお願いしたいと思

います。

沖縄県教育振興基本計画の考○運天政弘総務課長

え方ということで御説明をさせていただきます。こ

の計画は、教育基本法第17条第２項の規定に基づき

まして、本県教育の振興のための施策に関する基本

的な計画として策定されたものでありまして、教育

行政運営の基本となるものでございます。この中身

ですが、総論と各論で構成されておりまして、計画

の期間は先ほど委員がおっしゃったように平成33年

度までの10年間でございます。ただ、各論部分は平

成28年度までの５カ年間の前期計画となっておりま

す。

それでは、その計画の要点―私が○新田宜明委員

知る限りにおいては７項目にまとめられております

けれども、その７項目のタイトルだけでも御説明い

ただけますか。

教育施策の体系がございまし○運天政弘総務課長

て、その中に７つの教育委員会所管の項目がござい

ます。潤いと生きがいのある生涯学習社会の実現。

自ら学ぶ意欲を育む学校教育の充実。多様化、高度

化する社会の変化に対応した教育の推進。４番目に

地域を大切にし、誇りに思う健全な青少年の育成。

５番目に家庭・地域の教育機能の充実。６番目に豊

かな感性を育む文化の継承と発展。７番目に新しい

時代を展望した教育行政の充実という７つの施策を

掲げて取り組んできております。

それでは、平成24年度主要施策の○新田宜明委員

成果に関する報告書の234ページ、多様な能力を発

揮し、未来を拓く島を目指してという施策名でござ

います。その中の事業名ですが、複式学級教育環境

改善事業として平成24年度の決算額が7755万9000円

の執行額となっております。そこで質疑をさせてい

ただきたいのですが、１点目に配置した離島、小学

校の数、そこに配置した非常勤講師の人数、日数、

講師１人当たりの人件費、それから、この非常勤講

師は教員免許の取得者かどうかということを教えて

いただきたいと思います。

１点ずつ確認しながらお○山城秀史学校人事課長

願いしたいと思います。

この事業において複式学級へ配置しました学習支

援員としての非常勤講師につきましては、平成24年

度は31校で46学級、46名の非常勤講師を配置してお

ります。

配置した離島名と小学校の数から○新田宜明委員

お願いします。

先ほど平成24年度は31○山城秀史学校人事課長

、 。校 46学級と申し上げましたのは全体でございます

平成25年度につきましては全体として30校、51学級

に配置をしておりますけれども、そのうち離島の小

学校につきましては10町村19校、30学級30人の配置

でございます。

非常勤講師の年間の勤務日数は把○新田宜明委員

握されておりますか。もし正確でなければ大体の概

数でも結構です。

非常勤講師につきまして○山城秀史学校人事課長

は年間を通してということではございませんので、

週数で申し上げたいと思います。週５日で年間35週

の勤務となります。それから、週当たりの勤務時間

は17時間以内となっております。

講師１人当たりの人件費は年間大○新田宜明委員

体どの程度かかっていますか。

時給単価が決まっており○山城秀史学校人事課長

、 。まして １人当たり１時間2770円となっております

週17時間の年間35週で164万8150円、これが標準的

な年収となります。

この非常勤講師は教員免許の取得○新田宜明委員

者ですか。

教員免許保持者でござい○山城秀史学校人事課長

ます。

わかりました。なぜこの質疑をし○新田宜明委員

たかと申し上げますと、やはり離島町村における教
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員の不足等も含めて複式学級での授業は非常に大変

。 、だと思うのです 私も何回か過去に見たことがあり

そういう関係で離島に何回も行ったことがあります

が、学力向上とか教育の機会均等を確保するために

は、こういった一番末端の離島・僻地教育が大事で

はないかと思っております。

そこで、私の質疑を皆さんにも事前に見せてあり

ますけれども、わかる授業の構築について、具体的

にどのようにその取り組みをやっているのかという

ことをまず御説明していただきたいと思います。

現在、教育委員会が進め○盛島明秀義務教育課長

ている事業といたしましては、大きく２つの事業が

ございます。１つは教育指導力向上事業ということ

で、ブロック型研究という事業がございます。これ

は近隣の小・中学校の教員が集まってそれぞれ授業

研究を行うものです。もう一つは授業改善研修とい

いまして、この研修は、内容的には小・中学校の算

数・数学あるいは理科の先生を中心とした授業研究

事業で、この２つは予算化された研修事業でござい

ます。

わかる授業を実施するための教職○新田宜明委員

員の研修時間の確保はいろいろと皆さん工夫されて

いると思うのですが、そのためにはやはり先生方の

研究する、あるいは学年単位なり教科ごとに研修す

るお互い同士の、先輩後輩あるいは経験を持った先

生から伝授してもらう時間の確保が大事だと思うの

です。それと同時に、例えば学校行事の中で、単年

度で体育祭もある、それから学芸会もあるというよ

うに大きなイベントが２つも重なると、時間確保が

大変厳しいという話を現場の先生方からよく聞くの

です。授業の質を高めるための研修時間の確保のた

めに、こういった学校行事の精選も必要ではないか

と思っているのですが、その辺の現場の声とか皆さ

んの状況把握について、どういう認識を持っている

のかお伺いします。

まさに委員御指摘のとお○盛島明秀義務教育課長

りでありまして、現在、特に小・中学校の校務改善

検討委員会ということで検討を進めているのです

が、その検討事項の一つとして学校行事の精選、ス

リム化ということもございます。大きな行事を本当

に約１カ月ぐらいかけて仕上げるという現状が沖縄

にはありまして、それはやはりかなり負担になりま

すので、そのスリム化をする。例えば、練習期間を

２週間程度にする、あるいは中身をかなり見直して

いくというような作業を今やっているところでござ

います。おっしゃるとおり、この精選、スリム化は

まさに必要なことだと感じております。

質疑を次に変えさせていただきま○新田宜明委員

すけれども、沖縄県教育振興基本計画―ホームペー

ジに非常に簡潔明瞭にわかりやすくアップされてい

るので、私はプリントしてまいりました。皆さんの

教育委員会のホームページもリニューアルしたとい

うことですが、もう少し時期に合ったような、要す

るに４月に更新されて以降ほとんど更新されていな

いのではないかと思いましたので、もう少し年度の

進展ぐあいに応じて、状況に応じてホームページを

リニューアルしてほしいと思っております。

そこで、沖縄県教育振興基本計画、平成24年度か

ら10年間の要点を皆さんから説明を受けました。さ

て、これは次年度以降の問題になりますけれども、

このたびいわゆる障害者権利条例が今議会に提案さ

れて可決もされたわけですが、教育現場におけるイ

ンクルーシブ教育は非常に新しいというのでしょう

か、まだ福祉保健部でもなかなか社会的に認知され

ていないこともあって、インクルーシブ教育の問題

が条例化の中では取り上げられておりませんけれど

も、やはり教育現場ではこれから非常に大事な課題

になると思うのです。沖縄県教育振興基本計画を見

ても、こういったテーマ、課題が私には見えないの

ですが、皆さんの中では当然それを包含する形で今

後の施策に反映させるという考えなのかどうか、認

識をお伺いしたいと思います。

特別支援教育につきましては、○諸見里明教育長

平成19年度に特別支援教育に関する施策が国から講

じられて、それが学習指導要領にも明記されて、本

県でもそれを受けて特別支援教育にかなり力を入れ

て取り組んでまいりました。それから、各学校も特

別支援学校という名称にしてやってきているのです

が、特に沖縄県特別支援教育実践推進事業を展開し

て幼稚園から小学校、中学校、高等学校の特別支援

教育実践推進研修を35回開催しておりまして、特別

支援教育人材育成研修、それから全ての学校で特別

支援教育体制の整備充実に努めてまいりました。そ

の一環として、専門家チームの派遣であるとか巡回

アドバイザーの派遣等の充実に努めております。そ

れから平成22年度から平成24年度まで、県立特別支

援学校高等部の分教室を中部農林高等学校、南風原

高等学校、久米島高等学校にも設置して研究に取り

組んで、平成25年度からいよいよ本格的にスタート

しました。さらに、次年度からですが陽明高等学校

にも沖縄高等特別支援学校の分教室を新たに設置す

る予定となっております 特別支援教育 インクルー。 、
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シブ教育についてはかなり力を入れてやっていると

ころです。

わかりました。障害のない子供た○新田宜明委員

ちの障害を持っている子供に対する差別の意識を解

消するような、なくすような教育にぜひ取り組んで

いただきたいと思います。

余り時間がありませんので、次に、これは本会議

でも大分―この委員会のメンバーでもある島袋大委

員が大声を張り上げて訴えておりましたけれども、

家庭訪問、私もこの問題について周囲の保護者の皆

さんからいろいろと意見を聞かせていただきまし

た。学校と家庭とのつながりをより密接にするとい

うことと同時に、その子供の育ち、環境を知ること

によって子供に対する接し方や適切な教育の仕方が

見出せるという観点から、時間的にも非常に大変で

はあるけれども、やはり家庭訪問は必要ではないか

ということをおっしゃる方々が多いのです。そうい

う意味では、教職員の多忙化を解消するという観点

からの考えもあるかもしれませんけれども、私はや

はり家庭訪問は重要であると思って継続すべきだと

考えておりますが、いかがでしょうか。

家庭訪問の重要性につきまして○諸見里明教育長

は私も重々承知しております。定例会でも答弁の中

で触れさせていただきましたけれども、子供たちの

家庭環境、それからその子の学校の様子とか、ある

いは通学路等々、いろいろな意味で家庭との連携は

大変重要だと考えておりまして、家庭訪問は大変必

要だと思っております、そのように答弁させていた

だきました。その議論は、校務改善検討委員会で出

た意見の一つでまだ議論の途中でござまして、私も

家庭訪問は重要であると認識しておりますし、その

ように表明いたしました。ただ、実施時期について

４月当初でいいのか、あるいは夏休みにできないの

かということはまだ議論をしている途中でございま

す。

最後に、沖縄学生会館についてお○新田宜明委員

伺いします。これはもう処分方針が出されているの

で、皆さんの見解を覆すことは難しいと思うのです

が、しかし、そこのＯＢの皆さんだとか、この再建

。 、を求める声は非常に切実だと思っております 私は

やはり人材育成に資する事業として学生利用も兼ね

た多目的施設を整備すべきではないかと思っており

ますけれども、現時点の管理状況、それから資産評

価はどの程度なのか、処分の時期はいつごろを考え

ているのかお伺いします。

現時点の管理状況ですが、○識名敦教育支援課長

沖縄学生会館につきましては、平成20年に行った耐

力度調査の結果、構造上危険な建物であることが判

明したことから、平成21年３月末をもって閉寮して

おります。現在は施設を閉鎖しておりまして、機械

警備による管理を行っているところでございます。

次に、学生会館用地の資産評価ですが、用地の売

却につきましては総務部管財課で行うこととなって

おり、鑑定評価も同課で行っております。資産評価

につきましては、売却における予定価格にかかわる

ことでございますので、具体的な額について申し上

げるのは控えさせていただきたいと思っておりま

す。

それから、今後の処分の大まかなスケジュールで

すが、11月に公告掲載いたしまして公募すると。そ

れから、12月に現地の説明会を行います。明けて平

成26年２月に一般競争入札を実施いたしまして、３

月に売買契約を締結、そして所有権移転を行うとい

うスケジュールで伺っております。

１点だけお伺いします。皆さんは○新田宜明委員

人材育成に資する事業を展開できるよう関係部局と

調整を図っていきたいと考えているという見解です

が、具体的にそれはどういうことですか。

具体的にはいろいろあるの○識名敦教育支援課長

ですが、今から内部でいろいろ検討いたしまして、

我々としては奨学金を充実できるような方策がとれ

ないかということを内部で検討、勉強していきたい

と考えております。

赤嶺昇委員。○呉屋宏委員長

主要施策の成果に関する報告書から○赤嶺昇委員

ですけれども、まず先に、先ほど少人数学級の質疑

があったのですが、少人数学級は主要施策にはなっ

ていませんか。

主要施策というのは基本的な方○諸見里明教育長

針でございまして、その中には入っていないのです

が、少人数学級はやはり教育的な効果とかきめ細か

な効果で大変必要だと思っておりますので、それな

りに力を入れてやっていくところです。

少人数学級は皆さんとして重点施策○赤嶺昇委員

ですか。

重点施策として掲げておりま○諸見里明教育長

す。

具体的にどういう形で少人数学級を○赤嶺昇委員

―これは本会議でもかなり質問されていますので、

重点施策であればそれを具体的に示してもらえませ

んか。

主要施策の成果に関する○山城秀史学校人事課長
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報告書等につきましては、これは主に予算事業で整

理されております。教育長が答弁しましたように、

30人学級の推進につきましては重要な、大事な事項

でございます。これについてはさまざまな角度から

検討して進めている事業で、特にこういった主要施

策等の中に入ってくる、つまり人件費をもとにした

施策になりますので、そういう意味ではなかなかこ

ういう計画には載りづらいという形でございます。

この30人学級、さらに少人数学級と○赤嶺昇委員

いうものは、現県政においていつからスタートして

何年目になりますか。この公約はいつからスタート

して今何年たっていますか。

現県政の知事の１期目から公約○諸見里明教育長

としてスタートです。そして、２期目に引き継がれ

て今は７年目になっております。

任期はあと１年で、７年たっていま○赤嶺昇委員

すよね。７年たった今、検討するという答弁をして

いることについて、皆さんはこれで県民に示しがつ

くと思いますか。

、 、○諸見里明教育長 国の定数 それから財政面等々

いろいろクリアできるように頑張っているのです

が、さきの定例会でもお答えさせていただきました

けれども、小学校４年生になるのか、中学校１年生

になるのか、次年度はぜひ拡大できるような形で進

めていきたいと思っております。

少人数学級についての知事の公約○赤嶺昇委員

は、具体的にどういうことですか。

教育委員会としても知事の２期○諸見里明教育長

目の８年間でできるように頑張ってきたつもりでは

あるのですが、まだおくれている状況です。

現在、知事の公約につき○山城秀史学校人事課長

、 、ましては 小中学校の少人数学級制の導入を推進し

指導環境の改善に努めますとなっております。

ということは小中学校ですよね。少○赤嶺昇委員

人数というのは具体的に何人ですか。

国の公立義務教育諸学校○山城秀史学校人事課長

の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律―義

務標準法に基づく学級編制で、小学校１年生につき

ましては35人、小学校２年生から中学生にかけまし

ては40人でございまして、これを下回るのが少人数

学級という位置づけになるかと思います。

そうすると、40人が少人数学級とい○赤嶺昇委員

うことですか。今のをもう一回。どういうことです

か。

先ほど申し上げました35○山城秀史学校人事課長

人あるいは40人を下回る学級編制を少人数学級編制

と考えております。

そうしますと、知事公約の小学校１○赤嶺昇委員

年生から中学生までの少人数学級を実施した場合に

かかる予算は幾らですか。

先ほど申し上げましたよ○山城秀史学校人事課長

うに、知事公約は現在、小中学校の少人数学級制の

導入の推進ということで、具体的に何名学級という

ものはございません。当方で試算をしたケースで御

説明いたしますと、小中学校の全学年を仮に30人学

級―小学校１年生、２年生は30人学級としておりま

すけれども、これを小中学校全学年に導入した場合

には教職員が881名ほど必要になると考えておりま

して、その増嵩する費用につきましては約57億3000

万円ほどと試算をしております。

皆さん、例えば30人学級と言ってい○赤嶺昇委員

ますけれども、予算の関係もあることは理解してい

ます。しかし、公約は公約で、県民に対してもう７

年たって、残り任期１年なのです。それは検討する

というタイミングではないでしょうという話です。

皆さんとして努力していないと言っているのではな

。 、いですよ 頑張っていることは評価しますけれども

ただ、公約なので、次年度もう少しふやすというこ

とは答弁されていますけれども、そろそろ総括に入

る時期に来ているだろうという観点から聞いている

。 、 、のです 今 30人を仮定した場合と言ったけれども

、 。30人学級を目指すのか 定義すらもはっきりしない

何名にすると、かかる予算はこれぐらい、教職員は

これぐらい必要、どういう戦略をもってやるのかと

いうことを示す時期に来ていませんか。だから、今

言う30人学級で881名という積算であれば、もう30

人学級を目指すということで理解していいですか。

少人数学級は40人以下という定○諸見里明教育長

義がございまして、ただ、私たちとしては、やはり

基本的な生活態度とか学習面できめ細かな指導がで

きるように小学校１年生、２年生に対しては30人、

３年生以降は35人という形で考えております。

そうすると、今の教育長の答弁に基○赤嶺昇委員

づく積算は幾らですか。

済みません、試算したも○山城秀史学校人事課長

のはございません。試算をすると少し時間がかかる

かと。

公約は小学校１年生から中学生まで○赤嶺昇委員

ですよね。教育長が人数ということで方針をある程

、 、度出しているのでしたら 試算と今後なるべく早く

次の議会までに少人数学級に対する皆さんのプラン

を示してもらえませんか。もう議会では、必要だと
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考えます、検討しますという答弁になっていますか

ら、皆さんのプランを予算も含めて―それは現状と

して、どうしても予算がないのであればないという

ことを明確に出して、このようにすれば多分反対す

る人はいないですよ。ただ、現状は現状として、も

う７年たっている中でそこは出すタイミングだと思

います。このプランを出すべきだと思いますけれど

も、いかがですか。

少人数学級の今後の進展を考え○諸見里明教育長

ても、県の財政状況、それから国の定数等いろいろ

、 、見なければならないものでして 相談したのですが

次年度はやるとか、しばらく見てできるとか、そう

いう形で見通しを示せても、全体のプランでいつま

でにこう出しなさいというものは少し厳しいと思っ

ております。

厳しいと言っている間に任期が終わ○赤嶺昇委員

るのです。それは県民に対して―私はこれはとても

大事な政策だと思っているのです。もうはっきりし

ているわけです。予算が必要だということは皆さん

も答弁されています。ただ、現状は厳しいと。しか

し、これはやはりそろそろ県民に示したほうがいい

のではないかという話です。そうであればどう対応

したほうがいいかという話をそろそろ僕らも議論し

ないといけないと思うのです。そのことを言ってい

るのです。どうですか。

やはりプランは厳しいのではな○諸見里明教育長

いかと思っております。拡大するために、先ほども

言ったのですが知事部局との財政的な面での詰めも

ありますし、さらに、これは莫大な金額になるもの

ですから、国の定数がどのぐらいもらえるのか、採

用をどうするのか、こういうことを含めてプランが

示せるかどうか検討していきたいと思います。

教育長、プランと言ったからできる○赤嶺昇委員

という前提でもちろん僕らも聞いているのですが、

知事部局との調整ですよね。私に言わせれば、７年

たって今から知事部局との調整ということ自体、あ

る意味怠慢と言われても仕方がないぐらいの指摘に

値すると思うのです。ですから、知事部局との調整

というのは当然の話ですよ。さらに国との関係、そ

れはそれとして、要するに今何が課題なのかという

ことをしっかり出したほうがいいと僕は言っている

のです。そこは目指したい、課題はこれだというこ

とを明確に出してもらわないと、これから検討しま

すということがもう７年続いているわけです。この

やりとりの中で、確実にできるというプランは僕は

今は難しいと思います。しかし、目指したいけれど

も課題はこれとこれということを表に出したほうが

いいのではないかという話ですが、それはできます

よね。

実は知事の公約の時期、それか○諸見里明教育長

ら２期目もそうだったのですが、前政権は少人数学

級を拡大していく、そして進めていくという国等の

情報もありまして、私たちもそれと一緒に並行して

やっていこうということもあったのですが、また新

、 。しく政権が変わりまして これが白紙に戻りました

そういうことがありまして、少し難しいのですが、

教育的な意味からも大変必要ではあると認識してお

ります。他府県の状況を見ても沖縄県はまだ進んで

いるほうでして、全体で見るとおくれているほうで

はないです。

幾つか大きな課題はあるのですが、課題としては

出してみたいと思います。

間違いなく次の知事候補もまた同じ○赤嶺昇委員

ことを言うと思います。少人数学級はみんなやりた

いのです。けれども、課題が表に出ないとまた同じ

ことになるので、皆さんの立場で言うと必要という

ことであれば、その課題がクリアできるできないは

別にしても、これはみんなで協力してやっていかな

、 。いと 何となく進んでいるのか進んでいないのかと

ただ、この間少しずつやってきたことは評価してい

。 。るのです そこはぜひお願いしたいと思っています

八重山の教科書問題について、先ほど狩俣委員か

らもあったので何点か確認させていただきますが、

現状では竹富町の子供たちは別の教科書を使ってい

ますよね。その教科書を使って教育現場で何か支障

を来していますか。

特に、３市町から現在の教科書○諸見里明教育長

を使っての苦情とか支障は出ておりません。

国の今回のいわゆる是正措置につい○赤嶺昇委員

、 、てもいろいろ話は出ていますが 私が聞きたいのは

皆さんはもちろんいろいろな、文部科学省に対する

立場、もう一方では子供たちを見詰める責任もある

。 。と私は思うのです もう教科書を使っているのです

それを戻すといったときに混乱がまた起きるのでは

ないか。生徒の視点になったときに、生徒の視点で

という観点で見たときに、これはどうですか。

やはり途中から変えるというの○諸見里明教育長

はよろしくないのではないかと思います。

そうですよ。ですから、私はもちろ○赤嶺昇委員

んこれはいろいろな法律の部分で、今回文部科学省

がやろうとしていることについては我々もいかがな

ものかという気持ちはあります。しかし、大事なの



－290－

は、石垣市の子供たちもそうですし、竹富町の子供

たちも、もう子供たちがこの教科書で少し落ちつい

てきたところでまたそういう話が出てくると、子供

たちの立場になると大変だなと感じています。竹富

町の教育長に電話をして、現状はどうですかと聞い

たら、もう落ちついていると。何とかこの教科書で

安心して学習できる環境が今ようやくできているの

で、これを何とか貫きたいと。彼らはやはり自分た

ちの生徒を見ているわけですよね。教育委員会、教

育庁を初め、いろいろ立場は大変だと思いますけれ

ども、その視点はしっかり、私たちはやはり目の前

の生徒、子供たちを見詰めることが大事だと思いま

すけれども、いかがですか。

教科書問題につきましては、国○諸見里明教育長

から指示があった場合、教育委員会での協議となる

のですが、その旨は私も伝えて議論したいと思いま

す。

そういう現状も含めて、竹富町、石○赤嶺昇委員

垣市の子供たちの状況も改めて現時点でしっかり把

。 、握する必要があると思うのです そのあたりは現場

教育委員会としてもいかがですか。

３市町ともいろいろやりとりを○諸見里明教育長

していまして、子供たちの様子とか、その辺は掌握

しております。必要であればまたいろいろ情報を収

集したいと思っております。

それだけではなくて、この教科書は○赤嶺昇委員

今どうですかと各学校の校長の皆さんにヒアリング

してほしいのです。それについてはどうですか。そ

れもやっているのでしたら、そこの把握については

いかがですか。

ただいまの件につきましては、○諸見里明教育長

義務教育課で定期的に掌握しております。

大変な時期になっていると思います○赤嶺昇委員

、 、けれども 自分たちが子供たち―さっき言った話と

あと私は、この教科書が万が一また別の教科書にと

いう話になったときに、混乱を起こすことも大変な

問題だということをしっかり貫いていただきたいと

いうことをお願いして、終わりたいと思います。

西銘純恵委員。○呉屋宏委員長

最初に、沖縄県の教員は定数内臨○西銘純恵委員

時的任用が多いと。それで、もとの教育長が５年間

で本土並みにする、93％―低いほうではあるけれど

も全国並みにする。沖縄県はそこより10ポイント低

いということで３年前から正規教員に向けて取り組

んでこられたと思います。この３年間どうなりまし

たか。

この３年間にわたり、御承知だ○諸見里明教育長

と思うのですが、200名以上多く採用して臨時的任

用教員の解消に向けて努めてまいりました。

具体的に、３年間の割合の推移を○西銘純恵委員

お尋ねします。人数もです。

平成23年度の臨時的任用○山城秀史学校人事課長

教員は1394名、平成24年度は1353名、平成25年度は

1296名です。これは小中学校の合計でございます。

定数に占める割合につきましては、平成23年度16.8

％、平成24年度16.4％、平成25年度15.6％でござい

ます。

高等学校、特別支援学校も欲し○西銘純恵委員

かったのですが、そこは置いておいて、少なくとも

。 、小中学校で急速に引き上げるということでした 今

臨時的任用教員の割合ということに答えてもらった

のですが、翻って正規教員の割合、その数を確認し

て、そして全国と比べてどうなっていますか。

義務標準法定数に占める○山城秀史学校人事課長

割合は、小中学校のみですが、平成23年度の正規教

員数が6836名で82.5％です。平成24年度が6927人で

83.8％です。平成25年度が7008名で84.2％でござい

ます。

１％ずつ上がった形になります○西銘純恵委員

か、臨時的任用教員の年代別、若い層が割合高いか

と思うのですが、それもお尋ねします。

実数に占める年代別の臨○山城秀史学校人事課長

、 、 、時的任用教員の割合は 20代が41.3％ 30代42.3％

40代12.1％、50代3.7％、60代0.5％です。

若い皆さんが臨時的任用で４割い○西銘純恵委員

るというところは、不安定雇用と非正規雇用が問題

になっている世代ということで、やはり急速に正規

化をと思うのですが、５年間で本土並みに、全国並

みにという目標はどうなりましたか。

前回といいますか、当初○山城秀史学校人事課長

の計画におきましては、目標は九州並みと申し上げ

ていたかと思います。これに対し全国との比較でご

ざいますが、平成25年５月現在の定数の標準に占め

、 。る正規教員の割合 全国平均が93.1％でございます

これに対して沖縄県は84.2％ということで、全国と

比較しまして8.9ポイントほど低い状況でございま

す。

今のテンポで頑張っているといっ○西銘純恵委員

ても、やはり子供たちの学力問題も含めて、教育条

件を全国並みに整備して同等に比較するということ

でなければならないと思うし、今の状況であれば全

国並みにするのは何年かかりますか。
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先ほど申し上げましたよ○山城秀史学校人事課長

うに、全国平均あるいは九州平均を目指すというの

が当初の計画でございまして、今は開きがございま

。 、す 先ほど教育長からも答弁申し上げましたように

平成22年度と比較しまして小中学校で200名ずつほ

ど多く採用してまいりました。ただ、その計画にお

、 。いて 定数を固定するような前提条件がありました

それで、採用数はふやしたけれども定数も同時にふ

えたということもありまして、なかなか計画どおり

。に進 できなかったという一つの反省がございます

今後、これまでの計画の検証を行いながら、児童生

徒数の増減による職員定数あるいは退職者再任用の

数を勘案しながら、新たな改訂版といいますか、そ

ういった計画を今年度中に策定してまいりたいと考

えております。

何年を目指すのかと私は言ったの○西銘純恵委員

ですが、これは全国並みにすると言ったときから実

践すべきですよね。年度はなかったのですか、教育

長。

今課長から答弁させていただき○諸見里明教育長

ましたけれども、今話したように、当初計画にやは

り無理があったと。定数を固定したままの計算とか

幾つか抜けているものがありまして、さらに年金法

との絡みで再任用雇用がこれからまたふえるのでは

ないかということもありまして、どれぐらいかとい

うことは読めない状況です。何とか表明できる形で

このプランを急いではいるのですが、もうしばらく

かかるとしか言いようがないです ただ 採用を200。 、

名ずつふやしていることは確かです。

再任用というのは義務化ですか。○西銘純恵委員

よほどの理由がない限りそう○諸見里明教育長

なっております。

そうすると、新たな制度の変更に○西銘純恵委員

よって組み立てをする、それにしても再任用がどれ

だけという数字は出てくるはずです。8.9ポイント

も全国より低いというものを、例えば５年間でやる

というとあと２年間しか残っていないわけですか

、 、ら この２年間でできるできないというのを明確に

どこを整備すればというのを出さないといけないわ

けですよね。新たな条件で再任用が出てきた。一遍

に大量採用すると、初任者研修があるからそれに対

応するのが厳しかったと、前はそればかり言ってこ

られたのです。その理由を今は全く言わないわけで

すよね。初任者研修の問題はもうそんなには大きな

問題になっていないのですか。やはり比重は大きい

ですか。

比重は大きいです。いろいろ説○諸見里明教育長

明しましたけれども、初任者研修の特殊性といいま

すか、その絡みで採用人数は限られてくるのです。

採用人数は限られているのですが、今後読めないの

は、今説明したように再任用者がどれぐらいになる

のか、その辺がまだ読めなくて、ただ、今これぐら

い採用できるということは本県の大変な強みでもあ

るのです―こう言ったらまた怒られると思います

が。

初任者研修とおっしゃいますが、○西銘純恵委員

初任者研修はどのようにやるのですか。具体的に説

明をお願いできませんか。

初任者研修は法定研修でござい○諸見里明教育長

まして、１年間の校内研修、校外研修、さらに指導

教官、教科指導官等々がいろいろな研修に配置され

るわけです。例えば配置された学校では、３年配置

されましたら、指導教員のほかに教科指導員とか校

内研修体制、先生方は法定研修によって校外にも毎

週１回とか出ていくわけですから、学校現場はかな

り制約されるのです。これが何名も１つの学校でで

きるというわけでもございませんで、そのために採

用数はどうしても固まってしまうのです。１年目に

表明したときにかなりの人数を採ったのですが、学

校現場でかなり無理を生じまして、それで今200人

前後ぐらいに抑えているのです。学校内で初任者研

修を受ける体制とかを整備するためには 300人採っ、

てもいいというものではなくて、どうしても初任者

研修全体の人数が縛られてしまいます。ですから、

大量に採用というのは難しい状況です。

初年度にプラス300人ぐらいやっ○西銘純恵委員

て、どれだけの新たなプラスアルファの配置を行っ

たのですか。混乱したと言いますが、高等学校でも

初任者研修は一緒ですか。

基本的に小中高は一緒です。特○諸見里明教育長

別支援学校もです。

教官とか、そういう皆さんがふえ○西銘純恵委員

たという、その数字はどうなっていますか。

新たな加配とかがふえるという○諸見里明教育長

ものではなくて、初任者研修という制度がありまし

て、初任者が採用されたら各学校に割り振っていく

わけですね。１人であるのか、２人であるのか、多

いところでも１つの学校に３人配置されるのです

が、この３人に対して指導教員がついたり、教科指

導員がついたり、その校内研修体制がかなり難しく

なってくるのです。難しいというか、しっかりしな

ければいけなくなってくるのです。その受け入れ体
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制があるために、４名も５名もこの学校で採用でき

ないという形になってくるのです。それから、大規

、 、模校ではできても 小規模校では１人できるところ

あるいはできないところもございますし、そういう

意味で採用人数が限られてくると言っているわけで

す。

全国並みへ５年間で頑張るという○西銘純恵委員

ことであれば、校内研修で指導する方が必要と、現

場がそれだけ過重になるという話ですが、その体制

も、私は新たに配置してやることは可能だと思うの

です。そこまで早く全国並みに近づけるということ

をやらなかったわけですよね。新たに配置すること

はできないのですか。法的にできないことになって

いるのですか。

県費でできないことはないと思○諸見里明教育長

うのですが、財政的な面もありまして、やはり厳し

いのではないかと思っております。教員はほとんど

教職員定数法にのっとって国の定数でやっておりま

すので。

全国学力・学習状況調査で全国一○西銘純恵委員

、 、低いとか ずっとそういうことを連続して言われて

やはり教育条件が全国並みになっていない。では、

どこに金をかけるかというと、できないことはない

、 、というのであれば そういうことを現場から知事に

こういうことをやらなければ全国並みになりません

という、そこら辺の決意が私は足りないと思うので

す。今ある制度の中でどうするという考え方では、

いつまでたっても全国との差は縮まらないと思いま

す。だから、そこら辺もぜひ検討して、早期実現に

向けて足らないところは財源を充てればできるとい

う観点で検討したらどうですか。禁止されていなけ

ればやってください。

教員の配置の問題ではなくて採○諸見里明教育長

用。それからもう一点、今200名前後採用している

のですが、これからまた再任用が来た場合にどうな

。 、るのかという読めない面も出てくるのです だから

採用自体が今どれぐらいふやせるか、あるいは

ひょっとするとそれもできないかもしれないという

まだ読めない状況があるものですから、それでプラ

ンが出せないような状況です。年度内には改善計画

を出してみたいと思っております。

今のはもっと積極的に、教育長が○西銘純恵委員

それを実現するという立場に立っていないから、結

局はいろいろな理由をつけて、再任用だって何％と

いうのは確実に示されますから、人数は明確にされ

るわけでしょう。それを引いて、どれだけをやれば

きちんと正規率が高くなるとかがわかるわけです。

それをこれまでやってこないで、初年度は頑張った

けれども、その後は尻すぼみになっているというこ

とで、結局は何年かけてやるのかという明確な目標

も立てられないと思うのです。私は、これを打開す

る問題はやはり急速に正規率を高めないといけない

という教育長の決意だと思うのです。どうですか。

正規率の改善につきまし○山城秀史学校人事課長

、 。ては 引き続き力を入れて取り組みたいと思います

ただ、先ほど申し上げましたように、児童数の増減

に伴う定数の問題であるとか退職者数、あるいは現

場の受け入れ体制の課題といったさまざまな条件と

いいますか、要素がございますので、そういったと

ころを総合的に勘案して、今後の計画を組み立てて

いきたいと考えております。

幼稚園の正規率はこの３年間どう○西銘純恵委員

なっていますか。

、 、○盛島明秀義務教育課長 平成23年度 平成24年度

平成25年度で申し上げますと、平成23年度が512名

で正規率は46.7％、平成24年度は510名で43.9％、

平成25年度は508名で50.6％になっております。

市町村も少し努力していると思う○西銘純恵委員

のですが とても低いところはどれだけ どこでしょ、 、

うか。一番低いところでいいです。

市町村によるばらつきは○盛島明秀義務教育課長

かなりございます。100％のところもございます。

低いところは30％台というところもございます。

聞いたことに答えてください。一○西銘純恵委員

番低いところはどこですか、何％ですかと聞いたの

です。

市町村名は控えたいので○盛島明秀義務教育課長

、 。すが 30.0％というのが一番低い比率でございます

25％もあるのではないの。○西銘純恵委員

本年度の状況ではなく○盛島明秀義務教育課長

て、昨年度で申し上げておりました。本年度は確か

に25％というところもございます。

昨年度はもっと低いところがあっ○西銘純恵委員

たでしょう。

平成23年度で申し上げま○盛島明秀義務教育課長

すと30％が一番低いです。平成24年度で申し上げま

すと16.7％、平成25年度で申し上げますと25.0％と

いう割合になっております。

沖縄県は幼児教育が重要だという○西銘純恵委員

ことをやっていますから、やはり正規率を引き上げ

ることも頑張ってほしいと思います。

もう一つ、教師の多忙化問題でアンケートをとら
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れて、原因を何と見たのか、そして何が解消された

のかお尋ねします。

先ほどは教職員の精神的○山城秀史学校人事課長

な面での背景のお話を申し上げましたけれども、多

忙化に関しても重なるところがあるかもしれません

が、国の中央教育審議会が平成20年に答申で指摘し

ている多忙化の要因としましては、子供の状況の変

化。それから保護者、社会からの要請が多様化、高

度化していること。教職員の業務が日々の授業や生

徒指導を初め学級経営、各種会議、事務処理、部活

動指導、家庭との連絡など複雑多岐にわたっている

ことなどが挙げられております。沖縄県教育委員会

としましては、これまで多忙化の解消に向けて調査

依頼や通知文書などを見直したり、指定研修の期間

の縮減などに取り組んでまいりました。また、各学

校におきましても負担軽減検討委員会を設置しまし

て、定時退校日であるとかノー部活動デーなどの設

定、あるいは会議や学校行事等の精選を行って、各

学校の実情に応じた取り組みを行っております。

文部科学省の多忙化原因を挙げた○西銘純恵委員

のですが、沖縄県の教師が多忙になっている原因は

何か。沖縄県はとりわけ所得は少ないし、子供たち

が大変な状況の中で学校に通う経済的な困窮もある

という指摘の中で、学校では教師がどのような多忙

化―アンケートをとられたわけでしょう。独自に生

の教師の声を拾い上げて、そして、その中から何が

多忙化の原因になっていて、どう解消するか。沖縄

県独自にやっていなかったのですか。やっているで

しょう。

これまでに教職員の多忙○山城秀史学校人事課長

化に関する実態調査を行ってまいりましたが、具体

的にどういう内容を多忙化として感じるかというス

トレートな質問は行っておりません。例えば有給休

暇がとれているか、業務量が多いと感じているか、

多忙感はどうか、１日平均どの程度時間外業務を

行っているか、自宅へ持ち帰って仕事をしたのはど

れぐらいかといった実態意識調査を行っておりまし

て、平成20年度の調査によりますと、業務量が多い

と感じているのが77％、１日１時間以上時間外勤務

を実施しているのが86％、自宅で１時間以上業務を

行ったのが54％ということで、沖縄県独特のもので

はございませんが、こういったことが教員の多忙感

につながっているものと考えております。

業務量が多いということが、体が○西銘純恵委員

休めない、心も休めないというとても大事な側面を

持っていることをどう解消するか、軽減するかとい

。 、うことはとても大事だと思います 教職員の病休者

そして精神性疾患の推移はどうなっていますか。５

年間ほどお願いします。

平成20年度から申し上げ○山城秀史学校人事課長

ます。平成20年度の休職者数が382人おりまして、

そのうち精神性疾患は156人です。平成21年度の休

、 。職者数は388人で そのうち精神性疾患は164人です

平成22年度の休職者数は397人で、そのうち精神性

。 、疾患は161人です 平成23年度の休職者数は373人で

そのうち精神性疾患は158人です。最後に、平成24

年度の休職者数は406人で、そのうち精神性疾患は

170人となっております。

全国との比較はどうなっています○西銘純恵委員

か。

全国との比較としまして○山城秀史学校人事課長

は、文部科学省が休職者数を公表しておりますけれ

ども、平成23年度で申し上げますと、休職者の人数

は沖縄県は多いほうから全国で７番目、精神性疾患

による休職者数は10番目となっております。

人数でおっしゃったけれども、割○西銘純恵委員

、 、合からすれば全然違ってくると思うのですが ７番

10番とおっしゃる上位をみんな述べてもらえます

か。

病気休職者数、先ほど平○山城秀史学校人事課長

成23年度は沖縄県は７番目と申し上げましたが、１

、 、 、 、番から申し上げますと 東京都 大阪府 神奈川県

愛知県、北海道、埼玉県となっております。それか

ら精神性疾患につきましては、平成23年度は沖縄県

は10番目と申し上げましたが、１番から申し上げま

、 、 、 、 、 、すと 東京都 大阪府 神奈川県 北海道 愛知県

埼玉県、福岡県、千葉県、広島県の順となっており

ます。

大都市圏の中で沖縄県が上位を占○西銘純恵委員

めている。そして、東京都の病休者は779名です。

人数からいえば沖縄県はこの半分近く、割合からい

うととてもひどい状況ではないですか。これは真剣

になぜかという原因を突きとめ、多忙化問題もしっ

かりと究明して対策をとらなければいけないと思い

ますが、教育長はどう考えますか。

多忙化を含めて、学校教員の休○諸見里明教育長

職者の多さは大変大きな課題だと認識しておりま

す。できるだけ手を尽くしているのですが、もっと

もっと頑張らないといけないと思っております。

八重山地区教科書問題をお尋ねし○西銘純恵委員

ます。教科書を地区協議会で採択するときに、教科

書を具体的に選定していく方はどういう皆さんです
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か。

調査員のことだと思いま○盛島明秀義務教育課長

すが、その件については、それぞれの教科の専門性

の高い先生方が調査員となっております。

八重山地区は育鵬社版が答申され○西銘純恵委員

て、それを別々に決めたということですが、調査員

が選んだ教科書の中に入っていますか。

調査員の役割は、それぞ○盛島明秀義務教育課長

れの教科書にコメントを書いて協議会に出すのが役

割ですので、全ての教科書にコメントを書くことが

基本になっております。

調査員から出された評価というの○西銘純恵委員

か、どれだけの教科書会社から出たのか、順位もあ

わせてお願いします。

教科書の数は具体的に把○盛島明秀義務教育課長

握しておりませんが、評価としては必ずしもよい評

価ではなかったということは聞いております。

教科書の専門家である教師が選ん○西銘純恵委員

だものの中では評価がよくなかった。この教科書が

今、育鵬社版ということで、沖縄戦の歴史の真実も

歪曲するような、歴史を塗りかえるような教科書に

なっているということで私たちも問題にしているの

です。今、国から是正要求が出ているということで

すが、この是正要求の根拠はわかりますか。

まだ是正要求が出たわけ○盛島明秀義務教育課長

ではございませんが、いわゆる無償措置法の第13条

第４項につきましては、同一地区において同一の教

科書を採択することになっておりますので、無償措

置法違反ということでの要求になるかと思っており

ます。

休憩いたします。○呉屋宏委員長

午後０時13分休憩

午後１時29分再開

再開いたします。○呉屋宏委員長

午前に引き続き質疑を行います。

比嘉京子委員。

せんだって、沖縄県主催の万国津○比嘉京子委員

梁フォーラム第２弾として、東アジアの平和と安全

保障についてという催しがあって、これは10月11日

にＡＮＡクラウンプラザホテル沖縄ハーバービュー

であったのですが、どなたか行かれましたか―どな

たも行っていないですか。私は第１弾のザ・ブセナ

テラスにも行ったのですが、今回も行きました。そ

れで、特にこれは東アジアの安全保障をどうするか

、 、という問題なので 尖閣問題とか日中韓の問題から

日本と中国の問題から、ここに呼ばれている方々―

中国、台湾、もちろん日本、それから米国と研究者

がそれぞれ意見を何度も言う、またクロス討論等が

あるというような会議だったのですね。特に沖縄に

ついては、ハードパワーとソフトパワーという両方

から見ると、ソフトパワーをもっと発揮すべきでは

ないか、もっと自信を持って発揮すべきではないか

と。そのソフトパワーの発揮の仕方にいろいろな提

案があって、最終的にどうなったかというと、最後

のまとめの一言は、沖縄の教育にありで終わったの

です。今後の沖縄の将来は沖縄の教育にこそ集約さ

れると。もちろんこれは他の分野においてもみんな

同じだと思うのです。

その点を考えますと、今ここにいらっしゃる皆さ

ん方に沖縄の将来はみんなかかっているわけです。

その中で午前中の議論を聞くと、非常に弱腰だと私

は思いました。といいますのは、まず自分たちで自

制をかけ過ぎている。自分たちはこれぐらい要求し

て、こうでなければ沖縄の子供たちは育てられない

というぐらいなぜ財政当局と闘わないのか全然わか

らない。非常に弱い。

そういうことをまず冒頭に言って、その上でもう

一つ申し上げたいことは、子どもの権利条約は御存

、 、じだと思うのですが 文言は覚えていないのですが

私たちに使われるのは費用ではないと、経費ではな

いと、私たちに使われるのは投資なのだという言葉

がたしか子どもの権利条約のどこかにあったと思う

のです。そのことを踏まえて皆さんが本当に動いて

いるかどうか、そこを私はこれから質疑したいと思

います。

、 、第１番目に 教育費の沖縄県の歳出に占める割合

それがどれぐらいで、全国的に見るとどういう位置

にあるかということからお聞きしたいと思います。

教育費の歳出科目の構成比と○運天政弘総務課長

いうことですが、総務省の都道府県歳出決算状況調

をもとにした資料によりますと、平成23年度都道府

県別の公債費を除く歳出総額に対する教育費の構成

比は、全国平均が24.5％、沖縄は26.9％となってお

ります。

次に全国での順位はどのぐらいかということです

が、その部分だけに限定しますと、16位となってお

ります。

全国でも高い教育費を占めている○比嘉京子委員

ということですが、それを１人当たりにするとどう

いう状況になりますか。

１人当たりということですの○運天政弘総務課長

で、文部科学省の平成24年度の地方教育費調査の中
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間報告によりますと、小学校の在学者１人当たりの

学校教育費は、全国平均が約85万円、沖縄県は約80

。 、万3000円となっております 続いて中学生の場合は

全国平均が98万5000円、沖縄県の場合は89万円と

なっております。

今、全国より低いレベルであると○比嘉京子委員

いうことはわかったのですが、順位等もわかります

か。

小学生の場合には全国でも39○運天政弘総務課長

位、中学生の場合には41位という状況のようです。

私が冒頭で申し上げたことは、こ○比嘉京子委員

の結果にあらわれていると思うのです。つまり、沖

縄県は学力が低いということをずっと甘んじて続け

ているわけですが、それに対して経費的にもかけて

いないということも、１人当たりの経費からすると

明らかですよね。私は、先ほど冒頭で、我が県の将

来像、平和も含めて全ては教育にかかっているとい

うお話をさせていただいたのですが、そのことにつ

いては、皆さんの力がまだまだ弱いということを示

していると私は思うのですが、教育長はいかがです

か。

おっしゃるとおりだと思いま○諸見里明教育長

す。ただ、努力はしておりますけれども、やはり数

字的にはまだ低いですね。

やはり財政当局にも、いかに我々○比嘉京子委員

がそのことにお金をかけないでやっているか、しか

も経済的にどうかということも含めてもっと論立て

をする必要があると私は思います。

次の質疑ですが、全国学力・学習状況調査の結果

において、沖縄の子供たちの学力の推移というか、

全国学力・学習状況調査の結果を踏まえて聞きたい

ことは、例えば上位と下位という二極化をしている

のか、二極化の中でも下位層が多いのか。そこら辺

の内部での分析についてお聞きしたいと思います。

完全に二極化ということ○盛島明秀義務教育課長

ではございませんが、全国に比べて沖縄の場合には

顕著に下位層が高いです。例えば、正答率30％未満

の児童生徒が全国に比べると比率がかなり高いとい

うことになっております。

具体的にどれぐらい、どう高いの○比嘉京子委員

ですか。

例えば課題のある中学校○盛島明秀義務教育課長

数学で示しますと、正答率30％未満が沖縄県は35.5

、 、％ 全国は22.2％ということで13.3％の開きがあり

かなり厳しい開きだと認識しております。

それ以外の教科についても、小学○比嘉京子委員

校レベルでも高い割合はあるのですか。これが小中

学校の中では一番高いのですか。

一番顕著に高いのは、今○盛島明秀義務教育課長

申し上げました中学校数学でございます。

そうすると、大抵見えてくると思○比嘉京子委員

うのですが、行き着くところはやはり丁寧に一人一

人に教育現場が対応しないといけない。それで、教

員の多忙化をもちろん改善するということは置いて

おいて、ここにいる全員が沖縄の学力を向上させる

ためには、少人数学級をとることが一番最初にやる

べき手段だと思うのです。そのことについて朝から

議論があるのですが、非常に弱いと思うのです。こ

としの８月に文部科学省が35人学級のための予算要

求に向けた計画をしていると。これから見ると、７

年間で３万5000人教員をふやすという報道があるの

ですが、それは承知の上で動いているのですか。

委員がおっしゃった文部○山城秀史学校人事課長

科学省が財務省に対して平成26年度の概算要求をし

た際に、文部科学省は、今後７カ年の改善計画とい

うものを全体計画で示しております。その中で少人

数学級あるいは少人数指導に関する改善を目指して

いく旨の概算要求がなされたと承知をしておりま

す。

これはまだ決定ではありませんけ○比嘉京子委員

れども、少なくともきょう朝から続けられている30

人以下学級、少人数学級というものは、沖縄は率先

して自主財源を投入してでも頑張らないといけない

と私は思うのです。それは本会議でも言ったつもり

なのですが、本県は自主財源で最低１人でも少人数

学級のために教員を雇っておりますか。

小中学校並びに県立学校○山城秀史学校人事課長

につきましても、県単独予算での職員の配置という

ものはございません。

他府県ではそれをやっているとこ○比嘉京子委員

ろはありますか。

申しわけございません。○山城秀史学校人事課長

全国の状況については掌握しておりませんけれど

も、ただ、過去に県単独で配置した都道府県がある

ということは聞いております。

全国にはそういう教育に対する姿○比嘉京子委員

勢でやっているところがあることはわかっているの

ですが、沖縄こそこれをやるべき地域で、しかもこ

れは先ほどから言っている知事公約であり、それか

ら学力の低さであり、そして家庭的、バックグラウ

ンド的な問題等あり、そういうことを加味すると、

一番投入しなければいけないお金の投じ方だと思う
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。 、のです そこに対して朝からの質疑を聞いていると

教育庁自身が自分たちの足を縛っているのではない

、 、かとさえ思えるような 非常に弱腰のといいますか

非常にお利口さん的な感じが否めないと思ってしま

いました。それで冒頭にああいうことを言ったので

すが、その中でも一番大事なのは、幼児教育だとい

うことを私は訴えてきたのです。けさいただいた幼

児教育のアクションプログラムについてですが、我

々は今回、議会で沖縄県子ども・子育て会議設置条

例を可決したのです。これとの関係において、福祉

保健部との連携はどういう状況になっているのです

か。

現在、福祉保健部青少年○盛島明秀義務教育課長

・児童家庭課、総務部総務私学課、それから教育庁

の義務教育課、３者で昨年度から合同会議というこ

とを実施しておりまして、年間七、八回ぐらいやっ

ておりまして、さまざまな課題について今検討して

いるところでございます。

この検証の結果として、今後のア○比嘉京子委員

クションプログラムというものは出てくるわけです

よね。これまでのアクションプログラムの検証なの

、 。で 新しい目標という設定は出てくるわけですよね

その予定で進めておりま○盛島明秀義務教育課長

す。

その際に、数値目標的なものもあ○比嘉京子委員

りますよね。

これまで示していまし○盛島明秀義務教育課長

た、例えば複数年保育ですとか、あるいは預かり保

育ですとか、こういうことについては、当然示しな

がら作成するということで計画しております。

朝からありますように、幼稚園の○比嘉京子委員

担任、これにもありますように担任の正規雇用の割

合というようなことについても、そういう目標とい

うものを立てる予定はあるのでしょうか。

これにつきましては、主○盛島明秀義務教育課長

体が市町村ということもありまして、私どもが何％

という目標を設定するのは大変厳しい状況でありま

すが、これまで以上に本務率を上げるようにという

ことはしっかり促していきたい。できれば市町村の

首長がそういう認識をして、本当に幼稚園に教育予

算を投入していただけたらと思いますので、機会あ

るごとにそれは促していきたいと考えております。

その際に、今度の子ども・子育て○比嘉京子委員

会議ですが、この検証したメンバーが少なくとも入

るということで理解してよろしいですか。

この件につきましては、○盛島明秀義務教育課長

具体的な名前は多分今挙がっていないかと思うので

すが、職種別でこの委員のメンバーの職種もありま

すので、できるだけ推薦してつながりがあるように

できたらと思っております。

ぜひ20名の中にこの流れをくん○比嘉京子委員

で、この議論のもとにこれからの会議の方向性が示

されるように、ぜひお願いしたいと思っていますの

で、よろしくお願いいたします。

最後に、先ほどからある教科書問題ですが、今、

私は２つの法の矛盾点をついたというところで、今

回の八重山地区教科書問題の発生があると思ってい

るわけですが、県がこれまでそれぞれの担当の地域

に、指導助言というレベルだったかどうだか、国が

介入してくる根拠は何ですかと午前の最後に聞かれ

ましたけれども、国が入れるという法的根拠はある

のでしょうか。

この件につきましては、○盛島明秀義務教育課長

地方自治法の第245条で規定しております。

その内容を少し教えてください。○比嘉京子委員

これから、例えば予想で○盛島明秀義務教育課長

きる是正要求につきましては、地方自治法第245条

の５で市町村に違法行為や不適正な事務処理がある

と認められるとき、または著しく適正を欠き、かつ

明らかに公益を害していると認められるときに、国

は都道府県に要求することができるとなっておりま

す。

今の地方自治法に沖縄県自身も該○比嘉京子委員

当するという理解をしているのですか。教育長、ど

うお考えですか。

今あくまで新聞報道の範○島田勉教育管理統括監

囲ということで、まだ我々は本当に来るのかどうか

もわかりませんので、その範囲でということでお答

えしたいのですが、地方自治法の第245条に国の地

方公共団体への関与の規定がうたわれております。

その中で、先ほど義務教育課長から答弁した繰り返

しになりますけれども、その地方自治法の第245条

の５で、市町村に違法行為や不適正な事務処理があ

ると認められるとき、または著しく適正を欠き、か

つ明らかに公益を害していると認めるとき―これは

国が認めるということです、都道府県などが市町村

に対して是正を要求するよう国が県に指示をする規

定になっているのです。つまり、この第245条の中

では、市町村の違法行為と不適切な行為について、

これは市町村の自治事務ということになるのです

が、直接是正を要求することができない規定になっ

ています。国は関与を極力しないという規定です。
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ところが、それでも市町村で不適正な事務処理があ

る場合は、国はどのように介入するかというと、市

町村に近い都道府県に指示をして、その市町村に是

正するよう要求しなさいと、そういう指示が打たれ

。 。ています これが地方自治法の規定ということです

国が県に対してそういう要求を○諸見里明教育長

するということです。県としてどうこうということ

は、今の立場ではお答えづらいです。これも含めて

県教育委員会できちんと審議したいと思います。

ということは、ダイレクトに市町○比嘉京子委員

村に物を言うことはできないはずなのに、今日まで

いろいろな動きがあるということは、やはり国はや

るべきことをやっていない。２つの法律の整合性を

検討していない。私は、そういうことを県は先に要

求すべきであって、今の流れとしては違うのではな

いかという意見を述べて終わります。

嶺井光委員。○呉屋宏委員長

学力向上について少し議論をしたい○嶺井光委員

と思っております。

一般質問でも少し議論しましたが、この延長戦だ

と思って結構です。前にも言ったように、この学力

向上、学校あるいは教育委員会でやるべきこと、あ

るいは家庭や地域でやるべきこと、この２つがしっ

かり動いて社会全体として取り組むべきだと思って

おります。午前からの議論でもあるように、これだ

け沖縄の学力が改善しない、どこに問題があるかと

いう指摘はほとんど出ていますけれども、たくさん

原因はあるかと思います。中でも、少人数学級とい

うのは一番効果的だと私も思っております。しかし

ながら、これまで取り組んできて、なかなか財政の

問題等々、あるいは施設の問題もあるでしょう。い

、 、ろいろな課題があって そこに進んでいかない現状

その現状の中でも、この学力を上げるという方策は

幾らもあると思うのです。とりあえずこの場では少

人数学級、30人学級等ということはそばに置いてお

いて―もちろんこれは要求していきますけれども、

今現状の中でどうやって学力を上げるかというとこ

ろに視点を絞って議論をしていきたいのです。

一般質問でも再質問で一応投げました。時間がな

くて十分な議論にはなりませんでしたが、この少人

数学級をするとした場合には、教室が相当ないとい

けないという現実があるわけですよね。そうであれ

ば、すぐにはできない。あるいは予算があってもす

ぐにはできないという課題もあるはずです。そうで

あればと思って、チームティーチングとか習熟度別

の教育とか、こういうものもやっていたはずです。

そこら辺についてのこれからの取り組みをもう一回

確認したいのです。

、 、というのは 何でわざわざこれを伺うかというと

一般質問で聞いたときには、加配定数の範囲でしか

チームティーチング、習熟度もやっていないという

話があったのです。朝からの財源の問題と絡んでお

りますけれども、やはり教員をふやすという方向に

いかないと、このチームティーチングも習熟度別の

学習もできないと思うのです。そこについての思い

というのか、教育長の考えがあれば、改めてお聞か

せください。

やはり学力の課題というもの○諸見里明教育長

は、第一義的に学校教育にあると思っております。

そのためにマンパワー、教師の力というものは本当

に大きいと思っております。少人数学級、それから

少人数指導、チームティーチングも、まずは少人数

学級を掲げて―定例会でも答弁させていただきまし

たけれども、小学校４年生か中学校１年生、まずこ

れを目標に頑張ります。まだ時間的に、どうしても

段階的に時間がかかるものですから、その間、少人

数指導であるとかＴＴとか、あるいはいろいろな加

配を使って取り組んでいきたいと思っております。

学力向上にはやはり効果はあるわけですから。

財源との問題ですが、先ほどから少○嶺井光委員

し意気込みが弱いのではないかという指摘がありま

す。少人数学級というものはかなりハードルが高い

し、とりわけ現状の学力を高めるための取り組みと

しては、こういう方法にまず力を入れていくという

ことができる取り組みではないかと思っていますか

ら、そこら辺に力を入れてやってもらいたいと思っ

ております。

それから、平成24年度主要施策の成果に関する報

告書の235ページにありますけれども、この学習対

策費の中で夢・実現学力向上研究事業、さらにその

中に地域教育資源活用研究事業というのがありま

す。これはキャリア教育に視点を置いて、子供たち

、 、に学習意欲をという取り組みなのですが この計画

10市町村としたけれども受けたのが２町村という、

この現状を説明していただけますか。

この件につきましては、○盛島明秀義務教育課長

夢・実現学力向上研究事業の中で、10市町村という

のはその日の学び振り返り研究事業、これは10市町

村でやっております。地域教育資源活用研究事業と

いうものは２町村であります。これはもともと応募

が少なかった町村でありまして、現在、大宜味村と

久米島町、その２町村でやっております。
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やはり子供たちの意欲というもの○嶺井光委員

も、それぞれ一人一人が目標を持って学習に臨むと

いうところから学習意欲が高まっていくと思います

ので、こういう取り組みを―実際余り広がっていな

いという印象があるものですから、こういうところ

もしっかり取り組むことによって学力向上につな

がっていくと思いますので、ぜひ広げてやっていた

だきたいと思っております。

今の関連で、その日の学び振り返り研究事業、一

般質問でも申し上げたのはこれです。学校にボラン

ティアとか、加配の先生方が入ってくる。ある意味

チームティーチングとかになると思うのですが、こ

れを幾らか予算で配置できる部分、あるいはボラン

。 、ティアの方々を活用する形で広げていく さらには

地域のことは後からまた申し上げようと思っており

ますけれども、このボランティアの方々が地域でも

学習の底上げをするような取り組みができないかと

思うのですが、そこら辺に向けての取り組み、意気

込みをお聞かせください。

我々は、学力向上を初め、学校○諸見里明教育長

教育の現在の遂行においていろいろやろうとするの

ですが、やはり財政の問題であるとか、あるいは数

の問題とか、いろいろかかるわけです。その中でや

はりボランティアであるとか、本当に決め手になる

、 、 。のは地域の活動 人材の活動 それだと思うのです

ですから、いろいろな意味で地域の人材の活用、そ

れから退職された教員あるいは学生も含めて、この

ボランティア活動の導入ということは私は大変必要

だと思っております。

では、地域のほうに移っていきます○嶺井光委員

が、昭和63年あたりから沖縄県の学力向上対策が推

進されております。あれから25年学力向上対策が推

進された。その後も学力向上推進ということで各市

町村の取り組みがなされてきた。けれども今、全国

学力・学習状況調査ではこんな状態だと。各地域で

取り組まれている学力向上対策の学校教育部会ある

いは地域部会、この地域部会の中で―ＰＴＡを中心

にして取り組んでおりますけれども、このマイペー

スでしてきたように体験学習とか地域行事への参

加、これも当然大事なことでありますけれども、地

域でも教員ＯＢとかボランティアの方々が学習活動

ができるような取り組みを広げていく。既にやって

いるという情報は聞いておりますけれども、これを

さらに広げていって、ウチナーンチュ全体でやるこ

とによって、底が少しでも上がっていくという現象

を期待できるのではないかなと私は思っていて、そ

れを何度も言ってきたのですが、そこら辺はどうで

すか。

今、嶺井委員の○蔵根美智子生涯学習振興課長

おっしゃった県民総ぐるみ、地域も交えての学力向

上対策ということで、本県は、学校、家庭、地域の

連携協力事業を推進しております。その１つとして

は学校支援地域本部事業、もう一つは放課後子ども

教室推進事業です。そして家庭教育支援事業がござ

います。

こういうものを私は新聞の記者メモ○嶺井光委員

に投稿したら、結構反響がありました。あるところ

では、既にこういうのをやっていますと、もっと広

がるように取り組んでくれというように声が返って

きたのですが、ある意味では取り組みがされており

ますから、県教育委員会としてもこの学力向上を大

きな課題として持っておりますので、いま一度こう

いうことを広めていくことも一つの効果が期待でき

る意見かなと思っておりますから、頑張っていただ

きたいと思っております。

、 、いずれにしても 先ほどから指摘があったように

この平成24年度主要施策の成果に関する報告書にも

あります正答率30％未満というのが沖縄は多い。そ

の部分をどうするかということですから、大体ター

ゲット―と言うのは悪いのですが、絞り込んで、こ

ういうところをどう上げればいいかという、ある意

味指導方法というものはでき上がっていくと思いま

すから、できる子はさらに伸ばす、こういう下の部

分をどう上げるかということにしっかり力を尽くし

ていただきたいと思っております。

質疑を変えますけれども、先ほども比嘉委員から

あった子ども・子育て会議の設置の問題、これは福

、 、祉保健部から私は答弁をもらったのですが 保育所

幼稚園の問題ですから。私が危惧しているのは、こ

の幼稚園、保育所を１つにしてしまうという方向に

行ってはいけないという思いがあって、あえてこう

いう指摘をしております。県としてどういう方向に

行くのかという、福祉保健部あるいは教育委員会で

何か議論もあるのか。その辺はどうですか。

先ほど比嘉委員にもお答○盛島明秀義務教育課長

えしたとおり、現在、福祉保健部の青少年・児童家

庭課、総務部の総務私学課、教育庁の義務教育課の

３者でかなり連絡会議を重ねてきているのですが、

その中では、例えば幼保窓口をどうしようかと、一

本化できないものかというようなことも含めて、た

だ、例えば公立幼稚園を認定こども園に移行すると

か、まだそういう具体的な議論までは入っておりま
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せん。沖縄には特殊な事情がございますので、そこ

はかなり課題だと思っていますので、今その辺も議

論を重ねているところであります。

ぜひ幼稚園は幼稚園として取り組ん○嶺井光委員

でほしいと思っています。

、 、 、もう一つ 青少年の家の件ですが 宿泊体験学習

小学校５年生を中心にやっていますよね。その実施

状況をお聞かせください。

平成24年度の県立○蔵根美智子生涯学習振興課長

青少年の家の実施状況は、まず６施設合計の利用団

体が4946団体、合計の利用者数が20万1733名でござ

います。そのうち、嶺井委員がおっしゃった小学校

５年生の宿泊学習など、宿泊を伴うのが1196団体で

人数は12万6320人です。それ以外の日帰り、これを

体験学習として集計しますと、3750団体で人数は７

、 。万5413人 それを合わせると20万1733名になります

私は南城市ですが、この青少年の家○嶺井光委員

での体験学習等は、玉城の施設は地域のシルバーの

方々がかかわっていて、とても有効な活動がされて

いるという評価を聞いております。そういう意味で

も、県教育委員会もしっかり力を入れて取り組んで

ほしいと思います。

又吉清義委員。○呉屋宏委員長

学力向上について入りたいのです○又吉清義委員

が、その前にほかの決算から入りたいと思いますの

で、よろしくお願いします。

平成24年度沖縄県歳入歳出決算書の232ページ、

ほんの一例ですが （目）教育指導費です。考え方、

として、これは余り好ましいことではないと思うの

でその辺を御説明願いたいと思うのが、例えば補正

で１億1600万円を組む、不用額で１億5000万円を出

すということは余り好ましい形ではないかと思うの

ですが、なぜそれがこうなったのか。これは本来の

姿であるのかないのか、まずその点を御説明願いた

いと思います。

教育指導費において補正額よ○運天政弘総務課長

り不用額が多くなっているという御指摘でございま

すが、この件につきましては、補正予算がまず１億

1000万円余りございました。その主なものは、沖縄

振興特別推進交付金を活用した新規事業４事業を予

算要求いたしました。不用額につきましては約１億

5000万円余りございますけれども、この主なものと

しましてはその他の事業―戦中戦後の混乱期におけ

る義務教育未修了者支援事業や複式学級教育環境改

善事業など、国庫補助事業の内示の減であるとか、

それから沖縄振興特別推進交付金の交付決定のおく

れなどによって、事業の期間をどうしても短縮しな

ければいけなくなったということで、そのように不

用額が出てしまったということです。ですから、通

常でしたらできるだけ100％執行に向けて頑張るの

ですが、今回のものはこういう交付金の決定時期の

おくれ等で、どうしても事業期間が確保できなくて

多く余ってしまったということであります。

要するに、この交付金の決定にお○又吉清義委員

くれがあって、そして執行するのに期間が非常に短

かったと。本来はこれが計画どおり決定も早く、期

間があればほぼ執行はできたけれども、そういった

意味で、今回予算を消化と言ったらおかしいかもし

れませんけれども、うまく執行できなくて、その分

が不用額になったということでよろしいですね。

それともう一点、これは本来の姿ではなくて、平

成24年度だけがそういった現象であって、別にまた

平成25年度の決算にはそういったことはないですよ

ねという確認です。

おっしゃるとおりでございま○運天政弘総務課長

す。昨年度は沖縄振興特別推進交付金創設の時期で

もありましたので、大分ばたばたでございまして、

予算獲得で一生懸命でございました。今年度はもう

そういうことがないように一生懸命頑張っておりま

す。

ぜひ頑張ってください。○又吉清義委員

次に、この皆さんの説明資料の５ページについて

もう少し説明していただきたいのですが、この中の

。 、学校建設費です 49億円余りの支出済み額の予算で

繰越金が26億円、不用額が10億3700万円出ています

、 。が やはりこれはなぜそうなったかということです

非常にいい言い方をすれば、節約して安くできたと

言えばその一言で終わりかもしれませんが、ただ、

やはりある程度節度というのがあるものですから、

その辺がなぜそうなったのかという説明が十分では

ないような感じがしたものですから、ひとつお願い

します。

委員おっしゃるとおりの面○親泊親一郎施設課長

がございますが、繰り越しにつきましては、学校等

との設計の調整等に時間を要しましたこと等がござ

いまして、それだけの繰り越しが出ております。あ

と不用額につきましては、午前中にもお答えしまし

たが、10億円のうちの７億円弱が首里高等学校の工

事の中止による不用額になっておりまして、残りに

つきましては入札残となっております。

入札残等、確かに説明資料も３億○又吉清義委員

円余りの不用額になっております。工事の中止とい
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うことが気になるのですが、計画をして工事が中止

になるのは、学校現場に対して今後の影響は別にな

いですよね。やはり学校が必要だからそういうもの

を計画したかと思うのですが、これをもう少し説明

していただけますか。

首里高等学校につきまして○親泊親一郎施設課長

は、当初予期していなかった文化財の保存状態がい

いということで、この文化財の発掘調査がぜひ必要

だということがございまして、今現在、文化財の発

掘調査を進めているところです。その進 によりま

して、今後文化財の調査が終わり次第、改築にまた

取りかかっていくということでございます。

よくわかりました。○又吉清義委員

先ほど諸先輩方委員から、多忙な学校現場という

ことが問題になっているのですが、要するに１時間

毎日残業する方、何時間とか、結構いるなと思った

のですが、やはり教育現場でどうかなと。これは私

の個人的な考えですよ。何もこれが精神疾患に全く

関係ないとは言いませんけれども、やはり教育者た

る者、人を教育するからには時間的制限はあっては

ならないと思うのです。教えるときにタイミングを

逃がすと―指導しているときにですよ、５時を過ぎ

たから終わり、またあしたねといったら、鉄は熱い

うちに打てという言葉があるとおり、この子の教育

。 。ができないかと思うのです そういった考えが１つ

もう一点、部活動をしている先生方からすると、

、 。 、日曜 祝祭日も毎日出ているのです １日に４時間

５時間は当たり前です。そうしたら、これからする

と部活動の先生はみんな精神疾患になっています

よ。だから、精神疾患になっている裏には何も多忙

だけではなくて、私は皆さんが教員採用試験をする

ときに情報不足ではないかと。例えば、本人自身が

ボランティア活動をしたことがあるか、そしてどう

いったものをやっているのか、こういうものも調べ

る。そして学校現場で、確かに私も学校現場にあち

こち行ってもう27年になるのですが、多分若い先生

方に精神疾患が非常に多いと思います。これは私の

現場で見た経験ですよ。若い先生方、例えばボラン

ティア活動に携わったことがない先生方からする

と、現場で発達障害の子供を見たら恐怖ですよ。こ

れは指導できないのです。発達障害が起きているの

を把握して、採用するときに先生方に発達障害とい

う子供はどういう子供であるのか、どういう指導を

するのか、どういう取り扱いをするのか、マニュア

ルと情報を教えないと、私は学校現場で混乱を招く

と思うのです。実際に私も何回も見ています。

、 、だから この精神的に重圧を受けている先生方に

ぜひ皆さんに調べていただきたいのは、やはり精神

的圧迫は何が原因であるかと、こういうのを調べた

ことがありますか。精神疾患という診断書１枚で学

校を休んだだけでは何の解決策にもならないかと思

うのです。ですから、皆さんとして、学校現場でそ

ういった精神疾患で休まざるを得ない先生方、彼ら

も苦しいのです。何が原因でそうさせるのか、そう

いった追跡調査等もしたことがありますかというこ

とをお尋ねしたいのですが。

又吉委員の本当におっしゃると○諸見里明教育長

おりでございまして、精神的な疾患で休む先生方は

どんどんふえている一方ですが、先生方もいろいろ

多岐にわたって理由がありまして、いろいろな理由

が重なっているのですが、その中で確かに発達障害

の面とか、その辺もございます。ただ、その追跡調

査はやっておりません。

ぜひ学力を上げるために先生方も○又吉清義委員

頑張ってもらわないといけないわけです。先生方に

も、若い世代で順調に大学に行って先生になったり

すると、こういったことを見たことがなければ本当

。 。にかわいそうなぐらいです 見ていてもわかります

先生が子供に扱われている。これははっきり言いま

すよ 僕らみたいであればメーゴーサーをして とっ。 、

て投げているけれども、先生方はこれはできないで

すよ。やられている子供が教育委員会に言うのでは

ないですよ。やられていない子供がお父さん、お母

さんに話を、このお父さん、お母さんが教育委員会

に話をして、なぜこの子供は先生にたたかれたのか

を言わずに、理由がかみ合わずにトラブルが生じる

のです。ですから、この先生の気持ちもぜひ皆さん

やはり温かく見守って、何が原因だということは私

は追跡調査をするべきだと思うのです。診断書１枚

で休んだからこれでいいというのでは、若い先生方

は大きい志を持って教職を目指したのです。やはり

そこもぜひ把握していただきたいというのを切にお

願いいたします。

次に、学力向上に向けてなのですが、皆さんのこ

の平成24年度主要施策の成果に関する報告書235

ページに私はすごいヒントがあると思います。この

235ページの皆さんのこの事業の効果で、下にきち

んと夢・実現学力向上研究事業については、実施校

の児童生徒の学習意欲の高まりが17ポイント上昇し

た。また、学習支援員の配置校においては、80％の

学校で前年度よりも沖縄県学力到達度調査の結果が

改善したと。そこにヒントが隠れていると思うので
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す。なぜ皆さん、こういったヒントがあるのに、き

ちんと11校指定校でやったのに、なぜこうなったか

ということは、これもまた追跡調査していないので

すか。結果を出して、そこで数字を見て満足してい

るのか。こうすることによってなぜ伸びたのか、大

事なことだと思うのです。これが本当の成果と思う

のですが、そういったものは今こちらで発表はでき

ませんか。なぜこのように上がったかです。

その都度先生方へのアン○盛島明秀義務教育課長

ケートをとった結果でございまして、細かい追跡は

やっていませんが、今後もこのアンケートはしっか

りとりながら、どれが本当に効果的かというのを

じっくり確認しながら、しっかり対応していきたい

と思います。

ですから、これは皆さん先生方だ○又吉清義委員

けにとるのではなくて、やはり子供たちにアンケー

トをとったらよくわかります。子供ははっきりして

います。好きでないものは学習しません。そして興

。 。味がないものもしません 夢がないものもしません

そこにヒントが隠れているわけです。ですから、な

ぜそこに支援員を派遣することによって、こういっ

たものをすることによって、何がどう変化するかと

いうことは大事なポイントではないかと。そこを皆

さんがやると、私は学力向上、上位に行くのも何も

夢ではないと。それでないといけないし、学力が向

上することによって一番喜ぶのは子供たちであり、

先生方でありますので、やはりこういうものもしっ

かりデータにして、次にどうするべきかはぜひやっ

ていただきたいと思います。次回またこのデータ、

何が原因でこうなったのか、また聞いてみたいと思

いますのでお願いいたします。

あと１つ 平成24年度沖縄県歳入歳出決算書の246、

ページの保健体育というものがあるのですが、この

中で考え方をお伺いしたいのですが、保健体育の中

で学校保健安全法という法律があります。児童生徒

の健康診断というものがあるのですが、第13条に、

学校においては、毎学年定期に、児童生徒等の健康

診断を行わなければならないと。これについては県

として、各市町村の学校にはどのようにして関与し

ておられるかということをお尋ねいたします。

学校におきましては、年○長濱雅仁保健体育課長

に１回、６月30日までに学校保健安全法に基づきま

して健康診断を実施しなければならない。ただし、

感染症等が発生したときなど、必要がある場合には

臨時の健康診断が実施できると。そのようにされて

おりまして、全ての学校でなされております。

それはわかります。ですから、県○又吉清義委員

はどのように関与しておられますかということで

す。結論から言いますと、多分何もしていないかと

思いますが。

養護教諭、それから学校○長濱雅仁保健体育課長

医、学校歯科医、そういった３氏を含めまして指導

を行っております。

保健体育課長のおっしゃるとおり○又吉清義委員

で、その程度しかしていないのです。各学校の学校

児童健診そのものは各自治体単費でやっていますの

で、それをするにもいろいろな病気を持った子供が

いるのです。せめてその子供たちだけでも抜き出し

て 皆さん年に二 三回 成果を出すためにそういっ、 、 、

た制度もつくっていただきたい。そうすれば健康長

寿日本一になりますよ。どうですか、そういった案

も頑張っていただきたいのですが。

学校健診の目的ですが、○長濱雅仁保健体育課長

疾病予防とスクリーニングといいまして、虫歯も含

めまして、ここはよくないよとその子の状況を指摘

する。ところが、沖縄県の課題といいますか、大き

なもので例えば虫歯につきましては、そういった健

康診断をやって通知をした後に、病院に行って改善

しますが、実は虫歯に至っては30％以下です。病院

に行って治療をきちんとやって、改善しているとい

うことについては、沖縄県の場合には30％に満たな

い状況もありまして、これが非常に大きな課題に

なっております。したがいまして、そういった周知

をいかに図っていくかということで、今取り組んで

いるところでございます。

島袋大委員。○呉屋宏委員長

日ごろ通告しませんけれども、教育○島袋大委員

委員会の先生方ですので通告しておりますが、一部

通告を省くのもありますので、よろしくお願いした

いと思っています。

学校建設費ですが、平均的に建設の落札率はどれ

くらいになっていますか。

大変申しわけございませ○親泊親一郎施設課長

ん。建設につきましては土木建築部に分任して執行

しておりまして、手元に今数値は持ってございませ

ん。

県であれば高等学校ですが、小中学○島袋大委員

校も踏まえて、今建設単価あるいは資材の高騰、そ

して型枠、人材の確保が非常に難しい状況になって

いるのです。今ほとんど各市町村も含めて、県もそ

うだと思いますが、入札はしたけれども、落札はし

たけれども、なかなか事業が進み切れないという状
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況が実際あるのではないかと思っていますが、その

辺の把握はどのようになっていますか。

土木建築部からそういった○親泊親一郎施設課長

ことが幾つかあるといったようなお話は聞いてござ

います。

この辺は平均落札率を見てからいろ○島袋大委員

いろ聞こうかと思ったのですが、適正な額での落札

率かもしれないけれども、やはりそれだけパーセン

テージを上げないと、こういう非常事態が起こった

、 、場合の各企業の努力というものは もう完全に下請

孫請にもかなり影響がかかってきますので、これは

やはり土木建築部とも調整しながら、そういった形

で議論していただきたいと思っています。

この間、委員会で久米島高等学校へ行きましたけ

れども、体育館は築10年だそうです。10年に満たな

いような感じでしたけれども、ど真ん中から横にク

ラックが入っているのですよ。亀裂が入っている。

これに補修をかけたいですという要望も受けました

が、やはりこういった事業に関しては瑕疵担保責任

は10年間、民間では普通ですよ。こういったもろも

ろに関しては、県の学校施設に関して瑕疵担保はど

のようになっていますか。

瑕疵につきましては、瑕疵○親泊親一郎施設課長

だということで認められるものについては補修とい

いますか、そういったことをやっております。

ですから、これも落札率の引き上げ○島袋大委員

をしながら、そういった対応ができるようなシステ

ムにしないといけないのではないかと思っていま

す。久米島高等学校に聞いたら、これは瑕疵担保が

適用されないと言われていましたので、あの長さを

見たらかなりの亀裂でありましたから、そういうも

のもしっかり考えていただかないといけないと思っ

ております。体育館もろもろ、学校でもですが、流

し込みがある場合の校舎とかあるいは普通に塗装す

る学校建築もありますが、その辺も設計士に任せて

いる状況ですか。

これも土木建築部に分任し○親泊親一郎施設課長

ている関係上、詳細についてはこちらで把握してご

ざいません。

この辺もやはり流し込み一律でやる○島袋大委員

場合にも、ほとんどクラックが丸見えできるのは流

し込みです。その上から塗装することによって防御

するような体制をとるかもしれないけれども、その

辺も建築の状況でお互い土木建築部と議論しながら

やらないと、せっかく子供たちの学びやをつくった

後に、たかが５年、10年でそういう亀裂が入って、

雨漏りがしてということになれば、せっかくやって

いるものに関して父兄からまた苦情が来ても先生方

は大変だと思いますから、その辺の対応もしっかり

やっていただきたいと思っております。

、 、次でありますが 各学校の小中高等学校を含めて

教頭先生が１名ないし２名、３名という形で配置さ

れていますが、その理由は何ですか。

今、細かい法律は探している途○諸見里明教育長

中ですが、法律は必要ですか―学校教育法で校長を

配置しなければいけないと。教頭が必要であると。

何名というのがいわゆる標準法によりまして、校長

が１人、教頭が何学級以上２人とか、大体２人でと

まっています。３名は定時制、通信制であるとか、

そこには３名いるところがあります。

東風平中学校には５名いるようです○島袋大委員

が。

教育委員会、行政に充て指導主○諸見里明教育長

事というシステムがあります。そのメンバーが私の

後ろにもいると思うのですが、その方々は、例えば

教頭職で来た指導主事は、そこの学校籍のまま行政

に来ているという形になっております。だから３名

いたり―５名は多いと思うのですが、いる形になる

と思います。

今の話であれば、学校に籍は置いて○島袋大委員

いるけれども、県庁に来ていただいたりとか、教育

事務所に行ったりという認識でいいですか―了解し

ました。

あと、採用試験において、臨時教員をやって本採

用試験を受けて合格する人と、大学を卒業してその

ままストレートで採用されるという、この率的な面

は出していますか。

正確なデータはとってお○山城秀史学校人事課長

りませんけれども、臨時的任用職員経験あるいは学

卒、直接といいますか、臨時的任用職員の経験なく

入ってくる割合としては、大体９対１の割合で推移

をしているようです。正確なものではございません

けれども……

何が９で。○島袋大委員

臨時的任用職員を経て採○山城秀史学校人事課長

用される者が９で、学校を卒業して、臨時的任用職

員の経験とかがなくて採用試験に合格する者が１と

いう割合で推移をしているようです。

各学校現場で学校指導員、指導の先○島袋大委員

生とか、進路指導、生徒指導もろもろを含めて、そ

ういう職についている人は正職員が多いですか、臨

時職員が多いですか。どうなっていますか。



－303－

正職員が多いです。○諸見里明教育長

この１年間の初任者研修を終えて、○島袋大委員

それで病欠もろもろ、要するに精神疾患とか、１年

間初任者研修を受けた後に病欠とかで休んでいる人

たちはいますか。

まれにですが、精神疾患で休む○諸見里明教育長

場合が出てきたり、何らかの理由で休む者が出てき

たりする場合があります。

、 、○島袋大委員 今言う病欠 精神疾患の皆さん方は

精神疾患は全国10番目とか聞きましたけれども、こ

の精神疾患になった方のなった理由とかアンケー

ト なぜ精神疾患になったのか この精神疾患になっ、 。

た方々の家庭の問題なのか、個人的な問題なのか、

学校に行ってそういう形でなったのか。だから、そ

ういう重荷で、どういう体制で精神疾患になってい

るのかというアンケートはどのようになっています

か。

先ほどの御質疑にもござ○山城秀史学校人事課長

いましたけれども、追跡調査というお話ですが、精

神疾患を含めて病気休暇、病気休職に至る内容につ

きましては、非常に個人的で物すごくデリケートな

問題なものですから、もちろん休暇、休職の場合に

は診断書は徴収しますけれども、それに至るまでの

背景であるとか、そういったものは求めておりませ

ん。

これは非常に個人の問題だから大変○島袋大委員

だと思いますけれども、中には若い世代で精神疾患

になる方もいれば、長期の勤務をしてきて精神疾患

になる方もいるかもしれない。その中の理由として

は、職務が確かに多過ぎて自分の家庭が見れない。

自分の子供と同世代の子供を担任として持っている

が、学校だけを見て自分の家庭がしっかりとできな

い状況があると。その中で、自分の家庭の中が大変

なものだから、悩んで精神疾患になっているのか。

あるいは授業で、学校でいろいろな面があって精神

疾患になっているのか。どういう理由なのかという

のを見つけないと、これはなかなかクリアできない

問題だと思うのですが、これからこういったものを

やるということでありますから、これは教育長を中

心にひとつ議論していただきたいと思っています。

よろしくお願いします。

平成24年度主要施策の成果に関する報告書に移り

ますけれども、239ページ、就職活動支援事業です

が、その辺の流れを説明をお願いできますか。

就職活動支援事業とし○仲間靖県立学校教育課長

てインターンシップを実施しております。インター

ンシップの目的は、豊かな人間性や社会性、望まし

い勤労観、職業観を育み、職業人としての基本的な

マナーや異世代とのコミュニケーション能力を図る

ことであります。現在、全ての全日制高等学校59校

で連続３日以上のインターンシップを実施しており

ます。

これは生徒指導、進路指導等、先生○島袋大委員

を中心にそういった形でやっているということでい

いですか。

今のインターンシップ○仲間靖県立学校教育課長

に関しましては、生徒を中心にやっている活動でご

ざいます。

僕が気になるのは、子供たちが３日○島袋大委員

間インターンシップをやって、自分がどういう職に

合っているのか、この職を学んで自分が感じたこと

はどういったことなのか、これをもとに大学に行く

のか、就職にするのか、やはり別の職に行ったほう

がいいといった意見交換、感想等を含めて、そうい

うレポート的な面は出ているのですか。

生徒たちは、事業所を○仲間靖県立学校教育課長

開拓する際に事前研修 事後学習をやりまして 戻っ、 、

てきましたらそれに関する資料を作成して、各学校

の担当の先生へ報告し、そして発表会とかそういう

形のものを学校で設けて、その成果を確認している

ということです。

ですから、インターンシップを受け○島袋大委員

た企業の皆さん方は、終わった後の発表会に参加し

ていますか。要するに、こういう理由でこうこう学

んで、こうやりました、ありがとうと。そういう自

分の意見を事業者の方々も呼んでやっているのかと

いうことを聞きたいのです。

学校におきましては、○仲間靖県立学校教育課長

その発表会の際に、その関係した企業の方もお呼び

して発表しています。また、生徒全員は訪問した企

業に対してお礼状という形で送付しています。

まさしくこれはすばらしいことだと○島袋大委員

思いますから、そういうことをやって、あとはそう

いったいい生徒を採用できるような体制にまで持っ

ていければ本当に非常にすばらしい事業だと思って

いますから、その辺、また新年度に向けてもいろい

ろ頑張っていただきたいと思っております。

次に、240ページの進学支援事業の説明をお願い

します。

進学支援事業の成果と○仲間靖県立学校教育課長

しましては、平成25年度の３月卒業生の大学等進学

、 、率が38.2％で 前年度より２ポイント改善したこと
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平成25年度センター試験の得点順位が前年の42位か

ら40位に上がったことです。課題としましては、進

路決定が遅いこと、大学等志願率が全国平均と比べ

て低いこと、また難関国公立大学合格者が少ないこ

となどが挙げられております。

指定校の16校と書いていますよね。○島袋大委員

今、県立高等学校は多分50何校あるはずですが、ど

ういう位置づけで16校になっているのですか。

進学校16校の選定です○仲間靖県立学校教育課長

が、大学等の進学希望者が50％以上を超えている学

校16校を選定してございます。グループ別にＡグ

ループ、Ｂグループ、Ｃグループと３つのグループ

に分けてそれぞれやっています ちなみに Ｃグルー。 、

プは難関大学、Ｂグループは県外の国公立大学、Ａ

グループは県内の国公立大学、そういう形のものを

目標にして取り組んでいるところでございます。

16校以外であればこれは適用されな○島袋大委員

いの。この話し合いはできないの。意見交換はでき

ていない状況ですか。

この16校の成果を生徒○仲間靖県立学校教育課長

指導連絡協議会とか、そういう形で全学校に普及し

ている取り組みをやっているところでございます。

最後に242ページ、国際性に富む人○島袋大委員

材育成留学事業、この説明をお願いします。

国際社会で主体的に活○仲間靖県立学校教育課長

躍できる人材育成を図るため、平成24年度から沖縄

振興特別推進交付金を活用した国際性に富む人材育

成留学事業を実施しております。平成24年度は65名

の高校生を米国、欧州、アジアの世界９カ国へ１年

間派遣し、さらに14名の社会人を修士課程や１年課

程、半年課程で世界各国へ派遣しております。

内訳としましては、高校生になりますけれども、

米国39名、ドイツ11名、スイス４名、フィンランド

４名、オランダ３名、デンマーク１名、ハンガリー

１名、ベルギー１名、中国１名となっております。

これも先ほどと一緒ですが、この終○島袋大委員

わった後の成果はどのようになっていますか。

まずは、この長期留学○仲間靖県立学校教育課長

生やグローバルの短期研修をやった生徒たちが学校

に戻りまして、学校の中でその体験を発表する機会

を設けております。また、今回からその成果を近隣

の小学校あるいは中学校に体験発表するという機会

、 。を設けて 今普及とか啓発に努めているところです

これは対象学年は高校１年生、２年○島袋大委員

生、どちらでもいいのですか。

国際性に富む人材育成○仲間靖県立学校教育課長

留学事業に関しては、高校１年生、２年生、どちら

でもいいと思います。

各市町村でもこういう派遣事業があ○島袋大委員

りますけれども、毎年同じ人たちが行く事例がある

のです。行くのはいいかもしれないが、これは満遍

なく希望者をとるべきだと。少ないから同じ人が

行ったのかもしれませんが、そういった傾向は出て

いませんか。大丈夫ですか。

この国際性に富む人材○仲間靖県立学校教育課長

育成留学事業は１年間の長期研修でございます。そ

うすると、やはり語学力が非常に大切になってきま

して、こちらで選んだとしても、向こうのほうで語

学力が足りないという形で落とされる場合も出てき

ます。それで、今回グローバルという形の３週間の

短期研修を設けまして、そこでまず１回その語学力

を高めて、そして行った生徒も、そしてそのときに

落ちた生徒も再度またこの長期研修に応募して、そ

してさらにテストをやって、１年間の留学に耐え得

る人材を育てるという形で取り組んでいるところで

す。

最後になりますけれども、これは前○島袋大委員

回私は予算特別委員会でも言いましたけれども、前

教育長には各学校を訪問してくださいと、視察して

くださいと言いました。平成24年度決算ですから、

これは前教育長の管轄になりますけれども、担当職

員の方々はかわっていないと思いますので、学校視

察の件、前年度はどれだけ学校を回ったのかという

ことを聞きたいのですが。教育委員も含めてです。

まず、教育委員の方々が平成○運天政弘総務課長

24年度どのぐらいの活動をしているかということで

御報告させていただきます。その中で学校訪問にも

力を入れてやっておりますので、それを報告させて

いただきます。

まず、視察でございますが、６回ほどで16カ所に

赴いております。宮古地区の学校を初め、もちろん

県外も含めて行っております。あと、意見交換会と

いうこともございますので、その際にも、例えば沖

縄水産高等学校で校長、保護者の代表と教育委員の

先生方が訪問した際に意見交換をやった実績もござ

います。教育委員の方々ということでの報告でござ

います。

前任の教育長は昨年度は回りました○島袋大委員

か。

前教育長に関しまして○浜口茂樹教育指導統括監

は、回っていないと記憶しております。

ここが大事なのです。我々今回の文○島袋大委員
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教厚生委員は、離島をくまなく回っております。各

市町村も回って、教育委員会の皆さん方の御尽力を

賜って行っておりますけれども、やはり現場の声を

聞いたらいろいろな話が出てくるのです。なかなか

時間がかかって、予算的な問題もあるかもしれない

けれども、やはり現場に行って、現場の人たちの本

当の思いというものをまず聞いて、これをしっかり

と粛々とやるのが重要だと思っています。前年度の

この話の中では、絶対やりますと予算特別委員会の

中で言って、行っていないということ自体、まさし

く私の意見に、はいと言っておけばいいかみたいな

感じです。しかし、私はあと３年間改選が終わるま

でいますので、徹底的にこれをやります。だから、

そういったものをしっかりやっていただきたいとい

うことです。

やはり現場へ行くと反応は、本当に教育のことを

思っているのだなということで、本当に地域みんな

がありがとうございますという形になっているので

す。だから、そういうことをしっかりやっていただ

ければ、おのずと我々と意見も合いながら、いいよ

うな政策で導くと思っていますから、今の教育長に

はないと思っていますから、しっかりとその辺はや

るという、次年度に向けても予算は大事ですから、

その辺も言っていただいて、もうこれ以上言いませ

んから、ひとつよろしくお願いします。

ただいまの島袋委員の御意見を○諸見里明教育長

真摯に受けとめたいと思います。私も現場主義に徹

して、できる限り現場を回ってまいりたいと思いま

す。ただ、少し時間の制約はございますけれども、

頑張ります。

教育委員の皆さん方もしっかりと、○島袋大委員

確かにほかの時間もあるかもしれないけれども、な

るべくは行って、行くこと自体、現場を見ることは

非常にいいと思いますので、ひとつよろしくお願い

したいと思います。

照屋守之委員。○呉屋宏委員長

平成24年度主要施策の成果に関す○照屋守之委員

、 、る報告書の235ページ 引き続きずっと学力ですが

この夢・実現学力向上研究事業の事業効果につい

て、学習意欲が高まったというのがありますね。そ

れと80％の学校とか。この説明をまずお願いできま

せんか。

この夢・実現学力向上プ○盛島明秀義務教育課長

ロジェクトという事業ですが、夢・実現学力向上研

究事業と、それから教員指導力向上事業の大きく２

つに分かれておりまして、夢・実現学力向上研究事

、 、 。業は 人材 教員を派遣しての研究事業であります

教員指導力向上事業というものは、例えば文部科学

省の調査官あるいは大学教授等の講師を招聘して、

事業研究を進めているという両軸でございます。例

えば、人材を市町村に委託してのその日の学び振り

返り事業は、40人の支援員が37学校に行っておりま

して、かなり学力向上に寄与しているとの報告を受

けております。

それから、教員指導力向上事業は、大学教授ある

いは調査官の研究事業を合同でやるということで、

かなり指導力の向上につながっていると。また、授

業力そのものもかなり高まっているという、このよ

うな成果が報告されております。これはアンケート

による成果でございます。

この教員指導力向上事業で予算額○照屋守之委員

が899万3000円に対して決算額は586万7000円。この

執行残はどういうことですか。

この件につきましては、○盛島明秀義務教育課長

例えば私どもはブロック型研究、教員指導力研究を

するときに、できるだけ文部科学省の調査官を招聘

してということでその計画を立てたのですが、なか

なか教科の調査官の日程がつかなくて、例えば琉球

大学ですとか、近隣の大学教授を招聘して、その旅

費あるいは報償費、そういうものが執行残として

残っている現状でございます。

この事業で今回の学力向上とか学○照屋守之委員

力テストの成果はやはり出ていますか。

今回の全国学力・学習状○盛島明秀義務教育課長

況調査でも上位校に何校かおりますし、それから県

独自でやっている学力到達度調査につきましても８

割の学校で成果が上がっているということですの

で、着実に成果が上がっているものと認識しており

ます。

成果で17ポイント上がったという○照屋守之委員

のと80％というものは、その成果が出ているという

ことでいいですね。

そのとおりでございま○盛島明秀義務教育課長

す。

学力向上、私はこれまで余り意識○照屋守之委員

はしないで、まあいいかという形で来たが、調べて

みると沖縄はずっと最下位ですよね。そうすると、

先生方も最初のころはびっくりするけれども、これ

だけどんけつになると何も考えなくなって、最下位

が当たり前みたいな雰囲気になってしまって、これ

は先生方もそう、親もそう、恐らく沖縄全体がそう

いう雰囲気ではないかなという感じがします。生き
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ていくために別にこんなのはということがあっての

この47番目だろうと思っているのです。

ところが、沖縄の今の置かれている状況とか、こ

れから将来の沖縄をつくっていく上で、やはりどう

考えても、今、知事部局が基地問題も含めて基地返

還跡地を開発していく。沖縄はずっと政府からの財

政投資ですよ。基地があって、安全保障に寄与して

いるという部分でどんどんお金が来ていますね。我

々はそれに甘んじているのです。それを、この基地

をなくしていって、沖縄の自立型経済をつくってい

くことを将来にわたって考えていくことになってい

くと、これは行政だけで、知事部局だけで頑張って

もらっても、それぞれの市町村の行政だけで頑張っ

てもらっても話にならないわけです。140万県民が

一緒になってそれぞれの分野で頑張っていただかな

いと 自立型経済 沖縄が誇りを持って沖縄をつくっ、 、

。 、ていくことはできないのです ずっと基地を担保に

政府に対してそのようなものを要求し続けていく沖

縄になっていくのではないかと私は思うのです。だ

から、この学力向上そのもの自体は、ただ単に小学

校とか中学校ということだけれども、これまでのお

互いの学力向上の取り組みを、やはり意識を変えて

これからどうするかということを考えないといけな

い時期ではないかと思うのです。我々県民が沖縄を

つくっていくのだから。

どういう人材をつくっていくかという話ですよ

ね。これを競争ではない―今の学校は余り競争意識

を持たせない形でやっているみたいだけれども、ま

さに今の社会は競争です。ある程度中間的な生活水

準にあったものが、今はいいのと悪いのと二極化に

なっています。努力した人たちはそういうことにな

る。そうではない人たちはそういうことになる。こ

れは格差と言うけれども、それぞれの努力の成果で

そうなっていくのです。だから、その中でどういう

人を世の中につくっていくかということを考えてい

くと、やはりこれは小学校から、中学校、高等学校

から、この辺から仕組みをつくっていかないと本当

に社会で役に立つ人材育成はできないのではないか

と思うのです。

だから、そういう視点に立ってもう一回何のため

の学力向上かということを考えていかないと、やれ

忙しい、何だかんだといって、先生方は先生方のや

るべきことをしない、親は親でやるべきことをしな

い、社会は社会でやるべきことをしないとなってい

くと、いつまでたってもこういう現状というものは

抜け出せないわけです。だからこの学力テスト、こ

のことも含めて何とか沖縄がもっとよくなる人材を

、 、育成していくきっかけにしたいわけですが 教育長

いかがですか。

まさしく照屋委員のおっしゃる○諸見里明教育長

とおりでございます。人材をもって資源となす、我

々教育者の本当に悲願でございまして、沖縄21世紀

ビジョンにある沖縄の将来、私はそれを担うのは本

当に教育だと思っております。思いは一緒でござい

ます。

だから、その認識をやはり先生方○照屋守之委員

は一生懸命頑張って―忙しいかもしれないけれど

、 。も 校長を中心にもう一回やらないといけないです

これは今教育長がその気になって、行政がその気に

なって、それぞれの市町村も現場におろしていかな

いといけないわけでしょう。自分たちだけがその気

になっても、現場がやらないと話にならないわけで

す。だから、我々は社会の役に立つ人材を育成する

ためにこの学力テスト、そのようなものを武器にし

てどんどん水準を上げていこうという共通認識がな

いと絶対やりません。これをやったから我々は給料

が上がるのか、またさらに忙しくなるのかという話

だから、今だってこういう状況だからと、先生方は

こう言いますよ。先生方はそれをやらなくても、そ

れなりの仕事をやって、プライドを持ってやってい

るわけだから。ここの考え方を少しずつ変えていっ

て、それをするために、この学力テストの今47番を

あと何年ぐらいまでにせいぜい真ん中ぐらいまで

持っていこうよと。今の回答率とかそのようなもの

も含めて考えていくと、１つか２つか、そのぐらい

回答すれば三、四番すぐに上がるわけでしょう。そ

うであれば、みんなでその気になればすぐできます

よ。

だから、そういう基本的な部分を考えて、お互い

の先生方としてのプライド、より役に立つ人材育成

をするためにそれぞれ教員になったわけでしょう。

病気になるために教員になっていない。そのような

ことを考えていくと、この子供たちの将来をどのよ

うな形で考えていくかということをやれば、今まで

わからなかった子供たちをこういう形で指導してい

けば点数がもう少し上がるという形でやれば、全県

でやればすぐ上がりますよ。だから、改めてそのよ

うなことを一緒に考えてみませんか。

ぜひ一緒になってやりましょ○諸見里明教育長

う。

、 。 。○照屋守之委員 教育長 簡単だね 大丈夫ですか

先ほどから本当に感動しており○諸見里明教育長
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ます。まさしくそのとおりでございます。新たなシ

ステムづくりを含めて県民意識の改善、それから先

生方、学校、家庭、地域も含めて一体となって動か

せるシステムができたらと思っております。まずは

学校から、この行政から取り組みを始めていきたい

なと思っております。

それと子供。私は子供たちにこの○照屋守之委員

現状を教えないといけないのではないかと思いま

す。子供たちが主体だから。皆さん方はこれを子供

たちに教えないでしょう。子供たちに、実は今、日

本では沖縄が一番下だよと。これから将来、あなた

方が世の中をつくっていくよ。あなたは何をやりた

い、これをやりたいと。今、沖縄の子供たちは将来

何をやりたいというものは全国より高い。希望も高

。 、 、い だから どうしたいというのを持っているから

それを生かしていくのは我々なのです。我々がそれ

を生かし切れていない。こうしたいという子供たち

にこうすればできるよと言うことは、やはり先生方

であり、親であり、我々でしょう。これができてい

ないわけ。だから、その気にさせるのは非常に難し

いけれども、こういう希望を持っている子供たちに

指導できないことのほうが最悪だと思います。そう

いうことも含めて、子供たちに現状を訴えて、子供

たちに一番下だと言えば、先生、私たちはもっと上

に行きたいと思うのではないか。また、思わさない

といけない。だから、子供たちに選択させれば、子

供たちが親も変えると思う。先生、こうこうで、あ

なたがやりたいものは―オーケー、こういう勉強を

していけば将来このようにできるよということであ

れば、希望を持てますよね。

私は11年間毎日交通安全指導をやっています。

きょうも１時間やってきました。子供たちといろい

ろやり合っていると、あなた、この前運動会頑張っ

たね、すごかったね。見た。見たよ―見なくても見

たと言うのです。励ましたら喜んで行くよ。今度い

。 。 。つ学習何とかがあると どこに行くの どこどこと

おじさんも連れていけとか、そういう会話をするわ

。 、 、け 褒める 励ますということを毎日やっていくと

子供たちも変わっていくのです。だから、これを先

生方もやる、親も頑張る、地域は地域で頑張るとい

う仕組みではないかと思うのです。うちの学校を内

緒で聞いてみると、全国の中ランク以上だという話

を聞いているのだけれども、やはりそういうことを

するとそうなるのかなという思いがあって。言いた

、 、 、いのは ぜひ褒めて 励ましてということも含めて

教育委員会で目標を設定して、学力向上対策の室も

つくって、長期的にそういう取り組みをぜひやって

ほしいという思いがありますけれども、いかがです

か。

御提言ありがとうございます。○諸見里明教育長

室体制も含めて、前向きに検討していきたいと思っ

ております。頑張ります。

多忙化、病気といろいろあります○照屋守之委員

ね。もう一回先生方に子供たちを育てていくプライ

、 、 。ド 喜び そのようなものを再認識させてください

自分たちがこの子供たちの将来を育てている、この

一時期を伸ばしていくというプライド、喜びがあれ

ば、多少の忙しさは少し変わる。我々だってそうで

す。そうでなければこんな仕事はできませんから。

少しは県民のために役に立っているという自負があ

るから。

以上です。頑張ってください。

糸洲朝則委員。○呉屋宏委員長

よろしくお願いします。○糸洲朝則委員

たくさん通告しましたけれども、みんなが大分取

、 、り組んできておりますので 選び選びやりますので

順序のとおりではないです。

一番最後の奨学金の延滞状況等について、これは

独立行政法人日本学生支援機構によると、2012年度

末現在 奨学金の要返済者約323万人のうち33万4000、

人が返済を延滞している、総額が925億円に上がる

と。このように調査結果が出ております。したがっ

て、これも全国の数字ですが、本県におけるこの延

滞状況について御説明をお願いします。

奨学金の延滞状況ですが、○識名敦教育支援課長

本県の奨学金事業につきましては、公益財団法人沖

縄県国際交流・人材育成財団で実施しております。

その延滞状況ですが、まず高校生を対象とした奨学

金につきましては、5087名のうち滞納者が981名、

率にすると19.3％となっております。滞納額が3301

万7276円となっております。それから、大学生を対

、象とした奨学金については1672名中滞納者が273名

16.3％、滞納額が8339万8593円となっております。

全国の数字と比較するとこの数字○糸洲朝則委員

はいい数字ですか。滞納率が19.3％とか、全国に比

べたら低いよね。どうですか。

全国のこの数字を見ます○識名敦教育支援課長

と、独立行政法人日本学生支援機構の要返還者が平

成24年で322万9000名、滞納者が33万4000名ですの

で、約10％を少し超えるぐらいで、率にすると我が

県が少し悪いかと。

その数字を皆さん方はどのように○糸洲朝則委員
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分析しておられますか。

公益財団法人沖縄県国際交○識名敦教育支援課長

流・人材育成財団のほうにも少し聞いてはいるので

すが、やはり経済状況が悪いということが大きな要

因ではないかと考えております。

この数字でも延滞者の約46％が非○糸洲朝則委員

正規雇用と無職、年収は300万円未満が83.4％を占

め、延滞理由は収入が減ったというのが75.3％。こ

れはやはり今の日本の雇用構造の問題もあるし、後

でやりますけれども、要するに雇用に結びつかない

教育なのかという疑問を呈するぐらい、だから、後

でやるキャリア教育につながると思うのです。そう

いう面からも、やはりせっかく夢を見て、奨学金を

いただいて学校を出たものの、雇用も職業もおぼつ

かないということでは大変問題だと思います。した

がって、これは教育の課題として、今後取り組んで

いく必要があろうと思いますので、よろしくお願い

します。

それで、文部科学省は来年度の概算要求でこう

言っているのです。奨学金の延滞金料を現行の10％

から５％に引き下げる、それから、経済苦などで返

済を猶予する期間を５年から10年に伸ばす措置、あ

るいは無利子奨学金枠を７万人ふやす、こういった

事業が盛り込まれていると報道されております。し

たがって、それは次年度予算の中に当然見込まれて

くるわけですから、先取りをして、きちんとその対

、 。応をしていただきたいと思いますが いかがですか

今、委員御指摘の件につき○識名敦教育支援課長

ましては、文部科学省で独立行政法人日本学生支援

機構が直接実施する奨学金について、そういう概算

要求をしているということだと思います。沖縄県で

は、公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団で

そういう奨学金事業を実施しておりますけれども、

確かに本県の奨学金につきましても、そういった返

済しやすい方策がとれないものか、そういうことを

公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団と少し

意見交換をして、改善できるような方向で意見交換

してみたいと考えております。

その返済の前に奨学金制度という○糸洲朝則委員

のがたくさんあると思いますが、年間予算の消化率

はどうですか。滞納ではなくて、皆さんが公益財団

法人沖縄県国際交流・人材育成財団とかいろいろな

ところでやってもらっているもの……。

主に高校生に対する奨学○識名敦教育支援課長

金、それから大学生に対する奨学金で見ますと、高

等学校等育英奨学事業というのが高校生に対する大

きな奨学金の一つになりますけれども、予算額が平

成24年度で見ますと９億1800万円ほど計上しており

まして、それに対する実績額が７億4500万円となっ

ております。それから、大学生の奨学金につきまし

ては、予算額が３億1000万円程度ありますが、それ

に対する実績額が２億2000万円。これは予算額に比

べて実績がかなり落ちているのですが、その条件を

クリアしている応募者に対しては、貸し付けは全員

に対して行っているということで、予算よりもやは

り応募する高校生、それから大学生の数が少なかっ

、 。たということで そのような状況になっております

先ほどお話ししましたように、延○糸洲朝則委員

滞者が非正規雇用とか、あるいは無職とか、そうい

うことを考えますと―皆さんのいわゆるキャリア教

育について伺います。たくさんの成果を出している

ことがこの数字を見てわかりますが、今の取り組み

状況について簡潔に教えてください。

キャリア教育推進事業○仲間靖県立学校教育課長

は、就職活動支援のための事業であります。まず５

月に関東、中京、関西の３地区を中心に、県立高等

学校の就職指導担当教諭59名を派遣し、求人開拓や

定着指導を行っております。６月以降は、各学校独

自の計画による求人開拓を31校で実施、また、社会

人スキルの向上やマナーアップを目的としたビジネ

。 、スマナー講座等を29校で実施しております さらに

４月の担当教諭連絡協議会や11月の進路指導研修会

において、年間の就職指導計画や重点取り組み等の

確認、情報提供を行っております。

いろいろな事業をやって、いろい○糸洲朝則委員

ろな成果を出しておられますので、これはどんどん

推進していただきたいと思います。とりわけ、平成

24年度の高等学校卒業者の就職内定率が前年度から

6.3ポイント上がって85.1％という、これは特筆し

てもいいのではないかというぐらい評価をしたいと

思います。このキャリア教育推進事業そのものが、

社会に出ていく、あるいは雇用に直接結びつくこと

が非常に大事ですから、頑張っていただきたいと思

います。

それで、これと進路指導と連動して、当然皆さん

の事業と連動してくると思いますが、そういう職業

意識も含めた、あるいはまた進学も含めた進路指導

というものはどのようにやっていますか。

先ほどの進路指導と就○仲間靖県立学校教育課長

職指導との関連で進めていて、沖縄労働局や県の商

、 、 、工労働部と連携して ７月の合同企業説明会 ９月

10月、２月の面接会などを実施して、県立高等学校



－309－

41校に就職活動の支援を行う専門コーディネーター

の配置、あるいは担当教諭を対象にして県のキャリ

アセンターで研修を行うという形で連携して、就職

活動、そういう形のものに向けて取り組んでいると

ころでございます。

進路指導は高等学校では遅いと思○糸洲朝則委員

うのです。本当なら中学生のころからきちんとその

子供たちの適性とか、あるいは持っている特色とか

そういったもの等も加味しながら、きちんと将来に

向けた指導をやるべきではないかと。たしかドイツ

、 、が 中学校卒業時点でみんなそれぞれ高等学校まで

大学まで、あるいは職人の道というものをやってい

ると思うのです。あれは大変参考になるのではない

かと思いますが、中学校におけるそういった進路指

導についてはどうですか。

中学校では進路担当の先○盛島明秀義務教育課長

生がおりまして、その先生を中心に進めているのが

現状であります。今委員おっしゃるとおり、進路指

導が充実している国もそうですが、県によっても非

常に意欲が高いということが現状としてあります。

例えば秋田県、福井県などは、中学校の早い段階か

ら、中学校１年生、中学校２年生、中学校３年生で

連続して３者面談もしっかりやっておりまして、ど

の大学に行く、どの職業につくというのがその時点

から明確になっていますので、その進路指導という

ものはやはりかなり重要だと思っております。そう

いうものが高等学校に行ったときの意欲、さらに大

学進学へとつながっていくと理解しております。

沖縄の各中学校で今の具体的な進○糸洲朝則委員

路指導はやっておられるわけですか。

やっております。ただ、○盛島明秀義務教育課長

中学校１年生からの三者面談となると、親御さんも

交えて、本人を交えて先生と面談することがやはり

まだ少し弱いと。中学校３年生では確実にやってお

りますが、他県ではそれを中学校１年生から、早い

段階からしっかりやっている現状でございます。

ぜひ中学校からやっていただきた○糸洲朝則委員

いと思います。我々は戦後世代で、一番物のない時

代に生まれておりますが、特に田舎ですから畑に出

て、その中でいろいろなことを学んだことを考えま

すと、やはり中学校１年生あたりから将来の夢を、

あるいはまたこの適性をきちんと見てあげるとい

う、これは大人の、ましてや教育現場の皆さん方の

責任だと思いますから、ぜひ頑張ってください。

次に、教育施設の耐震化について、きのうでした

か、震度６強、倒壊のおそれという報道。とりわけ

我が沖縄県においては耐震化率が78.2％です。全国

平均よりも劣っておりますが、この耐震化に向けて

の取り組みの状況はいかがですか。

今の新聞報道の数値につき○親泊親一郎施設課長

ましては会計検査院の調査によるものですが、文部

科学省の８月の調査によりますと、小中学校で沖縄

県は80.5％、全国は88.9％。高等学校は沖縄県91.4

％、全国が86.2％ということで、小中学校について

耐震化がなかなか進んでいないという状況にござい

ます。ただ、沖縄県につきましては、高率補助を活

用して改築を中心に、改築することで耐震化を図る

方法を従来からとっていまして、全国につきまして

は、耐震補強という補強工事でもって耐震化を進め

ると。そういった違いがございまして、現在、全国

のほうが小中学校では率が高くなっているという状

況が出てきております。

多分沖縄の学校施設は復帰後の建○糸洲朝則委員

、 、築がほとんどだと思いますから 今言われるように

もう建てかえる時期に来ているのです。地震係数の

計算の仕方も随分厳しくなっているわけですから、

新基準に満たない学校が多分たくさんあると思いま

すので、ましてや小学校、中学校という、災害のと

きに一番被害を受けるのではなかろうかと思われる

子供たちの小中高等学校については、もっとスピー

ドアップしてやっていただきたいのですが、いかが

ですか。

小中学校、県立学校も含め○親泊親一郎施設課長

てですが、その促進をどのように進めていくかとい

うことで検討しておりまして、これについては国庫

補助の関係もございますので、国にその必要な額を

要求するとともに、市町村に対して耐震化の促進を

図っていきたいと考えております。

それと、移動図書館の事業がござ○糸洲朝則委員

いましたね。図書館未設置市町村における―これは

離島の読書活動支援事業ということになっておりま

、 、すが 実際この図書館未設置町村というのは幾つで

どこどこと具体的に教えていただければ。

公立図書館の未設○蔵根美智子生涯学習振興課長

置町村は現在18町村。具体的には、国頭地区が国頭

、 、 、 、 、 、村 大宜味村 東村 今帰仁村 伊江村 伊平屋村

。 、 。伊是名村です それから中頭地区が恩納村 中城村

、 、 。それから那覇地区が久米島町 南大東村 北大東村

、 、 、それから島尻地区が八重瀬町 渡嘉敷村 座間味村

粟国村。八重山地区が竹富町と与那国町でございま

す。以上の18町村でございます。

これは設置しませんか。いつまで○糸洲朝則委員
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も移動図書館でやるのか。年次的に計画を立てて、

特に離島がかわいそうで。

市町村の図書館○蔵根美智子生涯学習振興課長

は、地方自治法、図書館法により市町村が設置する

ことになっています。ですから、県としては、設置

をまず促すということはやっております。そして設

置までは、このような移動図書館とか、一括貸し出

しとかということを段階的に、過渡的に継続、支援

をしているところでございます。

僕は、最近のＩＴ化による電子書○糸洲朝則委員

籍とか、あるいはまた新聞もなくなるのではないか

と、こういったもの等が報道されると本当に活字離

れというものが心配になるのです。したがって、特

に小中学生、幼いころの読書力というものは人間形

成の上でも大きな力になりますから、これはやはり

どんなにＩＴ化が進んでも、直接書物に触れるとい

うことを大事にしていただきたいのです。したがっ

て、この未設置町村を本当に年次的に計画を立てて

やっていただきたい。また、移動図書館も充実させ

ていただきたいという要望を申し上げまして、終わ

ります。

以上で、教育長に対する質疑を終○呉屋宏委員長

結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○呉屋宏委員長

決算調査報告書記載内容等について、休憩中に御

確認願います。

休憩いたします。

（休憩中に、決算調査報告書記載内容等につ

いて協議）

再開いたします。○呉屋宏委員長

要調査事項及び特記事項につきましては、休憩中

に御確認いたしましたとおり決することに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

決算特別委員長に対する決算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任をいただきたいと

思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、さよう決定いたしました。

3 4ii
次に、参考人招致及び閉会中の審○呉屋宏委員長

査日程についてを議題に追加することについては、

休憩中に御協議をお願いしたいと思います。

、 、意見の一致を見たときには 本件の議題に追加し

図ることといたします。

休憩いたします。

（休憩中に、参考人招致及び閉会中の審査日

程を議題に追加することについて協議した

結果、議題に追加すること並びに参考人招

致及び閉会中の審査日程を案のとおり実施

することで意見の一致を見た ）。

再開します。○呉屋宏委員長

参考人招致及び閉会中審査日程については、休憩

中に御協議いたしましたとおり、議題に追加し、直

ちに審査を行いたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、さよう決定いたしました。

お諮りいたします。

参考人招致及び閉会中審査日程については、休憩

中に御協議いたしましたとおり決することに御異議

ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、さよう決定いたしました。

次回は、10月28日 月曜日 午前10時から委員会

を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後３時33分散会
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 呉 屋 宏
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平 成 2 5 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成25年10月17日（木曜日）

午前10時５分開会

第３委員会室

出席委員

委員長 中 川 京 貴君

中 川 京 貴君副委員長 仲宗根 悟君

委 員 具志堅 透君 浦 崎 唯 昭君

新 里 米 吉君 新 垣 清 涼君委 員

奥 平 一 夫君 金 城 勉君委 員

嘉 陽 宗 儀君 新 垣 安 弘君委 員

欠席委員

桑 江 朝千夫君

説明のため出席した者の職、氏名

君土 木 建 築 部 長 當 銘 健一郎

土 木 企 画 統 括 監 武 村 勲君

土 木 整 備 統 括 監 末 吉 幸 満君

建 築 都 市 統 括 監 内 間 直 人君

土 木 総 務 課 長 宮 城 行 夫君

技 術 管 理 課 長 池 原 盛 美君

道 路 街 路 課 長 仲 村 守君

道 路 管 理 課 長 嶺 井 秋 夫君

河 川 課 長 徳 田 勲君

海 岸 防 災 課 長 上江洲 安 俊君

港 湾 課 長 村 田 和 博君

空 港 課 長 嘉手納 良 文君

都市計画・モノレール課長 伊 禮 年 男君

下 水 道 課 長 大 城 忠君

建 築 指 導 課 長 宮 城 理君

住 宅 課 長 嘉 川 陽 一君

本日の委員会に付した事件

１ 平成24年度沖縄県一般会計決算平成 25 年

第６回議会 の認定について（土木建築部所

認定第１号 管分）

平成 25 年 平成24年度沖縄県下地島空港特２

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第５号

平成 25 年 平成24年度沖縄県下水道事業特３

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第７号

平成 25 年 平成24年度沖縄県宜野湾港整備４

第６回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第13号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県中城湾港（新５

第６回議会 港地区）整備事業特別会計決算

認定第16号 の認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県中城湾港マリ６

第６回議会 ン・タウン特別会計決算の認定

認定第17号 について

平成 25 年 平成24年度沖縄県駐車場事業特７

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第18号

平成 25 年 平成24年度沖縄県中城湾港（泡８

第６回議会 瀬地区）臨海部土地造成事業特

認定第19号 別会計決算の認定について

3 4ii
ただいまから土木環境委員会を○中川京貴委員長

開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成25年第

、 、 、６回議会認定第１号 同認定第５号 同認定第７号

同認定第13号、同認定第16号から同認定第19号まで

の決算８件の調査を一括して議題といたします。

本日の説明員として、土木建築部長の出席を求め

ております。

まず初めに、土木建築部長から土木建築部関係決

算の概要について説明を求めます。

當銘健一郎土木建築部長。

それでは、平成24年度○當銘健一郎土木建築部長

土木建築部の一般会計及び下地島空港特別会計ほか

６特別会計の歳入歳出決算について、お手元の平成

24年度歳入歳出決算説明資料で御説明いたします。

まず、１ページをお開きください。

土木建築部の歳入総額は、予算現額の合計1279億

、 、7795万1330円に対し 調定額が879億7678万1458円

収入済額が865億9895万7805円、不納欠損額が5631

万9312円、収入未済額は13億2150万4341円であり、

土木環境委員会記録（第２号）
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収入済額の調定額に対する割合、いわゆる収入比率

は98.4％となっております。

次に、２ページをお開きください。

歳出総額は、予算現額の合計1383億8340万671円

に対し、支出済額は938億6151万2543円であり、支

出済額の予算現額に対する割合、いわゆる執行率は

67.8％となっております。繰越額は416億4181万383

円で、繰越率は30.1％となっております。不用額は

28億8007万7745円となっております。

次に、会計ごとの歳入歳出決算状況について御説

明いたします。

３ページをお開きください。

土木建築部の一般会計の決算について御説明いた

します。

歳入は、予算現額1080億3211万9111円に対し、調

定額が713億3088万9712円、収入済額が700億2143万

6072円、不納欠損額が4752万9762円、収入未済額は

12億6192万3878円であり、収入比率は98.2％となっ

ております。

不納欠損の主なものは （款）使用料及び手数料、

の７万400円は、道路占用料の収入未済業者の破産

及び消滅時効によるもの、４ページの（款）諸収入

の4745万9362円で、談合問題に係る賠償金請求の相

手方会社の清算結了によるもの等であります。

次に、収入未済の主なものは、３ページですが、

（款）使用料及び手数料の収入未済額が７億2365万

5232円で、県営住宅使用料の家賃滞納による未収金

等であります。

４ページの（款）諸収入の収入未済額は５億3455

万8100円で、談合問題に係る賠償金の未収金や県営

住宅使用料の滞納による契約解除に伴う損害賠償金

の未収金等であります。

５ページをお開きください。

歳出は、予算現額1184億3756万8452円に対し、支

出済額が788億7188万8551円であり、執行率は66.6

。 、％となっております 繰越額は371億8599万819円で

繰越率は31.4％となっております。不用額は23億

7968万9082円となっております。

繰り越しの理由としましては、用地の取得難や関

係機関等との調整のおくれ等であります。

また、不用の主な理由は、６ページの（目）港湾

建設費で事業計画変更によるもの （目）街路事業、

費で用地取得難によるもの （款）災害復旧費で災、

害の発生が見込みより少なかったことによるもの等

であります。

引き続き、特別会計の決算について御説明いたし

ます。

７ページをお開きください。

下地島空港特別会計の決算については、歳入が、

予算現額５億7273万2000円に対し、調定額が５億

9948万8318円で、収入済額も調定額と同額でありま

す。

次に、８ページをお開きください。

歳出は、予算現額５億7273万2000円に対し、支出

済額は４億1184万6289円で、執行率は71.9％となっ

ております。不用額は１億6088万5711円となってお

り、その主な理由は、空港管理運営費の委託料見直

しによる経費節減等であります。

９ページをお開きください。

下水道事業特別会計の決算については、歳入が、

予算現額164億6823万4169円に対し、調定額が137億

5465万1072円、収入済額が137億1912万4562円、不

納欠損額が878万9550円、収入未済額は2673万6960

円であり、収入比率は99.7％となっております。収

入未済の理由は、談合問題に係る賠償金の未収金等

であります。不納欠損の理由は、10ページの（款）

諸収入の878万9550円の談合問題に係る民事調停成

立による債権放棄に伴うものであります。

次に、11ページをお開きください。

歳出は、予算現額164億6823万4169円に対し、支

出済額が127億3240万3998円で、執行率は77.3％と

なっております。繰越額は34億7840万2564円で、繰

越率は21.1％となっております。不用額は２億5742

万7607円となっております。

繰り越しの主な理由は、那覇浄化センターにおけ

る工事の執行について、工期延長の必要が生じたこ

と等であります。不用の主な理由は、委託料の入札

残等であります。

12ページをお開きください。

宜野湾港整備事業特別会計の決算については、歳

入が、予算現額の４億1586万4000円に対し、調定額

、 、が４億7339万5923円 収入済額が４億6093万6606円

収入未済額は1245万9317円であり、収入比率は97.4

％となっております。収入未済の理由は、談合問題

に係る賠償金の未収金等であります。

13ページをお開きください。

歳出は、予算現額４億1586万4000円に対し、支出

済額が４億571万42円で、執行率は97.6％となって

おります 繰越額は500万円で 繰越率は1.2％となっ。 、

ております。不用額は515万3958円となっておりま

す。

繰り越しの主な理由は、宜野湾港マリーナの修繕
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工事に当たり、製品の発注調整等に日数を要したこ

とであります。不用の主な理由は、公債費の利率見

直しによる償還金の減であります。

14ページをお開きください。

中城湾港（新港地区）整備事業特別会計の決算に

ついては、歳入が、予算現額の４億9116万6000円に

対し、調定額が５億4110万344円、収入済額が５億

2121万6158円、収入未済額は1988万4186円であり、

収入比率は96.3％となっております。収入未済の理

由は、施設使用料の滞納による未収金であります。

15ページをお開きください。

歳出は、予算現額４億9116万6000円に対し、支出

済額が４億8689万4647円で、執行率は99.1％となっ

。 、 、ております 不用額は427万1353円で 主な理由は

公債費の利率見直しによる償還金の減であります。

次に、16ページをお開きください。

中城湾港マリン・タウン特別会計の決算について

は、歳入が、予算現額17億8629万50円に対し、調定

額が10億6802万1591円、収入済額が10億6752万1591

円、収入未済額は50万円であり、収入比率は99.9％

となっております。収入未済の理由は、談合問題に

係る賠償金の未収金であります。

17ページをお開きください。

歳出は、予算現額の17億8629万50円に対し、支出

済額が７億4658万2561円で、執行率は41.8％となっ

ております。繰越額が９億7241万7000円で、繰越率

は54.4％となっております。不用額は6729万489円

となっております。

繰越理由は、施設整備の設計の見直しに時間を要

したことであります。不用の主な理由は、土地販売

手数料等の執行残及び公債費の利率見直しによる償

還金の減であります。

18ページをお開きください。

駐車場事業特別会計の決算については、歳入が、

予算現額１億1704万円に対し、調定額が１億1626万

4333円で、収入済額も調定額と同額となっておりま

す。

次に、19ページをお開きください。

歳出は、予算現額１億1704万円に対し、支出済額

が１億1625万6628円で、執行率は99.3％となってお

ります。不用額は78万3372円で、主な理由は、公債

費の利率見直しによる償還金の減であります。

20ページをお開きください。

最後に、中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事

業特別会計の決算については 歳入が 予算現額9450、 、

万6000円に対し、調定額が9297万165円で、収入済

額も調定額と同額であります。

21ページをお開きください。

歳出は、予算現額9450万6000円に対し、支出済額

が8992万9827円で、執行率は95.2％となっておりま

す。不用額は457万6173円で、理由は公債費の利率

見直しによる償還金の減であります。

以上で、土木建築部の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

土木建築部長の説明は終わりま○中川京貴委員長

した。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては 決算議案の審査等に関する基本的事項 常、「 （

任委員会に対する調査依頼について （平成25年９）」

月11日議会運営委員会決定）に従って行うことにい

たします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた

します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから行い、重複することがないよう簡潔に

お願いします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

新里米吉委員。

１番目に、平成24年度沖縄県歳入○新里米吉委員

歳出決算審査意見書の10ページに、特別会計の翌年

度繰越額は44億5581万9564円で全額繰越明許費と

なっており、前年度に比べ11億9430万8295円、36.6

％増加しています。これは主に中城湾港マリン・タ

ウンで９億3608万5950円、下水道事業で６億9558万

6395円増加したことによるものであるとしています

、 、が マリン・タウン９億円余の繰越理由については

同じ平成24年度沖縄県歳入歳出決算審査意見書の56

「 」ページで 関係機関との調整のおくれ等によるもの

となっています。調整のおくれとはどういうことな

のか、説明をいただきたい。
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まず、マリン・タウンの特別○村田和博港湾課長

会計の翌年度繰越額９億7241万7000円のうち、約９

億円が沖縄振興特別推進交付金―ソフト交付金で実

施する与那原マリーナの整備費の繰り越しとなって

おります。繰り越しの理由といたしまして、ソフト

交付金自体新たな制度であったため、事業前の審査

や交付決定及び事業着手におくれが生じたことによ

ります。それと、与那原マリーナの整備に当たりま

しては、ボートヤード、管理棟、駐車場、浮き桟橋

等の配置を予定しておりますが、運営及び維持管理

のコスト縮減を目的として施設配置を行うため、既

存のマリーナ―宜野湾マリーナ、糸満フィッシュア

リーナ等でございますが、そちらの運営状況の情報

収集、配置計画の検討に時間を要し、整備着手がお

くれたことが繰り越しの要因となっております。

なお、繰り越した平成24年度予算の執行につきま

しては、現在、管理棟、ボートヤードの整備、浮き

、 、 、 、桟橋の設計等に着手しており 今後 駐車場 道路

照明等の整備を行うこととしております。

ほとんど繰り越しになっているの○新里米吉委員

です。使ったのがわずかな額で。今たくさんの理由

を述べられたのですが、主な理由は関係機関との調

整のおくれだということを皆さんが書いている。そ

こに絞って説明してください。関係機関との調整の

おくれとは何なのかと聞いているわけだから、そこ

に絞って話をしてください。

この与那原マリーナの整備○村田和博港湾課長

、 。 、は 当初は起債事業で予定してございました 今回

ソフト交付金事業でやることになりまして、当マ

リーナの運営は、今後宜野湾マリーナとか、糸満フ

ィッシュアリーナ等々と同じように指定管理者を充

。 、てて管理運営していく予定にしております それで

当然基本設計等々はある程度できていましたが、実

施設計をやるに当たって、この宜野湾マリーナの指

定管理者、糸満フィッシュアリーナの指定管理者、

、 、あときらきらビーチ等々 ほかの指定管理者等との

実際実施設計をやって施設配置したときに管理運営

がしやすい設計配置について関係機関といろいろ調

整をいたしまして、ある程度見直しをしてからでな

いと実施設計が図れないと考えまして、その情報収

集、調整等に時間を要しました。

あと、関係機関といたしまして、暫定で与那原警

察署の警備艇を係留してございます。そこで浮き桟

橋を設置するに当たっての波浪等々、そういった影

響もこの警備艇の船長にいろいろお話をお伺いし

、 、て それから今後の設計に生かしたいということで

その辺の関係機関のヒアリング・調整等、設計する

前の時間を要したということでございます。それが

主な要因です。

もう調整は済みましたか。○新里米吉委員

はい。おかげさまでそういう○村田和博港湾課長

いろいろな課題等は整理がつきまして、それで先ほ

ど申しましたように管理棟も着手しておりまして、

現場のほうは着々と工事を進めております。

次に、同じ平成24年度沖縄県歳入○新里米吉委員

歳出決算審査意見書の30ページ、第８款土木費につ

いて伺います。

翌年度繰越額は369億9736万4417円、その主なも

のが道路新設改良費の86億円余、街路事業費70億円

余であるとしていますが、道路新設改良費と街路事

業費の繰り越しについて、その主な理由を述べてく

ださい。

道路新設改良費の繰越額は○仲村守道路街路課長

86億556万8678円となっております。繰り越しの主

な理由といたしましては、伊良部大橋の主航路部の

桁架設が台風の影響によりおくれたことと、そのほ

かの路線につきましては、用地補償における用地価

格や物件補償に不満があることから交渉が難航し、

時間を要したことなどが挙げられます。

次に、街路事業費の繰越額は70億8337万5047円と

なっており、県事業が約44億8395万円、市町村の事

業が約25億9943万円となっております。繰り越しの

主な理由としましては、県事業においては都市モノ

レールの事業執行に必要な特許の取得及び都市計画

決定がおくれたこと、そのほかの路線につきまして

は用地補償における用地価格や物件補償に不満があ

ることから交渉が難航し、時間を要したことなどが

挙げられます。

また、市町村の事業においては、同じく用地補償

における交渉難航による遅延とか、それから、年度

末に交付決定されました経済対策関連の補正予算な

どが挙げられます。

次に、平成24年度主要施策の成果○新里米吉委員

に関する報告書、199ページ。都市公園事業（中城

公園）の繰越額２億6409万9000円について、その理

由を伺いたい。

中城公園の○伊禮年男都市計画・モノレール課長

。 、繰越額が２億6409万9000円となっています 内訳は

用地及び補償費が6637万円、工事請負費が１億9772

万9000円であります。繰り越しの主な理由として、

用地補償費については地権者の同意が得られたもの

の、移転先の用地確保に時間を要したことでありま
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す。また、工事請負費については、のり面工事に必

要な進入路の設置に当たり、地権者との調整に不測

の時間を要したことであります。

次へ行きます。平成24年度歳入歳○新里米吉委員

出決算説明資料の３ページ、土木使用料の収入未済

額７億2365万円の内訳と理由を伺いたい。

土木使用料の収入未済額○宮城行夫土木総務課長

７億2365万5232円の主なものとして、県営住宅使用

料として６億9391万4953円、県営住宅駐車場使用料

として2808万1154円、港湾施設使用料として118万

5769円となっております。県営住宅使用料及び県営

住宅駐車場使用料滞納の主な理由としては、失業、

転職、給与減等による収入の減少や突発的な費用の

発生等によるものであります。また、港湾施設使用

料の収入未済の理由としましては、滞納者の所在不

明や資金繰りの悪化、倒産等であります。

平成24年度歳入歳出決算説明資料○新里米吉委員

の５ページ、道路維持費の繰越額38億2500万円余、

繰越率が33.1％。それから河川改良費が31億1240万

円余り、繰越率が39.2％。その理由を説明してくだ

さい。

道路維持費の繰越額は約○嶺井秋夫道路管理課長

38億2500万円となっております。繰り越しの主な理

由としまして、緊急経済対策による年度末の補正予

算の計上があったことによるものが11億3500万円。

また、ソフト交付金の事業は初めての制度であった

ため、事業ごとの審査や交付決定、及び事業着手に

おくれが生じたことにより、約２億3000万円が繰り

越しとなっております。以上が主な理由でございま

すが、そのほかに用地取得難、計画変更、あと台風

等の自然状況によるもの等がございます。

河川改良費の繰越理由ですが、○徳田勲河川課長

儀間川総合開発事業でタイ原ダムの建設中止によっ

てやせ尾根部で新たな取水対策が必要になり、その

対策工法や施工に時間を要したこと。同じく儀間川

総合開発事業において、基礎掘削において当初想定

していなかった金を試掘するための横穴が確認され

たため、閉塞工を実施したが、横穴周辺地域の透水

性が高く、関係機関と協議した結果、遮水のための

グラウト工を実施することとなった。このため遮水

工の検討及び施工に時間を要しました。

その他の河川につきましては、計画変更、関係機

関との調整、あるいは用地取得難等が主な理由でご

ざいます。

同じ平成24年度歳入歳出決算説明○新里米吉委員

資料の６ページ、港湾建設費の繰越額41億円余り、

繰越率が何と48.6％。住宅建設費の繰越額が24億円

余り、繰越率38％。これについても説明をお願いし

ます。

港湾建設費の繰越額41億1092○村田和博港湾課長

万円の主な理由といたしましては、港湾改修事業で

実施している本部港及び中城湾港の馬天地区、こち

、 、 、らの整備におきまして 昨年９月の台風11号 15号

この来襲によって被災しておりまして、その工事の

。 。 、おくれによります これが約6.5億円ほど それと

港湾改修事業で実施しております南北大東港、こち

らのほうで昨年、緊急経済対策による年度末の補正

がありまして、ほかも合わせて約９億円。それと先

ほど御説明いたしましたソフト交付金による与那原

マリーナ整備事業の繰越額。あとは関係機関との調

整のおくれや計画の変更によるおくれ等で、13港で

繰り越しが出ております。そのほかに港湾関係の市

町村のソフト交付金、この繰り越しも計上額の中に

加味されております。

住宅建設費における主な繰越○嘉川陽一住宅課長

理由は、県営名護団地及び与那原団地の建てかえに

おいて、入居者の移転おくれに伴う工事着手の遅延

や年度末の緊急経済対策等による約６億6000万円、

県営西崎団地におけるストック改善事業等におい

て、入居者の臨時駐車場の確保に時間を要したこと

に伴う工事のおくれ等による約６億円、合計約12億

6000万円となっております。また、市町村事業にお

ける沖縄振興公共投資交付金事業に係る繰り越しが

約11億4000万円となっております。

通告はしていませんが、先ほどの○新里米吉委員

土木建築部長の説明を聞いて感じたことがあります

ので、その点について１点質疑します。特別会計の

未収額、それから不納欠損額が結構出ていたのです

、 、 、が 例の問題の賠償にかかわるようなことが 結構

説明の中であった気がするのですが、その賠償を要

求された企業の、例えば倒産とか、そういうものが

かなりあったのかどうか、説明をお願いします。

特別会計の不納欠損額で○宮城行夫土木総務課長

すが、それに関しては基本的に談合問題が多くなっ

ております。その中で、裁判所の調停が終了したた

め、その債権放棄した分が不納欠損となっておりま

す。それから、倒産等で清算が終了し、それで不納

欠損処理しております。

この問題は沖縄県議会でも、いろ○新里米吉委員

いろ問題があったけれども、かなり配慮してみんな

で話し合いをして、できるだけそういうことが余り

起こらないように、沖縄県の経済全体に与える影響
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は大きいということで対応したのですが、やはりそ

れでも一部でそういうことが起きたということで理

解していいのでしょうね。

最後に、平成24年度予算の土木費の予算額と執行

率、それから土木関係の沖縄振興一括交付金の予算

額と執行率を伺いたい。

平成24年度予算の土木費○宮城行夫土木総務課長

の予算額は1383億8340万671円、支出済額は938億

、 。6151万2543円で 執行率は67.8％となっております

また、土木建築部関係の沖縄振興一括交付金の予算

額は721億8870万9441円、支出済額は417億5365万

8507円で、執行率は57.8％となっております。

私が知る限りでは、県議会議員に○新里米吉委員

なってからこの方、これほど執行率が低かった、そ

れから繰り越しがいろいろなところで30％を超え

る、多いところは50％近く繰り越しとかいう状況は

初めてではないかと思っているのです。これだけ多

額の繰り越しが起きた要因を土木建築部長はどのよ

うに考えていますか。

繰り越しがこれだけ大○當銘健一郎土木建築部長

きいということは好ましいことではないわけです

が、やはり平成24年度にはいろいろな制度の改正も

ありまして、新しい振興計画がスタートしたことも

ありまして、沖縄振興一括交付金、そしてハード交

付金については市町村分も一旦県に計上するという

ことがございました。そして、新たなソフト交付金

については、制度要綱の策定とか、あるいは私ども

もなれていない部分がありまして、本当にソフト交

付金になじむかどうかというようなこともありまし

た。それはまた５月議会などでもこのソフト交付金

の予算措置をしてもらったわけですが、そのような

ことで、このソフト交付金についてはふなれな部分

と、それから先ほどのハード交付金の市町村部分の

計上というようなこともありましたし、また年度末

に緊急経済対策ということで非常に多くの補正予算

を組んでおります。県予算としましては、全体で50

億円ぐらいの補正予算が組まれたと。この50億円の

中には市町村分も入っておりますが、そういったこ

とでいろいろと重なって今回執行率がかなり悪く

なっているということですが、これは平成24年度特

有の状況もございますので、ぜひ今後は執行率の改

善に向けて、土木建築部一丸となって頑張っていき

たいと考えております。

沖縄振興一括交付金の場合は交付○新里米吉委員

要綱がかなりおくれた。我々もそれを非常に気にし

て、一昨年の２月定例会で私も盛んにそのことを

言ったのですが、本来ならもう年末までには交付要

綱ができて、新しい年度に向けて沖縄振興一括交付

金の予算がどういう形になるのか、２月議会でもそ

れが見えないと。本来は執行しにくいのです、時間

がおくれると。それを質問したら３月ごろにはでき

るだろうと言っていたのに、これが４月にまでずれ

込んでいったのです。それから、大まかなのはでき

ているけれども、さらに細かいのを詰めていく。市

町村もそれから議会で６月議会、あるいは臨時議会

を開いたり、そういうことをしながら予算をつくっ

ていったという、初めての予算の形態。沖縄対策と

いうことで、県もそうだけれども、それから市町村

も含めて全体的に相当に予算がずれていって、ひど

いのはたしか９月、12月にも一部あったような気が

するのです。12月にやって予算執行できるのかと

言ったけれども、そういうものを含めて問題が一つ

あったのだろうと。制度になれていないということ

と、制度自体がおくれて、調整して持っていくのに

おくれてしまった。その勘違いがあって、沖縄県民

の中には、沖縄県は沖縄振興一括交付金を使い切れ

ないのかといって騒いでいる人たちもいるものだか

ら、違うぞと。今言ったようなことを一生懸命説明

してあげないといけない。

、 、だから そうではなくていろいろな要因があって

それは沖縄県だけではなくて政府も含めて問題が

あったし、調整に時間がかかったということを言わ

ないと、使い切れなければ俺たちが要求するものに

充てろとか、いろいろ要望しに来る人たちもいるも

のですから、新聞でもそのように使い切れていない

ということでたたかれているので、その問題が一つ

あるだろうということと、同じ時期に緊急経済対策

がまた出てきたりして、年末に出てくるとこれまた

年度内には使い切れないのです。

今いろいろ説明していたけれども、僕は大きいの

はこの２つではないかと思うのだけれども、どうで

すか。わかりやすく言うとそうではないのかと。

まさしく御指摘のその○當銘健一郎土木建築部長

とおりだと考えております。

ただ、心配なのは、全体的にもそ○新里米吉委員

うだけれども、特に土木建築部に関してはかなりの

額の未執行、繰り越しがあるので、この繰り越した

ものも今年度使っていかないといけない。新しい予

算も例年どおり入ってくる。すると、執行するのに

これまた大変なことになるのではないかと思うけれ

ども、今のところどうですか。できそうですか。

やはり前年度から繰り○當銘健一郎土木建築部長
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越した分については、まず繰越事業のほうを先に執

行して完了させるというような取り組みでやってお

ります。現時点でこの繰越事業についての年度末の

見込みというものは申し上げられませんが、部とし

ては繰越事業を優先して事業執行に当たり、それか

ら新年度予算についてもきちんと執行していくとい

うやり方で考えております。

ことし、来年ぐらいまではたくさ○新里米吉委員

んの繰り越しの影響を受けた予算執行が少しは出て

くると思うのですが、今年度の予算執行がいつもど

おりの予算執行率になり得るのか、この辺の見通し

はどうですか。

執行率を改善すべく、○當銘健一郎土木建築部長

部全体で頑張っていきたいと申し上げたいと思いま

す。

次に、仲宗根悟委員。○中川京貴委員長

それでは、道路橋梁費、それから○仲宗根悟委員

道路維持管理の部類に入るのかということで質疑を

させていただきたいと思います。

県道６号の渋滞をどのように捉えているか、お聞

きしたいのです。この路線は国道58号から読谷高等

学校前の伊良皆を起点として、恩納村山田、それか

ら恩納村の仲泊から東恩納までという路線ですが、

特に今回、読谷村の県道６号、そして接続する県道

12号もあわせて渋滞が慢性的に起こっているという

ことで、沖縄県はこの慢性的な渋滞についてどのよ

うに捉えているのか、まずそこからお聞きしたいの

です。

まず、読谷村におきま○當銘健一郎土木建築部長

しては、沖縄西海岸道路の一部区間である読谷道路

でありますとか、村道の中央残波線という非常に大

きな道路の整備などが進められているところでござ

います。県道６号の渋滞対策につきましては、こう

いった道路の整備、供用した後の交通状況なども勘

案して検討すべきとは思っておりますが、委員御指

摘のとおり、現時点でも渋滞しているところがござ

いますので、沖縄県としては、この県道６号の中で

６カ所の渋滞している交差点について、その対策に

取り組んでいるところでございます。

今、土木建築部長からの説明です○仲宗根悟委員

、 、と ６カ所について検討しているということですが

この６カ所については、地元からの要望で６カ所改

良してほしいと、渋滞解消につながるような方策を

講じてほしいということに基づいてのお話でしょう

か。

６カ所については、読谷村○仲村守道路街路課長

との協議の中で、あるいは通常管理する中で渋滞箇

所として把握し、その対策を今検討しているところ

でございます。

先ほどありました読谷道路を整備○仲宗根悟委員

していると、そして中央残波線も整備をしている中

で、それを見きわめながら検討したいということで

すが、実はこの読谷道路も中央残波線もそこに至る

までの間に県道６号を使用するという意味では、中

、 、央残波線ができても それから読谷道路ができても

そこに至るまでの間の県道６号の渋滞をどうするの

かということをまず認識していただきたいと思うの

ですが、その辺はいかがですか。

渋滞交差点として、もう既○仲村守道路街路課長

にトリイステーション前だとか、それから連続する

箇所については十分把握しております。現在、対策

を検討中でございます。

どのような対策といいましょう○仲宗根悟委員

か、どう進んでいるのかということまで説明できま

すか。

具体的にお話をさせていた○仲村守道路街路課長

だきます。例えば、都屋交差点の入り口につきまし

ては、ただいま村道の事業をしておりますので、村

のほうで右折帯をつけるなどの予定をしておりま

す。それから、村道大木比謝線との交差点ですが、

そこは右折帯が確保できないものですから、車線幅

を広くする暫定的な対応となっております。今後、

これも検討していきたいと。それから、村立診療所

の前の交差点ですが、そこは現道の敷地の中で右折

帯を設けることが可能と思われますので、これは沖

縄県で対応したいという状況でございます。

では、この中で県道12号と接続の○仲宗根悟委員

県道６号の交差点ですが、これは何回か質問したこ

とがあるのですが、この６号と12号の接続点―ＪＡ

おきなわ読谷支店前、こちらのほうも随時検討して

いきたいというお話を伺っておりますが、今どのよ

うな進 で進んでいるのか。右折帯設置ですとか、

あるいは歩道拡張も一つの方法ではないのかという

提案もしたのですが、その辺についてはいかがで

しょうか。

県道６号と県道12号の交差○仲村守道路街路課長

点でございますが、現在の道路敷地の中で右折帯を

設けるといったことが非常に難しいため、用地取得

を含めた―具体的には今委員がおっしゃったＪＡの

前の駐車場になりますが、そういった案で読谷村と

の調整を行っているところでございます。

よくわかりました。では、その６○仲宗根悟委員
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号の渋滞というものは非常に認識されていると。そ

れで、交差点改良が最も渋滞緩和につながる方策の

一つだと。そして、今いろいろな調整の中で事業が

進んでいるということで理解したいと思います。

あと１点は、その６号の中で、トリイ通信施設の

東側には歩道が設置されていない未整備な箇所があ

るのです。地域の区長からの要望が非常に強いので

すが、現在は整備されていなくて区画線で区画され

ていて、もちろん排水施設もございませんで、延長

が230メートルあるのですが、この縁石とか柵がな

い状況で歩行者の安全確保に支障を来しているので

はないかと思います。また、こちらは朝夕の通学路

にもなっていて、地域の住民や区長などからも歩道

の整備を求める声が強いのですが、その歩道につい

てはどのような進 になっていますか。

米軍トリイ基地前の歩道○嶺井秋夫道路管理課長

につきましては、平成10年度までに事業用地を確保

しまして整備を進めてきましたが、乗り入れ計画に

ついて地元の合意が得られずに歩道整備を断念した

経緯がございます。しかしながら、平成25年２月に

地元大添区自治会、また、同年９月に読谷村、地元

大添区自治会及び学校サイドから歩道整備について

の要請がありまして、現在、読谷村及び地元自治会

と連携を図りながら、整備に向けて取り組んでいる

ところでございます。

お話を伺いますと、地元との合意○仲宗根悟委員

形成が得られないという内容ですが、その合意形成

に至らない部分というものは、歩道に隣接している

地主のことですか。

その道路沿いでお店とか○嶺井秋夫道路管理課長

をやっている方々が、乗り入れに関して少し不満が

あると聞いております。

２月の、そして９月の要請を受け○仲宗根悟委員

て、沖縄県はこの乗り入れについて不満があるとい

う地元の意見というのでしょうか、その辺のところ

はどういった形で当たっていくのでしょうか。

一度整備を断念した箇所○嶺井秋夫道路管理課長

でございますので、再度整備を行うためにはやはり

地元地権者の協力が必要ですので、今、読谷村、ま

た地元自治会のほうに地元の同意、協力を依頼して

いるところでございます。

その辺の見通しはどのようになっ○仲宗根悟委員

ているか、お話を伺ったことはありますか。

今のところ、地権者の同○嶺井秋夫道路管理課長

、 、意は得られたと聞いているのですが 今度は上物の

実際に商売をしている方々の同意がまだだと聞いて

おります。

よくわかりました。では、地権者○仲宗根悟委員

とは別に実際に商売をしている方々がそこを借りて

やっていると。その実際に仕事をしている方々との

合意形成はこれから作業が始まるという意味では、

自治会の皆さん、あるいは市町村の皆さんに協力を

仰ぎながら進めていきたいということでよろしいの

でしょうか。

はい、そのとおりでござ○嶺井秋夫道路管理課長

います。

あと、この読谷村、沖縄市間の道○仲宗根悟委員

路はもう返還がないので困難だというお話を聞くた

びにずっとそう言われているのですが、この道路は

やはり読谷村側だけでもなくて、沖縄市側からも東

、 、の港湾地区や あるいは勝連半島との東と西の交流

それからいろいろな形での経済効果も見据えて計画

に入れてほしいとずっと要望しているのですが、昨

年の決算特別委員会でも土木建築部長にお伺いをい

たしました。返還されなくても共同使用という形も

あるのではないかと。この道路については、かつて

皆さんの計画に入っていた経緯があると思います。

マスタープランに入っていた経緯があると。それが

いつごろから、どういう理由で消滅して現在に至っ

ているのでしょうか。

今の嘉手納弾薬庫を通○末吉幸満土木整備統括監

過するはしご道路につきましては、沖縄県におきま

して平成６年に中南部都市圏幹線道路整備プログラ

ムにおいて検討した経緯がございます。その後、平

成21年中南部都市圏総合都市交通体系網―総合交通

体系網というのがありますが、この将来ネットワー

クの中では当該道路計画は盛り込んでおりません。

まず、位置づけていた理由、それ○仲宗根悟委員

から外された理由は明確にわかりますか。

位置づけた理由として○末吉幸満土木整備統括監

は、平成６年に位置づけた際には、東西を結ぶ道路

として必要という認識はあったと思います。平成21

年の総合交通体系網で外したのは、これまで議会で

も答弁差し上げていますが、嘉手納弾薬庫が駐留軍

用地の米軍施設区域統合計画の中で返還予定計画に

含まれていないことから、現段階では困難という判

断がございまして、平成21年の総合交通体系網の将

来ネットワークから外したという経緯がございま

す。

その平成６年のころもやはり軍用○仲宗根悟委員

地としてあるわけですよね。けれども、計画に入れ

たという部分については、軍用地であっても何らか
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の形で計画に入れていこうという内容だと思うので

す。少なくともそうだと思うのですが、それを一向

に返還予定にはならなかったので外しましたという

内容では、少し承服しかねるところがあるものです

から、軍用地であろうが、しっかりと計画を立てて

いきながら国としっかり調整するのが筋ではないか

と思うのですが、その辺はいかがですか。実現が可

能なのかどうか、いろいろな形で調査研究も必要だ

と思うのですが。

この読谷村、沖縄市間○當銘健一郎土木建築部長

をつなぐ道路については、どうしても嘉手納弾薬庫

を通過する必要が出てきます。しかしながら、これ

までＳＡＣＯ合意から始まって今回の統合計画に至

るまで、日米で合意された返還予定地には入ってお

りません。したがって、なかなかこういったところ

に現実問題として道路を通すことは非常に難しいわ

けですが、先ほど委員も御指摘があったように、一

部返還でなくても共同使用という方法もあるという

ことですので、前回、この東西をつなぐはしご道路

についても必要な道路として検討した経緯もありま

すので、このことにつきましては、読谷村や沖縄市

とともに関係する沖縄防衛局などへも相談してみた

いと考えております。

それでは最後に、実は住宅新築を○仲宗根悟委員

予定している方からの相談を受けましたら、建築確

認申請の中で滞っていて一向に進まないので、ぜひ

進めるような方策をとっていただきたいという相談

があるものですから、あえて質疑したいのですが、

住宅を建設をしたい方は県道沿いです。ところが、

県道沿いに下水道の整備がなされていませんで、そ

れで浄化槽の県道の排水溝への接続をお願いします

ということですが、その中に要因として幾つか図面

、 、 、ですとか 背面図だとか 位置図だとかという中に

市町村に責任を負わせるような趣旨の供述をした書

類提出を沖縄県から求められていると。それで、市

町村と沖縄県との間で調整に時間を要しているとい

うことで、なかなか確認申請がおりない。どうにか

してくださいという訴えですが、この確認書、誓約

書、そういうことを市町村に求めることは今まであ

るのか、初めて出てきたのか。その辺についてはい

かがでしょうか。

まず、排水関係について○嶺井秋夫道路管理課長

御説明したいと思いますが、道路の側溝は、道路施

設及び周辺地域からの汚水等に対して、道路交通の

円滑、安全及び保安を図るために設けるものでござ

います。一方、浄化槽法に基づき設置された浄化槽

の処理水については、下水道法に基づき市町村が整

備する公共下水道や都市下水路に放流することにな

ります。誓約書を求めることについての法的根拠は

ございませんが、公共下水道や都市下水路が整備さ

れていない地域において、道路の適切な維持管理及

び占用許可を与える前提としての判断材料とするた

め、提出の協力を求めているものでございます。

それで、この各市町村の対応とい○仲宗根悟委員

うのでしょうか、反応というのでしょうか、どうい

う形で上がってきていますか。

現在、中部土木事務所に○嶺井秋夫道路管理課長

おきましては、平成24年から管内の嘉手納町、北谷

町を除く各市町村に対して、読谷村と同様に誓約書

等の提出の協力を求めておりまして、各市町村から

誓約書をいただいているところでございます。

誓約書の意味がよくわからないと○仲宗根悟委員

職員に尋ねたら、こういう形で書いてくださいとい

うことで一々箇条書きにしながら来ていると。その

内容について非常に困惑しているということです。

なぜ私たち市町村が責任を負うような内容の―当事

者と県の保健所ではないのかというような部分が発

生したものですから、その誓約書について各市町村

は非常に困惑しているのではないかという思いです

が、その辺は双方の信頼関係で仕事をするわけです

から、どのような扱いになるのかと見守っているの

ですが、いかがですか。この誓約書については本当

に協力なのか。内容からすると上意下達みたいな感

、 。覚がするものですから この辺はいかがでしょうか

先ほどもお答えしました○嶺井秋夫道路管理課長

が、道路の適切な維持管理及び占用許可を与える前

提として現在やっているところでございますが、今

、 、回 読谷村からこういった意見が出ておりますので

今後また各市町村の状況を見ながら取り扱いを検討

していきたいと考えております。

次に、奥平一夫委員。○中川京貴委員長

まず、下地島空港特別会計でお聞○奥平一夫委員

きします。使用料及び手数料について当初予算額か

ら調定額がかなり減っておりますけれども、これは

どういう理由でしょうか。

下地島空港特別会計の使用○嘉手納良文空港課長

料の収入が予算現額より少なくなっている理由につ

きましては、当初日本航空株式会社―ＪＡＬと全日

本空輸株式会社―ＡＮＡ、両航空会社から折半する

形で使用料の負担を求めておりました。これにつき

まして、ＪＡＬにつきましては民事調停の結果、１

億7000万円の解決金を支払うということになりまし
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た。そのうち１億2000万円が前払いという形で沖縄

県に支払われております。残り１億7000万円余りに

つきましては、ＡＮＡのほうから訓練使用料という

形で徴収をしております。そういうことでこの２つ

を合計した金額が２億9800万円という形になってお

ります。

これは訓練に関係なく、それぞれ○奥平一夫委員

折半するという約束でそういう形になったというこ

とでよろしいですか。

そういうことでございま○嘉手納良文空港課長

す。

それから歳入、財産収入の不動産○奥平一夫委員

売り払い収入が当初予算よりふえているのですが、

これはどこをどう売却したのでしょうか。

これにつきましては、空港○嘉手納良文空港課長

周辺の残地のうち、農業利用ゾーン85ヘクタールに

、 。つきまして 宮古島市のほうに売却をしております

、 、○奥平一夫委員 それと 空港課の執行率が71.9％

これは委託料を見直したということですが、どうい

う委託をどのような形で見直したのか教えてくださ

い。

まず、維持修繕費の費用、○嘉手納良文空港課長

そういったものにつきまして、集中的に多額の費用

が生じないようにという形で平準化を図りました。

また、空港内の除草でありますとか、その回数の見

直し、そういったものを行っております。

通常だと、どこがその委託を受け○奥平一夫委員

ていたのでしょうか。

下地島空港には、空港の維○嘉手納良文空港課長

持管理を目的として下地島空港施設株式会社が昭和

54年に設立されております。その下地島空港施設株

式会社に委託を行っております。

その株式会社はかなりの収入減に○奥平一夫委員

なるわけですが、今ＪＡＬが撤退して、この会社は

どうなっているのでしょうか。

ＪＡＬの撤退後、維持管理○嘉手納良文空港課長

に関する委託料が減になっている状況を踏まえまし

て、下地島空港施設株式会社では昨年度から希望退

職による職員の削減を行っており、それによりまし

て経営の効率化を図っていると聞いております。

現在、そこの職員は何名くらいで○奥平一夫委員

しょうか。

現在89名の職員がおりまし○嘉手納良文空港課長

て、そのうち86名は地元宮古島市の出身となってお

ります。

ＪＡＬ撤退前は何名ぐらいいらっ○奥平一夫委員

しゃいましたか。

正確な数字は今手元にござ○嘉手納良文空港課長

いませんが、昨年４月の時点で20名ほど希望退職を

募ったと聞いております。ことしの４月にも６名ほ

ど希望退職を募ったと聞いておりますので、その26

名を加えますと115名ぐらいの職員が在籍していた

ものと考えます。

かなりの雇用減というか、非常に○奥平一夫委員

厳しい現状がありますけれども、ＪＡＬが撤退し、

ＡＮＡが撤退することになった場合、例えば宮古島

市に対する税的なデメリットはどれぐらいになるか

わかりますか。税収といいますか。

撤退によって具体的にどれ○嘉手納良文空港課長

ぐらいの税収減があったかというものは手元に資料

、 。がなく 算出まではやっていない状況でございます

それから気になるのは、今ＪＡＬ○奥平一夫委員

が撤退して、この下地島空港施設株式会社の株を沖

縄県に譲渡しますと。沖縄県はそれを責任を持って

ほかの会社へ、いわゆる譲り先を探すという話があ

りましたが、９月定例会ではそれもまだ見つかって

いないと。今後どうなるでしょうか、その辺をお聞

かせください。

先般成立した調停に○當銘健一郎土木建築部長

よって、沖縄県のほうが下地島空港施設株式会社―

通称ＳＡＦＣＯと言っていますが、このＳＡＦＣＯ

の株式、日本航空が持っていた分について譲渡先を

あっせんすることになっております。それで、今い

ろいろな企業あるいは団体に交渉、もしくは声かけ

をしておりまして、今のところまだめどは立ってお

りませんが、日本航空からもぜひあっせん先を頑

張って探してほしいと。９月30日までという期限が

設定されておりましたが、30日を超えても日本航空

から通知がなければこの調停の条項は発動しません

ので、さらに範囲を広げてあっせん先を現在探して

いるということでございます。

現在、職員の身分はどういう形に○奥平一夫委員

なりますか。ＪＡＬが撤退し、ＪＡＬからは離れて

いるのですか。それとも、それは沖縄県が株を持つ

ということに―その辺はどうでしょうか。

必ずしも沖縄県で株を○當銘健一郎土木建築部長

持ってくれという話にはなっておりません。株を譲

渡する先をあっせんしてほしいというのが日本航空

との調停の内容ですので、そのあっせん先を現在探

しているということでございまして、このあっせん

先が探せなければ、日本航空の株はそのまま日本航

空が所有することになるだろうと考えています。
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これは非常に厳しい話になります○奥平一夫委員

ね。それと沖縄県としては譲渡先、どれくらい声か

けをされているのですか。交渉は何社ぐらいに、ど

れぐらいされているのですか。

今、７カ所ほど働きかけを○嘉手納良文空港課長

行っておりまして、そのうちまだ回答をいただいて

いないのが２社ございます。

可能性としてはどうですか。○奥平一夫委員

回答をいただいていない会○嘉手納良文空港課長

社からは、詳細な検討をするための財務資料の要求

等もございまして、そういうこともあって可能性と

しては全くゼロではないと考えております。

ぜひ鋭意努力していただきたいと○奥平一夫委員

思います。

次に、宮古空港の件についてお伺いしたいと思い

ます。宮古空港について地元からの沖縄県への要望

はどういうものがありますか。

現在、宮古圏域に国際線が○嘉手納良文空港課長

入ってきた場合の受け入れ体制が整備されていない

ことから、国際線受け入れの施設の整備、そういっ

た要望がございます。

これは土木建築部長も、2014年度○奥平一夫委員

にはその整備をしていく意向だという答弁をされて

、 。いますけれども その辺の真意を聞かせてください

今年度、ＣＩＱ施設な○當銘健一郎土木建築部長

どに関して調査を行っておりまして、そういったも

のについて、今後宮古空港にも韓国を中心にして国

際線がかなりふえるという需要予測等があれば、次

年度からその実現に向けての取り組みはしていきた

いと考えております。

土木建築部長は2014年度中にはと○奥平一夫委員

、 。発言しているのですが それはそれでいいのですか

次年度実施設計を行っ○當銘健一郎土木建築部長

て、再来年度には工事に着手するスケジュールでご

ざいます。

これは宮古空港を想定して、そう○奥平一夫委員

いう計画を立てようということですか。

これは宮古圏域の空港○當銘健一郎土木建築部長

ということで、利活用の検討会議とかも今ございま

すので、そういったものの中で、どちらのほうにど

ういう形で設置していくかということは議論してい

きたいと考えております。

地元では、やはり宮古空港への先○奥平一夫委員

行導入ということを市長も非常に話しておられるよ

うですが、その辺についてどのように考えていらっ

しゃいますか。

地元の宮古島市から○當銘健一郎土木建築部長

は、この下地島空港の関連もありますが２空港存続

させてほしいと。そして、宮古空港は旅客機能、下

地島空港は訓練や試験機などで使ってほしいという

ことがございます。今、そのような方向で私どもも

動いておりますので、ＣＩＱ施設についてはここで

結論的なものは申し上げられませんが、宮古島市の

意向を酌むと、そういった方向になると思っており

ます。

宮古空港にＣＩＱ等々検疫とかを○奥平一夫委員

整備しますと、これは増築という形になりますけれ

ども、そういうことも想定できるということで考え

ていいですか。

建設方法につきましては、○嘉手納良文空港課長

現在のターミナルを増築するのか、それともその隣

に簡易的な構造でつくっておいて、将来的に国際旅

客の需要が見込めた段階で本格整備をするという方

法、その２つの方法について現在検討を並行して

やっているところです。

ＣＩＱ施設を整備する際も、これ○奥平一夫委員

は地元の負担が4000万円だとか、それくらいかかる

というお話を聞いたのですが、いかがでしょうか。

現在、建設費であるとか、○嘉手納良文空港課長

そういうものはまだ算出してございません。そう

いったことで費用負担の割合であるとか、額につい

てはこれから検討を進めるところです。

それからもう一つ、宮古空港は誘○奥平一夫委員

導路が１本しかないのです。それを去年でしたか、

一昨年でしたか、知事に要請をした際に、知事はみ

ずから誘導路をもう一本つけましょうというお話を

されていましたけれども、その辺はいかがですか。

要請団の前ではっきり言いましたよ。

並行誘導路を設ける場合、○嘉手納良文空港課長

航空機の１時間当たりのピーク便数に規定がござい

ます。宮古空港についてはその規定にまだ達してい

ないことから、現状では即誘導路という話にはなら

ないと考えております。

それでは次に下地島空港、あえて○奥平一夫委員

存続の可能性をお聞きしたいと思うのですが、いろ

いろ空港側から関係機関や航空会社への売り込みと

いいますか、打診がこの８月末から行われたと思い

、 、 。ますけれども その現状 経緯を聞かせてください

航空会社等については９月○嘉手納良文空港課長

から誘致活動を展開しております。具体的には、実

機訓練関係で15の航空会社に働きかけを行いまし

た。それと、試験機関係及び航空機製造メーカーに
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ついては２社に働きかけを行っております。また、

あわせましてビジネスジェットであるとか、航空宇

宙分野であるとか小型機訓練、そういったものにつ

、 、いても働きかけを行っておりまして 合計21の企業

団体等に誘致を働きかけております。

それぞれ感触としてはいかがで○奥平一夫委員

しょうか。

実機訓練関係については、○嘉手納良文空港課長

誘致を働きかけた航空会社から、実機訓練の回数そ

のものがシミュレーターに移行していることから今

後も減少していくという話と、定期便の就航してい

る空港で訓練を行ったほうがコストが安くなるとい

う話がございました。

ほかの、例えば試験機もあります○奥平一夫委員

し、ビジネスジェットもありますし、この辺の感触

はいかがですか。

試験機につきましては、試○嘉手納良文空港課長

験を行っている航空機製造メーカーの話を聞いたと

ころ、現在、試験を行っている空港に隣接して国の

検査機関があるとか 整備工場があるとか そういっ、 、

たことで施設内容の課題でありますとか、仮にまた

下地島空港でやるとすれば、そういう機材等の輸送

コスト、そういった課題もあると聞いております。

先日、これはマスコミの報道で○奥平一夫委員

知ったのですが、當銘土木建築部長が実機訓練を

引っ張ってくるほうが一番実現性が高いというお話

をされていましたけれども、土木建築部長、これは

どういう根拠ですか。今の話と全然違うような感じ

がするのですけれども。

マスコミの報道ですの○當銘健一郎土木建築部長

で、私の言ったことが全てそのまま報道されている

とは限りません。先ほどから空港課長からも申し上

げておりますが、航空会社の実機を使った訓練につ

いても十数社、さらにまた今後も―今は国内だけで

すが、いろいろなところにも働きかけをしていこう

と思っておりますし、これも頑張っていきたい。ま

た、試験機についても新しい飛行機を製造している

会社もございまして、そういうところも何とか持っ

てこられないかと。あるいは、宇宙航空につきまし

ては商業的には少し先にはなりますが、かなり有望

視されております。ある団体の調査報告書の中に下

地島空港という名称も載っていたりしますので、こ

れまた将来的にはあるわけですが、とりあえず次年

度、ＪＡＬが撤退し、さらにＡＮＡが今のところ白

紙だということを踏まえて、なるべく次年度に訓練

なり何なりをしてくれるようなところを今一生懸命

探しているということでございます。

地元では、下地島空港は国策でつ○奥平一夫委員

くられた、非常に厳しい時期を過ごしてこれが建設

されたという認識があるのです。ところが、当初の

国策論というほどの国の強い意識は残っていないの

が現実だと、知事がそういう発言をされているので

すが、これはどういうことでしょうか。

まず、私から本会議の○當銘健一郎土木建築部長

ときにも答弁させていただいた、国策的な経緯を経

て建設されたのがこの下地島空港であるということ

は間違いありません。その後、屋良覚書あるいは西

銘確認書といったものが取り交わされる中で、これ

は当時―屋良覚書のときはもちろん琉球政府であり

ますが、沖縄県が管理する空港であって、例えば運

輸省がその県管理空港に対していろいろと介入する

法的な権限を有さないという取り交わしがあったわ

けです。したがって、知事が申し上げましたのは、

そういう意味で県管理空港なので沖縄県が責任を

持って管理運営を行っていくべき、そのようなこと

に基づいての発言だったと私は理解しております。

知事がそこまでおっしゃるのでし○奥平一夫委員

たら、もっと腰を据えて実現性の高いさまざまなこ

とにチャレンジしていかなければ、今のままではじ

り貧で下地島空港の利活用などあり得ない話で、こ

れはもう10年も前から皆さんでこれだけ―私も話を

してきたけれどもなかなかそれができなくて、よう

やく去年、一昨年あたりから、さあ、やりましょう

かという話になって、余りにも時既に遅しという感

じがし過ぎて非常にたまらないのです。

それで、今の日本トランスオーシャン航空株式会

社―ＪＴＡとか琉球エアーコミューター株式会社―

ＲＡＣとか、訓練に関してはやりましょうという話

が出ているというのですが、いわゆるＪＡＬとかＡ

ＮＡの従量制の訓練という可能性はいかがでしょう

か。

ＪＡＬとの調停の中で、平○嘉手納良文空港課長

成24年度からはＪＡＬは撤退ということで、今まで

は覚書に基づいてＪＡＬとＡＮＡが折半してきたの

ですが、ＪＡＬが撤退した後、ＡＮＡだけで全額負

担することはやはりＡＮＡとしても非常に厳しいこ

ともありまして、そういうものを従量制に変えるこ

とによって訓練継続の引きとめにつながるかという

ことも考えました。

あわせて、ほかの航空会社が参入しやすいことを

考えれば従量制のほうがいいということで、今検討

を進めているところです。
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従来のＪＡＬやＡＮＡや、あるい○奥平一夫委員

はＪＴＡが実機訓練をしていた回数からして、従量

制にした場合、一体幾らぐらいの収入が入ってくる

のか、試算をされていますか。

概算ではありますが試算は○嘉手納良文空港課長

やっております。現在、年間の管理運営費４億円を

確保するためには、回数として約6700回の訓練が必

要になるという試算結果が出ております。

例えば、この従量制にして、順調○奥平一夫委員

にＪＡＬも戻り、ＡＮＡも戻って、ほかの航空機も

来て6700回という訓練ができれば、可能性はあると

いうことですか。

そういうことでございま○嘉手納良文空港課長

す。

次に、この土木建築部長の発言、○奥平一夫委員

新聞からしか聞いていませんけれども、地元の意向

を尊重しながら圏域空港の一体化を検討していくと

いう話、その真意を聞かせてください。

先ほども答弁申し上げ○當銘健一郎土木建築部長

ましたが、宮古島市は２空港存続ということで、前

年度の利活用協議会の中でも２空港存続を前提とし

て議論したということですが、必ずしも２空港を１

空港に集約することが100％だめだということでは

ないと考えております。そういう余地も残してはお

きながら、しかし、現在は２空港存続。要するに、

下地島空港は訓練飛行場として実機の訓練とか、試

験機等で利活用できるような方向で動いているとい

うことでございます。

正直、空港の運営は非常に厳しい○奥平一夫委員

ものがあるとは思うのですが、やはりこれだけの滑

走路を持っていながら全く収支が合わないような状

態―つまり、そういう航空会社からの管理費をも

らって運営しているという、もっと本来の民間空港

としてのあり方も考えると、いわゆる採算に合うよ

うな運営をしていくことが大事だと思いますけれど

も、いかがですか。

もともとこの下地島空○當銘健一郎土木建築部長

港が開港したときに、沖縄県議会の決議―一般財源

等によって負担、繰り入れのようなものはしないと

いう決議もございます。やはりこういった訓練飛行

場ですので、そういう民間航空機の訓練のために

やっておりますので、それは訓練をする方々、ある

いは試験をする方々の負担で賄っていくべきと考え

ております。そのときには、やはり収支がきちんと

とれるかどうかということが非常に重要になるとい

うことで、今いろいろなところに声かけをして、利

活用、要するに訓練の回数をふやす努力をしている

ということでございます。

先ほどの発言にありました航空会○奥平一夫委員

社へのいろいろな誘致打診をした際に、やはり定期

便が飛んでいるところのほうが安くつくという話が

ありました。例えば、下地島空港を宮古空港に移転

して、一体化してそれを動かしたときに、そういう

訓練も可能性としては十分にあるという意味でしょ

うか、どういうことでしょうか。

航空会社からの話で○當銘健一郎土木建築部長

は、定期路線があって、その定期路線のついでに離

発着枠のあいているときに訓練をするほうが安上が

りだというような方法、あるいはハンドリングとい

いましょうか、現地に人間がいて何らかの対応をし

ないといけない。それが下地島空港だといつもこち

らに置いておかないといけないけれども、定期路線

を持っているところでは常時何がしかの人がいると

いうことで経費が安上がりになる。そのようなこと

を彼らは主張しているわけでございます。

例えば、その誘致が非常に厳しく○奥平一夫委員

なった際、休港ということも想定していますか。

そういうことにならな○當銘健一郎土木建築部長

いように、今、一生懸命利活用を探しているという

ことでございます。

その誘致が厳しい場合に、一般会○奥平一夫委員

計からの繰り入れも検討しなければならないという

お話を土木建築部長はされていましたけれども、そ

の辺はまだ考えとして持っているのでしょうか。

先ほど申し上げました○當銘健一郎土木建築部長

のは、一般会計からの繰り入れができないという沖

縄県議会の決議があるということを私は申し上げた

わけです。そういった繰り入れとか休港とか、その

ような事態にならないように、今一生懸命努力をし

ているということでございます。

以上で、下地島空港については終○奥平一夫委員

わります。

次に、伊良部架橋の整備が今進んでいますけれど

も、事業に伴う附帯事業が幾つか入っているはずで

すが、その辺の進 を教えてください。

附帯事業を伊良部大橋添架○仲村守道路街路課長

物共同工事ということで御説明させていただきま

す。ここには国営かんがい排水事業の農業用水道管

の布設事業、それから宮古島市の上水道管の布設、

さらに電力のケーブル、電話のケーブル、そして、

これも宮古島市ですが、情報のケーブルがございま

す。
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進 状況を御説明します。この添架物の共同工事

区間における平成25年、ことしの９月末時点の布設

延長ベースの進 率、それから開始時期も添えて御

説明しますが、国営かんがい排水事業の進 率は73

％でございます。平成29年度までには送水を開始す

る予定と聞いております。それから上水道管の進

率は72％、平成27年度に送水を開始する予定と聞い

。 、 、 、ております さらに 電力ケーブル 電話ケーブル

情報ケーブルの進 率は58％で、電力は平成28年度

、 、に 電話は平成29年度に供用開始予定と聞いており

情報ケーブルについては平成26年度に管の布設を終

える予定と聞いております。

最後に、伊良部架橋と下地島空港○奥平一夫委員

の一体的利用についての沖縄県の認識、つまり伊良

部架橋が開通すればいろいろ展望が開けるだろうと

いうお話は土木建築部長も、課長の皆さんもお話し

されていますけれども、どういう認識で展望を開い

ていこうと考えていらっしゃいますか。

伊良部架橋が開通すれ○當銘健一郎土木建築部長

ば陸続きになるわけで、30分ぐらいで宮古島市の市

街地のほうに行けるようになる。そうしますと、や

はり下地島空港も含めて伊良部島、下地島の開発が

非常に進んでくるであろうし、また、いろいろな企

業がこれを一つのビジネスチャンスとして考えて、

いろいろなプランを練っていると聞いております。

ただ、残念ながら、伊良部大橋が当初計画からし

ますともう２年近くおくれてしまって、平成27年１

月に完成予定ですが、完成が平成27年度以降になれ

ばまた別の展開が出てくる可能性もあると思ってお

ります。そのときには、先ほど奥平委員からのお話

がありましたように２空港を１空港にする話とか、

そのようなこともありましょうし、また、別の土地

利用というようなことも出てくるかもしれない。そ

ういう可能性は広がるものと考えております。

次に、新垣清涼委員。○中川京貴委員長

平成24年度主要施策の成果に関す○新垣清涼委員

る報告書の中から、195ページのリサイクル資材評

価認定システム事業、この事業の目的と効果につい

て説明を願います。

195ページにあるリサイ○池原盛美技術管理課長

クル資材評価認定システム運営事業と申しますの

は、沖縄県が制定しているリサイクル資材評価認定

制度に基づき、沖縄県内業者が生産するリサイクル

材を原料として製品化されたものを沖縄県が認定し

て、その普及に努める事業でございます。平成24年

度末時点で493資材が認定され、総生産量としては

185万トン、そのうち出荷量は173万トンで、利用率

が93.6％の状況でございます。

公共工事での利用率、あるいは民○新垣清涼委員

間での普及はどうなっていますか。

その資材のほとんどがア○池原盛美技術管理課長

スファルト合材、あるいは道路の路盤材として利用

されておりまして、その比率は公共工事で79％、民

間で21％の使用割合となっております。

公共ではかなり使われている感が○新垣清涼委員

あるのですが、民間で少し弱いという感じを受ける

のですけれども、その普及についてはどのように取

り組まれていますか。

私どもは、リサイクル資○池原盛美技術管理課長

材評価認定制度で沖縄県知事の認定証を交付し、資

材を生産する業者がその認定マークをいただきまし

て販売をいたします。そういうことで、その知事の

認定を得たということが一つのインセンティブにな

りますので、それが民間における一つのリサイクル

資材の循環型社会への社会貢献を果たしているとい

うＰＲ効果になると思っております。

やはりリサイクルでごみを資源に○新垣清涼委員

かえて活用するということですから、行政が８割近

、 。くお使いになっていて やはりそこをもう少し……

公共の率を高めることも必要だと思うのですが、や

はり産業まつりとかいろいろなところで、行政側か

らもこういう推奨品みたいな、今の認定だけではな

くてもっと広める方法はないのでしょうか。

私どもは土木建築部とし○池原盛美技術管理課長

、 、て公共事業の発注機関 それを受けるのが請負業者

直接的な関係というものは発注者と受注者という関

係性しかないものですから、民間となりますと、個

人個人の皆さんが例えばアパートをつくる、あるい

は駐車場を舗装整備するとか、いわゆる個々の皆さ

んの契約といいますか、その辺で直接介入ができな

いところもあります。それで、できるだけ公共事業

で受注業者に対して、工事特記仕様書においても原

則これを使用しなさいと強力に呼びかけております

し、それが二次的に民間へも普及していく効果が期

待できるのではないかと思っております。

次に移ります。次のページの水環○新垣清涼委員

境創造事業。この事業の目的、それから効果、予算

の執行状況について説明をお願いします。

事業の目的と効果ですが、ま○大城忠下水道課長

ず目的としましては、水の有効利用とリサイクルを

目的に、これまで海へ放流していた下水処理水を一

部高度処理し、トイレ洗浄用水等ということで雑用
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水として有効利用していると。循環型社会、いわゆ

るリサイクルという目的で使っております。効果と

いたしましては、新たな水資源の確保と渇水に強い

まちづくりに寄与できるということになっておりま

す。

それと予算の差額、予算額１億9136万8000円に対

し、決算額7636万7000円の差額、１億1500万1000円

については全額平成25年度へ繰り越し、那覇空港地

区の送水管整備事業を行っております。

現在、県庁周辺で供用開始したと○新垣清涼委員

いうことですが、この水量はどのくらいになってい

ますか。そして、それは料金が出ていますか。

平成25年９月現在、利用数が○大城忠下水道課長

51施設あり、利用水量は平成24年度実績において１

日平均636立米、年間の総量が23万2216立米となっ

ております。料金におきましては、事業所などでは

１立米当たり約200円。浄水に対して約６割程度と

なっております。

排水される下水処理水の全体量に○新垣清涼委員

対して、今使われている636立米、これは何割ぐら

いになっていますか。

現在、那覇浄化センター処理○大城忠下水道課長

区内で実施しております汚水量が１日当たり約13万

6085立米です それに対して636立米ですので 約0.5。 、

％となっております。

これは水の有効利用という意味で○新垣清涼委員

はとてもいい取り組みだと思っているのです。こと

しは那覇空港の計画をされていると思いますが、今

後もっと広げる計画はあるのでしょうか。

今後、需要が見込まれるよう○大城忠下水道課長

であれば、那覇ルート延伸に当たる小禄、金城町方

面、その他地区への再生水利用の検討も可能と考え

ております。

現在は那覇浄水場だけですか。ほ○新垣清涼委員

かにも浄水場はありますか。

今現在は那覇処理区のほうで○大城忠下水道課長

実施しております。

ほかの浄水場の予定もあります○新垣清涼委員

か。

現在のところはありません。○大城忠下水道課長

現在実施しているのは沖縄県と那覇市の共同で実施

しております。当然市町村等からの要望があれば、

検討していきたいと思います。

まだこの再生水の利用率は低いわ○新垣清涼委員

けですが、浄化して送り出す費用対効果、その辺は

どの辺まで上げればペイできるのか。今はどのぐら

いなのか教えてもらえますか。

先ほど平成24年度実績で636○大城忠下水道課長

立米と申し上げましたが、ことし、平成25年は大体

700立米ぐらいになる見込みです。それで採算等を

考えた場合には、いろいろ補助金等の投入、起債の

償還等ありますが、大体１日に900トンから1000ト

ン上げれば採算ベースに乗れると思います。

もう少しですので、頑張って使い○新垣清涼委員

先を探してください。

次に移ります。都市公園事業、これは199ページ

です。中城公園ですが、この事業の目的をお願いし

ます。

中城公園で○伊禮年男都市計画・モノレール課長

すが、北中城村と中城村、両村にまたがっておりま

す。基本的に中城城を核にして、歴史・自然との調

和と文化の創造をテーマにした広域公園として位置

づけております。沖縄の歴史、文化、自然を体験・

学習できる公園として保全整備を推進しているとこ

ろであります。

現在の進 率が60％となっている○新垣清涼委員

のですが、今後の計画について、それから今回の繰

越額について説明をお願いします。

繰り越しの○伊禮年男都市計画・モノレール課長

主な理由から説明したいと思います。用地補償費に

ついては、地権者の同意は得られたものの、墓地移

転先の用地確保に時間を要しております。また、工

事請負費についてはのり面工事に必要な進入道路の

設置について、地権者との調整に不測の時間を要し

ております。

今後の計画ですが、今年度の整備は公園西側の自

然学習エリアの管理事務所や園路、広場等の整備を

行っていきたいと考えています。また、平成26年度

以降については、引き続き自然学習エリア、自然共

生エリア等の整備を行い、平成30年度を目途に公園

の整備を完了させたいと考えております。

自然公園、歴史、自然との関係で○新垣清涼委員

大変いい取り組みだと思っているのですが、こうい

う沖縄県管理の公園で、いわゆるドッグランなどが

公園の中に整備されているところもありますか。

県営都市公○伊禮年男都市計画・モノレール課長

園については、現在ドッグランを設置しているとこ

ろはありません。ドッグランの設置については、沖

縄県民の要望等があれば今後当該施設の必要性等も

含め検討していきたいと考えています。

沖縄県内でもペットを連れて夕方○新垣清涼委員

とか朝とか散歩をしていらっしゃる方がかなり多い
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のです。今見ていると、結局リードでつないだまま

ですから、なかなか動物にとっても欲求不満が起こ

ると。そういう意味では、やはりもっと豊かな―こ

れは人もそうですが、動物と一緒のそういう施設が

これから求められてくると思うのです。ぜひその辺

も検討していただきたいと思っておりますが、どう

でしょうか。

ドッグランについて○當銘健一郎土木建築部長

は、バンナ公園あたりで指定管理者が仮設で一時期

やったことがあります。委員のおっしゃっておりま

すことは、私も家でトイプードルを飼っているもの

ですから非常によくわかります。確かにこういう

ドッグランがあって、ペットを遊ばせるという空間

があればいいなと考えております。したがって、い

ろいろな地域からの要望とか、市町村からの意見交

換の中でこういうものがぜひ必要ということであれ

ば、今後考えていきたいと思っております。

ぜひこれは飼い主と一緒に遊べる○新垣清涼委員

施設として必要だと思います。きのうの新聞でした

か、那覇市の指定管理者の皆さんがヒマワリを植え

ているという記事があったのですが、その公園の中

にヤギが飼われているのです。僕は近くへ行ったの

ですが、ヤギが飼われていてにおいがあるのです。

そうすると、小屋に閉じ込めて遊ばせるのと違って

放し飼いにされているものですから、衛生的にどう

かなと少し思ったものですから―犬であれば大丈夫

だけれども、ああいう放し飼いは問題ではないかな

と思ったものですから、少し聞いてみました。

次へ行きます。建築物の耐震化の推進についてで

すが、205ページです。この１の事業の決算額が少

し少ないのですが、この理由を説明してください。

本事業は、地震発生時○内間直人建築都市統括監

における住宅建物の倒壊を防止するため、民間住宅

の所有者等が実施する耐震診断及び改修に対しまし

て、国と沖縄県及び市町村が補助を行う事業となっ

ております。平成24年度からソフト交付金を利用し

て創設した事業でありますが、交付決定に時間を要

しまして事業開始がおくれ、募集、周知に十分時間

がとれなかったということで、事業者の応募戸数が

想定を下回ったということでありまして、今年度は

広報、周知、そういったものに努めているところで

あります。

とてもいい制度ですので、周知を○新垣清涼委員

図っていただいて、多くの沖縄県民が使えるように

していただきたいと思います。

それから、技術者を育成するということがあるの

ですが、これはどのくらい育成されて、そして沖縄

県内のそういう需要を満たすぐらいの技術者が育成

できたのかどうか。

平成24年度の育成実績○内間直人建築都市統括監

は32名となっておりまして、平成25年６月現在、沖

縄県内の耐震技術者登録者数は67名となっていま

す。現状では、年間約800戸程度の耐震診断等に対

応が可能と考えていまして、今後、11月には建築物

の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法

律が施行されますが、それについても十分対応が可

能だと考えています。

不発弾磁気探査の民間の需要がな○新垣清涼委員

かなか―制度はあるけれども、周知がされていなく

て非常に利用率が低いわけです。これも今おっ

、 、しゃったように 取り組みが遅かったということと

周知ができなかったと。そういう意味で、沖縄県民

のためにはやはりチラシなどもきちんと関係する部

署に置かないと行き届きませんので、その辺もぜひ

取り組みをしていただきたいと思います。

次に、河川の改修工事―国場川、安里川、安謝川

の進 状況、いつごろの予定なのかお願いします。

まず、国場川の河川整備につき○徳田勲河川課長

ましては昭和47年から事業着手しており、事業費

ベースで約83％の整備率となっております。事業計

画延長は8.25キロメートルであり、河口から6.8キ

ロメートル付近までは護岸の整備が概成しておりま

す。現在、南風原町兼平橋から上流部の護岸、橋梁

の整備を行うとともに、明治橋から上流側に向けて

はしゅんせつ工事を行っているところであります。

残り約1.4キロメートルの未整備区間の完成につき

ましては、平成33年度の事業完了を見込んでおりま

す。

安里川の整備事業につきましても昭和47年から着

手しており、事業費ベースで現在54％の整備率と

なっております。事業計画延長は4.6キロメートル

であり、平成12年度に金城ダム、平成13年度に真嘉

比遊水池が完成しております。護岸整備につきまし

ては、河口からさいおんスクエアの約1.4キロメー

トルが概成しております。現在、さいおんスクエア

の上流部から国道330号の姫百合橋までの護岸整備

を行うとともに、河口部から上流に向けてしゅんせ

つ工事を行っているところであります。残り3.24キ

ロメートル、未整備区間の完成につきましては、平

成45年度の事業完了を見込んでおります。

安謝川につきましても同じく昭和47年から着手し

ており、事業費ベースで約57％の整備率となってお
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ります。事業計画延長は５キロメートルであり、河

口から宇久増橋までの約2.3キロメートルと国道330

号上流の川崎橋から新末吉橋までの約0.4キロメー

トルの整備が概成しております。現在、宇久増橋か

ら国道330号のボックスカルバートの施工を行って

いるところであります。約2.3キロメートルの未整

備区間の完成につきましては、平成36年度の事業完

了を見込んでおります。

そこで、宜野湾市の宇治泊川の上○新垣清涼委員

流になりますが、比屋良川の改修工事の予定はどう

なっていますか。

地元では比屋良川と言っており○徳田勲河川課長

ますが、これは２級河川の宇治泊川でございます。

宇治泊川は、牧港川との合流点から上流側、延長６

キロメートルの２級河川であります。宇治泊川につ

きましては、国道58号近くの牧港川との合流点から

県道宜野湾南風原線までの約２キロメートルの区間

については河川改修事業及び砂防事業によりおおむ

ね整備されております。県道宜野湾南風原線から上

流の河川改修につきましては、改修の必要性や優先

度を検討する必要があると考えております。

必要があるということですが、今○新垣清涼委員

取り組んでいる河川もありますよね。順序としてど

のぐらい後になりますか。

、 、○徳田勲河川課長 現在 宇治泊川につきましては

浸水地域は全て解消しております。解消していると

いうことで、現在は整備済みという位置づけであり

ますので、優先順位としては、現在整備計画はない

というのが実情でございます。

ことしの５月ごろの大雨で、我如○新垣清涼委員

古地域の道路が決壊しています。もちろんそれはす

ぐに修理していただいているのですが、その反対側

に護岸も擁壁もないものですから、結局ここに当

たっているのです。だから、その原因を皆さん突き

とめられたかと思うのですが、そういうこともあり

ますので、僕はやはり早急に検討していただきたい

のですが、お願いします。どうでしょうか。

ことしの５月23日の豪雨で護岸○徳田勲河川課長

が一部決壊しておりまして、これについては災害復

旧事業で鋭意復旧しているところでございます。本

格的な河川改修の計画はないということでございま

すが、適切に維持管理をしていくということで対応

していきたいと思っております。

やはりここはぜひ計画を入れて整○新垣清涼委員

備していただかないと、大雨のたびにあちこち削れ

ていく可能性があるのです。それをぜひ検討してい

ただきたいと思います。

次に、213ページの流域下水道事業の関係で、宜

野湾浄化センターの整備事業、進 状況をお願いし

ます。

宜野湾浄化センターは、汚水○大城忠下水道課長

流入量の増加に対応するため、平成17年度より新た

な処理施設の増設を行っております。新たな処理施

設の供用開始は汚水ポンプ等が今年度末、水処理施

。 、設の一部が平成26年度中を予定しております また

次年度以降は既存施設の老朽化に対応するため、改

築更新を計画しております。

地域からその前の道路拡張の要請○新垣清涼委員

なども出ていると思うのですが、その辺の計画はど

うなっていますか。

宜野湾浄化センター前の○嶺井秋夫道路管理課長

道路は宜野湾市道伊佐１号線となっております。宜

野湾市では北谷町とも連携して、北谷町道北前安良

波線とともに拡幅整備計画等の取り組みを始めたと

ころと聞いております。また、沖縄県において護岸

整備の計画もあることから、その整備計画とも整合

を図りながら検討協議を進めていると聞いておりま

す。

いつごろ着工できるかわかります○新垣清涼委員

か。

それについてはまだ確認○嶺井秋夫道路管理課長

しておりません。

休憩いたします。○中川京貴委員長

午後０時10分休憩

午後１時33分再開

再開いたします。○中川京貴委員長

質疑に入ります前に、午前の奥平一夫委員からの

質疑に対し、空港課長から答弁の補足をしたいとの

申し出がありますので、発言を許します。

嘉手納良文空港課長。

午前の奥平委員からの御質○嘉手納良文空港課長

疑にお答えします。

宮古島市における航空機燃料譲与税につきまして

は、平成22年度が9883万3000円、平成23年度が6539

万3000円となっています。この減は、ＪＡＬの撤退

に伴い航空機燃料使用量が減少したことが原因とし

て考えられます。ただし、平成24年度につきまして

は7150万6000円と平成23年度より増えております。

この原因としては、宮古空港におけるスカイマーク

株式会社の就航が考えられます。

午前に引き続き、質疑を行いま○中川京貴委員長

す。
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金城勉委員。

、 。 、○金城勉委員 まず最初に 沖縄市の県道20号 今

胡屋十字路から高原交差点に向けて鋭意頑張ってい

ただいておりますけれども、その進 状況を御説明

いただけますか。

進 状況とあわせまして今○仲村守道路街路課長

後の予定も御説明いたします。

県道20号の胡屋交差点から高原交差点までの延長

約3.1キロメートルについては、街路事業の胡屋泡

瀬線として３工区に分けて、幅員32メートル４車線

で現在整備を行っております。まず、胡屋交差点か

ら室川入口バス停付近までの１工区、これは1.22キ

ロメートルございますが、平成17年度に着手しまし

た進 率は用地取得ベースで86％であり、平成27年

度の完了を目指しております。それから、室川入口

バス停付近から高原団地入口バス停付近までの第２

工区、約１キロメートルは平成20年度に着手し、進

率は用地取得ベースで約22％であり、平成30年度

の完了を予定しております。さらに、高原団地入口

バス停付近から高原交差点までの高原工区ですが、

860メートルございます。今年度に新規事業として

着手したところであり、平成31年度の完了を予定し

ております。

これは用地買収も含めてスムーズに○金城勉委員

進行していると理解していいですか。

１工区については、お話し○仲村守道路街路課長

しましたように用地取得ベース86％でございます。

それから、室川につきましてはまだ用地取得が22％

ですので、少し進 がおくれている様子がうかがえ

ます。

市民から非常に期待されている事業○金城勉委員

ですから、速やかな進 をお願いいたします。

昨年でしたか、この高原交差点から泡瀬交差点に

至る道路、それから、泡瀬埋め立てに至る区間が県

道20号になりましたけれども、この区間の県道20号

の標識についてはどういう取り組みになりますか。

新たに県道20号として認○嶺井秋夫道路管理課長

定されました区間におきましては、路線番号を示す

標識２基を新設する工事を現在発注しておりまし

て、年度内に完成する予定でございます。また、交

差点付近において既に設置されている大型の標識に

係る路線番号を修正する工事についても、年度内に

完成する予定でございます。

次に、中城湾港の定期船就航実証実○金城勉委員

験について伺うのですけれども、この事業は平成22

年11月からスタートしていますね。この貨物取扱量

の推移について御説明いただけますか。

実証実験、貨物の推移でござ○村田和博港湾課長

いますが、実験前の月平均226トンから平成24年度

には月平均1427トン、今年度は月平均1925トンとい

うことで増加してございます。

これは非常に顕著な増加傾向にあり○金城勉委員

ますね。では、この実証実験はいつまでの予定です

か。

今年度に引き続き次年度ま○村田和博港湾課長

で、この実証実験は継続していきたいと考えており

ます。

では、平成26年度まで実証実験を○金城勉委員

やって、就航については平成27年度以降と受けとめ

ていいですか。

実際のところ、採算ベースま○村田和博港湾課長

で貨物がまだ若干足りてはございません。課題とい

たしましては、新港地区からの本土への移出を今年

度ある一定程度確実に集約して、来年それにつなげ

て、平成27年度からは定期船に移行していきたいと

考えております。

平成27年度から定期船に移行してい○金城勉委員

くという今の答弁ですから、ぜひこれが実現できる

ようにお願いをします。

それを実現するためにも、今、志布志と航路を結

んでおりますけれども、鹿児島線だけでは貨物の取

扱量も限られているし、さらなる貨物の取扱量をふ

やしていくという意味では、取引航路をふやしてい

かないと貨物の取扱量もふえていかないと思うので

すけれども、そこはどうですか。

平成26年度からは先島航路に○村田和博港湾課長

ついても実証実験をやる予定にしております。この

先島航路につきましては、新港地区に立地しており

ます沖縄県飼料協業組合の新たな配合飼料工場の増

設工場が平成26年４月から稼動いたしますので、そ

れを離島のほうにと。今聞いておりますところ、月

当たり2500トンの移出を予定しているということで

すので、まずはそれを実証実験としてやっていきた

いと考えております。

月当たり2500トンというと、今取扱○金城勉委員

量が1920トンだから、１社だけでそれを超えてしま

う。そうなるのですか。

計画予定を聞いております○村田和博港湾課長

と、そういう計算になります。

ぜひそういう形でふやしていただき○金城勉委員

たい。先島航路がこうして平成26年度からスタート

すると。実証実験をスタートすることとあわせて、
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本土の航路については、鹿児島以外の航路について

はどうですか。

実は平成24年度に２回ほど、○村田和博港湾課長

鹿児島の志布志から積みかえで大阪のほうに運んで

おります。平成25年度、今年度も３回ほど鹿児島で

積みかえて大阪、または九州のほうに移出しており

ますが、今年度、まずは鹿児島からの積みかえをふ

やしていく努力をして、それから今後また大都市圏

への航路拡充につなげていきたいと考えておりま

す。

そういうところをぜひ開拓していた○金城勉委員

だいて、鹿児島でそういう一定の成果を出しており

ますので。あと大阪、東京あたりにもルートをつく

れば、もっともっと取扱量がふえていく予想が立つ

はずですから、ぜひその辺の取り組みをよろしくお

願いいたします。

次に、中城湾港の整備について伺うのですけれど

も、今、新港地区の西埠頭だけが稼動しているので

すが、近い将来東埠頭も稼動するようになるわけで

す。湾内道路の整備について、これは地域からも求

められているのですけれども、このことについての

考え方はどうですか。

こちらのほうも企業からの要○村田和博港湾課長

望等がございますので、今年度は実施設計を進めて

おります。平成26年度の工事着手に向けて、今取り

組んでいるところでございます。

同時に、この泡瀬地区の埋立事業と○金城勉委員

あわせて東埠頭のしゅんせつの工事もやっていると

思うのですけれども、その進 状況はどうですか。

こちらのしゅんせつは国の直○村田和博港湾課長

轄事業で進めてございまして、工事の完成は現在の

ところ平成28年度末の予定となっておりますが、国

のほうも前倒しをいたしまして、平成28年度当初の

暫定供用に向けて事業を推進していると聞いており

ます。東埠頭のしゅんせつの進 率ですが、全体の

しゅんせつ土量が342万立米、これに対しまして平

成24年度までに85万立米をしゅんせつしておりまし

て、進 率は25％となっております。

できれば平成28年度当初から供用ス○金城勉委員

タートしたいということですから、前倒しすること

は大いに結構なことですから、ぜひ頑張っていただ

きたいと思います。

それと、泡瀬地区との兼ね合いですけれども、こ

のしゅんせつ土砂と泡瀬地区の受け入れ土砂の容量

のバランスはどうですか。それだけで埋め立てが間

に合うかどうか。

当初の埋立申請でも、土量バ○村田和博港湾課長

ランスは計算して新港地区のしゅんせつ土砂を受け

入れることになっておりますので、土量バランスは

とれております。

ということは、そのしゅんせつ土砂○金城勉委員

で埋め立ての分量については間に合うと受けとめて

いいですか。

埋め立ての当初計画どおり、○村田和博港湾課長

新港地区のしゅんせつ土砂で泡瀬地区の埋め立ては

間に合う予定です。ただ、県の埋立申請の中では公

共残土の受け入れも計画してございますので、その

部分は公共残土の受け入れも当然ございます。

泡瀬地区の事業についてのスケ○金城勉委員

ジュール、進 状況を御説明ください。

泡瀬地区の埋立事業につきま○村田和博港湾課長

しては、全体の埋立面積が95ヘクタール、そのうち

国が86ヘクタール、県が９ヘクタール埋め立てるこ

とになっております。平成24年度末までの進 率と

いたしまして、事業費ベースで国が74％、県が約14

％となっております。県としましても工期短縮に向

けた工程の見直しを行うなどして、早期の完成に向

け取り組んでいきたいと思っております。

完成のめどはどうですか。○金城勉委員

国の埋立竣工が平成28年度、○村田和博港湾課長

県の埋立竣工が平成30年度の予定でございます。

平成28年度と平成30年度の差という○金城勉委員

のはどういうことですか。

県が埋め立ていたします５ヘ○村田和博港湾課長

クタール、その部分に国のしゅんせつ土砂を受け入

れる仮設のバースがございます。そのバースを使い

終わらなければ県の工事が着工できない工程になっ

ております。ただ、私どもとして国と調整している

のは、このバースの使用期間が早く終了すれば県も

着工できるので、現在その調整をやっております。

県も早く着手して、早期竣工に向けて調整中です。

市民からは、県の担当するビーチに○金城勉委員

ついて先行的に進めて供用してもらいたいという声

、 。もあるのですけれども それについてはどうですか

地元からの強い要望はこちら○村田和博港湾課長

にも届いております。今年度ビーチの砂の投入をい

たします。砂の投入をやりながら、当然また砂の安

定を見ながら―全面供用に関しましては少し先にな

るのですが、一部使用という形で、砂の安定状況を

確認しつつ、夏場のイベント等は地元沖縄市と調整

しながらやっていきたいと考えております。

その使える状況になる見通し、スケ○金城勉委員
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ジュール的にはどうですか。

砂の安定というのが、実は状○村田和博港湾課長

況、台風の影響とか、そういったものも確認しつつ

になると思いますが、早くて来年、再来年かと。今

年度入れた砂がどの程度落ちつくかによって予想が

立つと思いますが、まだこれからの投入になります

ので、その状況を見てからということになると思い

ます。

、 、○金城勉委員 では その辺は状況を確認しながら

早ければ平成26年度から供用開始ができるかもしれ

ないと。

供用は一部、イベントという○村田和博港湾課長

形です。イベントにつきましては、例えば海浜に入

らないにしても、護岸の上だけでイベントをやると

か、そういうやり方もあるかと思います。

順調に運んでいるようですから、ぜ○金城勉委員

ひ一日も早く、また市民が利用できるようにお願い

をしたいと思います。

それと護岸の老朽化対策事業についてですけれど

も、今、中城湾港新港地区の陸側のほうの老朽化し

た護岸工事をやっておりますね。豊原から川田に至

る間やっております。その辺の進 状況について御

説明いただけますか。

御質疑の豊原地区は約○上江洲安俊海岸防災課長

２キロメートルございまして、これは平成20年度か

ら補助事業の海岸老朽化対策事業を実施していまし

て、平成29年まで予定しています。現在の進 が、

平成24年度末でございますが約46％となっておりま

す。

平成29年完成で、平成24年度で46％○金城勉委員

ということですから、ほぼ順調に行っていると見て

いいですか。

こちらはトカゲハゼと○上江洲安俊海岸防災課長

かに配慮しながらやっていまして、それで平成29年

。 、までという期間を要すると 順調ではあるのですが

期間がかかるということでございます。

それと今、川田までの工事予定です○金城勉委員

けれども、地元地域からはさらに延長して、勝連側

の浜屋に至るまで延長してほしいという要請もある

、 。と思うのですけれども それについてはどうですか

地元の川田区から８月○上江洲安俊海岸防災課長

23日にも要請がございました。その折に川田から浜

屋までという要請ではございましたが、これはうる

ま市からも要望がございます。それで、とりあえず

隣接する川田から肝高橋までの約１キロメートルに

ついては、今後うるま市と連携を図りながら事業に

向けて検討していく、実施していくというように予

定しています。

それから肝高橋から浜屋―これは南原漁港の間で

、 、すが そこについては海岸の背後に農林関係の施設

遊水池あるいは農道等がございまして、どこが整備

するかについて協議が必要だということで、今後検

討していこうと考えております。

これは工事の進め方として、この川○金城勉委員

田までの平成29年完成をやった上で、継続的に事業

として立ち上げるということで理解していいです

か。

地元からは、できれば○上江洲安俊海岸防災課長

早い時期にという要望がございますので、我々とし

ては、まず事業に向けた調査を来年度あたりから実

施していこうと考えております。

ということは、もっと早くなること○金城勉委員

もあり得る。

はい。○上江洲安俊海岸防災課長

いいことですね。ぜひよろしくお願○金城勉委員

いします。

それと、山里再開発事業についてですけれども、

県のかかわりについて御説明ください。

山里第一地○伊禮年男都市計画・モノレール課長

区の事業については、平成24年５月に都市計画決定

されております。今年度、組合設立と事業計画の認

可取得を目指しておりました。

今回、その中で参画予定者と組合との協議により

事業計画、資金計画の見直しが必要になっておりま

す。そこら辺について県でも今、指導をしていると

ころであります。

では、この辺についてはよく指導も○金城勉委員

しながら、事業の進 をよろしくお願いします。

それと、県営団地家賃の未納問題ですけれども、

この説明資料の３ページに収入未済額として７億

2300万円余りがありますが、これは家賃等という説

明だったのですけれども、家賃分については幾らに

なっていますか。

家賃分についての未収金額○嘉川陽一住宅課長

は、６億9391万4953円となっております。

ほとんどが家賃分のようですね。○金城勉委員

先日の定例会中の常任委員会でも話題になったの

ですけれども、そのときのやりとりで、要するに未

納者の皆さん方へのアドバイスとして、収入の再認

定とか生活保護の紹介とか、いろいろ手を尽くして

いるけれどもなかなか難しい部分も残る。私の理解

としては、そういう経済的に厳しい方々がほとんど
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かなと思っていたら、その後いろいろ関係者から声

が寄せられまして、能力がありながら未納する人た

ちが非常に多いと。この訴訟の対象者の中で。そう

いう声があったのですが、実際、担当としてはどう

ですか。

前に議会で訴えの提起につい○嘉川陽一住宅課長

て御議論いただきましたが、その時点では71件、72

名の対象でありました。その後、やはり訴えの提起

ということで、我々の督促に応じて家賃を納めてい

ただいている方がおられます。

数字は。○金城勉委員

前回の訴えの提起を御議論い○嘉川陽一住宅課長

、 、ただいた時点で もう既に９名の方が完済している

あるいは分割納付に応ずるということで、実際には

もう訴訟の対象からは外れている方がおられます。

要するに、この納金をお願いすると○金城勉委員

きに、相手が能力があるのか、あるいはまた生活困

窮でできないのか、その辺の見分け方について皆さ

んとしてはある程度わかりますか。

今回、訴えの提起ということ○嘉川陽一住宅課長

になりますと、６カ月以上の滞納もしくは20万円以

上の滞納になりますので、直接出向いて我々から滞

納の状況、内容をお聞きするわけです。納めていた

だける方はきちんと納めていただけますが、実際に

滞納の状況といいますか、理由について聞き取りを

行ったところ、失業、転職、給与減などによる収入

の減少が約６割、そのほか金融機関等の借金の返済

が約１割少々、それから学費等の急な出費が理由と

して上位に挙げられております。

この件については、しっかり現場を○金城勉委員

踏まえながら適切な対応をお願いいたします。

続きまして、嘉陽宗儀委員。○中川京貴委員長

説明資料の14ページ 中城湾港 新○嘉陽宗儀委員 、 （

港地区）整備事業特別会計で使用料の件についてお

聞きします。

この説明資料によると、使用料が全部入っていな

いような、滞納があるような説明になっていると思

うのですけれども、これを少し説明してもらえませ

んか。

新港地区の野積み場の使用料○村田和博港湾課長

の未収でございます。実は、こちらは今年度に入り

まして、９月現在でそのうちほとんどは回収してお

ります。

特別自由貿易地域に県が賃貸工場○嘉陽宗儀委員

をつくって家賃収入を上げていますけれども、あれ

は全部納められていますか。

特別自由貿易地域につきまし○村田和博港湾課長

ては、商工労働部の管轄でございます。

皆さん方ではない。○嘉陽宗儀委員

はい。○村田和博港湾課長

、 、 、○嘉陽宗儀委員 これについては経済 労働 商工

全部絡んでいるから、向こうの埋立事業の設計変更

についてもいろいろあったけれども、やっぱり皆さ

ん方は関係者だから、ちゃんと納められているか。

、 、前は家賃を踏み倒して 労働者への賃金も不払いで

かなり私も問題視したのがあったけれども、特別地

域だったところもこういうのがまだ残っているから

ね。皆さん方、そういうのは少しアンテナを高くし

て調査して、県としてできるだけの努力は、家賃滞

納を含めて県税収入を引き上げることだからやって

ください。どうですか。

これは部局をまたいで○當銘健一郎土木建築部長

おりますので、私どものほうでということにはなり

、 、ませんが 今のお話は担当の商工労働部にも伝えて

意見交換はしていきたいと思います。

それから、15ページの中城湾港建○嘉陽宗儀委員

設費というものがありますけれども、これはこの１

年間どこを工事してきたのですか。執行率が99.9％

になっている。

15ページの中城湾港（新港地○村田和博港湾課長

区）整備事業特別会計の中城湾港建設費１億2538万

2000円。こちらはソフト交付金によるクレーンの購

入費でございます。

わかりました。○嘉陽宗儀委員

この泡瀬干潟の埋め立ての問題で、県が埋め立て

る部分がありますよね。これは今何％ぐらいでき上

がっているのですか。

泡瀬地区の埋立工事の進 に○村田和博港湾課長

つきましては、県は事業費ベースで約14％となって

おります。

この護岸で言えば、これは記号が○嘉陽宗儀委員

ありますけれども、Ｃ護岸というのは県の担当です

か。

Ｃ護岸は国の事業でございま○村田和博港湾課長

す。

そうすると、県はどこをやってい○嘉陽宗儀委員

るのですか。東突堤。

前面の人工ビーチの突堤は、○村田和博港湾課長

両方とも県の事業でございます。

県施行の護岸工事で津波対策、地○嘉陽宗儀委員

震対策はやられていますか。

護岸突堤につきましては、技○村田和博港湾課長
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術基準に基づいて施工、設計いたしております。た

だ、今おっしゃる東日本大震災のような大津波に関

しては、通常の設計でやっておりますので当然越波

はいたします。

この護岸について調査した団体の○嘉陽宗儀委員

意見を少し聞いたのですけれども、国がやっている

Ｄ護岸とか、イ・ニ護岸とか、ホ護岸とか、仮設道

路の護岸とか、これはほとんど耐震、津波対策に持

ちこたえられない状況になっているという報告があ

るのですけれども、その事実はどうですか。

現在設計している護岸につき○村田和博港湾課長

ましては、例えば港湾で言いますと耐震岸壁のよう

な設計にはなってございません。通常の護岸の設計

でございます。

だから今、全国的に東日本大震災○嘉陽宗儀委員

後の対策というのは、みんな耐震、津波対策が盛ん

に言われているのに、泡瀬の埋め立てについては全

くそれを無視して、従来どおりこれまでの工法で進

めて大丈夫ですか。

耐震に関しましては、埋立地○村田和博港湾課長

で一番問題になるのが液状化現象だと考えてござい

ます。液状化につきましては、今回の埋立土砂が主

に粘性土であるので液状化しにくい土砂だとは考え

ていますが、当然埋め立てた後に土質の調査をいた

しまして、液状化の可能性があればそれなりの対応

を今後考えていきたいと考えております。

もう既に国がつくった護岸につい○嘉陽宗儀委員

ても、全く耐震対策がやられていないという報告が

あるのですけれども、これは事実ですか。

今の護岸につきましては、先○村田和博港湾課長

ほども言いましたように大きな、これまで想定して

いなかったような地震、そういったような耐震岸壁

みたいな設計は確かにやられていないです。

大きな地震と言いますけれども、○嘉陽宗儀委員

、 。では どのぐらいの地震なら持ちこたえるのですか

具体的な数字は今お話しでき○村田和博港湾課長

ないのですが、今ある設計基準に合致した中での設

計はされている護岸と考えております。

皆さん方は、現在の工事の進 状○嘉陽宗儀委員

況をつぶさにつかんでいますか。

事業主体は国と県となってご○村田和博港湾課長

ざいまして、国が平成24年度末、事業費ベースで約

74％。県が先ほど言いました約14％の進 率となっ

てございます。

さっき金城委員が聞いていました○嘉陽宗儀委員

、 、が 埠頭の開設は誰も反対していないのだけれども

泡瀬には貴重な自然があるので残すべきだという論

をずっと言ってきたのですが、ラムサール条約に登

録せよ、適地だということで環境省もやっていまし

、 、 。たけれども 現在 適地条件はどうなっていますか

ラムサール条約登録につきま○村田和博港湾課長

しては環境部局のほうですが、環境部局で確認いた

しましたところ、登録に関しましては湿地の重要性

、 、の国際基準への該当 国による鳥獣保護区等の指定

地元住民などの登録へのサインが必要な事項であり

ます。国は、泡瀬干潟については地元の意向を十分

注視しながら、将来的に登録地としての可能性を検

討すると聞いております。

泡瀬は埋め立てられたので、全部○嘉陽宗儀委員

。 、つぶれてだめになったかと それでも行ってみると

自然の調和というのか、新しく埋め立てた後の工事

のところにたくさんコアジサシが―飛来回数を全部

野鳥の会からとったのだけれども、ますます野鳥が

ふえている。

それであれば、ここまで来てもとに戻すのがなか

なか難しいのであれば、現在の条件を生かして改め

て自然保護をして、ラムサール条約の登録をして、

向こうの自然の再生を図るべきだと私は考えている

のですけれども、どう思いますか。

今の御意見は私どもも同意見○村田和博港湾課長

でございます。実は陸地側に比屋根湿地がございま

す。比屋根湿地のマングローブで陸地化している部

分は、港湾事業でしゅんせつをしまして再生してご

ざいます。そこにクロツラヘラサギも入ってござい

まして、野鳥の数もふえております。クロツラヘラ

サギはそこで採餌行動もしておりますので、埋立地

側と残った干潟と今の比屋根湿地、あと運動公園の

前面側、その辺をうまいぐあいにリンクさせて、野

鳥の数をふやしていこうと考えております。

ぜひ頑張ってください。○嘉陽宗儀委員

今、全国的な埋め立てられた干潟、破壊された干

潟、自然をどう取り戻すのかという意味では、自然

再生推進法というものがありますよね。これはどう

いう中身ですか。

自然再生推進法に基づく事業○村田和博港湾課長

としては、過去に損なわれた生態系、その他自然環

境を取り戻すことを目的に、地域主導で進める新た

な事業として位置づけられております。関係行政機

関、関係地方公共団体、地域住民、ＮＰＯ、専門家

等の地域の多様な主体が参加し、合意形成を図りな

がら進めていく事業だと聞いております。

その自然再生推進法で成功した例○嘉陽宗儀委員
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はわかりますか。

県内で今、事業をしているの○村田和博港湾課長

が石西礁湖。そちらで事業を進めていると聞いてお

ります。その事業につきましては、ある一定程度評

価を得ているのかと。現在の事業内容まで把握して

いないのですが、今、県内でうまく事業を進めてい

ると聞いております。

沖縄だけ見てもしようがないの○嘉陽宗儀委員

で、全国的にこの自然再生推進法による自然再生が

どのように行われているかというのは、ぜひ県とし

てしっかり調査もして取り組んでほしいと思うので

す。

ここに一応資料があるのですが、埋め立てて自然

保護―千葉県で自然再生推進法で事業を行って、大

体９割以上埋め立てられたけれども、この埋め立て

たものをもちろんもとに戻すのもあるけれども、有

効利用してシジミが帰ってきたとか、貝が戻ってき

たとか、野鳥がたくさん来るとか、いろいろな成功

例があるのです。それについては調べてみたらどう

ですか。

これにつきましては、おっ○村田和博港湾課長

しゃるように今後調べてみたいと思います。

自然再生推進法に基づく再生協議○嘉陽宗儀委員

会の設置というものがありますけれども、これは全

国で何カ所ぐらい設置されているか調べています

か。

全国で24カ所設置されている○村田和博港湾課長

と聞いております。

ぜひ、進んだ実践例がありますの○嘉陽宗儀委員

で。私が手に入れたもので非常にすばらしいと感心

して、どこの自然保護環境団体がつくったのかと

思ったら、これは政府が策定―環境大臣が農林水産

大臣及び国土交通大臣と協議して案を作成したと。

こういうものは国はすばらしいことをやっています

から、皆さん方もこれはやはりしっかり情報を入手

して、今この時点で何ができるかという問題点を考

えてみたほうがいいと思います。

私は従来、ヘドロが入ってきて大変だなと思って

いたのですけれども、中身を見たらヘドロの上のほ

うに海草が生えてきてね、ウミクサ。いい生息状況

ですよ。あれで魚が寄ってくる。普通の更地よりも

それができるようになっていて、貝もたくさんとれ

るような状況になるようですから、これについて、

やはり皆さん方もそれなりにきちっと対応してくだ

さい。どうですか。

この自然再生推進法に○當銘健一郎土木建築部長

基づく自然再生事業というのは、最近全国24カ所で

やっているということですので、これはぜひ県のほ

うも少し研究させていただいて、県内にも石西礁湖

で既に事業実施中のところもありますから、そうい

うところの情報も得ながらと。そして、これはまた

環境生活部との関連もありますので、環境生活部と

も連携しながらもう少し研究させていただきたいと

思います。

ぜひ頑張って、泡瀬干潟をラム○嘉陽宗儀委員

サール条約に登録すれば全国から観光客、子供たち

がたくさん来ますよ。経済的効果も抜群に出てきま

すから。ぜひこれは真剣に取り組んでください。

次に、歳入歳出決算書の206ページ。難しい質疑

ではないのですけれども、この中に建設業指導監督

費というものがありますね。この具体的な中身を説

明してもらえますか。

建設業指導監督費につい○宮城行夫土木総務課長

ては、建設業法で定める許可行政庁として県が位置

づけされております。その業務に関しては、沖縄県

の入札参加資格審査を実施すると。また、その予算

については地方公共団体の手数料の標準に関する政

令等に基づき建設業許可申請を行う業者が納め、そ

の手数料により特定財源で全部賄われております。

それによって建設業に係る許認可と指導等を行って

おります。

私は時々指導を要請しているほう○嘉陽宗儀委員

ですけれども、今、不況が長引く中で、県の公共工

事を請け負ったけれども、直接受けたところは皆さ

ん方から金はもらうけれども、その下請、孫請、孫

々請ぐらいやるものだから、あとの末端は金がなく

なる。工事代金不払い、人件費不払いというのがか

なりあるのです。それについては、訴えがあれば皆

さん方が具体的に対応していますか。

これに関して、建設業法○宮城行夫土木総務課長

で元請に関する指導などは行っております。それか

ら、例えば賃金未払いなどがある場合は、労働関係

当局と連絡しながら対応しております。

特に、県が発注した公共工事につ○嘉陽宗儀委員

いて、人件費さえ払えないというような場合には立

てかえ制度もありますからね。この前、企業局は今

帰仁村から本部町までの工事費、ダンプカーが払え

ないとやったら、全部立てかえ払いで払ってもらえ

ましたので。今度はそれを適用して行政は苦情をな

くすために頑張れますか。

これに関してはいろいろ○宮城行夫土木総務課長

な状況等があると思いますので、それを見ながら検
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討していきたいと思っております。

その次に建築指導費というものが○嘉陽宗儀委員

ありますね。これは何ですか。

、○宮城理建築指導課長 206ページの建築指導費は

建築指導課が所管する建築行政、あと開発行政、宅

地建物等取引業を指導監督する業務に係る費用にな

ります。

この宅地建物取引業の指導監督も○嘉陽宗儀委員

皆さん方でやっていますね。

そうでございます。○宮城理建築指導課長

この指導費というのは予算は組ま○嘉陽宗儀委員

。 。れているのですか これは項目が何もないけれども

組まれております。○宮城理建築指導課長

その都度私は皆さん方にも解決し○嘉陽宗儀委員

てくれとかなり上げていますけれども、今、宅地建

、 、物取引 不動産とか業者が家賃滞納の問題も含めて

いろいろトラブルが大分あります。土地取引の問題

も含めてありますので、そういうことで県民から訴

えがあれば、皆さん方も一緒になって対処―宅建業

者を指導するという面では、少し頑張ってもらえま

すか。

現在も住民からのクレーム○宮城理建築指導課長

に対しては適切に対応しているところでございます

、 。が 今後も適宜対応していきたいと考えております

適切な対応と言うけれども、適切○嘉陽宗儀委員

に対応していないものがありますので、私はこれを

言っておくしかない。よろしくお願いします。

新垣安弘委員。○中川京貴委員長

幾つか通告していると思うのです○新垣安弘委員

が、まず、道路の植栽と除草についてお伺いしたい

と思います。

まず、除草に関して年間何回ぐらいやっているの

か。あと、それに関する予算がどの程度なのか。そ

れを教えてもらえますか。

県管理道路の除草、剪定○嶺井秋夫道路管理課長

も含めますが、除草、剪定につきましては毎年県の

単独費で約４億円程度確保しまして、回数につきま

しては平均で年２回程度行っております。

これは一時期、民主党政権のとき○新垣安弘委員

ですか、急に沖縄の道路の雑草がひどくなったとい

うことで結構苦情が上がってきて、我々も国に要請

したことがあるのですけれども、この年２回という

のは前からそうですか。それとも減って２回になっ

たのか。

以前から大体２回程度で○嶺井秋夫道路管理課長

ございます。

毎回いろいろな議員から除草の問○新垣安弘委員

題は出てくるのですが、これは実際、現状を見て今

のままでいいとお考えですか。

現状の予算では確かに不○嶺井秋夫道路管理課長

足している状況でございますが、与えられた予算の

中で我々は対応しないといけませんので、今度、除

草だけではなくて、植樹帯を植樹ますに変えて草の

全体的な数量を減らすとか、路肩の雑草を抑制する

ために張りコンクリートを張るとか、あと、今新し

く植樹するところにつきましては植樹の間隔を大き

くするとか、また、地域のボランティア団体の方に

も協力していただいて、連携してやっているところ

でございます。

土木建築部長、今いろいろとお答○新垣安弘委員

えがあったのですが、確かにいろいろな工夫はして

いると思うのです ただ これはもうここ何年もずっ。 、

と課題に取り上げられて、本当に関係者のいわゆる

、 。センス 感覚が問われるのではないかと思うのです

これは道路管理ではなくて、本来なら観光立県を目

指すのであれば、文化観光スポーツ部からこれでは

だめだという形にならないといけないとも思うし、

もう予算が足りないのであれば、一般財団法人沖縄

観光コンベンションビューローに行っている予算を

持ってきて、年２回を３回にするぐらいの感覚が必

要だと思うのです。これはとにかく担当部署の感覚

が一気に変わらないと、県民もこんなものかと思っ

てしまうのです。そこら辺、もっとスピードを上げ

て今の現状は変えるべきだと思うのですが、どうで

しょうか。

御指摘のとおり、やは○當銘健一郎土木建築部長

り観光に資する道路における除草とか、あるいは道

路道路によっていろいろな除草の形態がございま

す。我々は４億円で年２回ぐらい―これは平均で年

２回ですので、ある程度優先度を考えながら、また

不十分なところは道路ボランティアなどの力もかり

て、なるべく維持管理がしやすいようにと。除草が

必要なくなるような手法は先ほど課長からも答弁さ

せてもらいましたが、張りコンクリートにしてしま

うとか、帯をますに変えるとか、そういう努力はし

ているわけです。

、 、ただし やはり観光に資する道路につきましては

かなり頻繁に小まめにやらないといけない部分があ

ります。先ほど文化観光スポーツ部の予算でも使っ

たらどうかという大変ありがたいお言葉もございま

したが、ひとつ観光に資する道路であれば、委員の

そういう御提案もありますので観光部局ともその辺
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を議論しながら、いい方法がないか考えていきたい

と思います。

今、観光客もレンタカーを使って○新垣安弘委員

結構いろいろなところを通りますから、本当に観光

に資する道路だけということではないと思うので

す。なかなか難しいと思うのですが。

そこでボランティアの団体とか、県が所管して見

ている団体とかがあると思うのですが、県道とか県

管理の国道の部分とか、県がやっているところを例

えば除草に関してだけ予算を市町村に回して、市町

村―地元の現場にボランティアも見てもらい、作業

してもらう。そのように任せたほうがいいような気

はするのですが、そこはどうですか。

除草につきましては、中○嶺井秋夫道路管理課長

央分離帯等での危険作業とか高木の剪定作業も伴う

ことから、主に民間の植栽専門業者へ委託しており

ます。そのため、道路交通等による危険を伴う業務

の市町村への委託は困難であると考えております

が、市町村からの協力が得られるのであれば検討し

たいと考えております。

ボランティアがやっている部分に○新垣安弘委員

関して保険はついていますか。

全て保険は加入しており○嶺井秋夫道路管理課長

ます。

危険な部分は別としても、通常、○新垣安弘委員

ボランティアがやっている部分に関しては、ボラン

ティアの皆さんは地元市町村との関係のほうがつな

、 。 、がりも深いわけだし 顔も見えるわけです そこは

例えばボランティアの管理だけでも地元におろすよ

うなことはできないでしょうか。

今、道路ボランティアに○嶺井秋夫道路管理課長

協力いただいているのは、中央分離帯を除いた歩道

側についてお願いしているところでございます。委

員からの御提案がございましたので、現在はボラン

ティアの窓口を南部、中部、北部の各組合にお願い

してやっておりますので、その辺を市町村におろす

ことも今後考慮していきたいと考えております。

私は、これはぜひ検討すべきこと○新垣安弘委員

だと思います。

もう一点、ボランティアの活動に関しては、茶菓

子程度の部分を負担することになっていると思うの

です。やっている人からすると、茶菓子は要らない

けれども道具が欲しいという声もあるわけです。で

すから、そういうところもやっぱり地元がやったほ

、 。うが そういう細かいところにも気がきくでしょう

あと、もう一点は、前に私が質疑したときに、ボ

ランティアに対する予算が1400万円だか1000万円だ

かという、この程度の規模だったと思うのです。だ

から、そこは茶菓子程度の予算の部分をもう少し考

えてやって、ボランティアをふやしていくとかそう

いうことも、今除草に手が回らない状況だから、そ

こは私は検討すべきことだと思うのですが、どうで

しょうか。

貴重な御提言ありがとう○嶺井秋夫道路管理課長

ございます。よく検討してまいりたいと思います。

あと、県が管理している道路を市○新垣安弘委員

町村に移管していこうという方針なり計画なりがあ

ると思うのですが、私の地元でも何カ所かあるわけ

ですから恐らく全県的にあるかと思いますが、そこ

ら辺に対しての方針とか計画はあるのでしょうか。

県では、県管理道路にお○嶺井秋夫道路管理課長

けるバイパス整備により生じた旧道及び道路網の見

直しに伴う再編路線について、順次市町村道として

移管を進めていく方針でございます。現在、北部管

内で19路線、中部管内で19路線、南部管内21路線、

宮古管内13路線、八重山管内で８路線、合計80路線

を計画しております。既に５路線につきましては関

係市町村に移管済みでございまして、また、15路線

につきましては移管の合意が得られているところで

ございます。今後とも関係市町村と連携して、移管

に向けて取り組んでいきたいと考えております。

移管はいいと思うのですが、例え○新垣安弘委員

ばバイパスの整備がもう済んだと。もう県としては

地元に移管したいと。地元は、いや、しっかり整備

してからでないと受け取れないと。そういう状況の

中で、そういう移管対象の道路が県からも地元から

もほったらかされるようなことがあってはならない

と思うのです。

地元の道で１つ、少しお伺いしたいのですが、国

道507号の旧道の友寄橋の歩道の問題とかがあるの

ですが、そこの計画をお聞かせ願えますか。

友寄橋につきましては、○嶺井秋夫道路管理課長

平成24年度の定期点検の結果、おおむね健全である

ことから現在補修の計画はございません。取りつけ

部の歩道につきましては、舗装にひび割れが発生し

ていることから、ことしの７月に現場確認を行って

おります。舗装補修工事に当たっては排水施設や歩

道用地も含めて補償する予定で、年内には完成する

予定でございます。

わかりました。○新垣安弘委員

あと、県道東風平豊見城線の進 状況を教えても

らえますでしょうか。
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県道東風平豊見城線は、八○仲村守道路街路課長

重瀬町東風平を起点にしまして豊見城市豊崎を終点

とする道路でございます。そのうち、豊見城市上田

から豊崎の区間4.7キロメートルについては平成10

年に着手しまして、現在の進 状況については事業

費ベースで約86％、用地の取得ベースで67％、もう

既に改良している延長ベースで言いますと48％と

なっております。

それから、同じ路線の豊見城市から八重瀬町東風

平までの区間につきましては、昨年度に概略設計を

実施しておりまして、現在、このルートの選定につ

きまして地元の八重瀬町、豊見城市と調整を行って

いる状況でございます。

あと、県道77号の都市計画道路の○新垣安弘委員

、 。進 状況 八重瀬町の東風平部分はどうでしょうか

都市計画道路の進 状況で○仲村守道路街路課長

ございますが、伊覇地区の土地区画整理事業区間と

連続する―東風平地区と呼んでおりますが、これは

糸満側でございます。0.4キロメートルにつきまし

ては平成21年度に事業着手しまして、現在は事業費

ベースで69％、用地取得ベースで88％の進 となっ

ております。

屋宜原のサンエー八重瀬シティ店○新垣安弘委員

のところまでの、あちらは実施計画ではいつごろの

予定になりますでしょうか。

東風平の北交差点からちょ○仲村守道路街路課長

うど南城市の境目あたりの付近でございますが、先

ほど御報告しました現在事業中の糸満側の進 状況

を勘案しながら、事業化に向けて取り組んでいきた

いと考えています。

あと、国道507号の具志頭向けで○新垣安弘委員

すが、平成28年度完了ということで確認はしている

のですが、現状を見ると本当に間に合うのかと。お

くれるのではないかという懸念を持っているのです

が、いかがでしょうか。

八重瀬道路と呼んでいる事○仲村守道路街路課長

業区間でございます。これは平成20年度に事業着手

しまして、平成21年から用地取得、そして来年度か

ら工事に着手する予定で、委員がおっしゃいました

ように平成28年度の完成を目指しておりました。し

かしながら、用地取得が難航しておりまして、平成

30年代前半の供用を目指して取り組んでいくことと

しております。現在の進 状況としましては、事業

費ベースで29％、用地取得ベースで約17％の状況で

ございます。

平成30年ではなくて平成30年代前○新垣安弘委員

半だと大分おくれますね。わかりました。

あと、伊覇の県営住宅の建設計画についてお聞か

せください。

県は、旧東風平町から県営住○嘉川陽一住宅課長

宅建設の要請を受け、平成12年度に伊覇地区の土地

区画整理事業内に用地を取得しております。伊覇地

区における県営住宅の建設については現在八重瀬町

と協議中であり、伊覇地区まちづくり協議会等の意

見も踏まえ、新規建設等も含めた事業化の可能性に

ついて、今後県として方向性を検討していきたいと

考えております。

あと、都市計画についてですが、○新垣安弘委員

南城市が那覇広域都市計画区域から抜けてもう３

年。まちづくりを独自にやっておりますけれども、

それについての県としての、見ていての御感想を聞

かせていただきたいというのと、八重瀬町が今、半

分が那覇広域都市計画区域に入っていて具志頭部分

が入っていない。これが恐らく、遠からずどうする

かというのが問われてくると思うのですが、それに

ついても県から見た場合にどうなのか。そこら辺少

しお聞かせ願えますか。

南城市は平○伊禮年男都市計画・モノレール課長

成22年８月10日に南城都市計画区域に指定され、新

たなまちづくりを進めております。評価する点とし

まして、都市計画区域外であった旧知念村、旧玉城

村を都市計画区域に加え、市全域において新たに都

市計画区域を設定し、一体的に土地利用の規制、誘

導を図っているところだと考えております。また、

都市計画上の課題もありまして、人口流出の抑制と

か就業場所の確保、都市活動の軸となる骨格道路の

形成等がまだ課題としてあると考えております。

あと、八重瀬町については１つの自治体内に都市

計画区域である東風平地域と、都市計画区域外であ

る具志頭地域があります。１つの自治体内で土地利

用制度が異なっております。県としましては適切な

土地利用の規制、誘導の観点から、具志頭地域も都

市計画区域に編入すべきと考えております。

では最後に、下地島空港の件に関○新垣安弘委員

して二、三通告しておりました。それをお伺いした

いと思います。

、 、まず 防衛省と米軍の下地島空港に対する関心度

そこら辺をお聞かせください。

下地島空港についての○當銘健一郎土木建築部長

防衛省と米軍の関心度ということですが、防衛省に

おいては本年度、南西地域での自衛隊の運用体制を

強化するための調査研究を検討しているとは聞いて
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ございますが、特段下地島空港ということにはなっ

ていないと。また、去る２プラス２の合意の中でも

。 、下地島空港という言葉は出てきておりません ただ

南西諸島地域でのそういった調査は行っているのだ

ろうと考えております。

また、米軍につきましては、特段私どものほうは

情報等がございませんので、少し私のほうからは言

及できない状況でございます。

自衛隊と米軍が緊急に利用したこ○新垣安弘委員

とは今までどれぐらいあるかわかりますか。

昭和54年７月の供用開始以○嘉手納良文空港課長

来、自衛隊機の使用回数は50回でございます。米軍

の使用回数につきましては、332回となっておりま

、 。して これは全て給油目的の着陸になっております

土木建築部長、下地島に関しては○新垣安弘委員

地元からも災害時の物資の貯蔵地というか、そうい

う利用はないかとかがあったし、2011年ですか、防

衛省から災害支援基地として、当然自衛隊を想定し

て使いたいという話も持ってきた。それを県は蹴っ

ているのですけれども。あとＪＩＣＡの災害支援と

かに使ったらどうかとか、そういう災害支援という

観点での利用はどうかということが出ているのです

が、３回にわたる利活用の話を見ると、それはもう

全然話にならないような、ないような感覚で私は受

けとめているのですけれども、それはどうでしょう

か。

まず、そういう災害の○當銘健一郎土木建築部長

備蓄基地でありますとか国際緊急支援活動の拠点に

ついては、宮古島市が策定いたしました下地島空港

等利活用計画書の中にもそのようにございます。利

活用検討協議会においても、そういった緊急支援物

資の備蓄拠点など、災害時の拠点として活用できな

いかというところでＪＩＣＡなどにヒアリングを

、 、 、行ったわけですが 現在マイアミ フランクフルト

シンガポールなどにもう既に拠点を持っていて、そ

れで十分足りている、充足しているというようなこ

とでございます。ただ、新たな国の計画とか、そう

いったＪＩＣＡの計画があれば別ですが、今すぐ下

地島をそういった備蓄基地としての活用というのは

厳しい状況だと考えております。

私は地元ではないから地元の空気○新垣安弘委員

がよく読めてはいないのですけれども、防衛省にし

ても、下地島空港に対しては今まで以上にすごく関

心を寄せていると思うのです。防衛省からすると、

今の訓練基地ではなくて閉鎖、休港になったほうが

地元に対する仕掛けがしやすいのではないかと私は

思うのです。これは辺野古もそうだし与那国もそう

ですけれども、仕掛けてくると地元の意見は割れて

きますから、そういうごたごたを避けるには、県は

恐らく一本に絞ったほうが―下地島空港を宮古空港

にしたほうがいいのではないかということを結構強

く思っているのではないかと思うのですけれども、

そこは地元ともっと強くその話を進める時期ではな

いかと思うのですが、そこはどうですか。違います

か。

地元の宮古島市の意向○當銘健一郎土木建築部長

としては２空港存続ということが現時点で述べられ

ておりまして、私どもも２空港を生かすために下地

島空港は訓練、そして試験などで使いたいというこ

とで今動いております。ただ、２空港を１空港にす

るお話というのは、先ほど少し答弁させていただき

ましたが、伊良部架橋が開通した暁にはまたいろい

ろな状況が生まれるだろうと考えております。

したがって、まだ２空港を１空港にする話は完全

に消えたわけではなくて、とりあえず今は２空港存

続するような努力を一生懸命しているということで

ございます。

中国軍機に対するスクランブル発○新垣安弘委員

進もふえてきて、那覇空港よりも下地島空港を使い

たいという思いは、ますます国のほうでは高まって

きているわけです。それが恐らく、今の民間の航空

会社との交渉が難しくなってきて、休港になってく

ると与那国のような状況になって、また島が２つに

。 、割れるのではないかと思うのです そういう点では

やはり一本に絞る話ももっと県から突っ込んで、地

元と早く進めたほうがいいのではないかと思いま

す。

具志堅透委員。○中川京貴委員長

。 、○具志堅透委員 全体的なことから伺います 今回

平成24年度の決算審査において、監査委員から幾つ

か土木建築部に対して指摘があったと思うのです。

それに対して、部として改善に向けてどのように対

処しているのか。また行ったのか。土木建築部長に

伺いたいと思います。

平成24年度の定期監査指○武村勲土木企画統括監

、 。摘事項ですが 土木建築部全体で18件ございました

内訳としては給与・手当が２件、未収金が３件、契

約関係が２件、その他ということで、例えば支出事

務ですとか検査の事務、証紙の管理で11件、合わせ

て18件という状況でございました。これは昨年度、

平成23年度の指摘事項が23件でございまして、それ

より改善した状況であります。
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昨年より改善されたから当然いい○具志堅透委員

ことではあると思うのですが、本来、一件もないほ

うがいいわけでありまして、それに向けて努力をし

ていただきたい。

具体的な話になるのですが、審査意見書の中で会

計処理について、財務会計事務について４点ほど指

。 、摘がございます 契約後の検査時期が不適切だった

予定価格調書が作成されていないものがあった、支

出負担行為の手続がおくれたもの、職員手当が過不

足払いになっていた、その４つを項目を挙げて指摘

されておりますが、その中に土木建築部に当てはま

るものがありますか。そして、そうであれば考えら

れる原因といいますか、それに対する対処、改善を

行っているのか。どう考えているか。その辺伺いた

いと思います。

今の４件についてはほぼ○武村勲土木企画統括監

全部局、大体共通的な指摘事項だと思います。確か

に土木建築部でも同様な指摘がございます。例年の

状況を見ますと、こういうミスが発生する原因が幾

つかありまして、やはりまず１つ目には経理担当の

ふなれ―経理に対する知識、研修がまだ不十分であ

ること、日常の会計事務のチェックミスがあること

から、こういうミスが発生している状況でありまし

た。

その対策として、平成24年度はまず土木建築部の

職員向けに「予算執行、決算のあらまし」というテ

キストを作成しまして、内部で研修を実施しており

ます。それから、もう一つは経理のチェックミスを

防ぐためのチェックリストを作成して、経理の担当

職員がみずからチェックしていく。単純なチェック

ミスをなくすことを平成24年度から取り組んでおり

ます。

その後に監査委員も、それらの多○具志堅透委員

くは内部チェック体制が十分機能していれば防止で

きたとつづってあるのです。ぜひその辺のことがな

いようにお願いしたい。注意をしていただきたいと

思います。

次に、土木関係予算の執行率に関しては、先ほど

新里委員からかなり突っ込んで詳しく聞いておりま

したが、それも次年度に向けて是正といいますか、

改善しなければいけないだろうと思っております。

先ほどの質疑の中で部長から、繰越分から先に行っ

て云々という説明もあったのですが、どうももろも

ろの状況、来年度も沖縄振興一括交付金がある。ま

た消費税増税に向けての大型補正があるやにも聞い

ております。そして、一方では今年度は消費税増税

による駆け込み需要もあるのだろうということがあ

り、あるいはそういう流れの中で業者が減っている

というか、せんだって部長にも要請があったと思う

のですが、その辺を見ますと、まだ次年度も執行が

非常に厳しいかと。その中で、これまでの事業計画

が縮小されることなく、ぜひ執行率を上げていただ

きたい。その辺のところを踏まえて、どういう対処

を考えておられるのか。どう進めていくのか。その

辺のところを少し伺いたいと思います。

全般的な話で申し上げ○當銘健一郎土木建築部長

ますと、先ほど、今回非常に繰り越しが多いという

理由の中に、新しく制度化されたソフト交付金に関

して制度要綱の策定がおくれ、交付決定がおくれた

ことと、あと年度末に緊急経済対策の補正額―これ

は幾ら頑張っても、執行がどうしても繰り越しに

なってしまうのでやむを得ないわけですが、まず１

つには、早期発注に向けて努力する必要があるとい

うことで、交付決定前であっても必要な手続は淡々

と進めて、もちろん入札はできませんが、その直前

ぐらいまで何とか手続を進める方法も今検討してお

ります。

それから、従来工期が長いものについては11月議

会で繰り越しの承認をとっていたものを、今回は９

月議会に繰り越しの承認を出させていただいていま

す。これも３カ月間か２カ月間ぐらい早期発注につ

ながりますので、繰り越しの圧縮になると思ってお

ります。

それから現場を見てみますと、主に用地、物件補

償関係。これは交渉事ですのでなかなか、こうすれ

ば解決するという特効薬はないわけですが、そうい

うものについてもいろいろな研修をやっていきなが

ら、あるいは用地関係の事例集とか発表会なども

やっていまして、いろいろな難しい物件をこうして

解決したということをみんなで勉強しながら、一つ

ずつ取り組んでいるところでございまして、本当に

今後、次年度は大体予算も全般的にふえることもあ

りましょうし、いろいろな状況もあろうかと思いま

すが、早期の発注、そして繰り越しを縮減するよう

に取り組んでいきたいと考えています。

それと、民間業者の数が減ってい○具志堅透委員

るといいますけれども、今、労務者だとか技術者不

足等々、工期の短さだとかという要請もあっただろ

うと。その部分で言うと、やはりバランスよく発注

することがいいのではないか。ことしはそうでもな

、 、いですが 例年を見ますと集中してこれからの10月

12月、年明けぐらいにも集中的な発注があったりし
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ますので、そういったことも必要だろうと思ってお

ります。

せっかくの予算を獲得してきて、特に土木建築は

非常に地域からの要望が強い事業だと思うのです。

ぜひとも年度内執行、あるいは計画の先送りとかが

ないように、ぜひ努めていただきたいと思います。

次に 道路の維持管理 先ほど新垣委員が全てやっ、 。

ていただいて、私も全く同じ考えです。私は６月議

会の一般質問でも取り上げたのですが、どうも沖縄

の雑草は太陽をさんさんと浴びて伸びるのが早いの

かわかりませんが、非常に観光地の景観づくりだと

か、そういった部分も含めて考えていくと、年２回

ではどうもまだまだ足りないような気がします。２

カ月に一遍ぐらいやっていかないと十分な処置がで

きないのではないかと思っておりますので、民間へ

のボランティア団体の委託も含めて、全体的な予算

のアップを図っていただきたいと思っております。

そこで、少し具体的に。私は朝、沖縄自動車道に

乗って西原でおりて、国道330号を通って県議会棟

まで来るのですが、非常に悪いのです。今、古島駅

周辺手前ぐらいですが２メートルぐらい伸びて、も

う中央分離帯側の道を通るとこの雑草が車にぶつ

かってきて危ないぐらい。そのぐらいひどいのです

が、これは６月にも聞いて、国道管理で県分と国分

があるということになっていて、その６月以降、県

はどうも一回除草した形跡はあるのですが、この部

分が国管理なのか、やられていないように思えて、

その辺のところはどうですか。

おっしゃるとおり、国道○嶺井秋夫道路管理課長

330号は県管理と国管理がございます。古島のイン

ターから南側が県管理、北側が国管理になっており

ます。今おっしゃっている場所がちょうどその境目

あたりになるかと思いますが、県の管理につきまし

ては今月を予定しておりまして、国道330号につき

ましてはボランティアで対応している箇所が結構ご

ざいますので、現地を確認して、もし県のほうであ

れば早急に対応するし、また国側であれば国とも連

携をとってやっていきたいと考えております。

今の最後の部分を私は言いたかっ○具志堅透委員

たのです。それで詳しく説明したのだけれども、国

管理と県管理は、向こうは国管理だからほっとけば

いいや、国がやるでしょうということではなくて一

度にやらないと。必ず一方は伸びて全く効果がない

と思っていますので、ぜひその辺のところの連携を

図っていただきたい。そして、県が２回を３回に上

げるときも、国も一緒になって３回に上げて。私は

年６回ぐらいやるべきだと思っておりますので、今

後また一般質問等々で土木建築部長をバックアップ

しますので、それはまた財政当局にもぜひ予算要求

してください。

それと、国道の維持管理の部分に入るかもしれま

せんが、国道449号が今整備されております。かな

りの部分で整備が進んで、今、本部町内の大浜の埋

立地先あたりだけが残っているのです。完成したと

ころに関しては一部供用開始されておりますが、道

路の白線がもう全く見えない。消えてなくなってい

る。これは非常に危険で、今４車線になって交通量

も多くなり、便利になって、そして制限速度が60キ

ロメートルになっていますから、スピードアップさ

れて非常に危険ですので、その辺のところは承知し

ておりますか。

北部土木事務所では定期○嶺井秋夫道路管理課長

的に道路パトロールをやっておりまして、その際、

この国道449号の区画線の件も承知しております。

現在、区画線の発注準備をしているところでござい

まして、今月末に契約予定となっております。契約

が済み次第、早急に現地の対応をさせるようにした

いと思います。

わかりましたが、僕は実は１年前○具志堅透委員

からそれに気づいていて、いつかやってくれるだろ

うと。その程度だと思っていたら、やっと発注だと

いうことで、聞かれる前にできていればよかったと

も思っております。

次に、主要施策の成果に関する報告書の中から電

柱の地中化について。198ページですが、繰越額が

出ております。２億2765万7000円ですか、その辺の

説明と、今後の事業推進という意味での計画、ある

いは見通し等々についての説明をお願いしたいと思

います。

無電柱化推進事業の繰越○嶺井秋夫道路管理課長

額２億2765万7000円の内訳ですが、原因が２件ござ

いまして、まず１件目が、国道330号においてモノ

レール旭橋駅周辺地区再開発事業の計画策定のおく

れにより、バスターミナル側の無電中化整備に着手

できなかったことから、約１億5000万円を繰り越し

ております。あと１件ですが、県道114号ほか３路

線において電線管理者との協議に期間を要し、設計

業務がおくれたことから、約7800万円を繰り越して

おります。両者の合計で約２億3000万円となってお

ります。

今後の計画ですが、これまで県においては、国や

地元自治体及び電線管理者等の関係機関と協議し策
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定されました５カ年計画に基づき、年間約４キロ

メートルの整備を行ってきましたが、平成24年度か

らは沖縄振興特別推進交付金を活用して、これまで

電線管理者が負担してきた費用を道路管理者が負担

することで事業の推進を図り、これまでの２倍の年

間約８キロメートルの整備が可能となっておりま

す。

その進行、進 が早くなるだろう○具志堅透委員

と期待しております。その目的からしても非常に重

要だと思っておりまして、ぜひ推進していただきた

いと思っております。頑張ってください。

以上で、土木建築部長に対する○中川京貴委員長

質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○中川京貴委員長

決算調査報告書記載内容等について、休憩中に御

確認願います。

休憩いたします。

（休憩中に、決算調査報告書記載内容等につい

て協議）

再開いたします。○中川京貴委員長

要調査事項及び特記事項につきましては、休憩中

に御確認いたしましたとおり決することに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○中川京貴委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

決算特別委員長に対する決算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○中川京貴委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後３時24分散会
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。
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平 成 2 5 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成25年10月21日 (月曜日)

午前10時３分開会

第７委員会室

出席委員

委員長 狩 俣 信 子さん

中 川 京 貴君副委員長 砂 川 利 勝君

委 員 具志堅 透君 中 川 京 貴君

翁 長 政 俊君 浦 崎 唯 昭君委 員

具 志 孝 助君 新 田 宜 明君委 員

照 屋 大 河君 玉 城 満君委 員

新 垣 清 涼君 玉 城 義 和君委 員

委 員

嘉 陽 宗 儀君 當 間 盛 夫君委 員

大 城 一 馬君委 員

本日の委員会に付した事件

「要調査事項」及び「特記事項」の取り扱い等に

ついて

3 4ii
ただいまから決算特別委員会を○狩俣信子委員長

開会いたします。

要調査事項を議題といたします。

休憩いたします。

(休憩中に、要調査事項について事務局より

説明）

再開いたします。○狩俣信子委員長

要調査事項に関し知事等の出席を求めるか否かに

、 。ついて理事会で協議するため 暫時休憩いたします

午前10時６分休憩

午前10時31分再開

再開いたします。○狩俣信子委員長

理事会の協議の結果を御報告いたします。

要調査事項に関し知事等の出席を求めることにつ

いては、慎重に協議した結果、理事会としての意見

の一致を見ることはできませんでした。

以上、報告いたします。

暫時休憩をお願いしたいと思いま○新田宜明委員

す。

休憩いたします。○狩俣信子委員長

（休憩中に、新田委員より、決算審査に関す

る基本的な事項に基づき、経済労働委員会

から上がった要調査事項については尊重す

べきということが決算特別委員会の姿勢と

考えており、野党会派において協議をした

いとの申し出があった ）。

午前10時34分休憩

午前11時４分再開

再開いたします。○狩俣信子委員長

新田宜明委員。

野党会派において協議を行った結○新田宜明委員

果、知事の委員会出席を求める動議を提出します。

ただいま新田宜明委員から知事○狩俣信子委員長

等の委員会出席を求める動議が提出されました。

よって、この際、本動議を議題といたします。

本動議に関し、意見・討論等はありませんか。

中川京貴委員。

動議に反対する討論を行います。○中川京貴委員

やはりこれまでの決算特別委員会と異なって、今

度新たに決算特別委員会をつくって常任委員会に調

査依頼をしました。そして、今、動議が出ましたけ

れども、その要調査事項を出された方は決算特別委

員会で質疑することができません。そういった意味

、 、では 何のために常任委員会に調査依頼をしたのか

本人がここで意図することをしっかり聞くことがで

きるのであればまだしも、常任委員会で要調査事項

としたことによって、決算特別委員会に戻して、そ

れがしっかりとした答弁が得られるのか疑問であり

ます。

また、基地問題や沖縄振興一括交付金など、政策

的な問題等であれば知事が答えることはできます

が、こういった監査―細かいことについては、果た

して知事が答え切れるのかが疑問であります。そし

て、もしそうであるならば、なぜ決算特別委員会の

初日の監査委員事務局、企業局等から説明があった

ときに、その会派の皆さん方がその質疑をしなかっ

たのか疑問であります。さらに、県の財務規則に準

じているはずです。そして、平成24年度の監査も受

けているはずであります。

決算特別委員会記録（第２号）
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そういった意味で、私は知事を呼ぶことで常任委

員会での審査以上の答えが出るものと思えません

し、そぐわないということで、動議に反対をいたし

ます。

照屋大河委員。○狩俣信子委員長

動議に賛成の討論をしたいと思い○照屋大河委員

ます。

確かに、この議題については初日にやるべきだと

いう意見はありますが、私たち決算特別委員会とし

て調査依頼をした経済労働委員会で、慎重に審査さ

れて浮き彫りになった事項でもあります。そして、

今回新たな決算審査の仕組みになりましたが、委員

会として最終日に知事の出席を求めることができる

ということがうたわれています。そういう意味で、

経済労働委員会から要調査事項として上がってきた

事項について、さらに調査を加えて、最終日に知事

の出席を求め、意見を聴取するべきということで、

この動議に賛成の意見を申し上げます。

ほかに意見・討論等はありませ○狩俣信子委員長

んか。

（ 意見・討論等なし」と呼ぶ者あり）「

意見・討論等なしと認めます。○狩俣信子委員長

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより、本動議に対する採決を行います。

本動議は挙手により採決いたします。

なお、挙手しない方は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本動議に賛成の方の挙手を求めます。

（賛成者挙手）

挙手８人であります。挙手しな○狩俣信子委員長

い方は８人であります。

ただいま御報告いたしましたとおり、賛成する者

８人、反対する者８人でありますので、可否同数と

認めます。

よって、委員会条例第14条の規定により、委員長

において、その可否を裁決いたします。

本動議に対し、委員長は可決と裁決いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、質疑事項等について協議を行っ

た結果、１、質疑事項は、お手元に配付の

要調査事項のうち、沖縄観光コンベンショ

ンビューローに係るものとする。２、総括

質疑は、まず委員長が代表して行い、答弁

を聴取した後、各委員から質疑を行うもの

とし、質疑を行う委員は、前日正午までに

申し出るものとする。３、質疑の時間は、

答弁を含めず委員１人当たり３分とする。

４、質疑の時間は、譲渡できないものとす

る。５、重複する質疑は避けることで意見

の一致を見た ）。

再開いたします。○狩俣信子委員長

お諮りいたします。

総括質疑の日における質疑事項等については、休

憩中に協議しましたとおり決することに御異議あり

ませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○狩俣信子委員長

よって、さよう決定いたしました。

次回は、10月23日 水曜日 午前10時から委員会

、 。を開き 知事に対する総括質疑及び採決を行います

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午前11時17分散会
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 狩 俣 信 子
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平 成 2 5 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成25年10月23日 (水曜日)

午前10時９分開会

第７委員会室

出席委員

委員長 狩 俣 信 子さん

中 川 京 貴君副委員長 砂 川 利 勝君

委 員 具志堅 透君 中 川 京 貴君

翁 長 政 俊君 浦 崎 唯 昭君委 員

具 志 孝 助君 新 田 宜 明君委 員

照 屋 大 河君 玉 城 満君委 員

新 垣 清 涼君 玉 城 義 和君委 員

委 員

嘉 陽 宗 儀君 當 間 盛 夫君委 員

大 城 一 馬君委 員

説明のために出席した者の職、氏名

知 事 仲井眞 弘 多君

副 知 事 高 良 倉 吉君

副 知 事 川 上 好 久君

文化観光スポーツ部長 湧 川 盛 順君

本日の委員会に付した事件

１ 乙第13号議案 平成24年度沖縄県水道事業会計

について未処分利益剰余金の処分

２ 乙第14号議案 平成24年度沖縄県工業用水道事

について業会計未処分利益剰余金の処分

３ 平成24年度沖縄県一般会計決算平成 25 年

第６回議会 の認定について

認定第１号

平成 25 年 平成24年度沖縄県農業改良資金４

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第２号

平成 25 年 平成24年度沖縄県小規模企業者５

第６回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県中小企業振興６

第６回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県下地島空港特７

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第５号

平成 25 年 平成24年度沖縄県母子寡婦福祉８

第６回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第６号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県下水道事業特９

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第７号

平成 25 年 平成24年度沖縄県所有者不明土10

第６回議会 地管理特別会計決算の認定につ

認定第８号 いて

平成 25 年 平成24年度沖縄県沿岸漁業改善11

第６回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第９号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県中央卸売市場12

第６回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第10号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県林業改善資金13

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第11号

平成 25 年 平成24年度沖縄県中城湾港（新14

第６回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第12号 別会計決算の認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県宜野湾港整備15

第６回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第13号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県国際物流拠点16

第６回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第14号 決算の認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県産業振興基金17

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第15号

平成 25 年 平成24年度沖縄県中城湾港（新18

第６回議会 港地区）整備事業特別会計決算

認定第16号 の認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県中城湾港マリ19

第６回議会 ン・タウン特別会計決算の認定

認定第17号 について

平成 25 年 平成24年度沖縄県駐車場事業特20

第６回議会 別会計決算の認定について

認定第18号

決算特別委員会記録（第３号）
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平成 25 年 平成24年度沖縄県中城湾港（泡21

第６回議会 瀬地区）臨海部土地造成事業特

認定第19号 別会計決算の認定について

平成 25 年 平成24年度沖縄県公債管理特別22

第６回議会 会計決算の認定について

認定第20号

平成 25 年 平成24年度沖縄県病院事業会計23

第６回議会 決算の認定について

認定第21号

平成 25 年 平成24年度沖縄県水道事業会計24

第６回議会 決算の認定について

認定第22号

平成 25 年 平成24年度沖縄県工業用水道事25

第６回議会 業会計決算の認定について

認定第23号

3 4ii
ただいまから決算特別委員会を○狩俣信子委員長

開会いたします。

平成25年第６回議会乙第13号議案及び乙第14号議

案の議決案件２件、平成25年第６回議会認定第１号

から同認定第23号までの決算23件を一括して議題と

いたします。

本日の説明員として、仲井眞知事の出席を求めて

おります。よろしくお願いします。

これより総括質疑を行います。

なお、総括質疑につきましては、10月21日月曜日

の決算特別委員会において決定したとおり、１、質

疑事項はお手元に配付の要調査事項のとおりとす

る、２、質疑は、まず委員長が代表して行い、答弁

を聴取した後、各委員から質疑を行うものとする、

３、各委員の知事等に対する質疑は、答弁を含めな

いで１人３分とする、４、質疑の時間は譲渡できな

いものとする ５ 重複する質疑を避けることになっ。 、

、 。ておりますので さよう御了承をお願いいたします

それでは、最初に委員長が代表して質疑を行いま

す。

まず１点目、今回、経済労働委員会から出されて

おりますことにつきまして御質疑を申し上げたいと

思うのですが、財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローとの契約問題について、そこから行きま

す。

１、沖縄観光戦略的誘客活動推進事業について伺

います。

１件48億円もの財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローとの随意契約は知事の政策判断によって

なされたものですか。それとも、公共工事の請負契

約が５億円を超える場合は知事の決裁となっていま

。 、すよね 48億円はそれをはるかに上回る契約であり

当然に知事の判断に基づく契約であると考えられま

すが、いかがでしょうか。

今回、平成24年○湧川盛順文化観光スポーツ部長

度の沖縄観光戦略的誘客活動推進事業を財団法人沖

縄観光コンベンションビューロー―ＯＣＶＢに委託

しているわけですが、これについては国内外からの

誘客促進、それから航空路線の拡充、あとＭＩＣＥ

誘致、クルーズ船の誘致、離島観光の推進等、プロ

モーション的性格を有する業務で構成されておりま

す。

本事業のうち、県がＯＣＶＢに随意契約を委託し

た業務は、観光関連事業と連携しながら取り組むプ

ロモーション業務でありますので、１点目には、事

業者が提案する企画の選定や事業者への助成などを

伴うことから、公平中立な立場で事業者と接する必

要がございます。２点目に、受託者は競合他社の企

画内容及び執行管理体制などを知り得る立場にあ

り、守秘性等について事業者からの信頼を得ている

必要がございます。３点目に、多様な事業者とさま

ざまな連携を行うため、事業者へのアドバイスや

コーディネートを行う機能、それから観光事業者全

般にわたるネットワーク及び情報共有体制を有して

いる必要がございます。

このようなことから、これら要件を備えた唯一の

団体としての認識でＯＣＶＢに随意契約を行ったと

。 、 、ころでございます なお このＯＣＶＢとの契約は

全体の事業執行の効率性と事業効果を高める観点か

ら、１つに束ねて一括して締結しており、その額は

決算ベースで42億5387万8012円となっているところ

でございます。

文化観光スポーツ部長の説明は○狩俣信子委員長

そうですが、私がお聞きしているのは、今回の財団

法人沖縄観光コンベンションビューローとやった随

。 、意契約は知事の政策判断によるものかと 要するに

一括で48億円の契約でありますので、普通だったら

公共工事が５億円以上だったら知事の決裁が必要で

すよね。それを一括で48億円で知事の決裁がどうな

るか。政策的な判断があってそうなのかということ

をお尋ねしているわけです。

公共事業等について、決裁の規○川上好久副知事

定につきましては財務規則等で決められていること

で、そういうことをやっているわけでございます。

観光プロモーション等につきましては、従来から財

団法人沖縄観光コンベンションビューローも全く同
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じようなスキームで、これまで、その事業として委

託をしてやってきたところでございます。これは政

策的な判断というよりも、こういう事業執行が効率

的であるという判断のもとで、これまで行われてき

たということでございます。

要するに、知事の政策的判断と○狩俣信子委員長

は無関係とおっしゃりたいのでしょうか。

政策的判断ということが、どの○川上好久副知事

範囲を言えばいいのかは、にわかにお答えしにくい

のですが、一切の業務の執行はもちろん知事にある

わけでございまして、さまざまな各部局における事

業の執行の仕方については各部局が責任を持って効

率的なやり方をやってきた。その流れの中で判断を

していただきたいと思います。

休憩します。○狩俣信子委員長

（休憩中に、委員より質疑の進め方について

確認があった ）。

再開いたします。○狩俣信子委員長

知事の政策判断によってなされたのか、各部から

それが上がってきてそうなったのかということを私

は知りたいわけです。そこでお尋ねしているわけで

す。

先ほどお答えいたしましたけれ○川上好久副知事

ども、財団法人沖縄観光コンベンションビューロー

への委託は、従来から―一昨年以前から同じような

スキームで一括して委託をしてきております。そう

いう意味では、財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローは、県の政策の執行、また、制度とか、

さまざまな施策の展開について、県の施策の補完的

。 、な役割を果たす組織です そこに一括して委託をし

そしてまた、その執行に当たっては県と相談をしな

がらやる、こういうスタイルでこれまでやってきて

おります。そういう意味では、とりたてて今年度、

知事の政策判断でそれをやったということではござ

いません。ただ、政策判断はどこまでという考え方

は、にわかにはお答えしにくいのですが、これまで

従来どおりやってきたものの流れにあるということ

でございます。

それは政策的な判断によってな○狩俣信子委員長

されたものではないという御答弁になるのでしょう

か。

休憩します。

（ 、 、休憩中に 委員より質疑の進め方について

再度確認があった ）。

再開いたします。○狩俣信子委員長

今、政策的判断というものが、○川上好久副知事

平成24年度において知事からの指示で改めてそのよ

うな方法をとったのかという意味合いで言われてい

るのであれば、それはそういうことではございませ

ん。従来のスキームであります。財団法人沖縄観光

コンベンションビューローに県から委託をして、そ

れで事業を執行する。平成24年度はたまたま金額が

大きくなった、そのようなことでございます。

わかりました。○狩俣信子委員長

次、２点目の質疑ですが、財団法人沖縄観光コン

ベンションビューローで執行されました委託費42億

5000万円のうち24億5000万円が外部へ再委託されて

いますけれども、その契約額100万円を超える委託

費の総額が23億4000万円で契約件数が201件となっ

ています。これは全て随意契約ということでありま

すが、入札が１件もなかったということについて、

しかもその半分に当たる96件は見積もり合わせすら

行われていなかったということなのですが、このこ

とについて知事はどう見ていますでしょうか。

確かに、地方自○湧川盛順文化観光スポーツ部長

治法では競争性、透明性、それから経済性を高める

観点から一般競争入札を原則にしているところでご

ざいます。一方で、事業の性質、目的が競争入札に

適しないというときには随意契約が認められている

ところでございます。その随意契約の方法なのです

が、今の23億4000万円の内訳を見てみますと、例え

ば企画内容を重視する契約については、いわゆる競

争性、公平性を踏まえて企画公募方式をとっており

ます。これが全体の金額ベースで62％となっており

ます。それから、実施可能な事業者が特定されてい

るような場合、特殊な事情がある場合については、

１社からの見積もり徴取による契約を行っていまし

て、これが金額ベースで33％。そして、もう一つは

契約の内容が単純で、いわゆる価格のみの競争で足

りるもの等については２社以上から見積もりをとっ

て契約をする、これが全体の中で5.1％でございま

す。このように一応関係法令に基づきまして、可能

な限り競争原理を発揮しながら効率的、効果的な執

行体制に努めているところでございます。

今、可能な限りというお答えな○狩俣信子委員長

のですが、実態として１件も入札がなかったという

ことは、県民からすると、こういう随意契約のあり

方でいいのかということがあるわけです。だから、

そこが一番県民が知りたがっているところだと思い

ます。これに対して知事は、１件も入札がなかった

ということについて、どうお考えでしょうか。

休憩します。
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（ 、 、休憩中に 委員より質疑の進め方について

３回目の確認があった ）。

再開いたします。○狩俣信子委員長

先ほど御説明し○湧川盛順文化観光スポーツ部長

たとおり、一般競争入札ではない、いわゆる随意契

約ではございますけれども、そこに競争性を入れる

ような形で企画提案公募方式でとっている契約が全

体の62％ございます。それから、先ほどあった見積

もり合わせ―いわゆる契約の内容が単純な、価格の

みでできるものについては２社以上から見積書を

とって、その中から安い価格をとるという競争性を

果たせる形で対応しているところでございます。

休憩します。○狩俣信子委員長

。）の進め方を確認するため理事会を行った

再開いたします。○狩俣信子委員長

ただいま理事会を持ちましてお話をいたしまし

た。委員長の質疑は簡潔に淡々と行い、あとのもの

は各委員にお任せしたらどうかというお話がありま

したので、そのような形で進めていきたいと思いま

す。

一つ私からお願いなのですが、答弁はできるだけ

知事がなさっていただくと、納得が早いと思います

ので、よろしくお願いいたします。

それでは、進めてまいります。

201件23億円余の外部への再委託のうち、県内に

本社のある企業への発注額は９億円で、全体の38％

にとどまっています。県が掲げる県内企業への優先

発注及び県産品の優先使用基本方針に照らし、この

実態をどうお考えになるのでしょうか。

いわゆる契約先○湧川盛順文化観光スポーツ部長

については、本県に本社、それから沖縄支社のある

企業、それから県外企業、海外企業、そういった分

類をされることとあわせて、ＪＶというものがござ

います。ＪＶには県内の企業も含まれるものもござ

います。そういった観点から見ると、沖縄本社自体

が９億1000万円で38.9％、沖縄に支社を置く企業も

沖縄企業ですので、そこが約5700万円で2.4％、そ

れからＪＶで県内を含むものが約７億9000万円で

33.6％ですので、県内に関する企業が受託したもの

は全体で75％程度あると理解しております。

平成23年度予算を対象に行われ○狩俣信子委員長

た県の包括外部監査の結果報告書において、沖縄観

光振興強化事業13億6000万円の財団法人沖縄観光コ

ンベンションビューローへの随意契約に関し、外部

監査人は、そもそもこのような巨額かつソフト事業

系の契約はまず総合評価方式による指名あるいは一

般競争入札、もしくは企画競争、かつ公募による随

意契約を行い、競争の原理を働かせるという選択肢

が思い浮かぶのではないだろうか。この事業におい

て、細部は民間の業者にほとんど委ねられており、

財団法人沖縄観光コンベンションビューローは事業

の取りまとめ役をしているようなスキームとなって

いると指摘しています。この指摘を知事はどう受け

とめられていますか。平成24年度はさらに48億円の

随意契約となっていますが、指摘を踏まえて、この

随意契約のあり方はどうなのか、知事の御見解をお

伺いいたします。

県が委託契約を○湧川盛順文化観光スポーツ部長

発注する際に、価格のみの競争では委託目的が十分

達せられない場合、それから、民間企業の創造性、

ノウハウの活用が求められる場合など、技術力や知

識、あと企画内容などの価格以外の要素も含めて契

約の相手方を選定する必要がある場合には、このプ

ロポーザル方式―いわゆる企画提案公募方式によっ

て業者の選定手続を経た上で、随意契約を行ってい

るところでございます。

要するに、包括外部監査の指摘○狩俣信子委員長

については、県はどのように受けとめられていらっ

しゃるのですか。

包括外部監査で○湧川盛順文化観光スポーツ部長

指摘のあるとおり、ＯＣＶＢと同等の役割をこなす

、 、事業者がもしあらわれるのであれば 企画コンペ等

発注に当たり競争原理を働かせることは当然と考え

ております。平成25年度においては、委託業務内容

を再点検し、そして、ＯＣＶＢ以外への発注可能な

業務については改めて整理をしたところでございま

す。

沖縄県の観光予算は沖縄振興一○狩俣信子委員長

括交付金を財源に70億円を超え、東京都の25億円、

福岡県の３億円 宮崎県の４億円 北海道の１億5000、 、

万円など、他とは比較にならないほどの巨額な予算

を投じています。選択と集中を基本とし、透明性と

公平性を高めた事業執行に努めることは沖縄振興一

括交付金の使途に対する基本であると考えます。県

と財団法人沖縄観光コンベンションビューローの契

約のあり方、観光予算のあり方、執行のあり方につ

いて見直すべき課題は何でしょうか。見直しの必要

について知事はどのようにお考えになっているのか

お聞きしたいと思います。

沖縄県の観光予算は70億円を超○川上好久副知事

えて、日本全国でも非常に大きな金額になっている
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という指摘もございました。それゆえに、適正な執

行をしなければいけないのは当然のことでございま

す。

その前に、沖縄県の観光予算が大きいのは当然で

ございます。沖縄県は、観光がリーディング産業で

す。他県は輸出産業とかさまざまな施策がきくとこ

ろでございます。例えば、エコポイントなどは１兆

数千億円、沖縄県はなかなかそういうものはきかな

いわけです。沖縄県の経済を成り立たせているのは

観光です。そういう意味では、70億円でも足りない

かもしれない、そのぐらいの気概で我々は今後もこ

の確保をしていきたいと思います。当然また金額が

大きくなるわけでございますので、それについては

今後も適正な執行に努めていく必要があると思いま

す。

その中で、現在、県とＯＣＶＢで定期的な連絡会

議を設置しております。そしてまた、その進 状況

を確認しながら、再委託の際の手続も定めてござい

ます。随意契約を行うときには県と調整をする。そ

して、企画公募を行う場合は県も参画した選定委員

会をやる。そのような形で執行の透明性を高めるよ

うな形で努力しております。そこについて特に問題

があるという認識はしてございません。

私からは、質疑は以上ですが、○狩俣信子委員長

最後に知事にお伺いします。

今このような形で１件も入札がなくて、全てが随

意契約というやり方に対して、やはりこれはおかし

いのではないかという声があるわけです。それに対

して何か改善するとか、そこらあたり知事はお考え

はないですか。

今の委員長からの一連の御質疑○仲井眞弘多知事

の中で答弁した流れでございますが、一般論として

字義上の競争入札という言葉、それから随意契約と

いう言葉に余りに捉われてはいけないと思います。

一般論としての競争入札がベストであるかのように

言われていることがあり得るかもしれないのです

が、ただ、今申し上げましたように、随意契約が持

つよくわからなさというものも、昔いろいろ議論さ

れたことがあろうかと思うのです。しかし、そうい

う中で、こういうソフト的な企画ものが観光関係は

非常に多いものですから、企画は一種のコンペの状

態で我々はとっていますが、これは一種の競争と同

じだと考えております。ですから、全く競争なしと

いうことではなくて、これは企画コンペという形で

きちんと能力のあるところ、趣旨をしっかり理解し

ているところに頼もうということでやっているわけ

です。

さらにまた、ある種の分野ではそこしかないとい

うところについては随意契約になってしまう。先ほ

。 、どから説明しているとおりでございます ですから

字義上の一般競争入札とか指名競争入札とか随意契

約とかいろいろあるのですが、それに余り―厳密に

形の上だけで従うということが必ずしも現実的では

ないし、最も効率的だとは言えないと思います。

財団法人沖縄観光コンベンションビューローと我

々が一緒になって新しくやっていることは、今申し

上げた企画のコンペみたいなものに立脚したやり

方。今我々が多額の資金を投入してやらせていただ

いている事業については、今答弁した内容が、最も

いいのではないかと考えております。

ということは、改善はしなくて○狩俣信子委員長

もいいというお考えですかね。

ですから、今の委員長の御質疑○仲井眞弘多知事

の字面だけの指名競争入札とかそうでないものとい

う、そこでやっては観光コンベンション事業関係は

適切ではないということで、我々は今のような形で

この２年しっかりとやってきております。しかし、

将来もしこれが適当でない、むしろそうでないよう

な案件などが出てきたときには、必要があれば、そ

れは必要に応じて変えていく、改善していくという

ことは当然あり得ると思います。

休憩します。○狩俣信子委員長

（ 、 、休憩中に 委員より質疑の進め方について

重複した場合、事務局が委員長に報告する

よう求めがあった ）。

再開いたします。○狩俣信子委員長

次に、各委員の質疑を行います。

新田宜明委員。

財団法人沖縄観光コンベンション○新田宜明委員

ビューローへの委託事業に関しては、従来どおりの

スキームでやっているという御答弁があったし、効

率性の問題等からも、それだけやはり経験を積んで

いるし、またその法人の目的からして、かなり県の

主要施策を担うという設立の趣旨があるかと思うの

です。私は、随意契約もそれなりに一理はあると思

いますけれども、しかし、100％近く随意契約に比

重を置いてあるというところに問題があると思うの

です。

例えば、私が資料を見て、ある国内需要安定化事

業の中で、ツール制作として、250万円以上は入札

に付すべき事業委託をわざわざ３等分にして、250

万円以下になるような委託の方法があるのです。こ
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ういうことからすると、この財団法人沖縄観光コン

ベンションビューローはどうも外部から見ると疑念

を抱かれる。要するに、ブラックボックス化してい

るのではないかと思われてもしようがないのではな

いかと思います。

ブラックボックスという意味を、私、辞典で調べ

てみました。このように書かれています。機能は知

られているが、内部構造が不明の装置、電子回路な

どで内部構造を問題にせずに入力と出力、原因と結

、 。 、果だけを扱う場合のその過程や回路 装置 転じて

処理過程が部外者には不明な仕組みや機構のことを

言っていると解説されています。

私が一例を今申し上げましたように、随意契約の

理屈もわかります。理由もわかります。あるいは、

公募で企画競争させる、これも一定の競争性が働く

ことはよく承知しておりますけれども、ほとんどが

随意契約という形になっているということは、ある

意味では財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローを通して財務規則を逸脱するような、脱法行為

をさせる機関になっているという疑惑があるわけで

す。そういう疑念を抱かざるを得ない。ですから、

それに対してやはり知事はこういう仕組みをあるべ

き姿に変えるべきだということを、きちんと知事の

姿勢として、行政のトップの姿勢として、これを改

善するということを明らかにすべきではないかと思

います。知事の御見解を伺いたいと思います。

まず、再委託は○湧川盛順文化観光スポーツ部長

全体で201件で23億4455万円程度となっております

が、その中で62％を占めるのが企画提案公募です。

この企画提案公募は広く企業に応募をしていただ

く。そして、その中で選定委員会をつくります。選

定委員会には、県も入ります。ほかの委員も入りま

す。その中で評価項目を決めていって、それを点数

制にして業者を選んでいくというような方法をとっ

ておりますので、そこについては競争性もあります

し、そして公明性もあると理解しております。

それから 見積もり合わせの部分についても しっ、 、

かりと２社以上から見積もりをとって、金額の低い

ところから採択をするという方法をとっております

ので、これについても問題はないと思っています。

今の見積もり合わせの部分が、全体で１億1955万円

程度となっております。

先ほど１件お話がありました印刷の件で、分割発

注しているのではないかということでございました

が、その件は私どももＯＣＶＢに―250万円の分割

のことがありましたけれども、確認したところ、い

わゆる随意契約を目的として分割をするようなこと

はやっていないとお聞きしております。

照屋大河委員。○狩俣信子委員長

経済労働委員会で明らかになった○照屋大河委員

、 、今回の201件 約23億円の外部への再委託について

。 、先ほど委員長から指摘がありました それについて

今、湧川文化観光スポーツ部長は、ＪＶもあって県

内は38％にとどまらず75％程度あるのだという答弁

がなされましたが、このＪＶの中身です。知事、実

は県外の本社、そして一緒にＪＶを組む相手方が、

沖縄のその本社の支社という事例があるわけです。

そういう意味では、公共工事部門などに問い合わせ

したところ、そういったことはあり得ない、県内に

本店があるという条件が付されているということ

が、この一般的な考え方ではないのか。文化観光ス

ポーツ部長が言うＪＶも加えたら75％あるというこ

、 。とは これは間違った認識ではないのかと思います

そういう意味で、この38％―そもそもの沖縄本社受

注率の38％に対する知事の見解を改めて伺いたいと

思います。

先ほどの内訳で○湧川盛順文化観光スポーツ部長

すが、沖縄に本社を持つのが９億1000万円で38.9％

です。それから、沖縄に支社を持つのが5700万円程

度で2.4％、そしてＪＶ、県内企業を含むものが約

７億9000万円、これで33.6％です。県で企業を公募

する際に、募集要項の中にこういうものを入れてお

ります。沖縄県内に本社、支店、営業所等を有する

。 、 、こととしてあります 基本的には沖縄に本社 支店

営業所を有するところが応募できる。ただし、その

中にはＪＶということも当然考えられます。いわゆ

る県内企業だけでなかなかその事業を遂行すること

ができない。県外の企業の力をかりる必要があるよ

うなケースもございますので、ＪⅤの中には今言っ

た県内企業が含まれていますけれども、その中には

今御指摘のあったとおり、営業所等も含まれている

という現状でございます。

確かに事業によって県外の力が必○照屋大河委員

要だということは理解しますが、そのＪＶという仕

組みの中において、県内の企業を育てていくという

視点があると思うのです。そういう意味で、本社も

支社も同一のくくりで、組織でやられるという点に

ついては、改めて県知事として改善―先ほど副知事

、 、からもありましたが この最大の観光予算について

効果をあらしめるためには、そういう視点も必要で

はないかということで、知事にお尋ねします。

私も今の募集要項みたいなもの○仲井眞弘多知事
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をきょういろいろ教えていただきながらの答弁です

が、確かに御指摘のポイントはあり得るかもしれな

いという気がします。つまり県外の、例えばヤマト

のどこかの大きな会社の支店とか営業所があった

ら、これは沖縄にあるから、条件上は県内企業扱い

をするのですが、地元の企業を育成するという点か

らそのまま理解できるかと言われると、少しおかし

いという感じが起こるのも確かだと思います。これ

はきょうのところは、少しテークノートさせていた

だいて、今の点がどういう案件でどのようになって

いるかを含めて、もう少し精査する時間をいただけ

ればと思います。

ぜひ、調査を事務局も含めて進め○照屋大河委員

ていただきたい。この沖縄振興一括交付金が県の裁

量自由度の高い予算ということで要望して、国から

いただいたわけですが、これまでの沖縄振興予算の

総括で沖縄県経済がざる経済だったのではないか、

ヤマトへの還流があったのではないかということが

、 、 、あって 県内の市町村も あるいは市議会も含めて

あるいは県民の希望も、県内に優先発注して県の力

をつけていくべきだ、経済を発展させていくべきだ

ということが大きな視点だと思いますので、先ほど

あったように、改めて調査をしていただきたい。

例えば、県における公共工事部門を平成23年度の

発注の県内優先度は90％を超えているのです。だか

ら、丸投げした先でこういう事態がある、大きな委

託をしたところでこういう事態があるという点に問

題があるのではないかということで、改めて全体も

含めて、先ほどのＪＶの件も含めて、調査、見直し

をするべきではないかという点について、知事の答

弁をお願いしたいと思います。

今の委員の御質疑のように、見○仲井眞弘多知事

直しをするかどうかは、きょうのところはテーク

ノートさせてください。考え方として、県内企業と

呼べるかどうか、昔よく言われたざる経済論から復

権していってどうかという点では、おっしゃる御質

疑の意味はよくわかりますので、変えるかどうかは

しばらく置いておいていただきたい。この中身をも

う一度調べてみたいと思います。ですから、その結

果によって必要があれば、それは改善することには

やぶさかではありませんが、きょうのところは御意

見をテークノートさせていただいたということにし

たいと思います。よろしくお願いします。

新垣清涼委員。○狩俣信子委員長

今の質疑のやりとりで大体わかり○新垣清涼委員

ましたので、取り下げます。

玉城満委員。○狩俣信子委員長

重複しない質疑をさせていただきま○玉城満委員

す。

観光予算の７割がプロモーション事業なのです。

この事態に関して、単純に考えて、もっと地場観光

産業を強化しないといけないという反面もありなが

ら、今７割がプロモーション事業に傾いているとい

、 。うことに対して 知事の見解を伺いたいと思います

おっしゃるように、プロモー○仲井眞弘多知事

ション―誘客を中心にしたビジネスの最前線みたい

。 、なことに今力を入れていることは確かです ですが

おっしゃるように、これは誘客とあわせて、観光関

連では施設の整備も、この団体には必要です。そし

て、誘客も、結局はきちんと県内の個別企業のビジ

ネスの拡大に資するようにということが目的ではあ

りますけれども、一番初めの分類上、誘客、そして

もっと県内企業の育成、それからもっと施設に力を

入れたらというような御提案はいろいろおありかと

思います。プロモーションが多過ぎないかという点

、 、 、では 今現在 日本経済が大分落ち込んできた中で

各県とも必死に誘客事業に力を入れているという現

状を踏まえますと、今のところ７割ぐらいは―確か

に大きくは見えますが、力を入れていくということ

は一つの戦術上の観点からいえばあり得ることでは

ないかと考えております。

実は、ことしの４月に私はある資料○玉城満委員

を見まして、観光局が今後の観光のあり方について

発表しているわけです。その中には、今までは確か

にプロモーション事業を重点にやって、海外から呼

ぶとか県外から呼ぶとかという事業が国の観光予算

の中では重要視されていたわけですが、今、国際観

光の観点からも、やはり地元の観光をどう強化する

か 今後はこれが課題であると 要するに プロモー、 。 、

ションはもうそろそろ、だんだん少なくしていくべ

きではないかということを国の方針としても出てい

るわけです。ましてや、国の予算を―沖縄振興一括

交付金をいただいているわけですから、そういう意

味でも、今、沖縄県においては、Ｗｉ―Ｆｉの充実

であるとか、ツアーコンダクターの充実、そして、

僕は離島観光をもう少し充実させるべきだと思って

いるのです。だから、やらなければいけないことが

たくさんある中で、７割の予算とはいかがなものか

と。もう少し、知事を含めた観光政策というか、観

光行政について、もう一度見直していただきたいと

思うのですが、いかがなものでしょう。

、 。○仲井眞弘多知事 鋭い いい御指摘だと思います
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確かに、どこに予算といいますか、資源をどういう

プライオリティーでつけていくかということは、年

々変化していくだろうと思います。ですから、観光

局がそういう方針を出されているということは、こ

れはこれで彼らの考え方でしょうけれども、全てが

彼らの言うことを聞かなければいけないとも無論考

えておりません。ですが、今まさに例として挙げら

れた離島であるとか施設の充実、いろいろな面で資

源配分をもう少し変えていくということは研究に値

すると思います。これもきょうのところはテーク

ノートさせていただいて、よく意見をすり合わせし

てみたいと思います。

最後の質疑ですが、先ほど照屋大河○玉城満委員

委員も少し触れていたのですが、重複しないよう質

疑をします。要は、海外の誘客のときに、海外でプ

ロモーションをするときは、どうしても海外の企業

を頼らないといけない。日本でやるときには日本の

企業を頼らないといけない。これがまず最初に来る

かと思うのですが。実は、もう今国際化社会になっ

ていて、やはり沖縄県の中にも国際人はたくさんい

るわけです。そういう人たちが、ウチナーンチュが

海外に乗り込んでいって、そこでいろいろなプロ

デュースをやってくるというぐらいの人材を県は育

てていくべきだと思うのです。だから、海外の企業

とか日本の企業に頼るのではなくて、自分たちで開

拓できるチームがたくさんできるような、地元観光

産業への支援をぜひしていただきたいと思いますの

で、その辺の見解を最後にお願いします。

おっしゃるとおりでございま○仲井眞弘多知事

す。今の御意見も全く同感でございます。いただい

、 。て 内部でもよくまとめてみたいと考えております

玉城義和委員。○狩俣信子委員長

まず、重複を避けますが、県は財○玉城義和委員

団法人沖縄観光コンベンションビューローをどのよ

うに位置づけされていますか。

沖縄県は、財団法人沖縄観光コ○高良倉吉副知事

ンベンションビューローにつきましては、非常に単

純化して言うと、公的な側面と民的な側面の２つを

持ったものだと考えています。総括的に言うと、沖

縄観光の総合窓口的な機能、観光客の誘致、受け入

れや各種のコンベンションの推進を行うために必要

な組織だということです。

公的な側面につきましては、県が出資して観光行

政において公的な役割を担うことができる重要な法

人であるとの位置づけ。民的な側面でいきますと、

財団法人沖縄観光コンベンションビューローの理事

や各役員は沖縄県内の観光業界、観光関係団体を代

表する方々がそのポストについておられます。そう

いう点では、沖縄のまさに観光業界と観光分野の方

々が財団法人沖縄観光コンベンションビューローの

運営に参加している、そういう位置づけであると理

解しています。

沖縄観光とは、もともと1950年代○玉城義和委員

の慰霊観光というか、要するに、沖縄戦で亡くなっ

た方々の慰霊が目的で来だした、そういうところか

ら始まっていて、基本的に、ハワイなどのように最

初からきちんとした政策的な方向性でやっているわ

けではないのです。これがだんだん時間がたつに

従って、飛行機会社とか航空代理店、旅行社とか、

非常にたくさんの―100億円ぐらいの金を使ってい

くものだから集客できてきたということです。

私が一つ提案したいのは、財団法人沖縄観光コン

ベンションビューローを政策集団にしていく。県の

職員はどうしても二、三年でかわっていくわけです

から、やはり専門家が育たない。プロフェッショナ

ルが育たない だから 私は 稲嶺知事のときに言っ。 、 、

たのですが、５年ぐらいは観光部局の職員を動かす

べきではない。しかしながら、人事があるものだか

、 。 、ら やはりかわっていくのです そういう意味では

県は国だとか外国だとか、あるいはキャリアだとか

エージェントとか、そういうところの折衝役を予算

も含めてやる。財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローに専門家をそろえて、多少長期的な沖縄

観光のビジョンもつくらせて、今おっしゃるような

窓口で、何か使い走りみたいな、県の下請みたいな

ことをさせないで。ここはきちんと位置づけて、長

い間でできるような政策集団をね。いろいろな団体

が合体したものだから、いろいろなことがあったの

だけれども、最近はハワイの観光振興会から来る人

もいるのです。プロも来るので、そういう意味でぜ

ひ、そこのところは分けてやっていただきたいと思

うのですが、どうでしょうか。知事。

いい御提案だとは思います。確○仲井眞弘多知事

かに、ここは一般財団法人への移行をこの間終わっ

たばかりで、この性格をもう一度きちんと見直して

いこうという第一段階が始まったわけでございま

す。そういう中で、県もいろいろな政策を考えてい

く政策集団だと思いますし、ただ、余り異動ばかり

３年ごとに定期的にやると、おっしゃるように、デ

ィレッタントの集団になってしまって、専門家がい

ないという欠点もあります。それぞれプラスとマイ

ナスがあるわけです。それぞれ産業関係の局、課、
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部については人事異動も少し長くするというような

ことも踏まえて、県庁の中も、特に産業政策を担当

する部門は、相手の産業、企業、それから人々との

コネクション、ないしは知っている、知っていない

ということも含めて、大変重要な要素ですから、人

事異動もそうぐるぐる回さないということも検討し

たいと思っております。

ただ、この財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローも観光政策の集団の要素を持っておりま

すが、あわせて実行部隊というような―特定の人々

とか特定の企業のためではなく、全県民、全沖縄、

ないしは全沖縄の産業のために尽くすという面で

は、政策的な面を持たざるを得ないと思うのです。

ただ、県と重複しないためには、やはりどちらかと

いうと現場を知っている、政策集団的でもあるけれ

ども実行部隊という性格も必要ではないかと思いま

す。

ですから、県から政策要素を抜いて向こうにとい

、 、うだけでは 少しまた県が心もとなくなりますから

今のところ我々も、とつおいつ考えながらやってお

ります。ここら辺の上手な区分けについてはこれか

ら歩きながら考えるしかないと思いますが、きょう

の御提言はあり得る考えだとは思いますので、参考

にさせていただきたいと思います。

人数はふえていくけれども、売り○玉城義和委員

上げが伸びない、個人消費額が伸びないということ

は、私、10年ぐらい前からずっと気になっていて、

産業政策みたいなものとのドッキングがないからで

す。その産業政策をやる部分も二、三年でかわって

いくわけです。みんな切れ切れになってしまって連

続性が出てこないわけです。だから、そこのところ

は、おっしゃるとおりで、県から産業政策部門を全

く切り離すわけにはいかないと思うのです。大きな

方針は沖縄県として―知事として出さなければなら

ないと思います。

その辺はありますが、どのような連携をとってい

、 、くか 有機的にそこのところはつなげていかないと

みんな切れ切れになってしまって。財団法人沖縄観

光コンベンションビューローが行動部隊ということ

は、聞こえはいいのだけれども、何となく県の下請

みたいになって走り回っているだけの話では、これ

はなかなかうまくいかない。そこのところは有機的

にきちんとやって、お土産品をどう開発するとか、

多少持続的なことができるようなシステムをどうつ

くるのかと、私は基本的にそういうことがこの予算

の話に絡んでいると思うのです。だから、どう使っ

ていいかわからない。要するに、財団法人沖縄観光

コンベンションビューローの位置づけが明確になっ

。 、ていないのです こういうことになりかねないので

その辺はこれを一つの契機にして、知事のほうでぜ

ひ有機的な関係づくりの絵を描いてもらいたいと思

います。いかがですか。

今の御指摘はごもっともだと思○仲井眞弘多知事

いますから そういう方向の研究 検討は絶えずやっ、 、

てまいりたいと思います。

嘉陽宗儀委員。○狩俣信子委員長

幾つかお聞きします。沖縄の産業○嘉陽宗儀委員

で特に観光産業は決定的に重要だと考えています。

観光産業は総合産業ですから、いろいろなものの振

興につながる。それだけに県が力を入れてこれを強

化するのは当たり前だと思うのです。その場合にや

はりしっかりしないといけないのは、今回のような

事態が出てくると、沖縄には打撃ですよね。マイナ

スですよね。これはやはりどうしても今後起こらな

いように関係者が努力する必要があると思うので

。 、 、す 問題は こういう観光産業で仕事をする場合に

あくまで最少の経費で最大の効果を生み出すための

全庁的な努力をしないといけないと思うのです。そ

の場合、財団法人沖縄観光コンベンションビュー

、 、 、 、ローであろうが 当然 県の財務規則 地方自治法

これを全部尊重しなければならないと思うのです。

この財務規則を尊重する体制づくり、実行する体制

づくりは今どうなっていますか。

いわゆる委託し○湧川盛順文化観光スポーツ部長

たものをどのようにしっかり管理していくかという

ことですが、できるだけ公平性、透明性を確保する

、 、という観点から この沖縄振興一括交付金ができて

委託事業の執行による運用方針をまず作成して取り

組んでおります。もちろん県と連携しながら取り組

んでいます。

その中で、県とＯＣＶＢで定期的な連絡会議を設

置して、進 状況を確認しております。それから、

採択の際の手続を定めておりまして、随意契約を行

う場合については県と調整をすること、企画公募を

行う場合には県も参画した選定委員会で選定するこ

となどを規定しているところでございます。また、

あわせて、ＯＣＶＢが実施する委託事業について、

文化観光スポーツ部でまず中間検査、それから当然

事業が完了したときには完了検査も行っているとこ

ろでございます。そのほか、担当者による日常的な

情報交換、事業執行の管理も随時行っているところ

でございます。
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こういう事業の場合には一般競争○嘉陽宗儀委員

入札が原則だと思うのです。ところが、今回の場合

は、それになじまないという形での随意契約が多い

のですが、実態としては、ほとんどなじまないよう

な事業になっているのですか。

文化観光スポー○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ツ部でも、委託についてはいろいろ議論していると

。 、ころです その中で今の観光事業を実施する際には

単なる価格の競争だけでは目的とする成果が上げら

れないという課題がございます。一方で、やはりま

たこの競争性、公明性を持たせる必要がありますの

で、随意契約の中でできるだけ企画提案公募方式を

採用することによって、県の政策が実現できるよう

な企業を選定する。その選定に当たっても、民間サ

イドから誤解の出ない、もしくはクレームが出ない

ように、しっかりした選定委員会を設置して対応し

ているところでございます。

競争入札になじまないので随意契○嘉陽宗儀委員

約をしたということですが、私、監査もしていまし

たけれども、どこに行ってもそういう入札について

は最大限、税金の効率的運用という意味では競争入

札をさせる。よほどでない限り随意契約はやはり指

摘して、改善させているのです。これを見ると、少

なくとも執行する側が税金の無駄遣いをさせないた

めに最大限努力をして、随意契約ではなくて競争入

札ができるような体制をどうつくるかということを

やらないと、今後こういうことが続くおそれがある

のですが、どうですか。

執行に当たって○湧川盛順文化観光スポーツ部長

は、先ほどお話ししたとおり、内部での中間検査、

あと完了検査もやっておりますが、外部から県の定

期監査も行われております。できるだけ適正な執行

ができるように、県としても引き続き、このチェッ

ク体制の強化については取り組んでいきたいと考え

ております。

内部チェック体制を強化して、公○嘉陽宗儀委員

、 、明公正な予算の執行ということは重要ですが ただ

これは沖縄の巨大観光産業になっているものですか

ら、これが与える影響は非常に大きいのです。だか

ら、内部でトラブルがあった。人事をめぐってもい

ろいろトラブルがあった。現在でもいろいろな動き

がある。それだけに、私はこれを民間委託するとき

でもこういうことになるから民間委託反対、直営で

県がもっと沖縄の観光振興のために全力投入できる

ような体制をつくるべきだということも、私は言っ

たのです。今言ってもしようがないけれども。少な

、 。くとも 原点は沖縄の観光産業をどう振興するかと

こういう批判をされないような体制をどうつくるか

ということが重要だと思いますので、そういうつも

りでひとつ頑張ってください。

當間盛夫委員。○狩俣信子委員長

平成22年度の観光予算ということ○當間盛夫委員

で概略を見るのですが、約30億円、29億5000万円と

いうことがありまして、平成24年度で約90億円、89

億円の観光予算という大きな観光予算が出ているわ

けです。これまで公的な部分といろいろ一体となっ

てやってきた。だから財団法人沖縄観光コンベン

ションビューローに委託をしてきたというところが

ある。やはり、これだけ30億円近くの予算が、３倍

近くの予算になるわけですから、知事、この辺は、

これだけの予算があるからこそ、皆さん注目してく

るわけです。その部分の透明性をどう確保するかと

いうこと―県政としての公平、透明性はこういう形

でやっているのですということは外部監査からも指

摘されているわけですから、県として情報開示を積

極的に―これからどのようにしていくのだというこ

とを少しお聞かせ願えますか。

財団法人沖縄観○湧川盛順文化観光スポーツ部長

光コンベンションビューローへの委託契約の内容等

については、公平性、透明性を確保する観点から情

報を開示することがより望ましいと考えておりま

す。県としては、その内容を十分に整理した上で、

関係部局と連携しながら対応していきたいと考えて

おります。

きょうの新聞で、東京電力がいろ○當間盛夫委員

いろと言われているのですが、東京電力でも随意契

約が80％、85％、そういったことがあった。随意契

約をするということは硬直化しているというような

言われ方もしてくるわけですから、そういった面で

はいろいろな形で情報開示をしていくということは

大事だと思います。そしてまた、外部監査からも問

題点として指摘されていることが４つ、随意契約に

おける企画競争公募の導入、理由の公表、委託先に

対するコントロール、委託契約の実態に対する監査

の必要性を挙げられています。これを監査でいろい

ろと指摘されているのですが、副知事でもよろしい

ので、この実態、実効をどういう形で進めていくの

でしょうか。

包括外部監査の○湧川盛順文化観光スポーツ部長

中でも、今御指摘のあった点が指摘されているわけ

ですが、１つ目に、競争の原理を働かせる必要があ

るということでございます。この点については、先
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ほど来説明しているとおり、なかなか価格だけで今

の事業を―効果を出す形で進めていくには厳しい現

状がございまして随意契約をとっているところです

が、基本としては競争のある提案公募方式、それも

透明性のある形で実施しているところでございま

す。

それからもう一つ、随意契約理由の公表について

ですが、公社等外郭団体と県とが委託事業にかかわ

る随意契約を締結した場合に、その契約状況を―い

わゆる契約金額とか随意契約の理由等を公表する方

法等について、現在検討を進めているところでござ

います。

それから、委託先に対するコントロールですが、

これについても先ほどから話しているとおり、運営

方針を作成して、その中で連絡会議を開催し、進

管理を行い、再委託の方法についてもいろいろ規定

を定めて、丁寧に県と連携しながら対応していると

ころでございます。

それから、委託契約の実態について、監査の必要

性についても、１つ目には内部で中間検査、そして

完了検査をやることに加えて、監査事務局の定期監

査も入れておりますので、引き続き適正な執行につ

いてはしっかりチェックをしていきたいと考えてお

ります。

沖縄21世紀ビジョンで掲げている○當間盛夫委員

ように官民協働の理念を忘れることなく、そういっ

た面では競争公募という形をしっかりととってもら

いたいと思います。

次は、財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローですが、主な事業として公益事業部門と収益事

業部門の２部門あるのですが、これを割合という形

で皆さん把握されていますでしょうか。今、公益事

業はこれだけの予算があるわけですから、間違いな

く収益事業よりも公益事業のほうが多いと思うので

すが。

休憩します。○狩俣信子委員長

（休憩中に、當間委員より答弁不要と申し出

る ）。

再開します。○狩俣信子委員長

一般財団法人になったわけですか○當間盛夫委員

ら、知事、その分では、財団法人沖縄観光コンベン

ションビューローという部分で、余りにも公益事業

をふやし過ぎると、この沖縄振興一括交付金―振興

策がなくなってきたときにどうなるのかということ

はしっかりとやらないといけない。海外のコンベン

ションビューローを見ると、収益事業をしっかりと

確保する中で観光業界にいろいろな形の助成をして

いくのがコンベンションビューローの役割ですが、

余りにも財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローは、コンベンションの稼働率を見ても下がって

いるという状況から見ると、収益事業が少しおざな

りになり過ぎているのではないかと思うのです。知

事、その辺の解釈はどうでしょうか。

現在において○湧川盛順文化観光スポーツ部長

も、収益事業として旧海軍司令部壕の運営、それか

ら海中展望塔の運営等々を行っているところでござ

いますが、引き続き団体の体質強化に向けて、収益

事業について工夫していきたいと考えております。

中川京貴委員。○狩俣信子委員長

実は、私はこの総括質疑に知事を○中川京貴委員

。 、 、呼ぶことは反対でありました しかしながら 与党

野党同数になって、委員長裁決で総括質疑になりま

した。きょう、各委員の質疑を聞いて、問題提起は

いろいろありますけれども、要望とまた提言とが

あって、ある意味でよかったと思っております。そ

ういった意味では、玉城義和委員からあった財団法

人沖縄観光コンベンションビューローの位置づけに

ついても、私はこれは取り下げます。

適切な執行を確保するために―県では財団法人沖

縄観光コンベンションビューローの委託事業の適切

な執行を確保するためさまざまな措置を講じている

と思います 例えば 財団法人沖縄観光コンベンショ。 、

ンビューローにおいても会計監査をしていると思い

ますし、県においても会計監査はされていると思っ

ております。その対策についてお聞きしたい。

少し重なる答弁○湧川盛順文化観光スポーツ部長

で恐縮ですが、県からＯＣＶＢへの委託事務につい

て、より強固に公平性、透明性を確保するために委

託事業の執行に係る運用方針を作成して、県と連携

しながら取り組んでいるところでございます。その

中で、県とＯＣＶＢで定期的な連絡会議を設置し、

進 状況を確認する。それから、再委託の際の手続

を定めて、随意契約を行う場合についても県と調整

する。それから、企画公募を行う場合には県も参画

した選定委員会をつくって、より透明性を高めてい

くということを規定しているところでございます。

また、内部のチェック体制として、中間検査、そ

れから完了検査も行っております。あわせて、監査

委員事務局の監査も受けながら、執行体制について

はしっかりチェックをしながら実施しているところ

でございます。

先ほど玉城満委員からも、やはり○中川京貴委員
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ほかの事業と違ってこれは特殊事業であると。そし

て、玉城義和委員も、県の職員は人事異動があって

二、三年で異動する。しかしながら、財団法人沖縄

観光コンベンションビューローのように、専門職を

置いて５年も10年もそこで専門職として観光に携

わったほうがより成果が出るという提言もございま

した。私もそう思っております。そして、平成23年

度、24年度の予算が倍近く増額されております。平

成24年度の沖縄振興一括交付金を活用した観光関連

事業は、観光産業の振興のために投資されたと理解

しております。その投資効果についてお聞きしたい

と思っております。

なかなかスト○湧川盛順文化観光スポーツ部長

レートにこの事業のみの評価を図ることは難しいの

ですが、この事業としての取り組み、それから民間

、 、 、事業者 関係団体等の取り組みも相まって 例えば

平成20年度の観光収入については3997億円、対前年

度比で5.7％の増、観光客数については592万4700人

で対前年度比7.2％増になったものです。特に、外

国人観光客は過去最高の38万1500人で、対前年度比

26.9％増という大幅な数字を達成しております。そ

れから、今年度でございますが、昨年度の取り組み

効果も加えまして、４月から９月の上半期の観光客

数は337万9800人で、対前年度比で12.8％という大

幅な増加になっております。特に、外国人観光客に

ついては35万8600人で、前年が38万人ですので、ほ

ぼそれに匹敵する数字を前半期で達成しているとい

う成果が今上がっているところでございます。

ただいまの答弁のとおり、やはり○中川京貴委員

投資効果は―知事が掲げる1000万人観光立県に向け

て、那覇空港の滑走路整備も予算化しております。

これからの沖縄の観光立県を立ち上げるためにも、

それだけ財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローに対して投資した効果が出ておりますので、私

たちはいろいろな疑問点があれば一般質問や決算で

やればいい。ただし、それを推進していくためにど

のような形でやっていくかということは、お互いの

。 、信頼関係だと思っております そういった意味では

自信を持って事業を推進していただきたいと思いま

す。以上で終わります。

以上で、知事に対する総括質疑○狩俣信子委員長

を終結いたします。説明員の皆さん、大変お疲れさ

までした。どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○狩俣信子委員長

平成25年第６回議会乙第13号議案及び同乙第14号

議案の議決議案２件、平成25年第６回議会認定第１

号から同認定第23号までの決算23件の採決の順序及

び方法について、休憩中に御協議をお願いいたしま

す。

休憩いたします。

（休憩中に、採決の順序及び方法について協

議）

再開します。○狩俣信子委員長

これより、平成25年第６回議会乙第13号議案平成

24年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について及び乙第14号議案平成24年度沖縄県工業用

水道事業会計未処分利益剰余金の処分についての議

決議案２件を一括して採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの議案２件は可決することに御異議あり

ませんでしょうか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○狩俣信子委員長

よって、平成25年第６回議会乙第13号議案及び乙

第14号議案の議案２件は可決いたしました。

次に、各決算の採決を行います。

まず、平成25年第６回議会認定第１号平成24年度

沖縄県一般会計決算の認定について採決を行います

が、その前に意見・討論等はありませんか。

嘉陽宗儀委員。

この一般会計決算の内容について○嘉陽宗儀委員

は、たくさんありますので討論は後でやりますけれ

ども、基本的にはやはり識名トンネルの問題などに

見られるように、県民が主人公という立場から見た

ら、承服しかねる、認定できないということです。

公式討論はまた後でやります。

ほかに御意見・討論等はありま○狩俣信子委員長

せんか。

（ 意見・討論等なし」と呼ぶ者あり）「

意見・討論等なしと認めます。○狩俣信子委員長

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより、平成25年第６回議会認定第１号を採決

いたします。

本決算は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本決算は、認定することに賛成の諸君の挙手を求

めます。

（賛成者挙手）

挙手多数であります。○狩俣信子委員長
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よって、平成25年第６回議会認定第１号は認定い

たしました。

次に、平成25年第６回議会認定第12号平成24年度

沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特

別会計決算の認定について採決を行いますが、その

前に意見・討論等はありませんか。

嘉陽宗儀委員。

これは我が党がずっと一貫して指○嘉陽宗儀委員

摘をしてきたのですが、埋め立てしたけれども土地

が売れずに一般財源を食い潰している大きな要因に

なっていて、これは認定第12号も第16号も同じです

が、一般会計に甚大な影響を与えているという問題

と、今の時点でどうするかという意味での取り組み

も非常におろそかになっているという意味では、認

定できないということです。

ほかに意見・討論等はありませ○狩俣信子委員長

んか。

（ 意見・討論等なし」と呼ぶ者あり）「

意見・討論等なしと認めます。○狩俣信子委員長

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより、平成25年第６回議会認定第12号を採決

いたします。

本決算は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本決算は、認定することに賛成の諸君の挙手を求

めます。

（賛成者挙手）

挙手多数であります。○狩俣信子委員長

よって、平成25年第６回議会認定第12号は認定い

たしました。

次に、平成25年第６回議会認定第16号平成24年度

沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算

の認定について採決を行いますが、その前に意見・

討論等はありませんか。

嘉陽宗儀委員。

これは先ほども述べましたけれど○嘉陽宗儀委員

も、基本的に住民の立場に立っていない、きちんと

していないということで、認定しないということで

す。

ほかに意見・討論等はありませ○狩俣信子委員長

んか。

（ 意見・討論等なし」と呼ぶ者あり）「

意見・討論等なしと認めます。○狩俣信子委員長

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより、平成25年第６回議会認定第16号を採決

いたします。

本決算は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本決算は、認定することに賛成の諸君の挙手を求

めます。

（賛成者挙手）

挙手多数であります。○狩俣信子委員長

よって、平成25年第６回議会認定第16号は認定い

たしました。

次に、平成25年第６回議会認定第19号平成24年度

沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特

別会計決算の認定について採決を行いますが、その

前に意見・討論等はありませんか。

嘉陽宗儀委員。

この泡瀬の埋立事業は、この前の○嘉陽宗儀委員

土木環境委員会でも質疑しましたけれども、つくら

れている護岸工事そのものも耐震構造、津波対策が

できていない。その上に埋立事業をしても、スポー

ツコンベンション事業が来るかというと、そういう

見通しもない。それから、向こうはヘドロがかなり

埋め立てられていますけれども、これはもとに戻せ

といってもなかなか戻せないから、現在の泡瀬地区

の埋め立て地域では新たな自然との調和で渡り鳥が

たくさん飛来するとか、埋めたヘドロのところに海

藻が大分繁茂してきて、そこが魚のゆりかごという

か産卵場所になっているのです。新たな重要な場所

になっているので、これは自然再生推進法で再生す

るのが一番いいということでこの前提案しましたけ

、 、 、れども そういう意味では やはり改めて見直して

沖縄の観光振興に役立つような干潟として活用すべ

きだということで、これらの認定はできないという

ことです。

ほかに意見・討論等はありませ○狩俣信子委員長

んか。

（ 意見・討論等なし」と呼ぶ者あり）「

意見・討論等なしと認めます。○狩俣信子委員長

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより、平成25年第６回議会認定第19号を採決

いたします。

本決算は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本決算は、認定することに賛成の諸君の挙手を求

めます。

（賛成者挙手）
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挙手多数であります。○狩俣信子委員長

よって、平成25年第６回議会認定第19号は認定い

たしました。

次に、平成25年第６回議会認定第２号から同認定

第11号まで、同認定第13号から同認定第15号まで、

同認定第17号、同認定第18号及び同認定20号から同

認定第23号までの決算19件を一括して採決いたしま

す。

お諮りいたします。

ただいまの決算19件は、認定することに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○狩俣信子委員長

よって、平成25年第６回議会認定第２号から同認

、 、定第11号まで 同認定第13号から同認定第15号まで

同認定第17号、同認定第18号及び同認定20号から同

認定第23号までの決算19件は認定いたしました。

以上で、本委員会に付託されました決算23件及び

議決議案２件の審査は全て終了いたしました。

次に、お諮りいたします。

ただいま議決しました議案等に対する委員会審査

報告書の作成等につきましては、委員長に御一任願

いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○狩俣信子委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本委員会に付託されました議案等の処理

は全て終了いたしました。

委員の皆さんには、連日、熱心に審査に当たって

いただきまして、大変御苦労さまでございました。

これをもって、委員会を散会いたします。

午前11時52分散会
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決算特別委員会議案処理一覧表

議案番号 決 算 名 議決の結果

全会一致
平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分

可 決
第６回議会

について
第 1 3 号乙

平成24年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金
平 成 2 5 年

〃第６回議会
の処分について

第 1 4 号乙
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決算特別委員会決算処理一覧表

認定番号 決 算 名 議決の結果

多 数
平 成 2 5 年

認 定
第６回議会 平成24年度沖縄県一般会計決算の認定について

認定第１号

全会一致
平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定につ

認 定
第６回議会

いて
認定第２号

平成24年度沖縄県小規模企業者 特別会計
平 成 2 5 年

等設備導入資金
第６回議会 〃

決算の認定に つ い て
認定第３号

平成24年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定
平 成 2 5 年

〃第６回議会
について

認定第４号

平成24年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定につい
平 成 2 5 年

〃第６回議会
て

認定第５号

平成24年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定
平 成 2 5 年

〃第６回議会
について

認定第６号

平成24年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定につい
平 成 2 5 年

〃第６回議会
て

認定第７号

平成24年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認
平 成 2 5 年

〃第６回議会
定について

認定第８号

平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定
平 成 2 5 年

〃第６回議会
について

認定第９号

平成24年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定
平 成 2 5 年

〃第６回議会
について

認定第10号

平成24年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定につ
平 成 2 5 年

〃第６回議会
いて

認定第11号

多 数
平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成

認 定
第６回議会

事業特別会計決算の認定について
認定第12号
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全会一致
平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定

認 定
第６回議会

について
認定第13号

平成24年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特
平 成 2 5 年

〃第６回議会
別会計決算の認定について

認定第14号

平成24年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定につ
平 成 2 5 年

〃第６回議会
いて

認定第15号

多 数
平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会

認 定
第６回議会

計決算の認定について
認定第16号

全会一致
平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算

認 定
第６回議会

の認定について
認定第17号

平成24年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定につい
平 成 2 5 年

〃第６回議会
て

認定第18号

多 数
平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成

認 定
第６回議会

事業特別会計決算の認定について
認定第19号

全会一致
平 成 2 5 年

認 定
第６回議会 平成24年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について

認定第20号

平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県病院事業会計決算の認定について 〃第６回議会

認定第21号

平 成 2 5 年

平成24年度沖縄県水道事業会計決算の認定について 〃第６回議会

認定第22号

平成24年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定につい
平 成 2 5 年

〃第６回議会
て

認定第23号
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 狩 俣 信 子


